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令和６年度 越谷市社会福祉施設等指導監査実施計画 
 

令 和 ６ 年 ４ 月 
越谷市福祉部福祉総務課 

 
越谷市が所管する社会福祉法人並びに社会福祉施設及びサービス事業所の適

正な運営確保を目的とした指導監査を実施するための計画を次のとおり定める。 
 

 

１ 実施方針 
（１）利用者の立場に立った指導監査 
  利用者に安心かつ安全なサービスが提供されるよう、社会福祉施設及びサ

ービス事業所の運営管理について適切な支援を行う。 
（２）効率的・効果的な指導 

指導の効率化及び指導時の文書削減を図りつつ、サービスの質の確保・向上

（よりよいケアの実現）、利用者の保護、不適正事案等の防止に効果的な実地

指導を行う。 
（３）改善の徹底、機動的な監査 

指導事項の改善が確認できない場合は、必要に応じて責任者の呼び出し、連

続した指導・監査などの措置を講じ改善の徹底を図る。また、苦情・通報、事

故報告等により、著しい運営基準違反及び給付費の不正請求等が疑われる場

合は、迅速な特別指導監査及び監査を実施するなど機動的に対応する。 
 
 
２ 重点事項 
（１）社会福祉法人 

重点事項 着眼点 
理事会等運営 理事会及び評議員会において、続けて欠席している理事又は

評議員がいないか。 
人事管理 「施設長等の重要な役割を担う職員」を定款又はその他の規

定等において明確に定めているか。 
登記 変更登記について、期限内に登記を完了しているか。 
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（２）社会福祉施設・サービス事業所 
重点事項 着眼点 

人員基準 職員・従業者の員数は条例で定める基準等を満たしているか。 
報酬基準 法令に基づく報酬、給付等の請求を適正に行っているか。 
運営基準 以下の項目において、適正な運営を行っているか。 
 事故防止・ 

安全計画等 
研修実施、委員会開催など事故防止に最善の注意を払うととも

に、事故が発生した場合の体制を整備し、原因分析や再発防止

策の検討を行っているか。関係機関に速やかに事故報告を行っ

ているか。〔保育〕安全計画に基づく対応を行っているか。 
 虐待防止・ 

身体拘束廃

止 

研修実施、委員会開催など虐待防止・身体拘束廃止に向けた具

体的かつ効果的な取組を行っているか。利用者の意思・人格を

尊重したサービス提供に努めているか。 
 非常災害対

策等 
〔保育〕非常災害に備えるため、毎月、避難及び消火訓練を実

施し、記録しているか。 
〔介護・障害〕非常災害発生等に備えた業務継続計画を策定し、

当該計画に基づく対応を適切に行っているか。 
 感染症対策 感染症及び食中毒の予防、まん延の防止のための取組みを適切

に行っているか。 
 業務管理体

制整備 
新規参入事業者の届出や既届出事業者の届出事項変更に伴う

変更届を適正な機関に遅滞なく行っているか。 
 
 
３ 一般指導監査・指導（定期実地指導） 対象・実施時期・結果の公表 
令和６年５月～令和７年３月に、次の事業者を対象に一般指導監査及び指導

（実地指導）を実施する。なお、当該年度に実施する保育施設等に対する指導監

査（実地指導）については、より適切な施設・事業所運営を促すことを目的に、

翌年度当初に施設ごとの指摘事項や改善状況等を市ホームページに掲載する。 
（令和６年４月１日時点） 

種別 総数 対象数 実施周期（原則） 

社会福祉法人 ２０ ８ ３年に１回 

社会福祉施設・ 

サービス事業所 

老人福祉施設 

介護保険サービス 

６３８ 

 

１４６ ３〜６年に１回 

障害者支援施設 

障害福祉サービス 

４２３ １３６ ３年に１回 

児童福祉施設※ 

保育サービス※ 

１９３ １０４ １～６年に１回 

※児童福祉施設に公立保育所３施設・保育サービスに幼保無償化対象１０サービス含む。

以上 
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令和５年度 越谷市社会福祉施設等指導監査実施実績 

１ 集団指導 

 集団指導は、介護給付等(介護)、自立支援給付等(障がい)、施設型給付等(保育)の対象施

設・事業所に対し、正確な情報伝達・共有による不正等の行為の未然防止を目的として、年

1回、講習等の形式で実施しております。 

 令和 5年度は、コロナ禍後の効果的な実施方法を模索し、以下のように実施しました。 

○実施方法 

種別 方法 

介護保険サービス オンラインシステム(Zoom ミーティング) 

市ホームページ掲載資料の閲覧 障害福祉サービス 

保育施設等 
市ホームページ掲載資料の閲覧 

集合形式 

 

○参加数 

種別 対象数 参加数 参加率 

介護保険サービス 438 310 71％ 

障害福祉サービス(障害者) 256 183 71％ 

障害福祉サービス(障害児) 146 85 58％ 

保育施設等 176 114 65％ 

 

２ 一般指導監査・指導(定期実地指導) 

 施設や各種サービス事業者の運営状況を確認し、適正な事業運営及び施設運営を図るとと

もに、各種サービス等の質の確保及び給付費請求の適正化を図ることを目的に実施しており

ます。また、当該指導監査に合わせ、市が権限を有する事業者に対する、業務管理体制検査、

市が所轄庁となる社会福祉法人の法人運営に対する指導監査を実施しております。 

 令和 5年度は、以下のとおり実施しました。 

○実施件数 

種別 予定 実績 実施率 

社会福祉法人 7 6 86％ 

介護保険サービス 147 117 80％ 

障害福祉サービス(障害者) 94 80 85％ 

障害福祉サービス(障害児) 39 43 110％ 

保育施設等 103 53 51％ 
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○指摘件数 

種別 指導事項 注意事項 助 言 指摘なし 

社会福祉法人 0 27 38 0 

介護保険サービス 11 108 243 0 

障害福祉サービス(障害者) 21 166 172 0 

障害福祉サービス(障害児) 4 60 91 0 

保育施設等 0 21 36 27 

※指摘事項は、指導内容の軽重により指導・注意・助言にランク分けしています。 

 指導事項・・・改善のための必要な措置をとるべき事項 

 注意事項・・・違反の程度が軽微である事項又は指導を行わずとも改善が見込まれる事項 

 助言・・・事業運営に資するものと考えられる事項 

 

 

３ 特別指導監査・監査 

 「一般指導監査・指導(定期実地指導)」に対し、運営に不正又は著しい不当があったこと

を疑うに足る理由があるときなどは「特別指導監査・監査」を実施しております。なお、監

査ではその報告等が虚偽である場合においては、サービスの指定取り消しや罰金などの強い

罰則規定がある点において、指導とは大きく異なります。 

 令和 5年度は、以下のとおり実施しました(一部継続して実施中)。 

○違反・不正の疑い件数 

種別 人員基準 運営基準 
虐待・人格 

尊重義務 
不正請求 

不正の手段

による指定 

介 護 1 0 2 1 0 

障 害 1 0 0 2 1 

障害児 3 0 0 1 2 

保 育 0 0 0 5 0 

 

○結果件数 

種別 処分 改善指導 指導なし 継続中 

介 護 0 2 1 1 

障 害 0 0 1 3 

障害児 0 4 0 2 

保 育 0 5 0 0 
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日程調整 

・実地指導の概ね１か月前までに日程調整のため
の電話連絡をします。 

・原則として午前又は午後の半日単位で実施しま
す（規模等により異なる）。 

 

実施通知 
・事業所(管理者宛)に実施通知を送付。 
・実施通知の中に「事前提出資料」及び「当日準

備資料」が記載してあります。 

 

 
 
 

準 備 

・自主点検表は、越谷市公式ホームページに掲載
している様式で作成。 

・自主点検表及び事前提出資料は２セット作成し、
１部は事業所保管分、１部は市に提出。 

・「当日準備資料」は、必要に応じて当日、確認す
る資料ですので、当日に求められたらすぐに取
り出せるように整理しておいてください。 

 

 
事前提出 

・自主点検表を含む事前提出資料を実地指導の約
２週間前（通知の中に指定のあった日）に提出
してください。 

 

 
 
 
 

実地指導 
当日対応 

・当日は原則として市職員２～３人で伺います 
（規模等により異なる）。 

・当日の対応者は、管理者又はサービス管理責任
者など、人員体制や運営全般、サービス提供、
報酬請求について御説明いただける方（１人以
上）としてください。 

・必要に応じて他の従業者、場合によっては利用
者から聞き取ることもあります。 

・当日の指導内容については、確実に記録し、改
善に取り組んでください。 

・後日、市から問い合わせ、確認、口頭指導等が
ある場合もあります。 

 

結果通知 
・実地指導の結果は、指導事項の有無にかかわら

ず、翌月又は翌々月に送付します。 

 

        

 

 

 

 

 

改善報告 

・通知に記載された指導事項については、通知に

記載してある報告期限（１～２か月後）までに、

改善状況をまとめ、改善報告書を提出します。 

・通知の指導事項の改善が報告書で確認できたら、

実地指導は完了となります。 

 

 

 

 

越 

 

 

谷 

 

 

市 

 

 

 

 

事 

 

 

業 

 

 

者 

実 地 指 導 の 流 れ 
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 ６ 日 

障害福祉サービス等 

報酬改定検討チーム 
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 第１ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に係る基本的な考え方  

 

１．これまでの経緯 

○ 障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行から17年が経過し、現

在、障害福祉サービス等の利用者は約150万人、国の予算額は約２兆円となっ

ており、施行時と比較すると、それぞれ約３倍以上となっている。 

 

○ また、令和３年12月に「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しにつ

いて～ 中間整理 ～」がとりまとめられ、同報告書に基づき児童福祉法等の

一部改正が行われ、さらに令和４年６月に「障害者総合支援法改正法施行後３

年の見直しについて～社会保障審議会 障害者部会 報告書～」がとりまとめ

られた。同報告書に基づき、障害者総合支援法・精神保健福祉法等の一部改正

が行われたところであるが、障害福祉サービス等報酬の改定により対応すべき

事項についても、同報告書において指摘されている。 

 

○ またこの間、「障害児通所支援に関する検討会」や「地域で安心して暮らせ

る精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会」、「強度行動障害を有する者の

地域支援体制に関する検討会」等の各種検討会における報告書等がとりまとま

り、これを踏まえた対応が求められている。 

  さらに、昨年５月には、令和６年度から令和８年度までの第７期障害福祉計

画及び第３期障害児支援計画を作成するための基本方針が示された。 

 

○ このような状況の中、障害福祉分野における賃上げをはじめとする人材確保

への対応は喫緊かつ重要な課題であり、物価高騰・賃金上昇、経営の状況、支

え手が減少する中での人材確保の必要性等を踏まえ、利用者が必要なサービス

を受けられるよう、必要な処遇改善の水準の検討を含め、必要な対応を行うこ

とが重要な課題である。 

 

○ 障害福祉サービス等報酬改定検討チームにおいては、昨年５月から18回に

わたって議論を行い、この間49の関係団体からヒアリングを実施した上で、

個々のサービスの現状と論点を整理しながら検討を積み重ねてきた。 

  11月には令和５年障害福祉サービス等経営実態調査結果を公表し、12月６

日には、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性につい

て」をとりまとめたところ。 

この「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の概要」は、上記の経緯等も

踏まえつつ、これまでの検討内容を整理し、取りまとめたものである。 
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２．令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な考え方 

○ 昨年末の令和６年度予算の編成過程において、令和６年度障害福祉サービス

等報酬改定の改定率は全体で＋1.12％（改定率の外枠で処遇改善加算の一本化

の効果等があり、それを合わせれば改定率＋1.5％を上回る水準）とし、障害

福祉分野の人材確保のため、介護並びの処遇改善を行うとともに、障害者が希

望する地域生活の実現に向けて、介護との収支差率の違いも勘案しつつ、新規

参入が増加する中でのサービスの質の確保・向上を図る観点から、経営実態を

踏まえたサービスの質等に応じたメリハリのある報酬設定を行うこととされ

た。 

 

○ また、既存の加算の一本化による新たな処遇改善加算の創設に当たっては、

今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、障害福祉の現場で働く方々にと

って、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへと確実につ

ながるよう、配分方法の工夫を行うこととし、今回の改定が、福祉・介護職員

の処遇改善に与える効果について、実態を把握することとされた。 

  今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目の対応に

ついては、上記の実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や財源とあわせて令

和８年度予算編成過程で検討することとされた。 

 

○ これを踏まえ、喫緊かつ重要な課題である人材確保対策について必要な処遇

改善を行うとともに、障害者が希望する地域生活の実現、多様なニーズに応え

る専門性・体制の評価、支援時間・内容を勘案したきめ細かい評価、アウトカ

ムに基づく評価等について、取り組んでいく必要がある。このため、以下の基

本的な考え方に基づき、各サービスの報酬・基準についての見直しを行う。 

 

（１）障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり 

 ① 障害者が希望する地域生活を実現・継続するための支援の充実 

○ 障害者の入所施設や病院からの地域移行を進め、障害者がどの地域におい

ても安心して地域生活を送れるよう、地域生活支援拠点等の整備の推進、グ

ループホームにおける一人暮らし等の希望の実現、支援の実態に応じた適切

な評価の実施、障害の重度化や障害者の高齢化などの地域ニーズへの対応等

を行う。 

○ 障害者が希望する生活を実現するために重要な役割を担う相談支援につ

いて質の向上や提供体制の整備を図るとともに、障害者本人の意思を尊重し、

選択の機会を確保するため、意思決定支援を推進する。 

○ 特別な支援を必要とする強度行動障害を有する障害者等への支援体制の

充実を図る。 
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 ② 医療と福祉の連携の推進 

○ 診療報酬、介護報酬と同時改定である機会をとらえ、医療機関と相談支援

の連携について、多様なニーズに対応しつつ、さらなる促進を図る。 

○ 医療的ケア児の成人期への移行にも対応した医療的ケアの体制の充実や重

度障害者が入院した際の特別なコミュニケーション支援の充実を図る。 

 

 ③ 精神障害者の地域生活の包括的な支援 

○ 精神保健福祉法改正に伴い、精神障害者等が地域社会の一員として安心し

て自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住ま

い、就労等の社会参加、地域の助け合い、教育・普及啓発が包括的に確保さ

れた「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を一層推進する

観点から、入院から退院後の地域生活まで医療と福祉等による切れ目のない

支援を行えるよう、 医療と障害福祉サービス等との連携を一層進めるため

の仕組みに対する評価を行う。 

 

（２）社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応 

 ① 障害児に対する専門的で質の高い支援体制の構築 

○ 児童発達支援センターを中核に、身近な地域でニーズに応じた必要な発達

支援が受けられる体制整備を進めるとともに、地域の障害児支援体制の充実

を図る。 

〇 適切なアセスメントとこどもの特性を踏まえた総合的な支援・専門的な支

援や関係機関との連携強化等を進め、個々の特性や状況に応じた質の高い発

達支援の提供を推進する。 

○ 医療的ケア児や重症心身障害児、強度行動障害を有する児をはじめ、より

専門的な支援が必要な障害児への支援の充実を図り、障害特性に関わらず地

域で安心して暮らし育つことができる環境整備を進める。 

〇 養育支援や預かりニーズへの対応など、保護者・きょうだいへの家族支援

を推進し、家族全体のウェルビーイングの向上を図る。 

〇 保育所等への支援を行いながら併行通園や保育所等への移行を推進するな

ど、インクルージョンの取組を推進し、障害の有無に関わらず全てのこども

が共に育つ環境整備を進める。 

○ 障害児入所支援について、家庭的な養育環境の確保と専門的支援の充実、

成人期に向けた移行支援の強化を図り、施設での障害の育ちと暮らしを支え

る。 

 

 ② 障害者の多様なニーズに応じた就労の促進 

○ 障害者の一般就労への移行や就労支援施策は着実に進展している中で、さ
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らに障害者の就労を支援するため、事業の安定的、効率的な実施、生産活動

収支や工賃の改善を図る。 

○ 本人の就労ニーズや能力・適性とともに、就労に必要な支援や配慮を整理

し、個々の状況に応じた適切な就労につなげる新しい障害福祉サービスであ

る就労選択支援の円滑な実施に向けて対象者等の要件について整備する。 

 

（３）持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現のための報酬等の見直し 

○ サービス提供事業者や自治体の事務・手続き等の負担軽減の観点から、事

務簡素化等に取り組む。 

〇 障害者虐待の防止・権利擁護のため、身体拘束適正化の徹底や同性介助の

推進を図る。 

○ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保の観点から、長期化した経過措置

への対応の検討なども含め、メリハリのきいた報酬体系とするとともに、サ

ービスの内容・質に応じた評価や、透明性の向上を図る。 

 

３．令和６年度障害福祉サービス等報酬改定の施行時期 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定については、令和６年４月１日施行（就

労選択支援に関する改定事項については、令和７年10月１日施行）とする。ただ

し、今般新たに追加措置する福祉・介護職員の処遇改善分及び処遇改善加算等の

一本化については、令和６年６月１日施行とする。 
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 第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容  

 

１．障害福祉サービス等における横断的な改定事項 

（１）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し【全サービス】 

   ・ 各サービスの経営の実態等を踏まえつつ、基本報酬を見直す。     

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（２）福祉・介護職員等の処遇改善 
【処遇改善加算については、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等

包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機

能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支

援、就労選択支援、自立生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児

童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 
 

【基本報酬の見直しについては、全サービス】 
 

・ 福祉・介護職員等の確保に向けて、福祉・介護職員等の処遇改善のため

の措置をできるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する観点から、福

祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・

介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要

件及び加算率を組み合わせた４段階の「福祉・介護職員等処遇改善加算」

に一本化するとともに、今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、加

算率を引き上げる。（経過措置区分として、令和６年度末まで現行の３加算

の取得状況に基づく加算率を維持した上で、今般の改定による加算率の引

き上げを行う。） 

・ 就労定着支援の就労定着支援員、自立生活援助の地域生活支援員、就労

選択支援の就労選択支援員を、処遇改善加算等の対象に加える。 

・ 新加算においては、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一する。

（福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点

的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。） 

・ 月額賃金の改善に関する要件を見直し、新加算Ⅳの加算額の１／２以上

を月額賃金に充てることとする。 

・ 令和７年度に、職場環境等要件の見直しを行う。 

・ 福祉・介護職員以外の職員の処遇改善にもつながるよう、基本報酬を見

直す。 

 

（３）地域生活支援拠点等の機能の充実 

→「福祉・介護職員等処遇改善加算について」（別紙２）参照 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 
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障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等

からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等について、障害者総合支援法

の改正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、

機能の充実を図る。 

 

① 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置

を評価する加算を創設する。【自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域

移行支援、地域定着支援】 

≪地域生活支援拠点等機能強化加算【新設】≫ 500単位／月 

 以下のいずれかに該当する場合に加算する。 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）と自立生活援助、地域

移行支援及び地域定着支援のサービスを一体的に運営し、かつ、地域生

活支援拠点等に位置付けられた相談支援事業者等において、情報連携等

を担うコーディネーターを常勤で１以上配置されている場合 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）、自立生活援助、地域移

行支援及び地域定着支援に係る複数の事業者が、地域生活支援拠点等の

ネットワークにおいて相互に連携して運営されており、かつ、地域生活

支援拠点等に位置付けられた場合であって、当該事業者又はネットワー

ク上の関係機関（基幹相談支援センター等）において、情報連携等を担

うコーディネーターが常勤で１以上配置されている場合 

 ※ 配置されたコーディネーター１人当たり、本加算の算定人数の上限を

１月当たり合計100回までとする。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても

同様。 

 

② 平時からの情報連携を整えた通所系サービス事業所において、緊急時の受

入れについて評価する。【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

≪緊急時受入加算【新設】≫                 100単位／日 

 地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因して生じた

緊急事態等の際に、夜間に支援を行った場合に加算する。 

 

③ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に
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従事する者を配置することを要件に加える。【居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練

（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立生

活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援】 

≪緊急時対応加算の見直し≫（居宅介護の例） 

［現  行］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられている場合に、更に１回につき50単位を

加算する。 

［見直し後］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置している場合に、更に１回につき50単位を加算する。 

 

（４）強度行動障害を有する障害者への支援体制の充実 

① 強度行動障害を有する障害者の受入体制の強化【生活介護、短期入所、施設入

所支援、共同生活援助】 

・ 強度行動障害を有する障害者のうち、行動関連項目の合計点が非常に高

く、支援が困難な状態にある児者の受け入れ拡大や支援の充実の観点か

ら、行動関連項目の合計点が10点以上という区切りだけでなく、行動関連

項目の合計点が18点以上の障害者を受け入れ、強度行動障害を有する者に

対するチーム支援の実施をマネジメントする中心的な役割を果たす中核的

人材を配置し、適切な支援を行うことを評価する加算を拡充する。 

・ 強度行動障害を有する者のグループホームにおける受入体制を強化する

ため、利用者の事態や環境の変化に適応するための初期のアセスメント等

を評価する。 

→ 「重度障害者支援加算の拡充」（別紙４）参照 

 

② 状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援【療養介護、生 

活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就

労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

   ・ 状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、高度な専門性により

地域を支援する広域的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等（情報通

信機器を用いた地域外からの指導助言も含む）し、適切なアセスメント

と有効な支援方法の整理をともに行い、環境調整を進めることを評価す

る加算を創設する。 

≪集中的支援加算【新設】≫ 

  イ 集中的支援加算（Ⅰ）               1000単位／回 
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強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人材が

指定障害者支援施設、共同生活援助事業所等を訪問し、集中的な支援を行

った場合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加

算する。 

  ロ 集中的支援加算（Ⅱ）                500単位／日 

指定短期入所事業所、指定障害者支援施設、指定共同生活援助事業所又

は指定障害児入所施設が、集中的な支援が必要な利用者を他の指定障害福

祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に

対して集中的な支援を行った場合、３月以内の期間について、１日につき

所定単位数を加算する。 

※ ロの集中的支援加算（Ⅱ）を算定する場合は、イの集中的支援加算（Ⅰ）

も算定可能。 

 

（５）視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の拡充【生活介護、施設入所支援、共同生活

援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型】 

 視覚、聴覚、言語機能に重度の障害がある利用者を多く受け入れている事業

所において、様々なコミュニケーション手段を持つ利用者との交流にも配慮し

つつ、より手厚い支援体制をとっている事業所を更に評価する。 

［現  行］ 

   視覚・聴覚言語障害者支援体制加算             41単位／日 

  視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100分の

30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職員を利用

者の数を50で除した数以上配置していること。 

 

［見直し後］ 

イ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅰ）       51単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の50以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を40で除した数以上配置していること。 

   ロ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅱ）       41単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を50で除した数以上配置していること。 
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（６）意思決定支援の推進【障害児相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅

訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を

除く全サービス】 

① 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、「事業者は、

利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない」旨明記するととも

に、障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドラインの内容を相

談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準や解釈通知に反映させる。 

 

② 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、サービス担

当者会議及び個別支援会議について、本人の心身の状況等によりやむを得

ない場合を除き障害者本人の参加を原則とし、会議において本人の意向等

を確認することとする。 

 

（７）本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）【計画相談支援、障害児相談支

援、地域相談支援、自立生活援助、就労定着支援を除く全サービス】 

各障害福祉サービス事業等の指定基準の解釈通知において、「本人の意思に

反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等がサービス提供に

関する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供

体制の確保に努めるべき」旨明記する。 

 

（８）障害者虐待防止の推進【全サービス】 

① 令和４年度から義務化された障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サー

ビス事業所等に対して、基本報酬を減算する。 

 

② 指定基準の解釈通知において、 

 ・ 虐待防止委員会（身体拘束適正化委員会を含む。）において、外部の第三

者や専門家の活用に努めることや、 

 ・ 障害福祉サービス事業所等の管理者及び虐待防止責任者が、都道府県の

実施する虐待防止研修を受講することが望ましいこと 

 を明示する。 

≪虐待防止措置未実施減算【新設】≫ 

次の基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 ① 虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者

に周知徹底を図ること 

② 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③  上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 

 

17



 

13 

（９）身体拘束等の適正化の推進【計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援、自立生

活援助、就労定着支援を除く全サービス】 

① 施設・居住系サービスについて、身体拘束等の適正化の徹底を図る観点か

ら、減算額を引き上げる。 

 

② 訪問・通所系サービスについて、減算額を見直す。 

≪身体拘束廃止未実施減算の見直し≫ 

［現  行］ 

 基準を満たしていない場合に、１日につき５単位を所定単位数から減算す

る。 

［見直し後］ 

（施設・居住系サービス）※１ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の10％を減算する。 

（訪問・通所系サービス）※２ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 

 ※１ 障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サー

ビスを含む）、療養介護、障害児入所施設、共同生活援助、宿泊型自立訓

練 

※２ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支

援、生活介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労選択

支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達

支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問

支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く） 

 

（10）個別支援計画の共有【短期入所、就労選択支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域

定着支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を除く全サービス】 

   指定基準において、各サービスの個別支援計画について、指定特定（障害児）

相談支援事業所にも交付しなければならないこととする。 

 

（11）高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価 

① 高次脳機能障害に関する研修を受講した常勤の相談支援専門員を配置する

事業所を評価する。【計画相談支援・障害児相談支援】 

≪高次脳機能障害支援体制加算【新設】≫ 

イ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ） 60単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員により、高
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次脳機能障害を有する利用者に対して現に指定計画相談支援を行っている

場合に加算する。 

 ロ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） 30単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても同

様。 

 

② 高次脳機能障害を有する利用者が一定数以上であって、専門性を有する職

員が配置されている事業所等を評価する。【生活介護、施設入所支援、共同生活援

助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型】 

≪高次脳機能障害者支援体制加算【新設】≫         41単位／日 

   高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の100分の30以上であっ

て、高次脳機能障害支援者養成研修を修了した従業者を事業所に50：１以上

配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

（12）人員基準における両立支援への配慮等【全サービス】 

障害福祉の現場において、治療と仕事の両立を進め、職員の定着促進を図る

観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定における「常勤」要件及び「常

勤換算」要件について、以下の見直しを行う。 

・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等

の短時間勤務制度を利用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時

間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。 

・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以

上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

 

（13）障害福祉現場の業務効率化等を図るためのＩＣＴの活用等【全サービス】 

① 管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を

適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行

うことである旨を明確化した上で、管理者は、その責務を果たせる場合であ

って、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定め、

必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合にあっては、同一敷地内

等に限らず、同一の事業者によって設置される他の事業所等（介護サービス

事業所等の他分野のサービス事業所を含む。）の管理者又は従業者と兼務で
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きることとする。 

 

② 管理者について、介護分野における取扱いに準じ、以下のような措置を講

じた上で、管理上支障が生じない範囲内において、テレワークにより管理業

務を行うことが可能であることを示す。 

・ 利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保してい

ること。 

・ 事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、緊急時の対応に

ついて、あらかじめ対応の流れを定めておくとともに、必要に応じて管理

者自身が速やかに出勤できるようにしていること。 

また、人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている管理者以

外の職種又は業務のテレワークに関して、個人情報を適切に管理していること、

利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、具体的な考え方を示す。 

 

③ 障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方

公共団体に対して提出する指定申請関連文書、報酬請求関連文書等について、

令和５年度中に標準様式及び標準添付書類を作成する。 

 

（14）業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取組の強化【全サービス】 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービス等を継続

的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求

める観点から、感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策

定の場合、基本報酬を減算する。その際、一定程度の取組を行っている事業所

に対し経過措置を設けることとする。 

≪業務継続計画未策定減算【新設】≫            

 以下の基準に適応していない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を    

  継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

  の計画（業務継続計画）を策定すること 

 ・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

 

  ※ 令和７年３月31日までの間、「感染症の予防及びまん延防止のための指 

   針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の策定を行っている場

合には、減算を適用しない。 

    ただし、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等  

   包括支援、自立生活援助、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援、保育 

   所等訪問支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着 
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   支援については、「非常災害に関する具体的計画」の策定が求められてい

ないこと等を踏まえ、令和７年３月31日までの間、減算を適用しない。 

  ※ 就労選択支援については、令和９年３月31日までの間、減算を適用し

ない経過措置を設ける。 

 

 （減算単位） 

 ・ 所定単位数の３％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の１％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支

援、保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

（15）障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応力の向上【施

設入所支援、共同生活援助、福祉型障害児入所施設】 

  ① 感染症発生時に備えた平時からの対応として、障害者支援施設等は、感染

者の対応を行う協定締結医療機関と連携し、新興感染症の発生時等における

対応を取り決めることを努力義務とするとともに、協力医療機関が協定締結

医療機関である場合には、新興感染症の発生時等における対応についても協

議を行うことを義務付ける。 

感染症発生時における施設内感染防止等のため、平時から一定の体制を構

築している場合、加算で評価する。 

    また、医科診療報酬点数表の感染対策向上加算の届出を行った医療機関か

ら、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けることに

ついて評価する。 

≪運営基準【新設】≫ 

① 指定障害者支援施設等は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

② 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行わなければならない。 
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≪障害者支援施設等感染対策向上加算【新設】≫ 

 イ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）        10単位／月 

以下の（１）から（３）までのいずれにも適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を

加算する。 

  （１）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行

う体制を確保していること。 

  （２）協力医療機関等との間で、感染症の発生時の対応を取り決めるととも

に、感染症の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対応することが

可能であること。 

  （３）医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に

係る届出を行った医療機関が行う院内感染対策に関する研修又は訓練

に１年に１回以上参加していること。 

 

 ロ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）         ５単位／月 

医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関か

ら３年に１回以上実地指導を受けているものとして都道府県知事に届け出

た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。 

 

② 障害者支援施設等が新興感染症等の発生時に施設内療養を行う場合、感染

拡大に伴う病床ひっ迫時の対応として、必要な体制を確保した上で施設内療

養を行うことに対し、適切な感染対策を行っていることなどの要件を設け、

評価を行う。 

≪新興感染症等施設療養加算【新設】≫            240単位／日 

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診

療、入院調整等を行う医療機関を確保している指定障害者支援施設等におい

て、当該入所者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定施設入所支援等を

行った場合に、１月に５日を限度として所定単位数を加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める感染症については、今後のパンデミック発生時

に必要に応じて指定する。 

 

（16）情報公表未報告の事業所への対応【全サービス】 

  ① 利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化 

   の推進を図る観点から、障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告と 

   なっている事業所に対する「情報公表未報告減算」を新設する。 
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  ② また、施行規則において、都道府県知事は指定障害福祉サービス事業者等 

   の指定の更新に係る申請があった際に、情報公表に係る報告がされているこ 

   とを確認することとする。 

≪情報公表未報告減算【新設】≫   

  障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされて

いない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 所定単位数の10％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の５％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、

保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

≪都道府県等による確認【新設】≫  

  都道府県知事等は、指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る申請

があったときは、当該申請に係る事業者から障害者総合支援法第76条の３の規

定に基づく情報公表に係る報告がされていることを確認するものとする。 

 

（17）地域区分の見直し【全サービス】 

地域区分について、令和３年度報酬改定と同様に、類似制度である介護報酬

における地域区分との均衡を考慮し、原則、公務員の地域手当の設定に準拠し

ている介護報酬の地域区分の考え方に合わせることとする。 

また、平成30年度報酬改定の際に設けられた経過措置（平成30年以前の見直

し前の上乗せ割合から見直し後の最終的な上乗せ割合の範囲において設定可

能とするもの）を適用している自治体において、当該自治体の意向により、当

該経過措置を令和９年３月31日まで延長することを認める。 

さらに、平成30年度報酬改定時以降に、介護報酬と同じ区分に変更した自治

体について、当該自治体の意向により、現行の区分と従前の区分の範囲内で設

定することを認める（令和８年度末までの適用）。 

 → 「地域区分の見直しについて」（別紙３）参照 
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（18）補足給付の基準費用額の見直し【施設入所支援、障害児入所支援】 

   施設入所者の食費や居住に要する費用（食費・光熱水費）については、低所

得者に係る負担を軽減するため、基準費用額（食費・光熱水費に係る平均的な

費用の額）から、所得に応じた負担限度額を控除した差額を「補足給付」とし

て支給しているが、この補足給付の基準費用額について、令和５年障害福祉サ

ービス等経営実態調査結果等を踏まえて見直す。 

 

（19）食事提供体制加算の経過措置の取扱い【生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・

生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

   令和６年３月31日までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、

食事提供時における栄養面での配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす

場合に評価することとし、令和９年３月31日まで経過措置を延長する。 

≪食事提供体制加算の見直し≫  

通所系：30単位／日 短期入所、宿泊型自立訓練：48単位／日 

［現  行］ 

  収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、食事の提供を行った場合に所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、次の①から③までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に所定単

位数を加算する。 

① 管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は、栄養

ケア・ステーション若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面に

ついて確認した献立であること 

② 利用者ごとの摂食量を記録していること 

③ 利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること 

 

（20）施設入所者の送迎加算の取扱い【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労

≪補足給付に係る基準費用額の見直し≫ 

［現  行］     ［見直し後］ 

基準費用額 ５４，０００円 → ５５，５００円 
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選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

   施設入所者が希望する日中活動の提供を促進するため、障害者支援施設と隣

接してない生活介護事業所等への送迎については、施設入所者についても送迎

加算を算定可能とする。 

≪送迎加算の対象拡充≫ 

［現  行］ 

  指定生活介護事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

指定生活介護事業所等において、利用者（指定障害者支援施設と同一敷地内

又は隣接する指定生活介護事業所等を利用する施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

２ 訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し 

・ 特定事業所加算の算定にあたり、専門的な支援技術を必要とする重度障

害児への支援が評価できるように、加算要件の「重度障害者への対応」、「中

重度障害者への対応」の中に、「重度障害児（重症心身障害児、医療的ケア

児）への対応」を追加する。 

≪居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し≫ 

  良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて、所

定単位数に加算する。 

 ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合） 所定単位数の20％に加算 

 ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）    所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）      所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅳ）（①及び④に適合）      所定単位数の５％を加算 

 

[現  行] 

① サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等） 

② 良質な人材の確保（介護福祉士の割合が30％以上等） 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者の占める割合が30％以上） 
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④ 中重度障害者への対応（区分４以上である者及び喀痰吸引等を必要とす

る者の占める割合が50％以上） 

 

［見直し後］ 

 ①及び②   （略） 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者、喀痰吸引等を必要とする者並

びに重症心身障害児及び医療的ケア児の占める割合が30％以上） 

④ 中重度障害者への対応（区分４以上である者、喀痰吸引等を必要とする者

並びに重症心身障害児及び医療的ケア児の占める割合が50％以上） 

 

※ 令和６年３月31日時点で、特定事業所加算を受けている事業所について

は、３年間の経過措置を設ける。 

 

② 居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者とする暫定措

置の廃止 

・ 居宅介護のサービス提供責任者については、指定基準の解釈通知におい

て、「居宅介護職員初任者研修課程の研修を修了した者であって、３年以上

介護等の業務に従事したものをサービス提供責任者とする」という暫定措

置を設けていたが、質の向上を図る観点から、これを廃止する。 

※ あわせて、「居宅介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者

として配置し、当該者が作成した居宅介護計画に基づいて居宅介護を行

う場合は、所定単位数30％減算する」措置も廃止。 

 

③ 通院等介助等の対象要件の見直し 

・ 居宅介護の通院等介助等について、通知を改正し、居宅が始点又は終点

となる場合には、障害福祉サービスの通所系の事業所や地域活動支援セン

ター等から目的地（病院等）への移動等に係る通院等介助等に関しても、

同一の事業所が行うことを条件に、支援の対象とする。 

≪通院等介助等の対象要件の見直し≫ 

［現  行］ 

病院への通院等のための移動介助又は官公署での公的手続若しくは障害福

祉サービスを受けるための相談に係る移動介助を行った場合に、所定単位数を

算定する。 

 

［見直し後］ 

病院への通院等のための移動介助又は官公署での公的手続若しくは障害福

祉サービスを受けるための相談に係る移動介助を行った場合に、所定単位数を

算定する。 
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なお、目的地が複数あって居宅が始点又は終点となる場合には、指定障害福

祉サービス（生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓

練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）、指定通所支援（児

童発達支援、放課後等デイサービス）、地域活動支援センター、地域生活支援

事業の生活訓練等及び日中一時支援から目的地（病院等）への移動等に係る通

院等介助及び通院等乗降介助に関しても、同一の指定居宅介護事業所が行う

ことを条件に、算定することができる。 

 

（２）重度訪問介護 

① 入院中の重度訪問介護利用の対象拡大 

・ 入院中に特別なコミュニケーション支援を行うための重度訪問介護の利

用（現行は、障害支援区分６の利用者のみ）について、特別なコミュニケ

ーション支援を必要とする障害支援区分４及び５の利用者も対象とする。 

≪入院中の重度訪問介護利用の対象拡大≫ 

［現  行］ 

区分６に該当し、かつ、病院等へ入院又は入所をする前から重度訪問介護

を受けていた利用者に対して、当該利用者との意思疎通を図ることができる

重度訪問介護従業者が、当該病院等と連携し、病院等において重度訪問介護

を行った場合に、入院又は入所をした病院等において利用を開始した日から

起算して、90日以内の期間に限り、所定単位数を算定する。 

 

［見直し後］ 

区分４以上に該当し、かつ、病院等へ入院又は入所をする前から重度訪問

介護を受けていた利用者に対して、（中略）所定単位数を算定する。 

 

② 入院中の重度訪問介護利用における入院前の医療と障害福祉の連携した

支援への評価 

・ 重度訪問介護利用者が重度訪問介護従業者の付添いにより入院する際、

その入院前に、重度訪問介護事業所の職員と医療機関の職員が事前調整を

行った場合、当該重度訪問介護事業所が医療機関と連携した支援について

評価する。 

≪入院時支援連携加算【新設】≫          300単位／回 

病院又は診療所に入院する前から重度訪問介護を受けていた利用者が当該病

院又は診療所に入院するに当たり、重度訪問介護事業所の職員が当該病院又は

診療所を訪問し、当該利用者に係る必要な情報の提供及び当該病院又は診療所
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と当該重度訪問介護事業所が連携して入院時の支援を行うために必要な調整を

行った場合に、１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

③ 熟練従業者による同行支援の見直し 

・ 重度訪問介護における熟練従業者の同行支援をより評価する観点から、

熟練従業者及び新任従業者の報酬について見直しを行う。 

・ 医療的ケア等の専門的な支援技術が必要な重度訪問介護加算対象者

（15％加算対象者）に対する支援について、採用から６か月以内の新任従

業者に限らず、重度訪問介護加算対象者（15％加算対象者）に対する支援

に初めて従事する従業者も、熟練従業者の同行支援の対象とする。 

≪熟練従業者による同行支援の見直し≫ 

［現  行］ 

・ 障害支援区分６の利用者に対し、指定重度訪問介護事業所が新規に採用

した従業者により支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟練

した従業者が同行して支援を行った場合に、それぞれの従業者が行う重度

訪問介護につき、所要時間120時間以内に限り、所定単位数の100分の85

に相当する単位数を算定する。 

 

 [見直し後] 

・ 障害支援区分６の利用者に対し、（中略）当該利用者の支援に熟練した従

業者が同行して支援を行った場合に、それぞれの従業者が行う重度訪問介

護につき、所要時間120時間以内に限り、所定単位数の100分の90に相当

する単位数を算定する。 

・ 指定重度訪問介護事業所に勤務する従業者が、重度訪問介護加算対象者

（15％加算対象者）に対する支援に初めて従事し支援が行われる場合にお

いて、当該利用者の支援に熟練した従業者が同行して支援を行った場合

に、それぞれの従業者が行う重度訪問介護につき、所要時間120時間以内

に限り、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定する。 

 

（３）同行援護 

① 同行援護の特定事業所加算の加算要件の見直し 

・ 専門的な支援技術を有する人材を配置した事業所を評価できるように、

加算要件の「良質な人材の確保」の要件の選択肢として、「盲ろう者向け通

訳・介助員であり、同行援護従業者の要件を満たしている者」の配置割合

を追加する。 

≪同行援護の特定事業所加算の加算要件の見直し≫ 
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  良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて、所

定単位数に加算する。 

 ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合） 所定単位数の20％に加算 

 ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）    所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）      所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅳ）（①及び④に適合）      所定単位数の５％を加算 

 

[現  行] 

① サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等） 

② 良質な人材の確保 

・ 介護福祉士の割合 30％以上 

・ 実務者研修修了者や介護職員基礎研修課程修了者等の割合 50％以上 

・ 常勤の同行援護従事者によるサービス提供 40％以上 

・ 同行援護従業者養成研修及び国立リハビリテーションセンター学院視 

覚障害学科修了者等 30％以上 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者の占める割合が30％以上） 

④ 中重度障害者への対応（区分４以上である者及び喀痰吸引等を必要とす

る者の占める割合が50％以上） 

 

［見直し後］ 

①   （略） 

② 良質な人材の確保 

・ 介護福祉士の割合 30％以上 

・ 実務者研修修了者や介護職員基礎研修課程修了者等の割合 50％以上 

・ 常勤の同行援護従事者によるサービス提供 40％以上 

・ 同行援護従業者養成研修及び国立リハビリテーションセンター学院視 

覚障害学科修了者等 30％以上 

・ 盲ろう者向け通訳・介助員で、同行援護従業者の要件を満たしている 

者 20％以上 

③及び④   （略） 

 

（４）行動援護 

① 短時間の支援の評価 

・ 行動援護において強度行動障害を有する者のニーズに応じた専門的な支

援を行うようにするため、短時間の支援の評価を行いながら、長時間の支

援については見直すなど、行動援護の報酬設定の見直しを行う。 
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→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 行動援護の特定事業所加算の加算要件の見直し 

・ 加算要件の「サービスの提供体制の整備」に、強度行動障害を有する者

に対しての医療・教育等の関係機関との連携に関する要件を追加する。 

・ 加算要件の「良質な人材の確保」の要件の選択肢として、「中核的人材養

成研修を修了したサービス提供責任者の人数」を追加する。           

 ・ 加算要件の「重度障害者への対応」の選択肢として、特に専門的な支援

技術を必要とする「行動関連項目18点以上の者」を追加する。 

≪行動援護の特定事業所加算の加算要件の見直し≫ 

  良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて、所

定単位数に加算する。 

 ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合） 所定単位数の20％に加算 

 ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）    所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）      所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅳ）（①及び④に適合）      所定単位数の５％を加算 

 

[現  行] 

① サービス提供体制の整備 

・ 研修の計画的実施、情報の的確な伝達等 

② 良質な人材の確保 

・ 介護福祉士の割合 30％以上 

・ 実務者研修修了者や介護職員基礎研修課程修了者等の割合 50％以上 

・ 常勤の行動援護従事者によるサービス提供 40％以上 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者の占める割合が30％以上） 

④ 中重度障害者への対応（区分４以上である者及び喀痰吸引等を必要とす

る者の占める割合が50％以上） 

 

［見直し後］ 

① サービス提供体制の整備 

・ 研修の計画的実施、情報の的確な伝達等 

・ サービス提供責任者が行動援護計画、支援計画シート及び支援手順書の

作成及び利用者に対する交付の際、医療機関、教育機関等と連絡及び調

整を行い、当該関係機関から利用者に関する必要な情報の提供を受けて

いること。 
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※ 令和６年３月31日時点で、特定事業所加算を受けている事業所につ

いては、３年間の経過措置を設ける。 

② 良質な人材の確保 

・ 介護福祉士の割合 30％以上 

・ 実務者研修修了者や介護職員基礎研修課程修了者等の割合 50％以上 

・ 常勤の行動援護従事者によるサービス提供 40％以上 

・ サービス提供責任者のうち１人以上が中核的人材育成研修を修了した    

   者 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者、喀痰吸引等を必要とする者及

び行動関連項目合計点数が18点以上である者の占める割合が30％以上） 

④   （略） 

 

③ 行動援護のサービス提供責任者等の要件に係る経過措置の延長 

・ 行動援護のサービス提供責任者及び従業者の要件における、「介護福祉

士や実務者研修修了者等を行動援護従業者養成研修課程修了者とみなす」

という経過措置について、令和９年３月31日まで延長し、その後廃止す

る。 

 

（５）重度障害者等包括支援 

① 強度行動障害を有する児者などに対する支援 

・ 行動援護等の訪問系サービスの資格要件を満たした者がサービス提供を

行う場合に、質の高い支援の実施として評価を行う。              

 ・ 複数のサービス事業者による利用者への支援を行うにあたり、その事業

者の担当者を招集して、利用者の心身の状況やサービスの提供状況の確認

等を行った場合に、その連携した支援について評価する。 

≪有資格者支援加算【新設】≫            60単位／日 

・ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に従事する資格要件を

満たした従業者が、利用者に対して、指定重度障害者等包括支援を行った

場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、重度障害者等包括支

援として居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護を提供した場合

に限る。 

 

≪外部連携支援加算【新設】≫           200単位／回 

・ 指定重度障害者等包括支援事業所が、第三者に委託することにより障害

福祉サービスを提供する場合であって、当該委託を受けた事業者の担当者
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を招集して、重度障害者等包括支援計画の実施状況について説明を行うと

ともに、利用者の心身の状況及び障害福祉サービスの提供の状況に関する

必要な情報の提供を受け、当該事業所と連携して支援を行った場合に、利

用者１人につき１月に４回を限度として所定単位数を加算する。 

 

 

（６）訪問系サービスの国庫負担基準の見直し 

① 居宅介護の国庫負担基準について、介護保険対象者の区分を追加する。 

 

② 重度訪問介護の国庫負担基準について、重度障害者の単位の見直しや介護

保険対象者の区分の細分化を行う。 

≪訪問系サービスの国庫負担基準の見直し≫ 

 

○居宅介護利用者 

［現  行］ 

 ・障害支援区分１  3,040単位（ 6,280単位） 

 ・障害支援区分２  3,930単位（ 7,130単位） 

 ・障害支援区分３  5,770単位（ 9,010単位） 

 ・障害支援区分４ 10,850単位（14,040単位） 

 ・障害支援区分５ 17,380単位（20,570単位） 

 ・障害支援区分６ 25,000単位（28,230単位） 

 ・障害児      9,750単位（13,010単位） 
   ※カッコ内は通院等（乗降）介助あり 

 

 [見直し後] 

・障害支援区分１  3,100単位（ 6,410単位） 

 ・障害支援区分２  4,010単位（ 7,270単位） 

 ・障害支援区分３  5,890単位（ 9,190単位） 

 ・障害支援区分４ 11,070単位（14,320単位） 

 ・障害支援区分５ 17,730単位（20,980単位） 

 ・障害支援区分６ 25,500単位（28,800単位） 

 ・障害児          9,950単位（13,270単位） 
   ※カッコ内は通院等（乗降）介助あり 

 

 介護保険対象者 

 ・障害支援区分５  1,100単位 

 ・障害支援区分６  1,810単位 
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○重度訪問介護利用者 

［現  行］ 

 ・障害支援区分４ 28,430単位 

 ・障害支援区分５ 35,630単位 

 ・障害支援区分６ 50,800単位 

 

    介護保険対象者 17,340単位 

 

 [見直し後] 

 ・障害支援区分４ 28,940単位 

 ・障害支援区分５ 36,270単位 

 ・障害支援区分６ 62,050単位 

 

    介護保険対象者  

 ・障害支援区分４ 14,620単位 

 ・障害支援区分５ 15,290単位 

 ・障害支援区分６ 22,910単位 

 

 

３ 日中活動系サービス 

（１）生活介護 

① サービス提供時間ごとの基本報酬の設定 

・ 基本報酬は営業時間で設定されているが、利用者ごとのサービス提供の

実態に応じた報酬体系とするため、基本報酬の設定については、障害支援

区分ごと及び利用定員規模に加え、サービス提供時間別に細やかに設定す

る。なお、サービス提供時間については、医療的ケアが必要な者や盲ろう

者など、障害特性等により利用時間が短時間にならざるを得ない者への配

慮として、個別支援計画に定めた標準的な支援時間で算定することを基本

とすることなど一定の配慮を設ける。また、従業員の配置員数を算出する

際に必要な前年度の平均利用者数の算出については、サービス提供時間を

考慮する。（サービス提供時間が５時間以上７時間未満の利用者は、前年度

の平均利用者数の算出の際、１人ではなく0.75人として計算し、５時間未

満の利用者は、0.5人と計算する。短時間の利用者のニーズに応じたサービ

ス提供も可能であり、例えば、短時間の利用者を午前・午後に分けて受け

入れることも可能。） 

→ サービス提供時間ごとの基本報酬の設定について（別紙１）参照 
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② 利用定員規模ごとの基本報酬の設定 

・ 利用者数の変動に対して柔軟に対応しやすくすることで、小規模事業所

の運営をしやすくするとともに、障害者支援施設からの地域移行を促進す

るため、利用定員ごとの基本報酬を10人ごとに設定する。あわせて、重症

心身障害児者対応の多機能型事業所にも配慮した利用定員規模別の基本報

酬を設定する。 

→ 利用定員規模ごとの基本報酬の設定の設定について（別紙１）参照 

 

③ 延長支援加算の見直し 

・ 延長支援加算については、生活介護の基本報酬をサービス提供時間で８

時間以上９時間未満まで設定することから、９時間以上の支援を評価する。

（施設入所者については、延長支援加算は算定できない。） 

≪延長支援加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 （１）延長時間１時間未満の場合              61単位／日 

 （２）延長時間１時間以上の場合              92単位／日 

 

［見直し後］ 

 （１）所要時間９時間以上10時間未満の場合         100単位／日 

（２）所要時間10時間以上11時間未満の場合         200単位／日 

（３）所要時間11時間以上12時間未満の場合         300単位／日 

（４）所要時間12時間以上                 400単位／日 

 

④ 常勤看護職員等配置加算の拡充 

・ 医療的ケアが必要な者に対する体制や医療的ケア児の成人期への移行に

も対応した体制を整備するため、常勤看護職員等配置加算について、看護

職員の配置人数に応じた評価を行う。 

≪常勤看護職員等配置加算の見直し≫ 

［現  行］ 

イ 常勤看護職員等配置加算（Ⅰ） 

  ⑴ 利用定員が20人以下                 28単位／日 

⑵ 利用定員が21人以上40人以下              19単位／日 

⑶ 利用定員が41人以上60人以下              11単位／日 

⑷ 利用定員が61人以上80人以下             ８単位／日 
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⑸ 利用定員が81人以上                  ６単位／日 

ロ 常勤看護職員等配置加算（Ⅱ）  

⑴ 利用定員が20人以下                 56単位／日 

⑵ 利用定員が21人以上40人以下              38単位／日 

⑶ 利用定員が41人以上60人以下              22単位／日 

⑷ 利用定員が61人以上80人以下             16単位／日 

⑸ 利用定員が81人以上                 12単位／日 

ハ 常勤看護職員等配置加算（Ⅲ） 

⑴ 利用定員が20人以下                 84単位／日 

⑵ 利用定員が21人以上40人以下             57単位／日 

⑶ 利用定員が41人以上60人以下             33単位／日 

⑷ 利用定員が61人以上80人以下             24単位／日 

⑸ 利用定員が81人以上                 18単位／日 

 

［見直し後］ 

    利用定員に応じ、以下の所定単位数に常勤換算方法で算定した看護職員

の数を乗じて得た単位数を加算する。 

⑴ 利用定員が５人以下                  32単位／日 

⑵ 利用定員が６人以上10人以下              30単位／日 

⑶ 利用定員が11人以上20人以下              28単位／日 

⑷ 利用定員が21人以上30人以下              24単位／日 

⑸ 利用定員が31人以上40人以下                          19単位／日 

⑹ 利用定員が41人以上50人以下              15単位／日 

⑺ 利用定員が51人以上60人以下              11単位／日 

⑻ 利用定員が61人以上70人以下                          10単位／日 

⑼ 利用定員が71人以上80人以下              ８単位／日 

⑽ 利用定員が81人以上                  ６単位／日 

 

⑤ 人員配置体制加算の拡充 

・ 医療的ケアが必要な者など、重度の障害者に対する複数職員による手 

厚い体制を評価する。 

≪人員配置体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

イ 人員配置体制加算（Ⅰ） 

⑴ 利用定員が20人以下                265単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下                       212単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                197単位／日 

ロ 人員配置体制加算（Ⅱ）  
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⑴  利用定員が20人以下                181単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下            136単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                125単位／日 

ハ 人員配置体制加算（Ⅲ）  

⑴  利用定員が20人以下                 51単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下                        38単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                                33単位／日 

 

［見直し後］ 

イ 人員配置体制加算（Ⅰ） 

⑴ 利用定員が20人以下                321単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下                       263単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                245単位／日 

ロ 人員配置体制加算（Ⅱ） 

⑴ 利用定員が20人以下                265単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下                       212単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                197単位／日 

ハ 人員配置体制加算（Ⅲ）  

⑴  利用定員が20人以下                181単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下            136単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                125単位／日 

ニ 人員配置体制加算（Ⅳ）  

⑴  利用定員が20人以下                 51単位／日 

⑵  利用定員が21人以上60人以下                        38単位／日 

⑶  利用定員が61人以上                                33単位／日 

  ※人員配置体制加算（Ⅰ）は従業者を常勤換算方法で「1.5:１」以上配置 

 人員配置体制加算（Ⅱ）は従業者を常勤換算方法で「1.7:１」以上配置 

 人員配置体制加算（Ⅲ）は従業者を常勤換算方法で「２ :１」以上配置 

 人員配置体制加算（Ⅳ）は従業者を常勤換算方法で「2.5:１」以上配置 

 

⑥ 入浴支援加算の創設 

・ 医療的ケアが必要な者等への入浴支援を評価するための加算を創設する。 

≪入浴支援加算【新設】≫                  80単位／日 

  医療的ケアが必要な者又は重症心身障害者に対して、入浴に係る支援を提

供した場合、１日につき所定単位数を加算する。 

 

⑦ 喀痰吸引等実施加算の創設 
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・ 医療的ケアが必要な者等への喀痰吸引・経管栄養の実施を評価するため

の加算を創設する。 

≪喀痰吸引等実施加算【新設】≫               30単位／日 

  医療的ケアが必要な者であって喀痰吸引等が必要なものに対して、喀痰吸

引等を実施するものとして登録した事業所において、喀痰吸引等の実施のた

めに必要な知識・技能を修得するための研修を修了した職員が喀痰吸引等を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

⑧ リハビリテーション職の配置基準 

・ 高次脳機能障害等の後遺症により言語障害を有する者等の支援のため、

人員配置基準として、看護職員、理学療法士と作業療法士の他に言語聴覚

士を加える。（自立訓練（機能訓練）も同様。） 

≪人員基準の見直し≫ 

［現  行］ 

  指定生活介護事業所に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

 ・ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員 

 

［見直し後］ 

指定生活介護事業所に置くべき従業者及びその員数は、次のとおりとする。 

 ・ 看護職員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士及び生活支援員 

 

⑨ リハビリテーション加算におけるリハビリテーション実施計画の作成期

間の見直し 

   ・ リハビリテーション実施計画の作成期間を個別支援計画と同様に６か月

ごとにする。 

≪リハビリテーション実施計画の作成期間の見直し≫ 

［現  行］ 

リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテーションやケアを

実施しながら、概ね２週間以内及び概ね３月ごとに関連スタッフがアセスメ

ントとそれに基づく評価を行い、その後、多職種協働により、リハビリテーシ

ョンカンファレンスを行って、リハビリテーション実施計画を作成すること。 

 

［見直し後］ 

リハビリテーション実施計画原案に基づいたリハビリテーションやケアを

実施しながら、概ね２週間以内及び６月ごとに（中略）リハビリテーション実
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施計画を作成すること。 

 

⑩ 栄養状態のスクリーニング及び栄養改善の取組の充実 

・ 生活支援員や管理栄養士等の他職種と連携し、全ての利用者の栄養状態

のスクリーニングを行うとともに、栄養状態にリスクのある者に対して個

別に栄養管理を行う等、栄養ケア・マネジメントを行った場合を評価する

ための加算を創設する。 

≪栄養スクリーニング加算【新設】≫             ５単位／回 

  利用開始及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当

該利用者の栄養状態に関する情報を、当該利用者を担当する相談支援専門員

に提供した場合、１回につき所定単位数を加算する。 

 

≪栄養改善加算【新設】≫                  200単位／回 

  次の⑴から⑷までのいずれにも適合する指定生活介護事業所等において、

低栄養又は過栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、

当該利用者の栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食事

相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると

認められるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、３月

以内の期間に限り１月に２回を限度として所定単位数を加算する。ただし、栄

養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、栄養

状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる

利用者については、引き続き算定することができる。 

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以

上配置していること。 

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用

者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を策定して

いること。 

⑶ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅に訪

問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄

養状態を定期的に記録していること。 

⑷ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

 

⑪ 福祉専門職員配置等加算の算定方法の見直し 

・ 生活介護については、常勤職員が多く配置されていることや、常勤職員

の勤続年数が長いことを適切に評価するため、福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

又は（Ⅱ）と福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）との併給を可能とする。 
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（３）短期入所 

① 緊急時の重度障害者の受入機能の充実 

・ 平時から地域生活支援拠点等として情報連携を整えた短期入所におい

て、重度障害者の緊急時の受け入れについて評価する。あわせて、短期入

所における緊急時の受け入れについて、緊急時の受入体制構築を適切に評

価する観点から緊急短期入所受入加算による評価を見直す。 

≪地域生活支援拠点等である場合の加算の見直し≫ 

［現  行］ 

地域生活支援拠点等として、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期

入所等の利用を開始した日について、１日につき所定単位数に100単位を加算

する。 

 

［見直し後］ 

地域生活支援拠点等として、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期

入所等の利用を開始した日について、１日につき所定単位数に100単位を加算

する。加えて、平時から利用者の生活の状況等を把握するため、指定短期入所

事業所等の従業者のうち、市町村及び基幹相談支援センター等との連携及び

調整に従事する者を一以上配置し、医療的ケアが必要な児者、重症心身障害児

者又は強度行動障害を有する児者に対し、指定短期入所等を行った場合に、当

該指定短期入所等の利用を開始した日について、１日につき所定単位数に更

に200単位を加算する。 

 

≪緊急短期入所受入加算の見直し≫ 

［現  行］ 

イ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ）             180単位／日 

ロ 緊急短期入所受入加算（Ⅱ）             270単位／日 

 

［見直し後］ 

イ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ）             270単位／日 

ロ 緊急短期入所受入加算（Ⅱ）             500単位／日 

 

② 福祉型強化短期入所サービス費における日中支援サービス類型の創設 

・ 福祉型強化短期入所サービスにおいて、医療的ケア児者の入浴支援等、

日中の支援ニーズに応えるサービス類型を評価する基本報酬を創設する。 

≪福祉型強化短期入所サービス費の日中支援サービス類型【新設】≫ 
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・ 福祉型強化特定短期入所サービス費（Ⅰ）（障害者向け） 

㈠ 区分６                      1,107単位／日 

㈡ 区分５                       977単位／日 

㈢ 区分４                       846単位／日 

㈣ 区分３                       784単位／日 

㈤ 区分１及び区分２                  715単位／日 

 

・ 福祉型強化特定短期入所サービス費（Ⅱ）（障害児向け） 

㈠ 区分３                       977単位／日 

㈡ 区分２                       816単位／日 

㈢ 区分１                       715単位／日 

 

   ※ 医療的ケア児者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置している

指定短期入所事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合

に、１日につき所定単位数を算定する。 

 

③ 医療的ケア児者の受入体制の拡充 

・ 福祉型短期入所サービスについては、医療的ケア児者を受け入れて対応

している場合や、障害支援区分５・６の障害者を多く受け入れている場合

に、医療的ケアを行う体制を評価するための加算を創設する。 

≪医療的ケア対応支援加算【新設】≫             120単位／日 

  福祉型短期入所サービス費を算定している指定短期入所事業所等におい

て、看護職員を必要とされる数以上配置した上で、医療的ケア児者に対し、指

定短期入所等を行った場合に、１日につき、所定単位数を加算する。 

 

≪重度障害児・障害者対応支援加算【新設】≫         30単位／日 

  福祉型短期入所サービス費を算定している指定短期入所事業所等におい

て、区分５若しくは区分６又は障害児支援区分３に該当する利用者の数が当

該指定短期入所事業所等の利用者の数に100分の50を乗じて得た数以上であ

る場合に、１日につき、所定単位数を加算する。 

 

④ 医療型短期入所における受入支援の強化 

・ 医療型短期入所サービスの利用を希望する医療的ケア児者に対して、利

用する前から、事前に自宅へ訪問し、医療的ケアの手技等を確認した上で、

新たに受け入れた場合を評価するための加算を創設する。 

≪医療型短期入所受入前支援加算【新設】≫ 
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イ 医療型短期入所受入前支援加算（Ⅰ）         1,000単位／日 

ロ 医療型短期入所受入前支援加算（Ⅱ）            500単位／日 

※  イについては、指定短期入所事業所の職員が、利用を希望する医療的

ケア児者に対して、当該指定短期入所事業所を利用する前日までに、自

宅等へ訪問し、医療的ケアの手技等を確認した上で、指定短期入所事業

所等において、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期入所等を

開始した日について、所定単位数を加算する。 

※  ロについては、テレビ電話装置等を活用することにより、指定短期入

所事業所の職員が、利用を希望する医療的ケア児者に対して、当該指定

短期入所事業所を利用する前日までに、医療的ケアの手技等を確認し

た上で、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期入所等を開始し

た日について、所定単位数を加算する。 

 

⑤ 医療型短期入所サービスの指定申請事務の負担軽減 

・ 障害者総合支援法施行規則に基づく医療型短期入所サービスの指定申請

において、介護老人保健施設の指定申請で提出している書類と同様の書類

は、省略可能とする。 

≪短期入所に係る指定の申請書類等の省略≫ 

介護老人保健施設の開設の許可を受けている場合においては、以下の申請

書の記載又は書類の提出を省略させることができる。 

  ・ 申請者の登記事項証明書又は条例等 

 ・ 建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要 

 ・ 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 

 ・ 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

 ・ 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容 

 

 

４ 施設系・居住支援系サービス 

（１）施設入所支援 

① 基本報酬の定員区分の見直し 

・ 利用定員の変更を行いやすくし、施設から地域への移行を推進するため、

利用定員ごとの基本報酬を10人ごとに設定する。 

→ 基本報酬の区分の見直しについて（別紙１）参照 

 

② 地域移行を推進するための取組の推進 

・ すべての入所者に対して、地域移行及び施設外の日中サービス利用の意
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向を確認し、希望に応じたサービス利用にしなければならないことを運営

基準に規定する。 

・ 本人の希望に応じたサービス利用に実効性を持たせるため、 

➢ 地域移行及び施設外の日中サービス利用の意向確認を行う担当者を選

任すること 

➢ 意向確認のマニュアルを作成すること 

を運営基準に規定する。当該規定については、令和６年度から努力義務化

し、令和８年度から義務化するとともに、未対応の場合は、減算の対象と

する。 

・ 地域移行に向けた動機付け支援として、グループホーム等の見学や食事

利用、地域活動への参加等を行った場合を評価するための加算を創設する。 

≪指定障害者支援施設等の一般原則の見直し【新設】≫ 

・ 指定障害者支援施設等は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に

配慮しつつ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当該意向を

定期的に確認するとともに、地域生活支援拠点等又は相談支援事業者と連

携を図りつつ、利用者の希望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講

じなければならない。 

・ 指定障害者支援施設等は、利用者の当該指定障害者支援施設等以外におけ

る指定障害福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者の自

己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者の当該指定障害者

支援施設等以外における指定障害福祉サービス等の利用に関する意向を定

期的に確認し、相談支援事業者と連携を図りつつ、必要な援助を行わなけれ

ばならない。 

 

≪地域移行等意向確認担当者の選任等【新設】≫ 

・ 指定障害者支援施設等は、利用者の地域生活への移行に関する意向や施設

外のサービスの利用状況等の把握及び施設外におけるサービスの利用に関

する意向の定期的な確認（以下「地域移行等意向確認等」という。）を適切

に行うため、地域移行等意向確認等に関する指針を定めるとともに、地域移

行等意向確認担当者を選任しなければならない。 

・ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に関する指針に基づ

き、地域移行等意向確認等を実施し、アセスメントの際に把握又は確認した

内容をサービス管理責任者に報告するとともに、施設障害福祉サービス計

画の作成に係る会議に報告しなければならない。 

  ※ 上記規定は、令和６年度から努力義務化、令和８年度から義務化 

・ 地域移行等意向確認担当者は、地域移行等意向確認等に当たっては、地域
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生活支援拠点等又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者

と連携し、地域における障害福祉サービスの体験的な利用に係る支援その

他の地域生活への移行に向けた支援を行うよう努めなければならない。 

 

≪地域移行等意向確認等に関する指針未作成等の場合の減算【新設】≫ 

 ・ 地域移行等意向確認等に関する指針を作成してない場合又は地域移行等

意向確認担当者を選任していない場合は、１日につき５単位を減算する。

（令和８年度から減算を実施。） 

 

≪地域移行促進加算（Ⅱ）【新設】≫              60単位／日 

・ 入所者に対して、通所サービス又はグループホームの見学や食事体験等を

行うなど、地域生活への移行に向けた支援を実施した場合に、１月につき３

回を限度として所定単位数を算定する。 

 

③ 地域移行の実績の評価 

・ 障害者支援施設から地域へ移行した者がいる場合であって、入所定員を

１名以上減らした場合を評価するための加算を創設する。 

≪地域移行支援体制加算【新設】≫ 

イ 利用定員が40人以下 

⑴ 区分６                       15単位／日 

⑵ 区分５                       13単位／日 

⑶ 区分４                       11単位／日 

⑷ 区分３                       ８単位／日 

⑸ 区分２以下                     ６単位／日 

ロ 利用定員が41人以上50人以下 

⑴ 区分６                       ９単位／日 

⑵ 区分５                       ７単位／日 

⑶ 区分４                       ６単位／日 

⑷ 区分３                       ５単位／日 

⑸ 区分２以下                     ４単位／日 

ハ 利用定員が51人以上60人以下 

⑴ 区分６                       ７単位／日 

⑵ 区分５                       ６単位／日 

⑶ 区分４                       ５単位／日 

⑷ 区分３                       ４単位／日 

⑸ 区分２以下                     ３単位／日 
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二 利用定員が61人以上70人以下 

⑴ 区分６                       ５単位／日 

⑵ 区分５                       ４単位／日 

⑶ 区分４                       ３単位／日 

⑷ 区分３                       ３単位／日 

⑸ 区分２以下                     ２単位／日 

ホ 利用定員が71人以上80人以下 

⑴ 区分６                       ４単位／日 

⑵ 区分５                       ３単位／日 

⑶ 区分４                       ３単位／日 

⑷ 区分３                       ２単位／日 

⑸ 区分２以下                     ２単位／日 

へ 利用定員が81人以上 

⑴ 区分６                       ３単位／日 

⑵ 区分５                       ３単位／日 

⑶ 区分４                       ２単位／日 

⑷ 区分３                       ２単位／日 

⑸ 区分２以下                     ２単位／日 

※ 前年度に当該指定障害者支援施設等から退所し、地域生活が６月以上

継続している者が１人以上いる指定障害者支援施設等であって、利用定

員を減少させたものとして都道府県知事に届け出たものについて、１年

間を限度として１日につき所定単位数に当該利用定員の減少数を乗じて

得た単位数を加算する。 

 

④ 夜間看護体制加算の拡充 

・ 入所者への医療的ケアの対応状況を踏まえ、看護職員の配置人数に応じ

た評価に見直す。 

≪夜間看護体制加算の見直し≫                60単位／日 

［現  行］ 

・ 夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障害者支援施設等におい

て、指定生活介護等を受ける利用者に対して指定施設入所支援等を提供す

る時間に、生活支援員に代えて看護職員を１以上配置しているものとして

都道府県知事に届け出た施設入所支援等の単位において、指定施設入所支

援等の提供を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

・ 夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障害者支援施設等におい

て、（中略）１日につき所定単位数を加算する。生活支援員に代えて複数の
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看護職員を配置して指定施設入所支援等の提供を行った場合、35単位に看

護職員１に加えて配置した人数を乗じて得た単位数に所定単位数を加えた

単位数を加算する。 

 

⑤ 通院支援に対する評価の創設 

・ 医療的ケアが必要な者等が医療機関に通院する頻度が高くなっているこ

とを踏まえ、通院に係る支援を評価するための加算を創設する。 

≪通院支援加算【新設】≫                  17単位／回 

・ 指定障害者支援施設等に入所する者に対し、通院に係る支援を実施した指

定障害者支援施設等について、１月に２回を限度として、所定単位数を算定

する。 

 

⑥ 見守り支援機器導入による夜勤職員配置体制加算の要件の緩和 

・ 見守り支援機器を導入した上で入所者の支援を行っている障害者支援施

設について、夜間職員配置体制加算の要件を緩和する。 

≪夜勤職員配置体制加算の要件の緩和≫ 

  

［現  行］ 

 ・前年度の利用者の数の平均値が21人以上40人以下の場合  

  夜勤２人以上 

 ・前年度の利用者の数の平均値が41人以上60人以下の場合 

  夜勤３人以上 

 ・前年度の利用者の数の平均値が61人以上の場合 

  夜勤３人に、前年度の利用者の数の平均値が60を超えて40又はその端数を

増すごとに１人を加えて得た数以上 

 

［見直し後］ 

 ・ 入所者の動向を検知できる見守り機器を入所者数の15％以上の数設置し

ている場合、夜勤職員配置体制加算で配置される夜勤職員について、以下の

とおり緩和することができる。 

 ・前年度の利用者の数の平均値が21人以上40人以下の場合  

  夜勤1.9人以上 

 ・前年度の利用者の数の平均値が41人以上60人以下の場合 

  夜勤2.9人以上 

 ・前年度の利用者の数の平均値が61人以上の場合 
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  夜勤３人に、前年度の利用者の数の平均値が60を超えて40又はその端数を

増すごとに１人を加えて得た数以上（加える数を１人に限り0.9とすること

ができる。） 

 

（２）共同生活援助 

① グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実（介護サー

ビス包括型、外部サービス利用型） 

・ グループホーム入居中に一人暮らし等を希望するに至った利用者を含め、

一人暮らし等に向けた希望を持つ利用者を支援するため、現行の自立生活

支援加算を拡充し、入居中における一人暮らし等に向けた支援や、居住支

援法人との連携等を評価する。 

・ グループホームの入居前から一人暮らし等をするための支援を希望する

者に対する仕組みとして、共同生活住居（移行支援住居）単位で一人暮ら

し等に向けた一定の期間における集中的な支援を評価する。 

・ グループホームの退居後の一定期間における相談支援や、新住居におけ

る在宅の支援チームへの引継ぎ等の支援を評価する。 

・ 移行支援住居の入居中又は退居後の一定期間におけるピアサポートの専

門性を評価する加算を創設する。 

≪自立生活支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 

自立生活支援加算          500単位／回 

 

［見直し後］ 

 イ 自立生活支援加算（Ⅰ）     1,000単位／月 

※ 居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ、可能と見込まれる利

用者の退居に向け、個別支援計画を見直した上で、一人暮らし等に向けた支

援を行った場合に、６月間に限り所定単位数を加算する。 

※ 居住支援法人又は居住支援協議会に対して、月に１回以上、利用者の住宅

の確保及び居住の支援に必要な情報を共有した場合に、更に１月につき35

単位を加算する。 

※ 居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及

び指導を行った上で、（自立支援）協議会や保健・医療・福祉等の関係者に

よる協議の場に対し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を報告した場合

に、更に１月につき500単位を加算する。 

ロ 自立生活支援加算（Ⅱ）     500単位／回 

※ 現行の算定要件と同一（日中サービス支援型のみ） 
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ハ 自立生活支援加算（Ⅲ） 

⑴ 利用期間が３年以内の場合       80単位／日 

⑵ 利用期間が３年を超えて４年以内の場合 72単位／日 

⑶ 利用期間が４年を超えて５年以内の場合 56単位／日 

⑷ 利用期間が５年を超える場合      40単位／日 

 ※ 以下の要件を満たす事業所において、居宅における単身等での生活を本

人が希望し、かつ、可能と見込まれる利用者の退居に向け、一人暮らし等に

向けた支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

  ① 利用者の希望を踏まえた上で、一定期間の支援の実施により、その退居

後に一人暮らし等へ移行することを目的とした住居（移行支援住居）を１

以上有すること。 

② 移行支援住居の定員が２人以上７人以下であること。 

③ 事業所に置くべきサービス管理責任者に加え、専ら移行支援住居に入

居する利用者に対する支援に従事するサービス管理責任者であって、か

つ、社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有するものが７：１以上配置

されていること。 

④ 移行支援住居への入居を希望する利用者の入居に際して会議を開催し

た上で、利用者の意向を反映した個別支援計画を作成すること。 

⑤ 移行支援住居の入居者に対し、住居の確保その他退居後の一人暮らし

等に移行するための活動に関する相談、外出の際の同行、指定障害福祉サ

ービス事業者等、医療機関等との連絡調整等の支援を実施すること。 

⑥ 居住支援法人又は居住支援協議会に対して、定期的に、利用者の住宅の

確保及び居住の支援に必要な情報を共有すること。 

⑦ 居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明

及び指導を行った上で、（自立支援）協議会や保健・医療・福祉等の関係

者による協議の場に対し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を定期的

に報告すること。 

 

≪退居後共同生活援助サービス費、退居後外部サービス利用型共同生活援助サ

ービス費【新設】≫ 2,000単位／月 

 ※ グループホームを退居した利用者（自立生活支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を

算定していた者に限る。）に対し、当該利用者の居宅を訪問して以下の要件

を満たす内容の支援を行った場合に、退居日の属する月から３月間（引き続

き支援することが必要であると市町村が認めた利用者に対しては６月間）

に限り、１月につき所定単位数を算定する。 

① 利用者の一人暮らし等への移行に当たって会議を開催した上で、利用

者の意向を反映した個別支援計画を作成すること。 

② おおむね週１回以上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者

の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握
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を行い、必要な情報の提供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービス事

業者等、医療機関等との連絡調整等の支援を実施すること。 

 

≪ピアサポート実施加算、退居後ピアサポート実施加算【新設】≫ 100単位/月 

 ※ 次の要件のいずれにも該当する事業所において、障害者又は障害者であ

ったと都道府県知事が認める者である従業者であって、障害者ピアサポー

ト研修修了者であるものが、利用者に対して、その経験に基づき相談援助を

行った場合に加算する。 

① 自立生活支援加算（Ⅲ）又は退居後（外部サービス利用型）共同生活援

助サービス費を算定していること。 

② 障害者ピアサポート研修修了者を従業者として２名以上（うち１名は

障害者等）配置していること。 

③ ②の者により、当該事業所の従業者に対し、障害者に対する配慮等に関

する研修が年１回以上行われていること。 

 

② 支援の実態に応じた報酬の見直し 

・ 障害支援区分ごとの基本報酬について、重度障害者の受入れなどサービ

スの支援内容や経営の実態等を踏まえて見直す。 

・ 世話人の配置基準に応じた基本報酬区分を改め、サービス提供時間の実

態に応じて加算する報酬体系へと見直す。 

・ 日中支援加算（Ⅱ）について、介護サービス包括型及び外部サービス利

用型においては支援を提供した初日から評価を行うとともに、日中サービ

ス支援型においては廃止する。 

≪基本報酬区分の見直し（介護サービス包括型の例）≫ ※別紙１参照 

［現  行］ 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ） （世話人の配置４：１以上） 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ） （世話人の配置５：１以上） 

ハ 共同生活援助サービス費（Ⅲ） （世話人の配置６：１以上） 

ニ 共同生活援助サービス費（Ⅳ） （体験利用） 

 

［見直し後］ 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ） （世話人の配置６：１以上） 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ） （体験利用） 

 

≪人員配置体制加算【新設】（介護サービス包括型の例）≫ ※別紙５参照 

イ 人員配置体制加算（Ⅰ） 
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 指定共同生活援助事業所に置くべき世話人及び生活支援員に加え、特定

従業者数換算方法（従業者の勤務延べ時間数を除するべき時間数を40時間

として、従業者の員数に換算する方法をいう。）で、利用者の数を12で除し

て得た数以上の世話人又は生活支援員が配置されている事業所において、

利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に

応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ロ 人員配置体制加算（Ⅱ） 

 指定共同生活援助事業所に置くべき世話人及び生活支援員に加え、特定

従業者数換算方法で、利用者の数を30で除して得た数以上の世話人又は生

活支援員が配置されている事業所において、利用者に対し、指定共同生活援

助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を

加算する。 

 

≪日中支援加算（Ⅱ）の見直し≫ 

日中支援加算（Ⅱ） 

⑴ 日中支援対象利用者が１人の場合 

㈠ 区分４から区分６まで 539単位 

㈡ 区分３以下 270単位 

⑵ 日中支援対象利用者が２人以上の場合 

㈠ 区分４から区分６まで 270単位 

㈡ 区分３以下 135単位 

［現  行］ 

 指定共同生活援助事業所、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所

（区分２以下に該当する利用者に限る。）又は外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所が、生活介護等利用者が心身の状況等によりこれらのサー

ビスを利用することができないとき又は就労することができないときに、

当該利用者に対して日中に支援を行った場合であって、当該支援を行った

日が１月につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間について、１日

につき所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所が、生活介護等利用者が心身の状況等によりこれらのサービスを利用す

ることができないとき又は就労することができないときに、当該利用者に

対して日中に支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

③ 支援の質の確保 

・ 運営基準において、各事業所に地域連携推進会議を設置して、地域の関
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係者を含む外部の目（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組を義

務付ける。ただし、令和６年度までは経過措置として、事業者の努力義務

とする（施設入所支援も同様。）。 

≪地域との連携等【新設】≫  

① 利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有

する者並びに市町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催

し、おおむね１年に１回以上、運営状況を報告するとともに、必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなければならない。 

② 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見

学する機会を設けなければならない。 

③ ①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表する。 

※ 外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措

置として都道府県知事が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

※ 日中サービス支援型における協議会への報告義務は、これまでと同様。 

※ 上記規定は、令和６年度から努力義務化、令和７年度から義務化。 

 

④ 個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い（介護サービス包括型、日中

サービス支援型） 

・ 令和６年３月31日までとされている重度障害者に係る利用者ごとの個人

単位での居宅介護等の利用について、当該経過措置を令和９年３月31日ま

で延長する。その上で、居宅介護等を長時間利用する場合については、支

援の実態に応じて基本報酬を見直す。 

≪個人単位の居宅介護等の利用時の基本報酬の見直し≫ ※別紙１参照 

［現  行］ 

 令和６年３月31日までの間、経過措置の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に所定単位数を算定する。 

 

［見直し後］ 

 令和９年３月31日までの間、経過措置の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に所定単位数を算定する。ただし、所要時間が８

時間以上である場合は、所定単位数の100分の95を算定する。 

 

（３）自立生活援助 

① 対象者の明確化 

・ 同居する家族に疾病、障害等のない場合でも、本人の生活環境が大きく

変わるタイミングなどに手厚い支援が必要となる場合に、サービスが利用
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できる対象者を明確化する（地域定着支援も同様。）。 

≪対象者の見直し≫ 

［現  行］ 

援助を要する障害者であって、居宅において単身であるため又はその家族

と同居している場合であっても当該家族等が障害、疾病等のため、障害者に対

し、家族等による支援が見込めない状況にあるもの。 

 

［見直し後］ 

援助を要する障害者であって、居宅において単身であるため又はその家族

と同居している場合であっても当該家族等の障害、疾病等若しくは当該障害

者の生活環境の大きな変化その他の事情により、当該障害者に対し、家族等に

よる支援が見込めない状況にあるもの。 

 

② 集中的に支援が必要な対象者に支援を行った場合の評価 

・ 利用者の支援の必要性に応じて、月に６回以上訪問による支援を集中的

に実施した事業所に対する集中支援加算を新設する。 

・ 効果的な支援の提供が可能と認められる場合には、月１回の訪問に加え

て、テレビ電話等を活用した支援が可能となるよう、サービス提供の方法

を弾力化するとともに、支援の実態に応じた基本報酬区分を新設する。 

≪集中支援加算【新設】≫ 

集中支援加算 500単位／月 

 自立生活援助サービス費（Ⅰ）が算定されている指定自立生活援助事業所の

地域生活支援員が、１月に６回以上、利用者の居宅を訪問することにより、指

定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。 

 

≪自立生活援助サービス費（Ⅲ）【新設】≫ 

 自立生活援助サービス費（Ⅲ） 700単位／月 

 指定自立生活援助事業所の地域生活支援員が、利用者の居宅への訪問及び

テレビ電話装置等の活用による支援をそれぞれ１月に１日以上行った場合

に、１月につき所定単位数を算定する。 

 

≪定期的な訪問等による支援方法の見直し≫ 

［現  行］ 

指定自立生活援助事業者は、おおむね週に１回以上、利用者の居宅を訪問す

ることにより、必要な援助を行わなければならない。 
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［見直し後］ 

指定自立生活援助事業者は、定期的に利用者の居宅を訪問することにより、

又はテレビ電話装置等を活用して、必要な援助を行わなければならない。 

 

③ 人員配置基準の弾力化 

・ 併設する事業所において地域相談支援の業務に従事する相談支援専門員

を配置することで、自立生活援助事業所のサービス管理責任者とみなすこ

とができるよう、人員基準を見直す。 

・ サービス管理責任者を常勤専従で配置する場合には、他の日中活動系サ

ービスと同様に、配置基準を60：１とする。 

≪相談支援専門員とサービス管理責任者の兼務【新設】≫ 

 自立生活援助と地域相談支援の指定を併せて受け、かつ、同一の事業所にお

いて一体的に運営している場合は、地域相談支援に係る事業所に配置された相

談支援専門員を自立生活援助事業所に置くべきサービス管理責任者とみなす

ことができる。 

 

≪従業者の員数の見直し≫ 

［現  行］ 

 サービス管理責任者 30:1 

 

［見直し後］ 

 サービス管理責任者 

  ア 常勤である場合 60:1（他の職務との兼務不可） 

  イ ア以外の場合  30:1 

 

④ 実施主体の拡充 

・ 多様な事業主体の参入を促す観点から、現行、一定の要件を満たす障害

福祉サービス事業者等に限定されている実施主体に係る要件を廃止する。 

 

 

５ 訓練系サービス 

（１）自立訓練（機能訓練） 

① 社会生活の自立度評価指標（SIM）の活用と報酬上の評価 

・ 標準化された支援プログラムの実施と客観的な指標に基づく効果測定を

行い、これらの内容を公表している事業所を評価する。 
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≪リハビリテーション加算の見直し【一部新設】≫ 

リハビリテーション加算（Ⅰ） 48単位／日 

［現  行］ 

 次の①から⑤に適合する事業所において、頸髄損傷による四肢麻痺等の状

態にある障害者に対してリハビリテーション実施計画を作成し支援を実施し

た場合に、加算する。 

①～⑤ （略） 

 

［見直し後］ 

 次の①から⑤に適合する事業所において、頸髄損傷による四肢麻痺等の状

態にある障害者に対してリハビリテーション実施計画を作成し支援を実施し

た場合又は次の①から⑥に適合する事業所において、障害者に対してリハビ

リテーション実施計画を作成し支援を実施した場合に、加算する。 

 ①～⑤ （略） 

 ⑥ 支援プログラムの内容を公表するとともに、社会生活の自立度評価指標

（SIM）に基づき利用者の生活機能の改善状況等を評価し、当該評価の結果

を公表していること。 

 

  ② ピアサポートの専門性の評価 

   ・ 利用者の自立に向けた意欲の向上や、地域生活を続ける上での不安の解

消等に資する観点から、ピアサポートの専門性を評価する（自立訓練(生活

訓練)（宿泊型自立訓練を除く。）も同様。）。 

≪ピアサポート実施加算【新設】≫ 100単位／月 

 各利用者に対し、一定の支援体制（※）のもと、ピアサポートを実施した場

合に、当該支援を受けた利用者の数に応じ、各月単位で所定単位数を加算する。 

※ 障害者ピアサポート研修（基礎研修及び専門研修）を修了した障害者（障

害者であったと都道府県等が認める者を含む。）と管理者等を２名以上配置

し、これらの者により各事業所の従業員に対し、障害者に対する配慮等に関

する研修が年１回以上行われていること。 

 

  ③ 支給決定の更新の弾力化 

   ・ 複数の障害を有する障害者が、それぞれの障害特性に応じた異なるプロ

グラムによる支援を受けることによる効果が具体的に見込まれる場合であ

って、かつ、市町村の個別審査を経て必要性が認められた場合には、さら

に１回の更新が可能となるように支給決定事務処理要領を見直す（自立訓

練(生活訓練)も同様（宿泊型自立訓練を除く。））。 
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  ④ 提供主体の拡充 

   ・ 医療保険のリハビリテーションを提供する病院及び診療所並びに介護保

険の通所リハビリテーション事業所において、共生型サービス又は基準該

当サービスの提供を可能とする。 

≪通所リハビリテーション事業所における共生型サービスに関する基準【新設】

≫ 

① 通所リハビリテーション事業所の専用の部屋等の面積（介護老人保健施設

又は介護医療院である場合は、利用者用に確保されている食堂の面積を加え

る。）を、通所リハビリテーションの利用者の数と共生型サービスの利用者

の数の合計数で除して得た面積が３㎡以上であること。 

② 通所リハビリテーション事業所の従業者の員数が、当該通所リハビリテー

ションの利用者の数を当該通所リハビリテーションの利用者の数及び共生

型サービスの利用者の数の合計数であるとした場合の必要数以上であるこ

と。 

③ 共生型サービスの利用者に対して適切なサービスを提供するため、他の自

立訓練（機能訓練）事業所等から必要な技術的支援を受けていること。 

※ 通所リハビリテーション事業所において、基準該当サービスを提供する場

合の基準も同様。 

 

≪病院又は診療所における基準該当サービスに関する基準【新設】≫ 

  地域において自立訓練（機能訓練）が提供されていないこと等によりサービ

スを受けることが困難な障害者に対して病院又は診療所が行う基準該当サー

ビスに関して事業者が満たすべき基準は、次のとおりとする。 

① 事業所の専用の部屋等の面積を、基準該当サービスを受ける利用者の数で

除して得た面積が３㎡以上であること。 

② 管理者とともに、専従の理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は

看護職員若しくは介護職員を10：１以上配置していること。 

③ 基準該当サービスの利用者に対して適切なサービスを提供するため、指定

自立訓練（機能訓練）事業所等から必要な技術的支援を受けていること。 

 

（２）自立訓練（生活訓練） 

① 社会生活の自立度評価指標（SIM）の活用と報酬上の評価（宿泊型自立訓練

を除く。） 

・ 自立訓練（機能訓練）と同様に、標準化された支援プログラムの実施と

客観的な指標に基づく効果測定を行い、これらの内容を公表している事業

所を評価する。 
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≪個別計画訓練支援加算の見直し≫ 

個別計画訓練支援加算（Ⅰ） 47単位／日 

 次の①から⑥に適合する事業所において、個別訓練実施計画を作成し支援

を実施した場合に、加算する。 

①～⑤ （略） 

 ⑥ 支援プログラムの内容を公表するとともに、社会生活の自立度評価指標

（SIM）に基づき利用者の生活機能の改善状況等を評価し、当該評価の結果

を公表していること。  

 

  ② 支援の実態に応じた報酬の見直し（宿泊型自立訓練） 

・ 日中支援加算について、支援を提供した初日から評価を行う。 

≪日中支援加算の見直し≫ 

５の２ 日中支援加算 270単位／日 

［現  行］ 

 日中活動系サービス等を利用することができないとき又は就労することが

できないときに、当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行った場

合であって、当該支援を行った日が１月につき２日を超える場合に、当該２日

を超える期間について、１日につき所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

 日中活動系サービス等を利用することができないとき又は就労することが

できないときに、当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

６ 就労系サービス 

（１）就労移行支援 

① 就労移行支援事業所の利用定員規模の見直し 

・ 運営基準及び社会福祉法施行規則における利用定員規模を見直し、定員

10名以上からでも実施可能とする。 

≪就労移行支援事業所の利用定員規模の見直し≫ 

［現  行］ 

就労移行支援事業所は、20人以上（離島等においては10人以上）の人員を利

用させることができる規模を有するものでなければならない。 

 

［見直し後］ 
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就労移行支援事業所は、10人以上の人員を利用させることができる規模を

有するものでなければならない。 

 

② 支援計画会議実施加算の見直し 

・ 地域の就労支援機関等と連携して行う支援計画会議の実施を促進する

観点から、会議前後にサービス管理責任者と情報を共有することを条件に、

サービス管理責任者以外の者が出席する場合でも加算の対象とする。また、

地域の就労支援機関等と連携することにより、地域のノウハウを活用し支

援効果を高めていく取組である加算であることから、加算の名称を地域連

携会議実施加算に変更する。 

 

≪支援計画会議実施加算の見直し≫  

［現  行］ 

○ 支援計画会議実施加算 583単位／回 

サービス管理責任者が就労移行支援計画等の原案の内容及び実施状況

（利用者についての継続的な評価を含む。）について説明を行うとともに、

関係者に対して、専門的な見地からの意見を求め、就労移行支援計画等の作

成、変更その他必要な便宜の提供について検討を行った場合に、１月につき

１回、かつ、１年につき４回を限度として、所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

○ 地域連携会議実施加算（Ⅰ）583単位／回 

サービス管理責任者が就労移行支援計画等の原案の内容及び実施状況

（利用者についての継続的な評価を含む。）について説明を行うとともに、

関係者に対して、専門的な見地からの意見を求め、就労移行支援計画等の作

成、変更その他必要な便宜の供与について検討を行った場合に、１月につき

１回、かつ、１年につき４回を限度として、所定単位数を加算する。 

○ 地域連携会議実施加算（Ⅱ）408単位／回 

サービス管理責任者以外の職業指導員、生活支援員、就労支援員が当該就

労移行支援計画等の原案の内容及び実施状況（利用者についての継続的な

評価を含む。）について説明を行うとともに、関係者に対して、専門的な見

地からの意見を求め、就労移行支援計画等の作成、変更その他必要な便宜の

供与について検討を行った上で、当該指定就労移行支援事業所等のサービ

ス管理責任者に対しその結果を共有した場合に、１月につき１回、かつ、１

年につき４回を限度として、所定単位数を加算する。 

※ 算定は(Ⅰ)(Ⅱ)合わせて１月につき１回かつ１年につき４回を限度と
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する。 

 

（２）就労継続支援Ａ型 

経営状況の改善や一般就労への移行等を促すため、スコア方式による評価

項目について、以下のように見直すとともに、通知を改正し、情報公表制度

におけるスコアの公表の仕組みを設ける。 

・ 事業者の経営改善への取組が一層評価されるよう、「生産活動」のスコア

項目の点数配分を高くするなど、各評価項目の得点配分の見直しを行う。  

・ 労働時間の評価について、平均労働時間が長い事業所の点数を高く設定

する。 

・ 生産活動の評価について、生産活動収支が賃金総額を上回った場合には

加点、下回った場合には減点する。 

・ 利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組を行った場合について

新たな評価項目を設ける。 

・ 経営改善計画書未提出の事業所及び数年連続で経営改善計画書を提出し

ており、運営基準を満たすことができていない事業所への対応として、自

治体による指導を行うとともに、経営改善計画に基づく取組を行っていな

い場合について新たにスコア方式に減点項目を設ける。 

→「就労継続支援Ａ型の基本報酬におけるスコア方式について」（別紙６）参照 

 

（３）就労継続支援Ｂ型 

① 平均工賃の水準に応じた報酬体系の見直し 

・ 工賃の更なる向上のため、平均工賃月額に応じた報酬体系について、平

均工賃月額が高い区分の基本報酬の単価を引上げ、低い区分の基本報酬の

単価を引下げる。 

・ 「利用者の就労や生産活動等への参加等」をもって一律に評価する報酬

体系について、収支差率を踏まえて基本報酬を見直し、短時間の利用者が

多い場合の減算を設ける。 

・ 多様な利用者への対応を行う事業所について、さらなる手厚い人員配置 

ができるよう、新たに人員配置６：１の報酬体系を創設する。 

・ ６：１の基本報酬の創設に伴い、目標工賃達成指導員配置加算の要件を

見直すとともに、目標工賃達成指導員配置加算を算定している事業所が、

工賃向上計画に基づき、工賃を実際に向上させた場合に加算で評価する。 

→「就労継続支援Ｂ型の基本報酬について」（別紙１）参照 
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≪短時間利用減算【新設】≫（「利用者の就労や生産活動等への参加等」をもっ

て一律に評価する報酬体系） 所定の単位数の70/100算定 

算定利用時間が４時間未満の利用者が全体の５割以上である場合には、基本

報酬を減算する。ただし、個別支援計画で一般就労等に向けた利用時間延長の

ための支援が位置付けられ、実際に支援を実施した場合、又は短時間利用とな

るやむを得ない理由がある場合は利用者数の割合の算定から除外する。 

 

≪目標工賃達成指導員配置加算の見直し≫（「平均工賃月額」に応じた報酬体系） 

［現  行］ 

 ○ 目標工賃達成指導員配置加算   

目標工賃達成指導員を常勤換算方法で１人以上配置し、手厚い人員体制

（職業指導員及び生活支援員の総数が常勤換算方法で7.5:１以上、かつ当該

目標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の総数が常勤換算方法で

６：１以上）をもって、目標工賃の達成に向けた取り組みを行う場合に加算

する。 

 

利用定員        報酬単価 

20人以下        89単位 

21人以上40人以下    80単位 

41人以上60人以下    75単位 

61人以上80人以下    74単位 

81人以上        72単位 

 

［見直し後］ 

 ○ 目標工賃達成指導員配置加算     

目標工賃達成指導員を常勤換算方法で１人以上配置し、手厚い人員体制

（職業指導員及び生活支援員の総数が常勤換算方法で６:１以上、かつ当該目

標工賃達成指導員、職業指導員及び生活支援員の総数が常勤換算方法で５:１

以上）をもって、目標工賃の達成に向けた取り組みを行う場合に加算する。 

利用定員        報酬単価 

20人以下        45単位 

21人以上40人以下    40単位 

41人以上60人以下    38単位 

61人以上80人以下    37単位 
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81人以上        36単位 

 

≪目標工賃達成加算【新設】≫（「平均工賃月額」に応じた報酬体系） 

10単位／日 

目標工賃達成指導員配置加算の対象となる指定就労継続支援Ｂ型事業所等が

各都道府県において作成される工賃向上計画に基づき、自らも工賃向上計画を作

成するとともに、当該計画に掲げた工賃目標を達成した場合に加算する。 

 

② 平均工賃月額の算定方法の見直し 

事業所の中には、障害特性等により利用日数が少ない方を多く受け入れる

場合があることを踏まえ、通知を改正し、基本報酬を算定する際の平均工賃

月額の算定方法について、平均利用者数を用いた新しい算定式を導入する。 

≪基本報酬の算定に用いる平均工賃月額の算定方法の見直し≫  

［現  行］ 

 ① 前年度の平均工賃月額の算定方法は以下のとおり。 

  ア 前年度における各月の工賃支払対象者の総数を算出 

  イ 前年度に支払った工賃総額を算出 

  ウ 工賃総額(イ)÷工賃支払対象者の総数(ウ)により１人当たり平均工賃

月額を算出 

   ※ ただし、障害基礎年金１級受給者が半数以上いる場合は、算出した平

均工賃月額に２千円を加えた額を報酬算定時の平均工賃月額とする。 

 ② 平均工賃月額の算出は、原則、①の方法によるが、平均工賃月額の算出か

ら以下の場合は、当該月の工賃支払対象者から除外するとともに、当該月

に当該利用者に支払った工賃は工賃総額から除外して算出する。 

・ 月の途中において、利用開始又は終了した利用者 

・ 月の途中において、入院又は退院した利用者 

・ 月の途中において、全治１か月以上の怪我やインフルエンザなどの

流行性疾患により連続１週間以上の長期に渡って利用できなくなった

利用者(利用できなくなった月から利用可能となった月まで除外) 

③ また、以下の場合は、事業所の努力によっても利用者の利用日数を増や

すことが困難であるため、工賃支払対象者・工賃総額から除外して算出す

る。 

・ 複数の日中活動に係る障害福祉サービスの利用者 

・ 人工透析など、通年かつ毎週１回以上引き続き通院する必要がある

利用者 
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［見直し後］ 

   前年度の平均工賃月額の算定方法は以下のとおり。 

  ア 前年度における工賃支払総額を算出 

  イ 前年度における開所日１日当たりの平均利用者数を算出 

    前年度の延べ利用者数÷前年度の年間開所日数 

  ウ 前年度における工賃支払総額（ア）÷前年度における開所日１日当た

りの平均利用者数（イ）÷12月により、１人当たり平均工賃月額を算出 

※ 現行の②・③の算定方法は廃止する。 

 

（４）就労定着支援 

① 就労定着率のみを用いた報酬設定 

基本報酬について、利用者数に応じた報酬体系ではなく、就労定着率のみ

に応じた報酬体系とする。 

→「就労定着支援の基本報酬について」（別紙１）参照 

 

② 定着支援連携促進加算の見直し 

地域の就労支援機関等と連携して行うケース会議の実施を促進する観点か

ら、会議前後にサービス管理責任者と情報を共有することを条件に、サービ

ス管理責任者以外の者が出席する場合でも加算の対象とする。また、地域の

就労支援機関等と連携することにより、地域のノウハウを活用し支援効果を

高めていく取組である加算であることから、加算の名称を地域連携会議実施

加算に変更する。 

≪定着支援連携促進加算の見直し≫  

［現  行］ 

○ 定着支援連携促進加算 579単位／回 

関係機関において障害者の就労支援に従事する者により構成される、

利用者に係る就労定着支援計画に関する会議を開催し、関係機関との連

絡調整を行った場合に、１月につき１回、かつ、１年につき４回を限度と

して、所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

○ 地域連携会議実施加算（Ⅰ）579単位／回 

 関係機関において障害者の就労支援に従事する者により構成される、

利用者に係る就労定着支援計画に関する会議を開催し、当該指定就労定
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着支援事業所のサービス管理責任者が関係機関との連絡調整を行った場

合に、１月につき１回、かつ、１年につき４回を限度として、所定単位数

を加算する。 

 

○ 地域連携会議実施加算（Ⅱ）405単位／回 

  関係者により構成される会議を開催し、当該会議において、当該指定就

労定着支援事業所のサービス管理責任者以外の就労定着支援員が当該就

労定着支援計画の原案の内容及び実施状況（利用者についての継続的な

評価を含む。）について説明を行うとともに、関係者に対して、専門的な

見地からの意見を求め、就労定着支援計画の作成、変更その他必要な便宜

の供与について検討を行った上で、当該指定就労定着支援事業所のサー

ビス管理責任者に対しその結果を共有した場合に、１月につき１回、か

つ、１年につき４回を限度として、所定単位数を加算する。 

※ 算定は(Ⅰ)(Ⅱ)合わせて１月につき１回かつ１年につき４回を限度と

する。 

 

③ 支援終了の際の事業所の対応 

就労定着支援終了にあたり、職場でのサポート体制や生活面の安定のため

の支援が実施されるよう、適切な引き継ぎのための体制を構築していない場

合について減算を設ける。 

≪支援体制構築未実施減算【新設】≫ 

就労定着支援の終了後も引き続き一定期間の支援が必要と見込まれる利用

者の状況等（以下「要支援者情報」という。）について、適切な引き継ぎのた

めの以下の措置を講じていない場合に、所定単位数の100分の10に相当する単

位数を所定単位数から減算する。 

・ 要支援者の雇用先企業及び就労支援等の関係機関への要支援者情報の共

有に係る指針の策定・責任者の選任 

・ 要支援者の雇用先企業及び就労支援等の関係機関への要支援者情報の共

有の状況に係る記録の作成及び保存 

 

④ 実施主体の追加 

障害者就業・生活支援センター事業を行う者を就労定着支援事業の実施主

体に追加する。 
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⑤ 就労移行支援事業所等との一体的な実施 

就労移行支援事業所等との一体的な運営を促進する観点から、通知を改正

し、本体施設のサービス提供に支障がない場合、就労移行支援事業所の職業

指導員等の直接処遇職員が就労定着支援に従事した勤務時間を、就労定着支

援員の常勤換算上の勤務時間に含める。 

≪就労移行支援事業所等との一体的な実施≫ 

［現  行］ 

一体的に運営する就労移行支援事業所等の就労支援員等が就労定着支援員

を兼務する場合について、就労定着支援員に係る常勤換算上の勤務時間に算

入することはできない。 

 

［見直し後］ 

一体的に運営する就労移行支援事業所等の就労支援員等が就労定着支援員

を兼務する場合について、就労定着支援員が業務に従事した時間を、就労定着

支援員に係る常勤換算上の勤務時間に算入することができる。 

 

（５）就労系障害福祉サービスにおける横断的な改定事項 

① 就労系障害福祉サービスを一時的に利用する際の評価（就労継続支援Ａ

型・就労継続支援Ｂ型） 

一般就労中の障害者が就労継続支援を一時的に利用する際の評価について、

就労継続支援Ａ型の基本報酬を算定する際のスコア評価項目における平均労

働時間の計算や、就労継続支援Ｂ型の基本報酬を算定する際の平均工賃月額

の計算から、当該障害者の労働時間と工賃を除くこととする。 

 

② 休職期間中に就労系障害福祉サービス等を利用する際の対応（就労移行支

援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ型・生活介護・自立訓練） 

一般就労中の障害者が休職期間中に就労系障害福祉サービスを利用する際、

当該休職者を雇用する企業や医療機関等による復職支援の実施が見込めない

場合等の現行の利用条件や、一般就労中の障害者が休職期間中に復職支援と

して生活介護や自立訓練を利用する際の条件について、改めて事務連絡で周

知するとともに、支給申請の際に、当該障害者の雇用先企業や主治医の意見

書等の提出を求めることとする。 

 

③ 就労系障害福祉サービスにおける施設外就労に関する実績報告書の提出

義務の廃止等の見直し（就労移行支援・就労継続支援Ａ型・就労継続支援Ｂ

型） 
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地方公共団体の事務負担軽減のため、通知を改正し、報酬請求に当たって

は、施設外就労に関する実績について、事業所から毎月の提出は不要とする。

ただし、事業所には、施設外就労の実績記録書類を作成・保存することを義

務付けるとともに、地方公共団体は、利用者の訓練状況等の実態把握が必要

な場合には当該書類を確認することとする。 

 

④ 基礎的研修開始に伴う対応（就労移行支援及び就労定着支援） 

令和７年度より独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構等が実施す

る基礎的研修（以下「基礎的研修」という。）が開始されることに伴い、就労

移行支援事業所の就労支援員及び就労定着支援事業所の就労定着支援員は基

礎的研修の受講を必須とすることを通知で明記する。ただし、令和９年度ま

では経過措置として、基礎的研修を受講していない場合でも指定基準を満た

すものとして取り扱う。 

≪就労支援員及び就労定着支援員の人員に関する見直し≫ 

○ 就労支援員の人員基準 

［現  行］ 

  就労支援員について、職場実習のあっせん、求職活動の支援及び就職後の職

場定着のための支援等、障害者に関する就労支援の経験を有した者が行うこ

とが望ましいこと。 

 

［見直し後］ 

  就労支援員については、基礎的研修を受講したものでなければならない。ま

た、職場実習のあっせん、求職活動の支援及び就職後の職場定着のための支援

等、障害者に関する就労支援の経験を有した者が行うことが望ましいこと。 

※ 令和９年度までは経過措置として、基礎的研修を受講していない場合で

も、指定基準を満たすものとして取り扱うとともに、基礎研修を受講した場

合に就労支援関係研修修了加算を算定できることとする。 

 

○ 就労定着支援員の人員基準 

［現  行］ 

  就労定着支援員について、資格要件はないが、職場実習のあっせん、求職活

動の支援及び就職後の職場定着のための支援等、障害者に関する就労支援の

経験を有した者が行うことが望ましいこと。 

 

［見直し後］ 

  就労定着支援員については、基礎的研修を受講したものでなければならな

い。また、資格要件はないが、職場実習のあっせん、求職活動の支援及び就職

後の職場定着のための支援等、障害者に関する就労支援の経験を有した者が
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行うことが望ましいこと。 

 

※ 令和９年度までは経過措置として、基礎的研修を受講していない場合で

も指定基準を満たすものとして取り扱う。 

 

⑤ 施設外支援に関する事務処理の簡素化（就労移行支援及び就労継続支援Ａ

型・就労継続支援Ｂ型） 

施設外支援について、通知を改正し、１ヶ月ごとに個別支援計画について

見直しが行われている場合に、報酬を算定することとする。 

≪施設外支援の要件の見直し≫ 

［現  行］ 

施設外支援については、施設外支援の内容が、事前に個別支援計画に位置付

けられ、１週間ごとに当該個別支援計画の内容について必要な見直しが行わ

れているとともに、当該支援により、就労能力や工賃（賃金）の向上及び一般

就労への移行が認められる場合に、報酬を算定する。 

 

［見直し後］ 

施設外支援については、施設外支援の内容が、事前に個別支援計画に位置付

けられ、１ヶ月ごとに当該個別支援計画の内容について必要な見直しが行わ

れているとともに、当該支援により、就労能力や工賃（賃金）の向上及び一般

就労への移行が認められる場合に、報酬を算定する。 

 

（６）就労選択支援 

① サービスの対象者 

令和７年10月以降、就労継続支援Ｂ型の利用前に、原則として就労選択支

援を利用することとする。また、新たに就労継続支援Ａ型を利用する意向が

ある者及び就労移行支援における標準利用期間を超えて利用する意向のある

者は、支援体制の整備状況を踏まえつつ、令和９年４月以降、原則として就

労選択支援を利用することとする。 

 

② 実施主体の要件 

・ 就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害福祉サービス事業者であ

って、過去３年以内に３人以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用され

たものや、これらと同等の障害者に対する就労支援の経験及び実績を有す

ると都道府県知事が認める以下のような事業者を実施主体とする。 

 就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、障害者就業・生活支援セ

ンター事業の受託法人、自治体設置の就労支援センター、人材開発支援
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助成金（障害者職業能力開発コース）による障害者職業能力開発訓練事

業を行う機関等 

・ 就労選択支援事業者は、協議会への定期的な参加、公共職業安定所への

訪問等により、地域における就労支援に係る社会資源、雇用に関する事例

等に関する情報の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資す

る情報を提供するよう努めることとする。 

 

③ 従事者の人員配置・要件 

・ 就労選択支援事業所には、事業所ごとに、管理者及び常勤換算方法で利

用者の数を15で除した数以上の専従の就労選択支援員を置くものとする。

ただし、就労移行支援又は就労継続支援と一体的に就労選択支援を実施す

る場合（利用者数の合計が就労移行支援等の利用定員を超えない場合に限

る。）は就労移行支援等の職員及び管理者を兼務できることとする。 

・ 就労選択支援員は、就労選択支援員養成研修の修了を要件とする。経過

措置として、就労選択支援員養成研修開始から２年間は基礎的研修又は基

礎的研修と同等以上の研修の修了者を就労選択支援員とみなす。 

・ また、就労選択支援員養成研修の受講要件としては、基礎的研修を修了

していることや就労支援に関して一定の経験を有していることを要件とす

る。 

・ なお、基礎的研修の実施状況を踏まえ、当面の間（令和９年度末までを

想定）は、現行の就労アセスメントの実施等について一定の経験を有し、

基礎的研修と同等以上の研修の修了者でも受講可能とする。 

・ 個別支援計画の作成は不要とし、サービス管理責任者の配置は求めない

こととする。 

 

  ④ 就労選択支援の基本プロセス 

・ 事業者は、短期間の生産活動その他の活動の機会を通じて、就労に関す

る適性、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向等整理（以下「アセ

スメント」という。）を行うものとする。 

・ 事業者は、アセスメントの結果の作成に当たり、利用者及び市町村、指

定特定相談支援事業者等、公共職業安定所等の関係機関の担当者等を招集

して多機関連携会議を開催し、利用者の就労に関する意向を改めて確認す

るとともに、担当者等に意見を求めるものとする。 

・ 事業者は、アセスメントの結果を踏まえ、必要に応じて関係機関との連

絡調整を行わなければならないこととする。 

・ 事業者は、協議会への定期的な参加、公共職業安定所への訪問等により、

地域における就労支援に係る社会資源、雇用に関する事例等に関する情報

の収集に努めるとともに、利用者に対して進路選択に資する情報を提供す

るよう努めなければならないこととする。 
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⑤ 支給決定期間 

・ 支給決定期間は１か月を原則とし、自己理解等の改善に向け、１か月以

上の時間をかけた継続的な作業体験を行う必要がある場合は、２か月の支

給決定を行う。 

・ また、就労選択支援の内容のうち、アセスメントの期間は、２週間以内

を基本とする。 

 

⑥ 特別支援学校における取扱い 

   より効果的な就労選択に資するアセスメントを実施するため、特別支援学

校高等部の３年生以外の各学年で実施できること、また、在学中に複数回実

施することを可能とする。加えて、職場実習のタイミングでの就労選択支援

も実施可能とする。 

 

⑦ 他機関が実施した同様のアセスメントの取扱い 

   障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター、就労系障害福祉サ

ービス事業所等がアセスメントと同様の評価及び整理を実施した場合には、

当該同様の評価及び整理をもって、アセスメントの実施に代えることができ

ることとする。この場合、多機関連携会議の開催、アセスメントの結果の作

成又は関係機関との連絡調整に当たり、当該障害者就業・生活支援センター

等の機関に対し、多機関連携会議への参加等の協力を求めることができるこ

ととする。 

 

⑧ 中立性の確保 

・ 正当な理由なく、就労選択支援事業所において前６月間に実施したアセ

スメントの結果を踏まえて利用者が利用した指定就労移行支援、指定就労

継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型のそれぞれの提供総数のうち、同一の

事業者によって提供されたものの占める割合が100分の80を超えている場

合には減算を設けることとする。ただし、地域において、利用者が利用可

能な就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型事業所が１カ

所しか存在していない等、特定の事業所を利用することについて、正当な

理由がある場合は減算しない。 

≪特定事業所集中減算【新設】≫ 200単位/月 

 

・ 市町村が、必要以上に就労選択支援を支給決定しないよう、支給決定事

務処理要領において示す。 

・ 事業者は、他の障害福祉サービスの事業を行う者等又はその従業者から、

利用者又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の

利益を収受してはならないこととする。 

・ 本人へ提供する情報に誤りや偏りがないよう多機関連携会議を開催する
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こととする。 

 

⑨ 計画相談支援事業との連携・役割分担 

指定就労選択支援事業者は、アセスメントの結果を作成した際には、当該

結果に係る情報を、利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供しなければ

ならないこととする。指定就労移行支援事業者等は、利用者に対し、指定計

画相談支援を行う者と連携し、定期的に就労選択支援に関する情報提供を行

うものとする。 

相談支援専門員は、利用者が就労移行支援又は就労継続支援を利用してい

る場合であって、モニタリングの結果等を踏まえて就労選択支援の利用が必

要と認められるときは、就労移行支援事業者又は就労継続支援事業者と連携

し、就労選択支援に関する情報の提供等を行うものとする。また、利用者が

就労選択支援を利用している場合には、アセスメントの結果等を踏まえてサ

ービス等利用計画の見直しを行うとともに、就労選択支援事業者と連携し、

必要な情報の提供及び助言、関係機関との連絡調整等を行わなければならな

いこととする。 

 

⑩ 基本報酬・加算の設定 

ア 基本報酬の設定 

就労選択支援の基本報酬は、サービス提供日に応じた日額報酬とする。 

≪就労選択支援サービス費の設定【新設】≫ 

就労選択支援サービス費（１日につき） 1,210単位 

 

  イ その他の加算と減算の設定 

    ① 加算 

      視覚・聴覚言語障害者支援体制加算、高次脳機能障害者支援体制加算、

利用者負担上限額管理加算、食事提供体制加算、福祉専門職員配置等加

算、欠席時対応加算、医療連携体制加算、送迎加算、在宅時生活支援サ

ービス加算、福祉・介護職員等処遇改善加算 

    ② 減算 

      虐待防止措置未実施減算、身体拘束廃止未実施減算、業務継続計画未

策定減算、情報公表未報告減算 

 

 

７ 相談系サービス 

（１）計画相談支援・障害児相談支援 
※ 以下の見直し内容①～⑨は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても同

様。 
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① 基本報酬の見直し 

・ 機能強化型（継続）サービス利用支援費（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）について、

「協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必要

な取組を実施していること」及び「基幹相談支援センターが行う地域の相

談支援体制の強化の取組に参画していること」を要件に加えるとともに、

更に評価する。 

・ 複数事業所が協働で体制を確保することにより、機能強化型（継続）サ

ービス利用支援費を算定できる場合の要件について、現行の内容に加えて、

「地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、

協議会に定期的に参画していること」についても、対象に加える。 

≪機能強化型サービス利用支援費等の拡充≫ 

［現  行］ 

イ サービス利用支援費 

(1) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）   1,864単位 

 (2) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）   1,764単位 

 (3) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）   1,672単位 

 (4) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ）   1,622単位 

(5) サービス利用支援費（Ⅰ）        1,522単位 

 (6) サービス利用支援費（Ⅱ）          732単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

(1) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1,613単位 

 (2) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） 1,513単位 

 (3) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） 1,410単位 

 (4) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） 1,360単位 

(5) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）      1,260単位 

 (6) 継続サービス利用支援費（Ⅱ）        606単位 

 

［見直し後］ 

イ サービス利用支援費 

(1) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）   2,014単位 

 (2) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ）   1,914単位 

 (3) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ）   1,822単位 

 (4) 機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ）   1,672単位 

(5) サービス利用支援費（Ⅰ）        1,572単位 

 (6) サービス利用支援費（Ⅱ）          732単位 

ロ 継続サービス利用支援費 

(1) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） 1,761単位 

 (2) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） 1,661単位 

 (3) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） 1,558単位 
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 (4) 機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） 1,408単位 

(5) 継続サービス利用支援費（Ⅰ）      1,308単位 

 (6) 継続サービス利用支援費（Ⅱ）        606単位 

 

（機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）を算定する事業所の要件

について、以下の下線の内容を追加） 

  ① 協議会に定期的に参画し、関係機関等の連携の緊密化を図るために必

要な取組を実施していること。 

 ② 基幹相談支援センターが行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画

していること。 

 ③ 運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付け

られていることを定めていること又は地域生活支援拠点等に係る関係機

関との連携体制を確保するとともに、協議会に定期的に参画しているこ

と。（複数事業所が協働で体制を確保する場合の要件） 

   

 ※１ 特別地域加算の対象地域のうち、従業者の確保が著しく困難な地域に

所在する指定特定相談支援事業所においては、都道府県と連携した上で

市町村が認める場合、配置される常勤の相談支援専門員のうち１名以上

が相談支援従事者現任研修を修了していることに代えて、当該相談支援

事業所以外に配置される主任相談支援専門員等により一定の指導及び助

言が行われる体制が確保されていることで足りるものとする。 

※２ 経過措置として、改正前に機能強化型サービス利用支援費を算定して

いた事業所においては、令和７年３月31日までの間は、上記①及び②の要

件を満たしているものとみなす。 

※３ 令和９年３月31日までの間は、以下のとおり取り扱う。 

   ・ 上記②の要件について、令和９月３月31日までの間において、市町村

が基幹相談支援センターを設置していない場合においては、地域の相

談支援の中核を担う機関として市町村長が認める指定特定相談支援事

業所等が行う地域の相談支援体制の強化の取組に参画していることと

する。 

   ・ 上記③の要件について、令和９月３月31日までの間において、市町村

が地域生活支援拠点等を整備していない場合は、地域生活支援拠点等に

係る関係機関との連携体制を確保することに代えて、緊急の事態等への

対処及び地域における生活に移行するための活動に関する取組に協力

することで足りるものとする。  

 

② 質の高い相談支援を提供するための各種加算の見直し 

・ 主任相談支援専門員配置加算について、新たな区分を創設し、地域の相

談支援の中核的な役割を担う指定特定相談支援事業所において、主任相談
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支援専門員が地域の相談支援事業所の従事者に対し、その資質の向上のた

め指導・助言を実施している場合、更に評価する。 

・ 地域体制強化共同支援加算の算定要件について、現行の内容に加えて、

「地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を確保するとともに、

協議会に定期的に参画すること」についても、対象に加える。 

≪主任相談支援専門員配置加算の拡充≫ 

［現  行］ 

 主任相談支援専門員配置加算 100単位／月 

 ※ 主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、事業所の従業者等に対し

当該主任相談支援専門員がその資質の向上のために研修を実施した場合に

加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅰ） 300単位／月 

 ※ 地域の相談支援の中核的な役割を担う指定特定相談支援事業所であっ

て、主任相談支援専門員を当該事業所に配置した上で、当該主任相談支援専

門員が、 当該事業所の従業者及びその他の相談支援事業所の従事者に対

し、その資質の向上のため指導・助言を実施している場合に加算する。 

 ロ 主任相談支援専門員配置加算（Ⅱ） 100単位／月 

 ※ 主任相談支援専門員を事業所に配置した上で、当該主任相談支援専門員

が、当該事業所の従業者に対し、その資質の向上のために研修を実施した

場合に加算する。 

 

≪地域体制強化共同支援加算の見直し≫ 2000単位／月 

［現  行］ 

（算定要件） 

  運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられ

ていることを定めていること。 

 

［見直し後］ 

（算定要件） 

運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられ

ていることを定めていること又は地域生活支援拠点等に係る関係機関との連

携体制を確保するとともに、協議会に定期的に参画していること。 

 ※ 令和９月３月31日までの間において、市町村が地域生活支援拠点等を整

備していない場合は、地域生活支援拠点等に係る関係機関との連携体制を

確保することに代えて、緊急の事態等への対処及び地域における生活に移

行するための活動に関する取組に協力することで足りるものとする。 
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③ 適切な相談支援の実施 

・ 市町村ごとのセルフプラン率やモニタリング期間の設定状況について、

国が公表し、見える化する。さらに、今後、自治体による障害福祉計画に

基づく相談支援専門員の計画的な養成や、市町村における対象者の状況に

応じた柔軟なモニタリング期間の設定を促す方策を講じる。 

・ モニタリング期間について、地域移行に向けた意思決定支援の推進やラ

イフステージの変化が著しい児童期の特性の観点等から、モニタリング期

間を標準より短い期間で設定することが望ましい場合として、新たに以下

を追加する。 

➢  障害者支援施設又はグループホームを利用している者で、地域移行や

一人暮らし等に係る意思が明確化する前の段階にあって、居住の場の選

択について丁寧な意思決定支援を行う必要がある者 

➢  重度の障害を有する等により、意思決定支援のために頻回な関わりが

必要となる者 

➢  進学や就労をはじめとしたライフステージの移行期にある障害児や、

複数の事業所を利用する等により発達支援や家族支援に係る連絡調整

等が頻回に必要な障害児 

 

④ 医療等の多機関連携のための加算の見直し 

・ 医療・保育・教育機関等連携加算について、モニタリング時においても

算定を可能とする。 

 ・ 医療・保育・教育機関等連携加算及び集中支援加算について、利用者の

通院に同行し障害者等の状況を情報提供する場合や、関係機関等からの求

めに応じて障害者等の状況を情報提供する場合も加算の対象とするとと

もに、これらの場合について、一定の上限を設けた上で複数回の算定を可

能とする。また、連携の対象に訪問看護の事業所を加える。 

・ 上記以外の関係機関への訪問や情報提供等を評価する各種加算について

も、関係機関への訪問による本人の状況説明や各種調整に伴う業務負担を

踏まえ、単位数を引き上げる。 

≪医療・保育・教育機関等連携加算の拡充≫ 

［現  行］ 

  医療・保育・教育機関等連携加算 100単位／月 

  ※ 福祉サービス等提供機関（障害福祉サービス等を除く。以下①及び③に

おいて同じ。）の職員等と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供

を受けた上で、指定サービス利用支援を行った場合に加算する。 

 

［見直し後］ 
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  医療・保育・教育機関等連携加算     300単位／月（①－Ⅱ、②） 

200単位／月（①－Ⅰ） 

                      150単位／月（③） 

  ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月において、次の①～③のい

ずれかの業務を行った場合に加算 

① 福祉サービス等提供機関の職員等と面談又は会議を行い、利用者に

関する必要な情報の提供を受けた上で、以下を行った場合 

Ⅰ 指定サービス利用支援 

 Ⅱ 指定継続サービス利用支援 

② 利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の

職員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等の利用者に係る必要な

情報を提供した場合（算定回数については、月３回、同一の病院等につ

いては月１回を限度とする。） 

③ 福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供

機関に対して利用者に関する必要な情報を提供した場合（病院及び訪

問看護の事業所、それ以外の福祉サービス等提供機関それぞれで月１

回を限度とする。） 

 

≪集中支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 

 集中支援加算 300単位／月 

 ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月以外の月において、次の①～

③のいずれかの業務を行った場合に加算 

  ① 障害福祉サービス等の利用に関して、利用者等の求めに応じ、月に２回

以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び家族に面接する場合 

②・③ （略） 

 

［見直し後］ 

 集中支援加算 300単位／月（①～④） 

        150単位／月（⑤） 

 ※ 指定（継続）サービス利用支援を実施する月以外の月において、次の①～

⑤のいずれかの業務を行った場合に加算 

① 障害福祉サービス等の利用に関して、利用者等の求めに応じ、月に２回

以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び家族に面接する場合（テレビ

電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月に１回は利用者の

居宅等を訪問し、面接することを要する。） 

②・③ （略） 

④ 利用者が病院等に通院するに当たり、病院等を訪問し、当該病院等の職
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員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等の利用者に係る必要な情報

を提供した場合（算定回数については、月３回、同一の病院等については

月１回を限度とする。） 

⑤ 福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、福祉サービス等提供機

関に対して利用者に関する必要な情報を提供した場合（病院及び訪問看

護の事業所又はそれ以外の福祉サービス等提供機関の区分ごとに、それ

ぞれ月１回を限度とする。） 

 

≪入院時情報連携加算の拡充≫ 

［現  行］ 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ）  200単位／月 

 ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ）  100単位／月 

 

［見直し後］ 

イ 入院時情報連携加算（Ⅰ）  300単位／月 

 ロ 入院時情報連携加算（Ⅱ）  150単位／月 

 

≪退院・退所加算の拡充≫ 

［現  行］ 

退院・退所加算                200単位／月 

 

［見直し後］ 

退院・退所加算                300単位／月 

 

≪居宅介護事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 
（計画相談） 
居宅介護支援事業所等連携加算 300単位／月（①、②） 
               100単位／月（③） 

（障害児相談） 
保育・教育等移行支援加算   300単位／月（①、②） 

100単位／月（③） 
 

 ※ 介護保険の居宅介護支援事業者等への引継に一定期間を要する者等に

対し、次の①～③のいずれかの業務を行った場合に加算 

① 月に２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接

する場合 

② （略） 

③ 他機関との連携に当たり、利用者の心身の状況等の必要な情報を提供

する場合 
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［見直し後］ 
（計画相談） 
居宅介護支援事業所等連携加算 300単位／月（①、②） 
               150単位／月（③） 

（障害児相談） 
保育・教育等移行支援加算   300単位／月（①、②） 

150単位／月（③） 

 

※ 介護保険の居宅介護支援事業者等への引継に一定期間を要する者等に対

し、次の①～③のいずれかの業務を行った場合に加算 

   ① 月に２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接

する場合（テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月

に１回は利用者の居宅等を訪問し、面接することを要する。） 

② （略） 

③ 他機関との連携に当たり、利用者の心身の状況等の必要な情報を提供

する場合（単位数の変更のみ） 

 

⑤ 医療との連携のための仕組み 

・ 支給決定に際して市町村に提出された医師意見書について、本人の同意

を得た上で、相談支援事業所がサービス等利用計画案の作成に活用できる

旨、周知する。 

 

⑥ 高い専門性が求められる者の支援体制 

・ 要医療児者支援体制加算、行動障害支援体制加算、精神障害者支援体制

加算について、新たな区分を創設し、実際に医療的ケアを必要とする障害

児者等に対して相談支援を行っている事業所については更に評価すること

とし、それ以外の事業所については、報酬単価を見直す。 

≪要医療児者支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 要医療児者支援体制加算 35単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 要医療児者支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員
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により、医療的ケア児者に対して現に指定計画相談支援を行っている場合

に加算する。 

 ロ 要医療児者支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を

事業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

≪行動障害支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 行動障害支援体制加算 35単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 行動障害支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員に

より、強度行動障害児者（障害支援区分３かつ行動関連項目等の合計点数が

10点以上である者）に対して現に指定計画相談支援を行っている場合に加

算する。 

 ロ 行動障害支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を事

業所に配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

≪精神障害者支援体制加算の見直し≫ 

［現  行］ 

 精神障害者支援体制加算 35単位／月 

 ※ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技

法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、そ

の旨を公表している場合に加算する。 

 

［見直し後］ 

 イ 精神障害者支援体制加算（Ⅰ） 60単位／月 

 ※ 以下のいずれも満たす場合に加算する。 

・ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援

技法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上

で、その旨を公表している場合。 

・ 利用者が通院する病院等における看護師（精神障害者の支援に関する

一定の研修を修了した者に限る。）又は精神保健福祉士と連携する体制が

構築されており、かつ、当該相談支援専門員により、精神障害者に対して
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現に指定計画相談支援を行っている場合。 

 ロ 精神障害者支援体制加算（Ⅱ） 30単位／月 

 ※ 地域生活支援事業による精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技

法等に関する研修を修了した相談支援専門員を事業所に配置した上で、そ

の旨を公表している場合に加算する。 

 

⑦ 相談支援に従事する人材の確保 

 ・ 機能強化型の基本報酬を算定している指定特定相談支援事業所であって、

かつ、主任相談支援専門員の指導助言を受ける体制が確保されている場合

には、常勤専従の社会福祉士又は精神保健福祉士である者を新たに「相談

支援員」として位置づけて、サービス等利用計画の原案の作成及びモニタ

リングの業務を行うことができるよう指定基準を見直す。 

 

⑧ ICTの活用等 

 ・ 以下の加算の要件である利用者への居宅訪問の一部について、テレビ電

話装置等による面談の場合も算定可能とする。（ただし、月１回は対面によ

る訪問を要件とする） 

➢  初回加算（契約日から３月を経過する日以降に、月２回以上、利用者

の居宅等を訪問して面接した場合） 

➢  集中支援加算（計画作成月・モニタリング月以外において、月２回以

上居宅訪問した場合） 

➢  居宅介護支援事業所等連携加算（月２回以上居宅訪問した場合） 

➢  保育・教育等移行支援加算（月２回以上居宅訪問した場合） 

≪初回加算の見直し≫     300単位／月（計画相談） 

［現  行］ 
 （算定要件） 

  ・ 新規にサービス等利用計画を作成する場合 

  ※ 月２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族と面接を行

った場合は、当該面接をした月分の単位数をさらに加算する。 

 
［見直し後］ 
 （算定要件） 

  ・ 新規にサービス等利用計画を作成する場合 

  ※ 月２回以上、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族と面接を行

った場合（テレビ電話装置等を活用して面接した場合を含む。ただし、月

に１回は利用者の居宅等を訪問し、面接することを要する。）は、当該面

接をした月分の単位数をさらに加算する。 
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→ 集中支援加算、居宅介護支援事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算

についても同様。 

 

⑨ 離島や過疎地などにおける取扱い 

 ・ 離島や過疎地など特別地域加算の算定対象となる地域においては、都道

府県と連携した上で市町村が認める場合、以下の取扱いを可能とする。 

➢  居宅訪問を要件とするサービス等利用計画の作成やモニタリングに

ついて、指定特定相談支援事業所と利用者の居宅等との間に一定の距離

がある場合であって、面接を行う前月又は前々月に当該利用者の居宅等

を訪問してアセスメント又はモニタリングに係る面接を行った場合は、

テレビ電話装置等を活用して面接を行うことができることとする。 

➢  居宅訪問や事業所訪問を要件とする各種加算について、指定特定相談

支援事業所と訪問する居宅等の間に一定の距離がある場合は更に評価

する。 

➢  従たる事業所（サテライト）について、解釈通知において、主たる事

業所から30分で移動可能な範囲を超えて支援を行う場合であっても設

置を可能とする。 

➢  機能強化型の基本報酬の算定について、複数の事業所間が通常の相談

支援の実施地域を越える場合や、当該事業所以外の主任相談支援専門員

等により一定の指導・助言が行われる体制が確保されている場合も算定

可能とする。 

≪特別地域加算の対象区域におけるテレビ電話装置等の活用【新設】≫ 

 指定（継続）サービス利用支援について、相談支援専門員は、次に掲げる要件

をいずれも満たす場合には、テレビ電話装置等を活用して利用者に対するアセ

スメント又はモニタリングに係る面接を行うことができる。 

一 当該アセスメント又はモニタリングに係る利用者が特別地域加算の対象地

域に居住し、かつ、指定特定相談支援事業所と当該利用者の居宅等との間に一

定の距離があること。 

二 当該面接を行う日の属する月の前月又は前々月に、当該利用者の居宅等を

訪問してアセスメント又はモニタリングに係る面接を行ったこと。 

 

≪遠隔地訪問加算【新設】≫ 300単位／回 

 特別地域加算の対象区域に所在し、かつ、指定特定相談支援事業所との間に一

定の距離がある利用者の居宅等、病院等その他機関を訪問して、以下の加算を算

定する場合に、これらの加算の算定回数に応じて加算する。 

・初回加算（契約日から３月を経過する日以降に、月２回以上、利用者の居宅等

を訪問して面接した場合に限る。当該面接をした月数に応じて加算する。） 

・入院時情報連携加算（病院等への訪問による情報提供に限る。） 
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・退院・退所加算 

・居宅介護支援事業所等連携加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場

合に限る。） 

・保育・教育等移行支援加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場合に限

る。） 

・医療・保育教育機関等連携加算（福祉サービス等提供機関への訪問により情報

提供を受ける場合、利用者が病院等に通院するに当たり、病院等への訪問によ

り情報提供する場合に限る。） 

・集中支援加算（利用者の居宅等への訪問により面接する場合、利用者が病院等

に通院するに当たり、病院等への訪問により情報提供する場合に限る。） 

 

→機能強化型の基本報酬の算定について、①参照 

 

⑩ 障害児相談支援におけるこどもの最善の利益の保障、インクルージョンの

推進 

 ・ 運営基準において、事業所に対し、障害児等の意思の尊重、こどもの最

善の利益の優先考慮の下で、障害児支援利用計画の作成、サービス担当者

会議の実施を進めることを求める。 

 ・ 運営基準において、事業所に対し、障害児支援利用計画の作成や必要な

情報の提供・助言等の援助を行うにあたって、インクルージョンの観点を

踏まえること等、インクルージョンの推進に努めることを求める。 

 

 

８ 障害児支援 

（１）児童発達支援 

① 児童発達支援センターの一元化 

   ・ 児童発達支援センターの基準・基本報酬について、多様な障害児が身近

な地域で支援を受けられる体制整備を促進する観点から、福祉型・医療型

の類型を一元化するとともに、福祉型における３類型（障害児、難聴児、

重症心身障害児）の区分も一元化する。一元化後の新たな基準・基本報酬

は、現行の福祉型（障害児）を基本に設定する。 

   ・ 児童発達支援センターが治療を併せて行う場合には、上記の基準に加え

て、旧医療型で求めていた医療法に規定する診療所に必要とされる基準を

求める。 

・ 難聴児や重症心身障害児について、現行の基準で求めている体制等も踏

まえて、障害特性に応じた支援を行った場合の評価を行う（⑰⑲⑳参照）。 

   ・ なお、３年（令和９年３月３１日までの間）の経過措置期間を設け、こ

の間、一元化前の旧基準（医療型、難聴児、重症心身障害児）に基づく人
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第３ 終わりに 

○ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定においては、客観性・透明性の向上

を図るため、前回改定に引き続き、厚生労働省内に設置した検討チームにおい

て、有識者の参画を得て公開の場で検討を行った。 

 

○ 今回の報酬改定に係る検討を行う中で出た意見等を踏まえ、以下の事項につ

いて、引き続き検討・検証を行う。 

 

① 障害者支援施設の在り方について 

・ 障害者支援施設の在り方についての検討を進めるため、令和６年度にお

いて、今後の障害者支援施設が担う役割や機能等に関して整理しつつ、更

なる地域移行を進めていくための調査研究の実施や検討の場を設ける。 

 

② 共同生活援助における支援の質の確保について 

・ 共同生活援助における障害者の特性に応じた支援や、サービスの質を評

価するための具体的な基準の在り方について、支援に関するガイドライン

の策定や、管理者、従業者等に対する資格要件や研修の導入等について、

令和６年度以降検討する。 

 

③ 共同生活援助における個人単位で居宅介護等を利用する場合の経過措置

の取扱いについて 

・ 今年度末までの経過措置とされていた、共同生活援助を利用する重度の

障害者が個人単位で居宅介護等を利用することについては、引き続きその

在り方を検討する。 

 

④ 障害福祉サービスの地域差の是正について 

・ 障害福祉サービスの地域差を是正し、サービスの供給が計画的かつ効率

的に行われる方策について、必要なサービスが公平かつ適正に提供される

よう、共同生活援助における総量規制も含めた地域の実態や地域移行の状

況を踏まえた事業所指定の在り方について検討する。 

 

⑤ 計画相談支援及び障害児相談支援について 

・ 相談支援事業所における手話通訳士等によるコミュニケーション支援の

実態を把握するとともに、コミュニケーション支援の体制を確保する方策

について検討する。 

 

⑥ 質の高い障害児支援の確保について 

   ・ 質の高い障害児支援の提供を推進するため、支援に当たる人材の配置や

評価の在り方について検討する。 
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・ 障害児相談支援について、セルフプランの状況等も踏まえながら、必要

な質・量を確保する方策について、引き続き検討する。 

 

⑦ 障害福祉サービスの公平で効率的な制度の実現について 

   ・ 障害福祉サービスについて、 障害者が希望する地域生活を実現するとと

もに、 多様化する利用者のニーズに応じて質の確保・向上を図る必要があ

る。こうした中で、制度の持続可能性を確保する観点から、サービス間・

制度間の公平性を踏まえ、報酬改定におけるサービスの質等に応じたメリ

ハリある報酬設定等、公平で効率的な制度の実現に向けた検討を行う。 

 

⑧ 処遇改善の実態把握等について 

   ・ 今回の改定が、福祉・介護職員の処遇改善に与える効果について、実態

を把握する。 

   ・ 今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目の対

応については、上記の実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や財源とあ

わせて令和８年度予算編成過程で検討する。 

 

⑨ 経営実態調査のさらなる分析について 

・ 次回の障害福祉サービス等報酬改定に向けては、障害福祉事業所・施設

の経営実態等をより適切に把握できるよう、「障害福祉サービス等経営概況

調査」や「障害福祉サービス等経営実態調査」において、特別費用や特別

収益として計上されている経費の具体的な内容が明確になるよう、調査方

法を見直し、次回以降の調査に反映させる。 

 

⑩ 食事提供体制加算等について 

・ 食事提供体制加算については、食事提供時における栄養面での配慮を行

うための要件を新たに設け令和９年３月31日まで経過措置を延長すること

とするが、他制度とのバランス、在宅で生活する障害者等との公平性等の

観点も踏まえつつ、今後、経過措置の実施状況や効果を踏まえた上で、更

に検討を深める。 

・ 児童発達支援センターの、自園調理を前提とした基準（調理室の設置、

栄養士等の配置）について、今後、構造改革特別区域法に基づく特例措置

の全国展開に関する検討に対応することとし、同特例措置の実施状況や現

場の支援の状況等も踏まえながら、更に検討を深める。 

 

  ⑪ 補足給付の在り方について 

   ・  施設入所者に対する補足給付の在り方については、他制度とのバランス、

在宅で生活する障害者との公平性等の観点も踏まえ、引き続き検討する。 

 

  ⑫ 事業者が提出する各種様式等の簡素化・標準化について 
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   ・ 障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方

公共団体に対して提出する指定申請関連文書等について、令和５年度中に

作成する標準様式等の普及の状況等を踏まえ、標準様式等の使用の基本原

則化について検討を行う。 

     また、令和６年度に電子的に申請・届出を可能とするためのシステムの

整備に向けて検討する。 
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福祉・介護職員等処遇改善加算の加算率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経過措置区分として、令和６年度末まで福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(1)～(14)を設ける。 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ(1) Ⅴ(2) Ⅴ(3) Ⅴ(4) Ⅴ(5) Ⅴ(6) Ⅴ(7) Ⅴ(8) Ⅴ(9) Ⅴ(10) Ⅴ(11) Ⅴ(12) Ⅴ(13) Ⅴ(14)

41.7% 40.2% 34.7% 27.3% 37.2% 34.3% 35.7% 32.8% 29.8% 28.3% 25.4% 30.2% 23.9% 20.9% 22.8% 19.4% 18.4% 13.9%

34.3% 32.8% 27.3% 21.9% 29.8% 28.9% 28.3% 27.4% 24.4% 22.9% 22.4% 22.8% 20.9% 17.9% 17.4% 16.4% 15.4% 10.9%

41.7% 40.2% 34.7% 27.3% 37.2% 34.3% 35.7% 32.8% 29.8% 28.3% 25.4% 30.2% 23.9% 20.9% 22.8% 19.4% 18.4% 13.9%

38.2% 36.7% 31.2% 24.8% 33.7% 31.8% 32.2% 30.3% 27.3% 25.8% 24.0% 26.7% 22.5% 19.5% 20.3% 18.0% 17.0% 12.5%

22.3% 16.2% 13.8% 17.8% 19.9% 15.4% 17.0% 11.7% 12.5% 9.3% 10.9% 6.4%

8.1% 8.0% 6.7% 5.5% 7.0% 6.9% 6.9% 6.8% 5.8% 5.7% 5.5% 5.6% 5.4% 4.4% 4.4% 4.3% 4.1% 3.0%

15.9% 13.8% 11.5% 13.1% 13.6% 10.8% 10.8% 11.0% 8.0% 8.7% 8.7% 5.9%

15.9% 13.8% 11.5% 13.1% 13.6% 10.8% 10.8% 11.0% 8.0% 8.7% 8.7% 5.9%

13.7% 13.5% 11.6% 9.9% 10.9% 12.0% 10.7% 11.8% 9.2% 9.0% 9.9% 8.8% 9.7% 7.1% 7.1% 6.9% 7.8% 5.0%

13.8% 13.4% 9.8% 8.0% 12.0% 12.0% 11.6% 11.6% 10.2% 9.8% 9.8% 8.0% 9.4% 8.0% 6.2% 7.6% 5.8% 4.0%

13.8% 13.4% 9.8% 8.0% 12.0% 12.0% 11.6% 11.6% 10.2% 9.8% 9.8% 8.0% 9.4% 8.0% 6.2% 7.6% 5.8% 4.0%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 8.8% 8.4% 7.3% 7.1% 6.5% 7.3% 6.3% 5.2% 5.6% 5.0% 4.8% 3.5%

9.6% 9.4% 7.9% 6.3% 8.3% 8.0% 8.1% 7.8% 6.7% 6.5% 6.2% 6.6% 6.0% 4.9% 5.0% 4.7% 4.5% 3.2%

9.3% 9.1% 7.6% 6.2% 8.0% 7.9% 7.8% 7.7% 6.6% 6.4% 6.1% 6.3% 5.9% 4.8% 4.9% 4.6% 4.4% 3.1%

10.3% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 7.3% 6.5% 7.3% 5.2% 5.6% 4.8% 3.5%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 8.8% 8.4% 7.3% 7.1% 6.5% 7.3% 6.3% 5.2% 5.6% 5.0% 4.8% 3.5%

14.7% 14.4% 12.8% 10.5% 12.1% 12.4% 11.8% 12.1% 9.8% 9.5% 9.6% 10.2% 9.3% 7.0% 7.9% 6.7% 7.7% 5.1%

14.7% 14.4% 12.8% 10.5% 12.1% 12.4% 11.8% 12.1% 9.8% 9.5% 9.6% 10.2% 9.3% 7.0% 7.9% 6.7% 7.7% 5.1%

21.1% 20.8% 19.2% 15.2% 18.5% 17.1% 18.2% 16.8% 14.5% 14.2% 12.2% 16.6% 11.9% 9.6% 12.6% 9.3% 10.3% 7.7%

13.1% 12.8% 11.8% 9.6% 11.1% 10.9% 10.8% 10.6% 8.9% 8.6% 8.3% 9.8% 8.0% 6.3% 7.6% 6.0% 7.0% 5.0%

17.6% 17.3% 16.3% 12.9% 15.6% 14.2% 15.3% 13.9% 12.2% 11.9% 10.1% 14.3% 9.8% 8.1% 10.9% 7.8% 8.8% 6.8%

13.4% 13.1% 12.1% 9.8% 11.4% 11.1% 11.1% 10.8% 9.1% 8.8% 8.4% 10.1% 8.1% 6.4% 7.8% 6.1% 7.1% 5.1%

12.9% 11.8% 9.6% 10.9% 10.7% 8.7% 8.1% 9.8% 6.1% 7.6% 7.0% 5.0%

12.9% 11.8% 9.6% 10.9% 10.7% 8.7% 8.1% 9.8% 6.1% 7.6% 7.0% 5.0%

21.1% 20.7% 16.8% 14.1% 17.3% 18.4% 16.9% 18.0% 14.6% 14.2% 15.2% 13.0% 14.8% 11.4% 10.3% 11.0% 10.9% 7.1%

19.1% 18.7% 14.8% 12.7% 15.3% 17.0% 14.9% 16.6% 13.2% 12.8% 14.4% 11.0% 14.0% 10.6% 8.9% 10.2% 10.1% 6.3%

10.1% 8.4% 6.7% 9.0% 8.4% 7.3% 6.5% 7.3% 5.4% 5.6% 4.8% 3.7%

12.5% 9.9% 8.1% 10.7% 10.7% 8.9% 8.5% 8.1% 6.7% 6.3% 5.9% 4.1%

12.5% 9.9% 8.1% 10.7% 10.7% 8.9% 8.5% 8.1% 6.7% 6.3% 5.9% 4.1%

10.7% 8.9% 7.1% 9.4% 8.9% 7.6% 6.7% 7.6% 5.4% 5.8% 4.9% 3.6%

10.5% 8.7% 6.9% 9.2% 8.7% 7.4% 6.6% 7.4% 5.3% 5.6% 4.8% 3.5%

10.4% 8.6% 6.9% 9.1% 8.7% 7.4% 6.6% 7.3% 5.3% 5.6% 4.8% 3.5%

居宅訪問型児童発達支援

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

障害者支援施設が行う生活介護

障害者支援施設が行う自立訓練（機能訓練）

障害者支援施設が行う自立訓練（生活訓練）

障害者支援施設が行う就労移行支援

障害者支援施設が行う就労継続支援Ａ型

障害者支援施設が行う就労継続支援Ｂ型

放課後等デイサービス

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

就労定着支援

自立生活援助

就労選択支援

共同生活援助（介護サービス包括型 ）

共同生活援助（日中サービス支援型）

共同生活援助（外部サービス利用型）

児童発達支援

医療型児童発達支援

自立訓練（機能訓練）

サービス区分

福祉・介護職員等処遇改善

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

施設入所支援

短期入所

療養介護
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○ 令和６～８年度における地域区分の適用地域（障害者サービス） 

  

別紙３

８ 

１級地

（１８％）

東京都 特別区

２級地

（１５％）

東京都

神奈川県

大阪府

町田市、狛江市、多摩市

横浜市、川崎市

大阪市

３級地

（１２％）

東京都 調布市 埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

大阪府

兵庫県

さいたま市、和光市

千葉市、成田市

八王子市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中

市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、

国分寺市、国立市、福生市、清瀬市、東久留

米市、稲城市、西東京市

鎌倉市

名古屋市

守口市、大東市、門真市

芦屋市

千葉県

大阪府

印西市

四條畷市

４級地

（１０％）

千葉県

神奈川県

愛知県

浦安市

厚木市

刈谷市、豊田市

茨城県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

大阪府

兵庫県

牛久市

志木市

船橋市、習志野市

立川市、昭島市、東大和市

相模原市、藤沢市、逗子市、海老名市

豊中市、池田市、吹田市、高槻市、寝屋川

市、箕面市

神戸市、西宮市、宝塚市

千葉県 袖ケ浦市

５級地

（６％）

、 神奈川県 横須賀市 茨城県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

広島県

福岡県

水戸市、日立市、土浦市、石岡市、取手市、つくば市、守谷市

朝霞市、新座市、ふじみ野市

市川市、松戸市、佐倉市、市原市、八千代市、四街道市、栄町

羽村市、あきる野市、日の出町

平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、大和市、伊勢原市、座間市、綾瀬

市、寒川町、愛川町

みよし市

大津市、草津市

京都市

堺市、枚方市、茨木市、八尾市、松原市、摂津市、高石市、東大阪

市、交野市

尼崎市、伊丹市、川西市、三田市

広島市、府中町

福岡市、春日市

６級地

（３％）

神奈川県 三浦市 茨城県

埼玉県

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

龍ケ崎市

川口市、草加市、戸田市、八潮市

葉山町

知立市、豊明市

栗東市

長岡京市

宮城県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

福岡県

仙台市、多賀城市

古河市、利根町

宇都宮市、野木町

高崎市

川越市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾

市、越谷市、蕨市、入間市、桶川市、久喜市、北本市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手

市、鶴ヶ島市、吉川市、白岡市、伊奈町、三芳町、宮代町、杉戸町、松伏町

木更津市、野田市、茂原市、柏市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、白井市、酒々井町

武蔵村山市、瑞穂町、檜原村、奥多摩町

秦野市、大磯町、二宮町、清川村

岐阜市

静岡市

岡崎市、瀬戸市、春日井市、津島市、碧南市、安城市、西尾市、稲沢市、大府市、尾張旭市、日進

市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、あま市、長久手市、東郷町、豊山町、大治町、蟹江町、

飛島村

津市、四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市

彦根市、守山市、甲賀市

宇治市、亀岡市、向日市、八幡市、京田辺市、木津川市、精華町

岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、和泉市、柏原市、羽曳野市、藤

井寺市、泉南市、大阪狭山市、阪南市、島本町、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、田尻町、岬

町、太子町、河南町、千早赤阪村

明石市、猪名川町

奈良市、大和郡山市、生駒市

大野城市、福津市

栃木県

奈良県

下野市

大和高田市

７級地

（３％）

茨城県 かすみがうら市 愛知県

京都府

福岡県

一宮市、江南市、岩倉市

城陽市、大山崎町、久御山町

太宰府市、糸島市、那珂川市、粕屋町

北海道

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

兵庫県

奈良県

和歌山県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

福岡県

長崎県

札幌市

結城市、下妻市、常総市、笠間市、ひたちなか市、那珂市、筑西市、坂東市、稲敷市、桜川市、つくばみら

い市、小美玉市、大洗町、東海村、阿見町、河内町、八千代町、五霞町、境町

栃木市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、さくら市、壬生町

前橋市、伊勢崎市、太田市、渋川市、玉村町

熊谷市、深谷市、日高市、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、寄

居町

東金市、君津市、富津市、八街市、富里市、山武市、大網白里市、長柄町、長南町

山北町、箱根町

新潟市

富山市

金沢市、内灘町

福井市

甲府市

長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、下諏訪町

大垣市、高山市、多治見市、関市、美濃加茂市、各務原市、可児市

浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御殿場市、袋

井市、裾野市、湖西市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町

豊橋市、半田市、豊川市、蒲郡市、犬山市、常滑市、小牧市、新城市、東海市、知多市、高浜市、田原市、

大口町、扶桑町、阿久比町、東浦町、幸田町、設楽町、東栄町、豊根村

名張市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町

長浜市、野洲市、湖南市、高島市、東近江市、米原市、日野町

井手町

姫路市、加古川市、三木市、高砂市、小野市、加西市、丹波篠山市、加東市、稲美町、播磨町

天理市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、宇陀市、山添村、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、

川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町

和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町

岡山市

東広島市、廿日市市、海田町、熊野町、坂町

周南市

徳島市

高松市

北九州市、飯塚市、筑紫野市

長崎市

岐阜県

滋賀県

岐南町、笠松町

多賀町

その他

（０％）

神奈川県 中井町 群馬県

神奈川県

山梨県

長野県

滋賀県

広島県

福岡県

榛東村、吉岡町

南足柄市

南部町

塩尻市

近江八幡市、竜王町

呉市

古賀市

現

行

の

障

害

者

の

地

域

区

分

全ての都道府県１級地から７級地以外の地域

見直し後の障害者の地域区分

１級地

（２０％）

２級地

（１６％）

３級地

（１５％）

４級地

（１２％）

５級地

（１０％）

６級地

（６％）

７級地

（３％）

その他

（０％）
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 別紙４  

重度障害者支援加算の拡充 

①生活介護・施設入所支援の場合 

見直し後 現行 
ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

 

 

 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ

行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画

シート等に基づき個別支援を行った場合           360単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場

合                                   （一）に加え＋150単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

 

ハ 重度障害者支援加算（Ⅲ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上

かつ行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援

計画シート等に基づき個別支援を行った場合       180単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋400単位／日 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）実践研修修了者が支援計画シート等の作成を行う体制を整えた場合 

                    ７単位／日 

 

（二）基礎研修修了者が行動関連項目10点以上の者に個別支援を行った場合       

180単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 
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（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場

合                   （一）に加え＋150単位／日 

  ※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

（注） ロ、ハの加算については、指定障害者支援施設等が施設入所者に指

定生活介護等の提供を行った場合は算定しない。 

 

②短期入所の場合 

見直し後 現行 
 イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 

（一）区分６かつ行動関連項目10点以上の者等を受け入れた場合 

50単位／日   

 ※ 実践研修修了者作成の支援計画シート等に基づき、基礎研修修了者が

支援を行った場合                                 ＋100単位／日 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき支援を行った場合 

（一）に加え＋50単位／日 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）区分４以上かつ行動関連項目10点以上の者等を受け入れた場合 

30単位／日  

 ※ 実践研修修了者作成の支援計画シート等に基づき、基礎研修修了者が

支援を行った場合＋70単位／日 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき支援を行った場合 

（一）に加え＋50単位／日 

重度障害者支援加算 

区分６かつ行動関連項目10点以上の者等を受け入れた場合  

50単位／日  

 ※ 基礎研修修了者が支援を行った場合＋10単位／日 
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③共同生活援助の場合 

見直し後 現行 
 イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ行

動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シー

ト等に基づき個別支援を行った場合               360単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合 

 （一）に加え＋150単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上か

つ行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画

シート等に基づき個別支援を行った場合           180単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋400単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合 

（一）に加え＋150単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 

生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ行動

関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シート等

に基づき個別支援を行った場合             360単位／日 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上かつ

行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シー

ト等に基づき個別支援を行った場合           180単位／日 
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別紙５  

 

共同生活援助における人員配置体制加算の創設について 

 

 

（介護サービス包括型） 

イ 人員配置体制加算(Ⅰ) （加配12:1） 

⑴ 区分４以上                         83単位 

⑵ 区分３以下                         77単位 

  イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法※で12:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ロ 人員配置体制加算(Ⅱ) （加配30:1） 

⑴ 区分４以上                         33単位 

⑵ 区分３以下                         31単位 

   ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合

において、イを算定している場合は、算定しない。 

ハ 人員配置体制加算(Ⅲ)（加配12:1、個人単位特例）        84単位 

  ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で12:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上であ

る場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、イ又はロを算定している場合は、

算定しない。 
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ニ 人員配置体制加算(Ⅳ)（加配30:1、個人単位特例）        33単位 

   ニについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定共

同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場

合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、イからハまでを算定している場合は、算

定しない。 

 

（日中サービス支援型） 

ホ 人員配置体制加算(Ⅴ)（加配7.5:1） 

⑴ 区分４以上                         138単位 

⑵ 区分３                           121単位 

  ホについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加

算する。 

ヘ 人員配置体制加算(Ⅵ)（加配20:1） 

⑴ 区分４以上                         53単位 

⑵ 区分３                           45単位 

   ヘについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算す

る。ただし、この場合において、ホを算定している場合は、算定しない。 

ト 人員配置体制加算(Ⅶ)（加配7.5:1、日中住居以外） 

⑴ 区分４以上                         131単位 

⑵ 区分３以下                         112単位 
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 トについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は利用者に対して、日中

サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ホ

又はヘを算定している場合は、算定しない。 

チ 人員配置体制加算(Ⅷ)（加配20:1、日中住居以外） 

⑴ 区分４以上                         50単位 

⑵ 区分３以下                         42単位 

   チについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は利用者に対して、日中サー

ビス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ホからト

までを算定している場合は、算定しない 

リ 人員配置体制加算(Ⅸ)（加配7.5:1、個人単位特例）       134単位 

   リについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サ

ービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が

８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからチまでを算定

している場合は、算定しない。 

ヌ 人員配置体制加算(Ⅹ)（加配20:1、個人単位特例）        50単位 

  ヌについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則

第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（こ

れらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単

位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからリまでを算定している場合は、算定しない。 

ル 人員配置体制加算(Ⅺ)（加配7.5:1、個人単位特例、日中住居以外） 128単位 
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ルについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、

日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基

づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）

を加算する。ただし、この場合において、ホからヌまでを算定している場合は、算定しない。 

ヲ 人員配置体制加算(Ⅻ)（加配20:1、個人単位特例、日中住居以外）  49単位 

   ヲについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則

第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し、日中サービス支援型指定共同

生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合

にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからルまでを算定している場合は、算定

しない。 

 

（外部サービス利用型） 

ワ 人員配置体制加算(ⅩⅢ)（加配12:1）               73単位 

   ワについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で12:1以上の世話人を配置）に適合している事業

所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

カ 人員配置体制加算(ⅩⅣ)（加配30:1）               28単位 

   カについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人を配置）に適合している事業

所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ワ

を算定している場合は、算定しない。  

 

※ 「特定従業者数換算方法」とは、従業者の勤務延べ時間数を除するべき時間数を40時間として、本加算の算定に当たっての従業者の員数に換算する方法をいう。
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 別紙６  

就労継続支援Ａ型の基本報酬におけるスコア方式について 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 労働時間 
（評価要素） 

・1日の平均労働時間 1日の平均労働時間の

状況 

（評価の視点） 

「1日の平均労働時間」が長いほど、利用者の賃金増加につながることや、支援コストがかかると考えら

れるため、「1日の平均労働時間」により評価。 

（評価方法） 

前年度において、雇用契約を締結していた利用者※の労働時間の合計数を当該利用者の合計数で除して算

出した事業所における1日当たりの平均労働時間数によって８段階の評価を行う。 

【現行】 

７時間以上         ：80点   ４時間以上４時間30分未満  ：40点 

６時間以上７時間未満    ：70点   ３時間以上４時間未満    ：30点 

５時間以上６時間未満    ：55点   ２時間以上３時間未満    ：20点 

４時間30分以上５時間未満  ：45点   ２時間未満         ：５点 

【見直し後】 

７時間以上         ：90点   ４時間以上４時間30分未満  ：40点 

６時間以上７時間未満    ：80点   ３時間以上４時間未満    ：30点 

５時間以上６時間未満    ：65点   ２時間以上３時間未満    ：20点 

４時間30分以上５時間未満  ：55点   ２時間未満         ：５点 

※ 通常の事業所に雇用されている利用者であって、一時的に就労継続支援Ａ型を利用している者は除く。 

※変更部分は下線部 
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Ⅱ 生産活動 
（評価要素） 

・前年度、前々年度及び前々々年度における生産活動収支の状況 生産活動収支の状況 

（評価の視点） 

 生産活動収支の状況が健全であることは、利用者の賃金確保、水準にも大きく影響することから、事業所

の生産活動収支の状況に基づき評価を行う。 

（評価方法） 

【現行】 

前年度及び前々年度の各年度において生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を

控除した額に相当する金額（以下、生産活動収支という。）が、利用者に支払う賃金の総額以上であるかに

よって４段階評価の評価。 

 

前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。：40点 

前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。      ：25点 

前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。      ：20点 

前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。：５点 

【見直し後】 

前年度、前々年度及び前々々年度において生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経

費を控除した額に相当する金額（以下、生産活動収支という。）が、利用者に支払う賃金の総額以上である

かによって６段階評価の評価。 

前年度、前々年度及び前々々年度における生産活動収支がそれぞれ当該年度に利用者に支払う賃金の総額 

以上である                                      ： 60点 

前年度及び前々年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。          ： 50点 

前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額以上である。                ： 40点 

前年度の生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。                ： 20点 

前年度及び前々年度、生産活動収支が、利用者に支払う賃金の総額未満である。          ：-10点 

前年度、前々年度及び前々々年度における生産活動収支が利用者に支払う賃金の総額未満である：-20点 
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Ⅲ 多様な働き方 （評価要素） 
① 免許及び資格の取得の促進並びに検定の受験の勧奨に関する事項 
② 当該就労継続支援Ａ型事業所の利用者を、職員（利用者を除く）として登用する

制度に係る試験等の手続、対象者の要件及び採用時期に関する事項 
③ 在宅勤務に係る労働条件及び服務規律に関する事項 
④ フレックスタイム制に係る労働条件に関する事項 
⑤ 1日の所定労働時間を短縮するに当たり必要な労働条件に関する事項 
⑥ 早出遅出勤務に係る労働条件に関する事項 
⑦ 時間を単位として有給休暇を付与又は計画付与制度の取得に関する事項 
⑧ 従業者が私的に負傷し、又は疾病にかかった場合の療養のための休暇の取得に

関する事項 

多様な働き方に係る

制度整備状況 

（評価の視点） 
利用者の多様な働き方のニーズに対応できるかどうかは就労の機会の提供の観点で重要であることから、

多様な働き方を実現できる制度の整備状況により評価を行う。 

（評価方法） 
【現行】 
任意の５項目について規程等（就業規則その他これに準ずるものに限る。）で定めており、前年度におい

て雇用契約を締結していた利用者の希望により当該５項目に係る制度を活用した実績があった場合に、各項
目ごとに評価値を２（実績がない場合は１）として評価（最大10）した上で、その合計に応じて以下３段階
の評価。 
８以上の場合：35点  ６又は７の場合：25点  １以上５以下の場合：15点  

【見直し後】 
 評価項目について規程等（就業規則その他これに準ずるものに限る。）で定めている場合、１項目につき
１点の評価とした上で、その合計に応じて以下３段階の評価。 
 
５点以上の場合：15点  ３点又は４点の場合：５点  ２点以下の場合：０点 
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Ⅳ 支援力向上 （評価要素） 
① 職員の研修に関する計画に基づく障害者雇用、障害者福祉その他障害者就労に

関する外部研修会等の参加又は外部講師による内部研修会の開催状況 
② 外部研修会等への講師派遣、学会等での研究発表又は実践報告の実施状況 
③ 障害者就労に係る先進的な取組を行う他の事業所等への視察若しくは実習への

参加又は他の事業所等からの視察等の受入状況 
④ 販路拡大、事業拡大等に向けた展示会への出展、商談会への参加その他生産活

動収益の増加に資するビジネスマッチングに係る取組の実施状況 
⑤ 昇給、昇格と連動した人事評価制度の整備状況 
⑥ 障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専門研修の修了し、利用者の就

労又は生産活動等の支援を実施するピアサポートの配置状況 
⑦ 前年度末日から過去３年以内の福祉サービス第三者評価の受審状況 
⑧ 国際標準化機構が制定したマネジメントシステム規格等の認証取得又は更新審

査等の受審状況 

安心な職場環境の基

礎となる支援力向上

の取組 

（評価の視点） 
職員が常に仕事に対して意欲的に臨めるようなキャリアアップの機会を組織として提供し、第三者の評価

を踏まえて、支援環境の整備につとめることは、基礎となる職員の支援力を高め、利用者に対する支援の質
の向上に繋がることから、支援力向上に係る取組の実施状況により評価を行う。 

（評価方法） 
【現行】 
 任意の５項目について、各項目の取組実績に応じて別に定める算定方法に従い評価値として各１～２とし
て評価（最大10）した上で、その合計に応じて以下３段階の評価。 
８以上の場合：35点  ６又は７の場合：25点  １以上５以下の場合：15点   
【見直し後】 
 各項目の取組実績に応じて１項目につき１点の評価とした上で、その合計に応じて以下３段階の評価。 
５点以上の場合：15点  ３点又は４点の場合：５点  ２点以下の場合：０点 

 

 

 

 

Ⅴ 地域連携活動 （評価要素） 

・地元企業と連携した高付加価値の商品開発や販売の取組の有無 

・施設外就労による地域での働く場の確保等地域と連携した事業や取組 地域連携活動の実施状況 

（評価の視点） 

事業所がその事業を展開する中で、利用者と地域との接点や関係を作り、地域での利用者の活躍の場を広げ

ていくことは、利用者がそこで暮らし、自立した生活を実現していく上でも大切なことから、事業所における

地域と連携した事業や取組（地域連携活動）の実施状況により評価を行う。 

（評価方法） 

前年度に実施した地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労による地域での働く場の確保等

地域と連携した取組について、当該取組をまとめた報告書を作成し、インターネットの利用その他の方法によ

り公表するとともに、当該報告書において連携先である地元企業等から当該取組が地域連携活動である旨の

意見又は評価が付されていることをもって評価する。 

１事例以上ある場合  ： 10点 

※ Ⅴについては変更なし 
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Ⅶ 利用者の知識・能力の向上【新規】 （評価要素） 

・利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組状況により評

価  
利用者の知識及び能力の向上に向けた

取組の状況 

（評価の視点） 

事業所が利用者の知識及び能力の向上を図ることは、利用者の一般就労に向けた意欲の創出や利用者の社

会参加において、重要な取組であることから、その取組状況を評価する。 

（評価方法） 

【新規】 

前年度において、就労継続支援Ａ型事業所等が利用者の知識及び能力の向上に向けた支援を行い、当該支

援の具体的な内容を記載した報告書を作成し、インターネットの利用その他の方法により公表していること

をもって評価する。 

 

取組が１以上ある場合  ： 10点 

Ⅵ 経営改善計画【新規】 （評価要素） 

・経営改善計画の作成及び提出の有無 経営改善計画の作成状況 

（評価の視点） 

指定基準に従った適切な事業運営を行うことは、障害福祉サービス提供事業所として必須事項であり、利

用者の賃金確保、水準にも大きく影響することから、事業所の経営改善計画の作成状況に基づき、スコアの

減算方式を導入し、評価。 

（評価方法） 

【新規】 

経営改善計画の作成状況に基づき評価。 

 

 経営改善計画を提出期限までに未提出の場合 －50点 
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【現行】 

項 目 点  数 
 

Ⅰ 労働時間 ５点 ～ 80点 

Ⅱ 生産活動 ５点 ～ 40点 

Ⅲ 多様な働き方 ０点 ～ 35点 

Ⅳ 支援力向上のための取組 ０点 ～ 35点 

Ⅴ 地域連携活動 ０点 ～ 10点 

 

【見直し後】 

項 目 点  数 
 

Ⅰ 労働時間 ５点 ～ 90点 

Ⅱ 生産活動 -20点 ～ 60点 

Ⅲ 多様な働き方 ０点 ～ 15点 

Ⅳ 支援力向上 ０点 ～ 15点 

Ⅴ 地域連携活動 ０点 ～ 10点 

Ⅵ 経営改善計画【新規】 -50点 ～ ０点 

Ⅶ 利用者の知識・能力の向上【新規】 ０点 ～ 10点 

 

 

点 

200 点 

点 

200 点 
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児童発達支援センター

治療を行う場合児童発達支援
左記の人員に加え、
○診療所に必要とされる従業者

・・・医療法に規定する必要数人
員
基
準

左記の基準に加え（※）、
○医療法に規定する診療所に必要とされる

設備
（※）医務室については除く。

設
備
基
準

一元化後の児童発達支援センターの人員基準・設備基準について

○嘱託医・・・ １以上
（神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者）

○児童指導員及び保育士 ４︓１以上
・児童指導員・・・ １以上
・保育士・・・ １以上
（機能訓練担当職員、看護職員等の数を総数に含め

る場合は、半数以上が児童指導員又は保育士であ
ること）

○栄養士・・・ １以上
（障害児の数が40人以下の場合は置か

ないことができる）
○調理員・・・ １以上

全部委託の場合は置かないことも可
○機能訓練担当職員

機能訓練を行う場合に置く

○医務室
○発達支援室 定員おおむね10人

床面積 2.47㎡以上／人
○遊戯室 床面積 1.65㎡以上／人

○屋外遊技場
○相談室
○調理室
○便所

◎改正後（一元化後）の基準（令和６年４月以降〜）

◎経過措置
旧医療型児童発達支援センター及び旧福祉型児童発達支援センター（難聴児、重症心身障害児）の人員・設備について、令和８年度末までの間（設備基準は当分の間）、改正前の基準によることができる。

医療型福祉型

重症心身障害児難聴児障害児
○診療所に必要とされる従業者

・・・医療法に規定する必要数
○児童指導員・・・ １以上
○保育士・・・ １以上
○看護職員・・・1以上
○理学療法士又は作業療法士

・・・ １以上
○機能訓練担当職員・・・必要数

（言語訓練等を行う場合）
○児童発達支援管理責任者 １以上
○管理者

（支障がない場合は他の職務との兼務可）

○嘱託医・・・ １以上
（内科、精神科、神経と組み合わせた名称を診療診療科名とする診療科、小児科、

外科、整形外科又はリハビリテーション科の診療に相当の経験を有する者）
○児童指導員及び保育士 ４︓１以上

・児童指導員・・・ １以上 ・保育士・・・ １以上
○栄養士・・・ １以上（障害児の数が40人以下の場合は置かないこ
とができる）
○調理員・・・ １以上（全部委託の場合は置かないことも可）
○機能訓練担当職員（機能訓練を行う場合に置く）
○看護職員（医療的ケアを行う場合に置く）
○児童発達支援管理責任者・・・ １以上
○管理者（支障がない場合は他の職務との兼務可）

上記の人員に加え、看護職員、機能訓練担当職員を各々1
人以上配置
※ 機能訓練担当職員、看護看護職員については、その数を児童指導員及び保育

士の総数に含めることができる。

○嘱託医・・・ １以上（眼科又は耳鼻咽喉科の診療に相当の経験を有する
者）

○児童指導員及び保育士 ４︓１以上
・児童指導員・・・ １以上 ・保育士・・・ １以上

○栄養士・・・ １以上（障害児の数が40人以下の場合は置かないことができ
る）
○調理員・・・ １以上（全部委託の場合は置かないことも可）
○機能訓練担当職員（機能訓練を行う場合に置く）
○看護職員（医療的ケアを行う場合に置く）
○児童発達支援管理責任者・・・ １以上
○管理者（支障がない場合は他の職務との兼務可）

上記の人員に加え、言語聴覚士を指定発達支援の単位ごとに４
人以上配置
※ 言語聴覚士、機能訓練担当職員、看護看護職員については、その数を児童指導員及び

保育士の総数に含めることができる。

人
員
基
準

○医療法に規定する診療所に必要
とされる設備

○浴室及び便所には手すり等身体
の機能の非自由を助ける設備

○階段の傾斜は緩やかにする

○医務室（設けないことができる）
○指導訓練室
○遊戯室（設けないことができる）
○屋外遊技場（設けないことができる）
○その他、指定児童発達支援の提供に必要な設備及び備

品等を設けること

○医務室
○指導訓練室
○遊戯室
○屋外遊技場
○その他、指定児童発達支援の提供に必要な設備及び備品等を

設けること

設
備
基
準

○相談室
○調理室
○便所
○聴力検査室（主として聴覚障害児が通所）

○相談室（設けないことができる）
○調理室
○便所

○指導訓練室
○屋外訓練場

＜参考＞改正前の基準

○児童発達支援管理責任者・・・ １以上
○看護職員

医療的ケアを行う場合に置く
○管理者

支障がない場合は他の職務との兼務可

○静養室
○その他、指定児童発達支援の提供に

必要な設備及び備品等を設けること

○相談室
○調理室

○嘱託医・・・ １以上（神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者）
○児童指導員及び保育士 ４︓１以上

・児童指導員・・・ １以上
・保育士・・・ １以上
（機能訓練担当職員、看護職員等の数を総数に含める場合は、半数以上が児童指導員

又は保育士であること）

○栄養士・・・ １以上（障害児の数が40人以下の場合は置かないことができる）
○調理員・・・ １以上 全部委託の場合は置かないことも可
○機能訓練担当職員 機能訓練を行う場合に置く

○児童発達支援管理責任者・・・ １以上
○看護職員 医療的ケアを行う場合に置く
○管理者 支障がない場合は他の職務との兼務可

○医務室
○指導訓練室 定員おおむね10人 床面積 2.47㎡以上／人
○遊戯室 床面積 1.65㎡以上／人
○屋外遊技場
○相談室
○調理室
○便所

○静養室（主として知的障害児が通所）
○その他、指定児童発達支援の提供に

必要な設備及び備品等を設けること

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙７

８ 
児童発達支援センターの一元化 
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障発 0125 第２ 号 

こ 支 障 第 1 7 号 

令和６ 年１ 月 25 日  

 

  都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中 核 市 市 長 

 

 

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部長  

（ 公  印  省  略 ）   

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 長 

 （ 公  印  省  略 ）  

  

 

障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律施行規則等

の一部を 改正する 命令、 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援す

る ための法律等の一部を 改正する 法律の一部の施行に伴う 関係省令の整理

に関する 省令及び児童福祉法施行規則の一部を 改正する 内閣府令の公布に

ついて （ 通知）  

 

 

本日、 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律施行規則等の一

部を 改正する 命令（ 令和６ 年内閣府・ 厚生労働省令第２ 号） 、 障害者の日常生活及び社

会生活を 総合的に支援する ための法律等の一部を 改正する 法律の一部の施行に伴う 関係

省令の整理に関する 省令（ 令和６ 年厚生労働省令第18号） 及び児童福祉法施行規則の一

部を 改正する 内閣府令（ 令和６ 年内閣府令第４ 号） が別紙のと おり 公布さ れ、 令和６ 年

４ 月１ 日等から 施行する こ と と さ れたと こ ろ で ある 。 その趣旨及び主な内容等について

下記のと おり 通知する ので 、 こ れら について十分御了知の上、 管内市町村（ 特別区を 含

む。 ） を 始め、 関係者、 関係団体等に対し 、 その周知徹底を 図っ て いただく 等、 本命令

等の円滑な施行について 特段の御配慮を お願いする 。  

 

記 

 

１ ． 命令等の趣旨 

  障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律等の一部を 改正する

法律（ 令和４ 年法律第 104 号。 以下「 改正法」 と いう 。 ） の施行に伴い、  

・  障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律施行規則（ 平成 18

年厚生労働省令第 19 号） において、 共同生活援助の支援内容の拡大、 一般就労中の

就労系障害福祉サービ スの利用、 指定障害福祉サービ ス事業者又は指定一般相談支

援事業者の指定又は更新における 関係市町村の意見申出及び就労選択支援の創設に

係る 規定の整備を 行い、  

・  児童福祉法施行規則（ 昭和 23 年厚生省令第 11 号） において 、 指定障害児通所支

援事業者の指定又は更新における 関係市町村の意見申出に係る 規定の整備を 行う と

と も に、  

その他所要の改正を 行う も の。  
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２ ． 主な改正内容（ 令和６ 年内閣府・ 厚生労働省令第２ 号関係）  

（ １ ）  一般就労中の就労系障害福祉サービ スの利用について  

○ 一人ひと り の障害者の希望や能力に沿っ た、 よ り き め細かい支援を 提供する こ

と が求めら れて いる こ と を 踏ま え、 改正法において 、 障害者の日常生活及び社会

生活を 総合的に支援する ための法律（ 平成 17 年法律第 123 号。 以下「 総合支援

法」 と いう 。） に基づく 就労移行支援及び就労継続支援について、 従来の対象者に

加え、「 通常の事業所に雇用さ れている 障害者であっ て 主務省令で 定める 事由によ

り 当該事業所で の就労に必要な 知識及び能力の向上のための支援を 一時的に必要

と する も の」 についても 、 こ れら のサービ ス を 利用でき る こ と と さ れた。（ 改正法

第２ 条の規定によ る 改正後の総合支援法第５ 条第 13 項及び第 14 項）  

〈 命令の改正内容〉  

○ 当該主務省令で 定める 事由と し て 、 以下の事由を 規定する 。  

・  通常の事業所に新たに雇用さ れた後に労働時間の延長を 図ろ う と する 場合 

・  休職から 復職を 図ろ う と する 場合 

○ ま た、 総合支援法第 23 条において、 支給決定の有効期間は主務省令で 定める 期

間と し ている と こ ろ 、 一般就労中の就労移行支援及び就労継続支援の支給決定の

有効期間は、 １ 月間から ６ 月間の範囲内で 月を 単位と し て 市町村が定める 期間と

する 。  

 

（ ２ ）  共同生活援助（ グループ ホーム） の支援内容の拡大について  

○ グループ ホームにおいて、 地域で 生活する 上で の希望や課題を 本人と 確認し つ

つ、 一人暮ら し 等に向けた支援を 提供する こ と が求めら れて いる こ と を 踏ま え 、

改正法において、 グループ ホームの支援内容と し て、「 居宅における 自立し た日常

生活への移行を 希望する 入居者につき 、 当該日常生活への移行及び移行後の定着

に関する 相談その他の主務省令で定める 援助」 が含ま れる こ と が明文化さ れた。

（ 改正法第２ 条の規定によ る 改正後の総合支援法第５ 条第 17 項）  

〈 命令の改正内容〉  

○ 当該主務省令で 定める 援助と し て 、 以下の援助を 規定する 。  

・  居宅における 自立し た日常生活への移行及び移行後の定着に関する 相談（ 法

定事項）  

・  住居の確保に係る 援助 

・  そ の他の居宅における 自立し た日常生活への移行及び移行後の定着に必要な

援助 

 

（ ３ ） 指定障害福祉サービ ス事業者又は指定一般相談支援事業者の指定又は更新におけ

る 関係市町村の意見申出について  

○ 地域のニーズに応じ た 障害福祉サービ スの整備を 図る ため、 改正法において 、

関係市町村長は以下のこ と ができ る こ と と さ れた。  

・  主務省令で定める と こ ろ によ り 、 都道府県知事に対し 、 指定障害福祉サービ

ス事業者又は指定一般相談支援事業者の指定又は更新について 、 当該指定又は

更新を し よ う と する と き は、 あら かじ め、 当該関係市町村長にその旨を 通知す

る よ う 求める こ と（ 改正法第２ 条の規定によ る 改正後の総合支援法第 36 条第６

項及び第 51 条の 19 第２ 項）  

・  当該通知を 受けたと き は、 主務省令で定める と こ ろ によ り 、 指定障害福祉サ

ービ ス 事業者又は指定一般相談支援事業者の指定又は更新に関し 、 都道府県知

事に対し 、 当該関係市町村の市町村障害福祉計画と の調整を 図る 見地から の意
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見を 申し 出る こ と（ 改正法第２ 条の規定によ る 改正後の総合支援法第 36 条第７

項及び第 51 条の 19 第２ 項）  

〈 命令の改正内容〉  

○ 関係市町村によ る 当該通知の求めの方法等について、 以下の内容を 規定する 。  

⑴ 市町村長は通知を 求める 際は、 以下の事項を 都道府県知事に伝達する も のと

する 。  

・  通知の対象と な る 障害福祉サービ ス の種類（ 指定障害福祉サービ ス 事業者

の指定又は更新の場合に限る 。）  

・  通知の対象と なる 区域及び期間 

・  その他当該通知を 行う ために必要な 事項 

⑵ 市町村長は、 ⑴の事項を 伝達し たと き は、 公報又は広報紙への掲載、 イ ン タ

ーネッ ト の利用その他の適切な方法によ り 周知する も のと する 。  

⑶ 都道府県知事は以下の事項について市町村長に通知を 行う も のと する 。  

・  事業所の名称及び所在地 

・  申請者の名称及び主たる 事務所の所在地並びにその代表者の氏名、 生年月

日、 住所及び職名 

・  当該申請に係る 事業の開始の予定年月日（ 指定の更新の場合にあっ ては、

当該更新の予定年月日）  

・  利用者の推定数（ 療養介護、 生活介護、 短期入所（ 併設事業所において 行

う も のに限る 。）、 自立訓練（ 機能訓練）、 自立訓練（ 生活訓練）、 就労移行支

援、 就労継続支援Ａ 型、 就労継続支援Ｂ 型、 就労定着支援、 自立生活援助又

は共同生活援助に係る 指定障害福祉サービ ス事業者の指定又は更新の場合に

限る 。）  

・  運営規程（ 事業の目的及び運営の方針、 従業者の職種、 員数及び職務の内

容、 営業日及び営業時間、 利用定員並びに通常の事業の実施地域に係る も の

に限る 。）  

○ ま た、 関係市町村によ る 都道府県知事に対する 意見の申出の方法について 、 市

町村長は、 指定障害福祉サービ ス事業者又は指定一般相談支援事業者の指定又は

更新に関し 、 市町村障害福祉計画と の調整を 図る 見地から の意見を 申し 出よ う と

する と き は、 以下の事項を 記載し た書類を 都道府県知事に提出する も のと する 。  

・  意見の対象と な る 障害福祉サービ ス の種類（ 指定障害福祉サービ ス 事業者の

指定又は更新の場合に限る 。）  

・  都道府県知事が指定又は更新を 行う に当た り 条件を 付する こ と を 求める 旨及

びその理由 

・  条件の内容 

・  その他必要な 事項 

 

（ ４ ）  地域生活支援拠点等において対処し 、 又は備える 事態について  

○ 障害者の心身の状況やその環境等に起因し て生じ る 緊急事態を 未然に防止し 、

又は緊急事態が生じ た 場合に適切に対処する ため、 改正法において 、 関係機関と

連携し て受入体制を 整備する 地域生活支援拠点等が法律上位置付けら れる と と も

に、 その整備に関する 市町村の努力義務等が設けら れたと こ ろ 。（ 改正法第２ 条の

規定によ る 改正後の総合支援法第 77 条第３ 項）  

〈 命令の改正内容〉  

○ 地域生活支援拠点等において行う 事業の一つと し て、「 障害の特性に起因し て 生

じ る 緊急の事態その他の主務省令で定める 事態に対処し 、 又は当該事態に備え る
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ため、 地域生活障害者等から の相談に応じ る と と も に、 地域生活障害者等を 支援

する た めの体制の確保その他の必要な 措置について 関係機関と の連携及び調整を

行い、 又はこ れに併せて 当該事態が生じ たと き における 宿泊場所の一時的な提供

その他の必要な 支援を 行う 事業」 が規定さ れたと こ ろ 、 当該主務省令で 定める 事

態と し て、 以下の事態を 規定する 。  

・  障害の特性に起因し て生じ る 緊急の事態（ 法定事項）  

・  地域生活障害者等の介護を 行う 者等の障害、 疾病等のため、 当該地域生活障

害者等に対する 支援が見込めな い緊急の事態その他の地域生活障害者等が地域

において安心し て自立し た日常生活又は社会生活を 営むこ と を 困難にする 緊急

の事態 

 

（ ５ ）  就労選択支援の創設について  

① 就労選択支援の対象者等 

○ 障害者本人が就労先・ 働き 方について よ り 良い選択がで き る よ う 、 改正法にお

いて、 就労ア セス メ ン ト の手法を 活用し 、 本人の希望、 就労能力や適性等に合っ

た選択を 支援する 新たなサービ スと し て 、 就労選択支援が創設さ れた。（ 改正法第

３ 条の規定によ る 改正後の総合支援法第５ 条第 13 項）  

○ 就労選択支援については、「 就労を 希望する 障害者又は就労の継続を 希望する 障

害者で あっ て、 就労移行支援若し く は就労継続支援を 受ける こ と 又は通常の事業

所に雇用さ れる こ と について、 当該者によ る 適切な 選択のための支援を 必要と す

る も のと し て 主務省令で定める 者につき 、 短期間の生産活動その他の活動の機会

の提供を 通じ て 、 就労に関する 適性、 知識及び能力の評価並びに就労に関する 意

向及び就労する ために必要な配慮その他の主務省令で定める 事項の整理を 行い、

又はこ れに併せて 、 当該評価及び当該整理の結果に基づき 、 適切な 支援の提供の

ために必要な障害福祉サービ ス 事業を 行う 者等と の連絡調整その他の主務省令で

定める 便宜を 供与する こ と 」 と 定義さ れている 。  

〈 命令の改正内容〉  

○ 就労選択支援の対象者と し て 、 就労移行支援又は就労継続支援を 利用する 意向

を 有する 者及び現に就労移行支援又は就労継続支援を 利用し て いる 者を 規定する 。 

○ 就労選択支援において整理する 事項と し て、 以下の事項を 規定する 。  

・  就労選択支援を 利用する 障害者の障害の種類及び程度、 就労に関する 意向、

就労に関する 経験、 就労する ために必要な配慮及び支援並びに就労する ための

適切な作業の環境 

・  その他適切な 選択のために必要な事項 

○ 就労選択支援において供与する 便宜と し て、 以下の便宜を 規定する 。  

・  障害福祉サービ ス 事業を 行う 者、 特定相談支援事業を 行う 者、 公共職業安定

所、 障害者職業セン タ ー、 障害者就業・ 生活支援セン タ ー、 教育機関、 医療機

関その他の関係者と の適切な支援の提供のために必要な 連絡調整 

・  地域における 障害者の就労に係る 社会資源、 障害者の雇用に関する 事例等に

関する 情報の提供及び助言 

・  その他の必要な支援 

 

② 就労選択支援に係る 事業者の指定の申請等 

〈 命令の改正内容〉  

○ 総合支援法第 36 条第１ 項の規定に基づき 就労選択支援に係る 指定障害福祉サ

ービ ス 事業者の指定を 受けよ う と する 者は、 次に掲げる 事項を 記載し た申請書又
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は書類を 、 当該申請に係る 事業所の所在地を 管轄する 都道府県知事に提出し な け

ればな ら な いこ と と する 。  

⑴ 事業所の名称及び所在地 

⑵ 申請者の名称及び主たる 事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、

住所及び職名 

⑶ 申請に係る 事業の開始の予定年月日 

⑷ 申請者の登記事項証明書又は条例等 

⑸ 事業所の平面図及び設備の概要 

⑹ 利用者の推定数 

⑺ 事業所の管理者の氏名、 生年月日、 住所及び経歴 

⑻ 運営規程 

⑼ 利用者又はその家族から の苦情を 解決する ために講ずる 措置の概要 

⑽ 申請に係る 事業に係る 従業者の勤務の体制及び勤務形態 

⑾ 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関と の契約の内容 

⑿ 連携する 公共職業安定所その他の関係機関の名称 

⒀ 誓約書 

⒁  その他指定に関し 必要と 認める 事項 

○ 総合支援法第 41 条第１ 項の規定に基づき 就労選択支援に係る 指定障害福祉サ

ービ ス 事業者の指定の更新を 受けよ う と する 者は、 上記⑴から ⒁ま で（ ⑶及び⒀

を 除く 。） に掲げる 事項及び次に掲げる 事項を 記載し た申請書又は書類を 、 当該指

定に係る 事業所の所在地を 管轄する 都道府県知事に提出し な ければなら な いこ と

と する 。 ただし 、 都道府県知事は、 当該申請に係る 事業者が既に当該都道府県知

事に提出し ている 上記⑷から ⑿ま での事項に変更がないと き は、 こ れら の事項に

係る 申請書の記載又は書類の提出を 省略さ せる こ と ができ る こ と と する 。  

⑴ 現に受けている 指定の有効期間満了日 

⑵ 誓約書 

 

（ ６ ） その他所要の改正を 行う こ と と する 。  

 

３ ． 主な改正内容（ 令和６ 年厚生労働省令第 18 号関係）  

改正法によ る 総合支援法第５ 条の条項の移動等に伴う 所要の手当を 行う も のと する 。  

 

４ ． 主な改正内容（ 令和６ 年内閣府令第４ 号関係）  

（ １ ）  指定障害児通所支援事業者の指定における 関係市町村の意見申出について  

○ 地域のニ ーズに応じ た障害児支援の整備を 図る ため、 改正法において 、 関係市町

村長は以下のこ と がで き る こ と と さ れた。  

・  内閣府令で 定める と こ ろ によ り 、 都道府県知事に対し 、 指定障害児通所支援事

業者の指定又は更新について、 当該指定又は更新を し よ う と する と き は、 あら か

じ め、 当該関係市町村長にその旨を 通知する よ う 求める こ と （ 改正法第５ 条の規

定によ る 改正後の児童福祉法（ 昭和 22 年法律第 164 号） 第 21 条の５ の 15 第６

項）  

・  当該通知を 受けたと き は、 主務省令で定める と こ ろ によ り 、 指定障害児通所支

援事業者の指定又は更新に関し 、 都道府県知事に対し 、 当該関係市町村の市町村

障害児福祉計画と の調整を 図る 見地から の意見を 申し 出る こ と （ 改正法第５ 条の

規定によ る 改正後の児童福祉法第 21 条の５ の 15 第７ 項）  
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〈 府令の改正内容〉  

○ 関係市町村によ る 当該通知の求めの方法等について、 以下の内容を 規定する こ と

と する 。  

⑴ 市町村長は通知を 求める 際は、 以下の事項を 都道府県知事に伝達する も のと す

る 。  

・  通知の対象と な る 障害児通所支援の種類（ 指定障害児通所支援事業者の指定

又は更新の場合に限る 。）  

・  通知の対象と なる 区域及び期間 

・  その他当該通知を 行う ために必要な 事項 

⑵ 市町村長は、 ⑴の事項を 伝達し たと き は、 公報又は広報紙への掲載、 イ ン タ ー

ネッ ト の利用その他の適切な方法によ り 周知する も のと する 。  

⑶ 都道府県知事は以下の事項について市町村長に通知を 行う も のと する 。  

・  事業所の名称及び所在地 

・  申請者の名称及び主たる 事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、

住所及び職名 

・  当該申請に係る 事業の開始の予定年月日（ 指定の更新の場合にあっ て は、 当

該更新の予定年月日）  

・  利用者の推定数（ 児童発達支援又は放課後デイ サービ ス に係る 指定障害児通

所支援事業者の指定又は更新の場合に限る 。 ）  

・  運営規程（ 事業の目的及び運営の方針、従業者の職種、員数及び職務の内容、

営業日及び営業時間、 利用定員並びに通常の事業の実施地域に係る も のに限

る 。）  

○ ま た、 関係市町村によ る 都道府県知事に対する 意見の申出の方法について 、 市

町村長は、 指定障害児通所支援事業者の指定又は更新に関し 、 市町村障害児福祉

計画と の調整を 図る 見地から の意見を 申し 出よ う と する と き は、 以下の事項を 記

載し た書類を 都道府県知事に提出する も のと する 。  

・  意見の対象と なる 障害児通所支援の種類 

・  都道府県知事が指定又は更新を 行う に当た り 条件を 付する こ と を 求める 旨及

びその理由 

・  条件の内容 

・  その他必要な 事項 

 

（ ２ ） その他所要の改正を 行う こ と と する 。  

 

５ ． 施行期日 

令和６ 年４ 月１ 日 

※ ２ ． （ ５ ） 及び（ ６ ） 、 ３ 並びに４ ． （ ２ ） のう ち 就労選択支援の創設に伴う 改

正について は、 改正法附則第１ 条第４ 号の政令で 定める 日（ 令和７ 年 10 月（ 予

定） ）  
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障発 0125 第１ 号 

こ 支 障 第 16 号 

令和６ 年１ 月 25 日 

 

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

  中 核 市 市 長 

 

 

厚生労働省社会・ 援護局障害保健福祉部長  

（ 公  印  省  略 ）   

こ ど も 家 庭 庁 支 援 局 長  

（ 公  印  省  略 ）   

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定

障害福祉サービスの事業等の人員、 設備及び運営に関する基準等の一部を 改

正する命令、 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく 指定障害者支援施設等の人員、 設備及び運営に関する基準等の一部

を改正する省令及び児童福祉法に基づく 指定通所支援の事業等の人員、 設備

及び運営に関する基準等の一部を 改正する内閣府令の公布について（ 通知）  

 

本日、障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定障害福

祉サービスの事業等の人員、 設備及び運営に関する基準等の一部を改正する命令（ 令和６ 年

内閣府・ 厚生労働省令第３ 号） 、 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく 指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

省令（ 令和６ 年厚生労働省令第17号）及び児童福祉法に基づく 指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営に関する基準等の一部を 改正する内閣府令（ 令和６ 年内閣府令第５ 号） が別紙

のと おり 公布さ れ、 令和６ 年４ 月１ 日等から 施行するこ と と さ れたと こ ろ である。 その趣旨

及び主な内容等について下記のと おり 通知するので、 こ れら について十分御了知の上、 管内

市町村（ 特別区を含む。 ） を始め、 関係者、 関係団体等に対し 、 その周知徹底を 図っ ていた

だく 等、 本命令等の円滑な施行について特段の御配慮を お願いする。  

 

記 

 

１ ． 命令等の趣旨 

令和６ 年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた議論等を 踏まえ、障害者の日常生活及

び社会生活を 総合的に支援するための法律（ 平成 17 年法律第 123 号。 以下「 障害者総合

支援法」 と いう 。） 第 43 条第３ 項及び児童福祉法（ 昭和 22 年年法律第 164 号） 第 21 条の

５ の 19 第３ 項等の規定に基づき 、 指定障害福祉サービスの事業等の人員、 設備及び運営
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に係る基準等の改正等を 行う も の。  

 

２ ． 主な改正内容（ 令和６ 年内閣府・ 厚生労働省令第３ 号関係）  

（ １ ） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（ 平成 18

年厚生労働省令第 19 号） の一部改正 

①全サービス関係 

都道府県知事（ 指定都市及び中核市にあっ ては、指定都市又は中核市の市長。（ ２ ）

の⑤において同じ 。） は、 指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る申請が

あっ たと き は、 当該申請に係る事業者から 障害者総合支援法第 76 条の３ の規定に基

づく 情報公表に係る報告がさ れているこ と を確認するも のと する。  

②短期入所関係 

介護老人保健施設が短期入所に係る 指定障害福祉サービ ス事業者の指定の申請を

する際の書類の提出について、 事務負担軽減の観点から 、 介護老人保健施設に係る指

定の申請において提出する書類と 同様の書類については省略可能と する。  

③自立訓練（ 機能訓練） 関係 

医療から 自立訓練（ 機能訓練） への円滑な移行を図り 、 また、 障害者の身体機能・

生活能力の維持・ 向上等に関する支援ニーズに対応するため、 介護保険の通所リ ハビ

リ テーショ ン事業所において、 共生型自立訓練（ 機能訓練） の提供を 可能と する。  

④自立生活援助関係 

障害者の地域移行・ 地域生活を 推進するため、 同居する家族の障害、 疾病等の場合

に限ら ず、 本人の生活環境の大き な変化その他の事情により 、 当該障害者に対し 、 当

該障害者の家族等によ る 居宅における 自立し た日常生活を 営む上での各般の問題に

対する 支援が見込めない状況にある場合においても 支給対象と なるこ と を 明確化す

る。  

⑤地域定着支援関係 

④と 同様の改正を 行う 。  

 

（ ２ ）障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（ 平成 18 年厚生労働省令第 171

号。 以下「 指定障害福祉サービス基準」 と いう 。） の一部改正 

①訪問系サービス（ 居宅介護、 重度訪問介護、 同行援護、 行動援護及び重度障害者等包

括支援） 関係 

㈠ サービスの提供に当たっ ては、利用者が自立し た日常生活又は社会生活を 営むこ

と ができ るよう 、 利用者の意思決定の支援に配慮するこ と と する。  

㈡ サービス提供責任者は、 業務を 行う に当たっ ては、 利用者の自己決定の尊重を原

則と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定するこ と に困難を抱える場合には、 適切に

利用者への意思決定の支援が行われるよう 努めなければなら ないこ と と する。  

㈢ 障害者の状況を 踏まえたサービス等利用計画を作成する観点から 、サービス提供

責任者は、 利用者及びその同居の家族に交付し ている居宅介護計画等について、 当

該利用者又は障害児の保護者に対し て指定計画相談支援又は指定障害児相談支援
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を 行う 者（ 以下「 指定特定相談支援事業者等」 と いう 。） にも 交付し なければなら

ないこ と と する。  

㈣ 管理者について、 事業所の管理上支障がない場合には、 同一敷地内等に限ら ず、

他の事業所等の職務に従事するこ と ができ るこ と と する。  

②全サービス（ 訪問系サービスを 除く 。） 関係 

㈠ サービスの提供に当たっ ては、利用者が自立し た日常生活又は社会生活を 営むこ

と ができ るよう 、 利用者の意思決定の支援に配慮するこ と と する。  

㈡ サービス管理責任者は、 個別支援計画の作成に当たっ ては、  

・  利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、利用者が自立し た

日常生活を 営むこ と ができ る よ う に支援する 上での適切な支援内容の検討を し

なければなら ないこ と と すると と も に、  

・  利用者の希望する生活や課題等の把握に当たり 、利用者が自ら 意思を決定する

こ と に困難を 抱える場合には、 適切に意思決定の支援を 行う ため、 当該利用者の

意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握し なければなら ないこ と と

する。  

㈢ サービス管理責任者は、 業務を 行う に当たっ ては、 利用者の自己決定の尊重を原

則と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定するこ と に困難を抱える場合には、 適切に

利用者への意思決定の支援が行われるよう 努めなければなら ないこ と と する。  

㈣ サービス管理責任者が担当者等を 招集し て行う 会議（ 個別支援会議） について、

利用者本人が参加するも のと し 、 また、 当該利用者の生活に対する意向等を 改めて

確認するこ と と する。  

㈤ 障害者の状況を 踏まえたサービス等利用計画を作成する観点から 、サービス管理

責任者は、 利用者に交付し ている各サービスの個別支援計画について、 指定特定相

談支援事業者等にも 交付し なければなら ないこ と と する。  

③生活介護関係 

高次脳機能障害等の後遺症により 言語障害を 有する者等の支援のため、生活介護の

人員配置基準と し て、 看護職員・ 理学療法士・ 作業療法士の他に、 言語聴覚士を 加え

る。  

④自立訓練（ 機能訓練） 関係 

㈠ ③と 同様の改正を行う 。  

㈡ 介護保険の通所リ ハビリ テーショ ン事業者が、 基準該当自立訓練（ 機能訓練） の

事業を 提供するこ と を 可能と し 、通所リ ハビリ テーショ ン事業者が当該事業に関し

て満たすべき 基準を定める。  

㈢ 病院又は診療所が、 基準該当自立訓練（ 機能訓練） の事業を提供するこ と を 可能

と し 、 病院又は診療所が当該事業に関し て満たすべき 基準を定める。  

㈣ （ １ ） の③の改正を 踏まえ、 共生型自立訓練（ 機能訓練） の事業を行う 指定通所

リ ハビリ テーショ ン事業者が当該事業に関し て満たすべき 基準を 定める。  

⑤就労選択支援関係 

＜人員に関する基準＞ 

㈠ 指定就労選択支援事業所に置く べき 就労選択支援員の数は、指定就労選択支援事
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業所ごと に、 常勤換算方法で、 利用者の数を 15 で除し た数以上と し 、 就労選択支

援員は、 原則と し て、 専ら 当該指定就労選択支援事業所の職務に従事する者でなけ

ればなら ないこ と 等と する。  

㈡ 指定就労選択支援の事業について、指定就労選択支援事業所ごと に専ら その職務

に従事する管理者を置かなければなら ないこ と 等と する。  

＜設備に関する基準＞ 

㈢ 指定就労選択支援の事業について、 指定就労選択支援事業所は、 訓練・ 作業室、

相談室、 洗面所、 便所及び多目的室その他運営に必要な設備を設けなければなら な

いこ と 等と する。  

＜運営に関する基準＞ 

㈣ 指定就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害福祉

サービス事業者であっ て、指定の申請の日前３ 年以内に当該事業者の事業所の３ 人

以上の利用者が新たに通常の事業所に雇用さ れたも のその他のこ れら と 同等の障

害者に対する 就労支援の経験及び実績を 有する と 都道府県知事が認める 事業者で

なければなら ないこ と と する。  

㈤ 就労に関する適性、 知識及び能力の評価並びに就労に関する意向等の整理（ 以下

こ の⑤において「 アセスメ ント 」 と いう 。） に当たり 、  

・  障害者就業・ 生活支援センタ ー等がアセスメ ント と 同様の評価及び整理を 実施

し た場合には、 指定就労選択支援事業者は、 当該同様の評価及び整理をも っ て、

アセスメ ント の実施に代えるこ と ができ るこ と と し 、  

・  こ の場合において、 ㈥の会議の開催、 アセスメ ント の結果の作成又は指定障害

福祉サービス事業者その他の関係機関と の連絡調整に当たり 、 障害者就業・ 生活

支援センタ ー等に対し 、当該会議への参加その他の必要な協力を 求めるこ と がで

き るこ と と する。  

㈥ 指定就労選択支援事業者は、 アセスメ ント の結果の作成に当たり 、 利用者及び市

町村、 指定特定相談支援事業者等、 公共職業安定所その他の関係機関の担当者等を

招集し て会議（ テレ ビ電話装置その他の情報通信機器（ 以下「 テレ ビ電話装置等」

と いう 。） を活用し て行う こ と ができ るも のと する。） を 開催し 、 当該利用者の就労

に関する意向を改めて確認すると と も に、当該担当者等に意見を 求めるも のと する。 

㈦ 指定就労選択支援事業者は、 アセスメ ント の結果を作成し た際には、 当該結果に

係る 情報を 利用者及び指定特定相談支援事業者等に提供し なければなら ないこ と

と する。  

㈧ 指定就労選択支援事業者は、 アセスメ ント の結果を踏まえ、 必要に応じ て公共職

業安定所、 障害者就業・ 生活支援センタ ーその他の関係機関と の連絡調整を 行わな

ければなら ないこ と と する。 また、 指定就労選択支援事業者は、 障害者総合支援法

第 89 条の３ 第１ 項に規定する協議会への定期的な参加、 公共職業安定所への訪問

等により 、 地域における就労支援に係る社会資源、 雇用に関する事例等に関する情

報の収集に努めると と も に、利用者に対し て進路選択に資する情報を提供するよう

努めなければなら ないこ と と する。  
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＜関係規定の準用＞ 

㈨ 指定就労選択支援の事業の運営に関する基準について、指定障害福祉サービス基

準第９ 条から 第 20 条まで、 第 23 条、 第 28 条、 第 33 条の２ 、 第 35 条の２ から 第

41 条まで、 第 57 条、 第 60 条、 第 66 条、 第 68 条から 第 70 条まで、 第 74 条、 第

75 条（ 第２ 項第１ 号を 除く 。）、 第 84 条、 第 85 条、 第 86 条から 第 92 条まで、 第

159 条及び第 170 条の２ の規定を準用するこ と と すると と も に、 所要の読替規定を

設ける。  

⑥就労移行支援関係 

就労移行支援事業者は、 利用者に対し 、 指定計画相談支援を行う 者と 連携し 、 定期

的に就労選択支援に関する情報提供を 行う も のと する。  

⑦就労継続支援Ａ 型関係 

⑥と 同様の改正を 行う 。  

⑧就労継続支援Ｂ 型関係 

㈠ 工賃の支払いに要する額は、 原則と し て、 自立支援給付を も っ て充ててはなら な

いこ と と する。 ただし 、 災害その他やむを得ない理由がある場合は、 こ の限り でな

いこ と と する。  

㈡ ⑥と 同様の改正を行う 。  

⑨就労定着支援関係 

地域において必要な就労定着支援事業を 利用でき るよう にする観点から 、障害者就

業・ 生活支援センタ ーを 、 実施主体と し て追加する。  

⑩自立生活援助関係 

㈠ 相談支援事業所において提供さ れる 地域相談支援と の支援の継続性の確保や自

立生活援助の整備を促進する観点から 、指定地域移行支援事業者又は指定地域定着

支援事業者の指定を併せて受け、 かつ、 指定地域移行支援又は指定地域定着支援の

事業を 同一の事業所において一体的に運営し ている場合には、当該事業所に配置さ

れた相談支援専門員を 自立生活援助のサービス管理責任者と みなすこ と ができ る

こ と と する。  

㈡ サービス管理責任者を 常勤専従で自立生活援助事業所に配置する場合には、配置

基準を 60： １ と する。  

㈢ 自立生活援助の実施主体に係る規定を 削り 、 実施主体を 拡充するこ と と する。  

㈣ 指定自立生活援助事業者は、 利用者の居宅の訪問によるほか、 テレビ電話装置等

を 活用するこ と により 、障害者が地域における自立し た日常生活又は社会生活を営

むために必要な援助を 行う こ と ができ るこ と と する。  

⑪共同生活援助関係 

㈠ 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律等の一部を 改正

する法律（ 令和４ 年法律第 104 号。 以下「 総合支援法一部改正法」 と いう 。） によ

る障害者総合支援法の改正により 、 共同生活援助の支援内容と し て、 一人暮ら し 等

を 希望する 者に対する支援や退去後の相談等が含まれる こ と が明確化さ れたこ と

を 踏まえた改正を 行う 。  

㈡ 指定共同生活援助事業者は、 指定共同生活援助の提供に当たっ ては、 利用者及び
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その家族、 地域住民の代表者、 共同生活援助について知見を 有する者並びに市町村

の担当者等により 構成さ れる協議会（ テレ ビ電話装置等を活用し て行う こ と ができ

るも のと する。 以下こ の⑪において「 地域連携推進会議」 と いう 。） を 開催し 、 お

おむね１ 年に１ 回以上、 地域連携推進会議において、 事業の運営に係る状況を報告

すると と も に、必要な要望、助言等を 聴く 機会を 設けなければなら ないこ と と する。

また、 指定共同生活援助事業者は、 地域連携推進会議の開催のほか、 おおむね１ 年

に１ 回以上、地域連携推進会議の構成員が指定共同生活援助事業所を見学する機会

を 設けなければなら ないこ と と する。  

㈢ 指定共同生活援助事業者は、 ㈡の報告、 要望、 助言等についての記録を作成する

と と も に、 当該記録を 公表し なければなら ないこ と と する。  

㈣ ㈡及び㈢については、指定共同生活援助事業者がその提供する指定共同生活援助

の質に係る外部の者による評価を受け、当該評価の実施状況を 公表し ている場合等

には、 適用し ないこ と と する。  

㈤ 新興感染症の発生時等に事業所内の感染者への診療等を 迅速に対応でき る 体制

を 平時から 構築するため、 指定共同生活援助事業者は、 感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律（ 令和４ 年法律第 96 号）

第３ 条の規定による 改正後の感染症の予防及び感染症の患者に対する 医療に関す

る法律（ 平成 10 年法律第 114 号） 第６ 条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機

関（ 以下「 第二種協定指定医療機関」 と いう 。） と の間で、 新興感染症の発生時等

の対応を取り 決めるよう 努めなければなら ないこ と と する。  

㈥ 指定共同生活援助事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合

においては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応

について協議を行わなければなら ないこ と と する。  

㈦ 指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所にお

いて個人単位で居宅介護等を 利用する場合の特例的取扱いを令和９ 年３ 月 31 日ま

で延長する。  

 

（ ３ ）障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 障害福祉サ

ービス事業の設備及び運営に関する基準（ 平成 18 年厚生労働省令第 174 号。 以下「 障

害福祉サービス基準」 と いう 。） の一部改正 

①全サービス関係 

個別支援計画に係る規定等、指定障害福祉サービス基準と 同様の規定を 設けている

障害福祉サービス基準においても 、（ ２ ） の②と 同様の改正を 行う 。  

②生活介護関係 

高次脳機能障害等の後遺症により 言語障害を 有する者等の支援のため、生活介護の

人員配置基準と し て、 看護職員・ 理学療法士・ 作業療養士の他に、 言語聴覚士を 加え

る。  

③自立訓練（ 機能訓練） 関係 

②と 同様の改正を 行う 。  
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④就労選択支援関係 

㈠ （ ２ ） の⑤（ ㈣及び㈨を除く 。） と 同様の改正を 行う 。  

㈡ 就労選択支援事業者は、就労移行支援又は就労継続支援に係る指定障害福祉サー

ビス事業者であっ て、過去３ 年以内に当該事業者の事業所の３ 人以上の利用者が新

たに通常の事業所に雇用さ れたも のその他のこ れら と 同等の障害者に対する 就労

支援の経験及び実績を 有するも のでなければなら ないこ と と する。  

㈢ 就労選択支援事業所は、 10 人以上の人員を 利用さ せるこ と ができ る規模を 有す

るも のでなければなら ないこ と と する。  

㈣ 就労選択支援の事業について、 障害福祉サービス基準第８ 条、 第９ 条（ 第２ 項第

１ 号を 除く 。）、 第 13 条から 第 16 条まで、 第 19 条、 第 24 条から 第 26 条まで、 第

28 条から 第 32 条の２ まで、 第 34 条から 第 36 条まで、 第 38 条、 第 41 条、 第 43

条、 第 44 条及び第 45 条から 第 49 条までの規定の規定を準用するこ と と すると と

も に、 所要の読替規定を 設ける。  

⑤就労移行支援関係 

事業所の利用定員規模と 利用状況の実態の乖離が生じ ているこ と に鑑み、定員規模

を 20 人以上（ 離島等については 10 人以上） から 、 10 人以上に見直す。  

 

 （ ４ ） 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定計画相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（ 平成 24 年厚生労働省令第 28 号） の一部改

正 

① 指定特定相談支援事業者は、 利用者が指定計画相談支援を利用するこ と により 、 地

域の教育、 就労等の支援を受けるこ と ができ るよう にするこ と で、 障害の有無にかか

わら ず、 全ての者が共生するこ と ができ るよう 、 地域社会への参加や包摂の推進に努

めると と も に、 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、 利用者の

希望を 踏まえて障害者支援施設、精神科病院等から 地域生活への移行の推進に努めな

ければなら ないこ と と する。  

② 指定特定相談支援事業者は、 次に掲げる要件をいずれも 満たす場合には、 指定特定

相談支援事業所に相談支援員（ 専ら 当該指定特定相談支援事業所の職務に従事する者

であっ て社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を 有するも のをいう 。以下こ の②にお

いて同じ 。） を置く こ と ができ るこ と と する。 こ の場合において、 当該指定特定相談

支援事業者は、 当該相談支援員を 、 指定障害児相談支援事業所、 指定一般相談支援事

業所又は指定自立生活援助事業所の職務その他こ れに類する 職務に従事さ せる こ と

ができ るも のと する。  

㈠ 当該指定特定相談支援事業所が障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援

する ための法律に基づく 指定計画相談支援に要する 額の算定に関する 基準に基づ

き こ ども 家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（ 平成 27 年厚生労働省告示第

180 号） 第１ 号イ から ニまでに掲げる基準のいずれかに適合するこ と 。  

㈡ 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援する ための法律に基づく 指定計

画相談支援に要する 費用の額の算定に関する基準に基づき こ ども 家庭庁長官及び

厚生労働大臣が定める者（ 平成 30 年厚生労働省告示第 115 号） に該当する者（ 当
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該指定に係る 特定相談支援事業所の相談支援専門員と し て職務に従事する 者に限

る。） により 相談支援員に対し て指導及び助言が行われる体制が確保さ れているこ

と 。  

③ 指定計画相談支援の提供に当たっ ては、利用者が自立し た日常生活又は社会生活を

営むこ と ができ るよう 、 利用者の意思決定の支援に配慮するこ と と する。  

④ 相談支援専門員は、 サービス等利用計画の作成に当たっ ては、  

・  利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、利用者の希望等を踏

まえて作成するよう 努めなければなら ないこ と と すると と も に、  

・  利用者の希望する生活や課題等の把握（ 以下こ の（ ４ ） において「 アセスメ ント 」

と いう 。） に当たっ ては、 利用者が自ら 意思を 決定するこ と に困難を抱える場合に

は、 適切に意思決定の支援を 行う ため、 当該利用者の意思及び選好並びに判断能力

等について丁寧に把握し なければなら ないこ と と する。  

⑤ 相談支援専門員が担当者等を 招集し て行う 会議（ サービス担当者会議） について、

利用者本人が参加するも のと し 、 また、 利用者の生活に対する意向等を改めて確認す

るこ と と する。  

⑥ 相談支援専門員は、 次に掲げる要件を いずれも 満たす場合には、 テレビ電話装置等

を 活用し て利用者に対する アセスメ ン ト 又はサービ ス等利用計画の実施状況の把握

（ 以下こ の（ ４ ） において「 モニタ リ ング」 と いう 。） に係る面接を 行う こ と ができ

るこ と と する。  

㈠ 当該アセスメ ント 又はモニタ リ ングに係る利用者が離島等に居住し 、 かつ、 指定

特定相談支援事業所と 当該利用者の居宅と の間に一定の距離があるこ と 。  

㈡ 当該面接を 行う 日の属する 月の前月又は前々月にアセスメ ン ト 又はモニタ リ ン

グに当たっ て当該利用者の居宅を 訪問し て面接を行っ たこ と 。  

⑦ 相談支援専門員は、利用者が現に指定就労移行支援又は指定就労継続支援を利用し

ている場合であっ て、モニタ リ ングの結果等を 踏まえて就労選択支援の利用が必要と

認めら れると き は、 指定就労移行支援事業者又は指定就労継続支援事業者と 連携し 、

就労選択支援に関する情報の提供その他必要な援助を 行う も のと する。  

⑧ 相談支援専門員は、 利用者が就労選択支援を 利用し ている場合には、 就労選択支援

によ る 就労に関する 意向等の整理等を 踏まえてサービ ス等利用計画の見直し を 行う

と と も に、 指定就労選択支援事業者と 連携し 、 必要な情報の提供及び助言、 関係機関

と の連絡調整その他の援助を行わなければなら ないこ と と する。  

  

 （ ５ ） その他所要の改正を行う こ と と する。  

 

３ ． 主な改正内容（ 令和６ 年厚生労働省令第 17 号関係）  

（ １ ） 社会福祉法施行規則の一部改正 

就労移行支援について定員規模を 20 人以上（ 離島等については 10 人以上） から 、 10

人以上に見直すこ と に伴い、 離島等に限ら ず、 常時保護を受ける者が 10 人以上であれ

ば社会福祉法（ 昭和 26 年法律第 45 号） 第２ 条第１ 項に規定する社会福祉事業に該当す

るこ と と する。  
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 （ ２ ） 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定障害者

支援施設等の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平成 18 年厚生労働省令第 172 号。 以

下「 指定障害者支援施設基準」 と いう 。） の一部改正 

＜Ⅰ 意思決定支援を 推進するための方策＞ 

① 指定障害者支援施設等は、利用者が自立し た日常生活又は社会生活を営むこ と がで

き るよう 、 利用者の意思決定の支援に配慮するこ と と する。  

② サービス管理責任者は、 個別支援計画の作成に当たっ ては、  

・  利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、利用者が自立し た日

常生活を 営むこ と ができ る よ う に支援する 上での適切な支援内容の検討を し なけ

ればなら ないこ と し 、 こ の場合において、 サービス管理責任者は、 ⑦の地域移行等

意向確認担当者が把握し た利用者の地域生活への移行に関する 意向等を 踏まえる

も のと すると と も に、  

・  利用者の希望する生活や課題等の把握（ 以下こ の（ ２ ） において「 アセスメ ント 」

と いう 。） に当たり 、 利用者が自ら 意思を 決定する こ と に困難を 抱える場合には、

適切に意思決定の支援を 行う ため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等に

ついて丁寧に把握し なければなら ないこ と と する。  

③ サービス管理責任者は、 業務を行う に当たっ ては、 利用者の自己決定の尊重を 原則

と し た上で、 利用者が自ら 意思を決定するこ と に困難を抱える場合には、 適切に利用

者への意思決定の支援が行われるよう 努めなければなら ないこ と と する。  

④ サービス管理責任者が担当者等を 招集し て行う 会議（ 個別支援会議） について、 利

用者本人や⑦の地域移行等意向確認担当者が参加するも のと し 、 また、 当該利用者の

生活に対する意向等を改めて確認するこ と と する。  

＜Ⅱ 地域移行支援を 推進するための取組＞ 

⑤ 指定障害者支援施設等は、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つ

つ、 利用者の地域生活への移行に関する意向を 把握し 、 当該意向を 定期的に確認する

と と も に、 障害者総合支援法第 77 条第３ 項各号に掲げる事業を 行う 者又は一般相談

支援事業若し く は特定相談支援事業を 行う 者と 連携を 図り つつ、利用者の希望に沿っ

て地域生活への移行に向けた措置を 講じ なければなら ないこ と と する。  

⑥ 指定障害者支援施設等は、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障

害福祉サービス等の利用状況等を把握すると と も に、利用者の自己決定の尊重及び意

思決定の支援に配慮し つつ、利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障

害福祉サービス等の利用に関する意向を定期的に確認し 、一般相談支援事業又は特定

相談支援事業を 行う 者と 連携を 図り つつ、必要な援助を 行わなければなら ないこ と と

する。  

⑦ 指定障害者支援施設等は、 利用者の地域生活への移行に関する意向の把握、 利用者

の当該指定障害者支援施設等以外における 指定障害福祉サービ ス等の利用状況等の

把握及び利用者の当該指定障害者支援施設等以外における指定障害福祉サービ ス等

の利用に関する意向の定期的な確認（ 以下「 地域移行等意向確認等」 と いう 。） を適

切に行う ため、 地域移行等意向確認等に関する指針を 定めると と も に、 地域移行等意

向確認担当者を 選任し なければなら ないこ と と する。  
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⑧ 地域移行等意向確認担当者は、アセスメ ント の際に地域移行等意向確認等において

把握又は確認し た内容を サービス管理責任者に報告すると と も に、当該内容を施設障

害福祉サービ ス計画の作成に係る会議に報告し なければなら ないこ と と する。 また、

地域移行等意向確認等に当たっ ては、 障害者総合支援法第 77 条第３ 項各号に掲げる

事業を 行う 者又は一般相談支援事業若し く は特定相談支援事業を 行う 者と 連携し 、地

域における 障害福祉サービ スの体験的な利用に係る 支援その他の地域生活への移行

に向けた支援を 行う よう 努めなければなら ないこ と と する。  

＜Ⅲ 支援の質の確保＞ 

⑨ 指定障害者支援施設等は、 施設障害福祉サービスの提供に当たっ ては、 利用者及び

その家族、 地域住民の代表者、 施設障害福祉サービスについて知見を 有する者並びに

市町村の担当者等により 構成さ れる協議会（ テレビ電話装置等を 活用し て行う こ と が

でき るも のと する。 以下こ の⑨において「 地域連携推進会議」 と いう 。） を 開催し 、

おおむね１ 年に１ 回以上、 地域連携推進会議において、 事業の運営に係る状況を 報告

すると と も に、 必要な要望、 助言等を 聴く 機会を設けなければなら ないこ と と する。

また、 指定障害者支援施設等は、 地域連携推進会議の開催のほか、 おおむね１ 年に１

回以上、地域連携推進会議の構成員が指定障害者支援施設等を 見学する機会を設けな

ければなら ないこ と と する。  

⑩ 指定障害者支援施設等は、 ⑨の報告、 要望、 助言等についての記録を作成すると と

も に、 当該記録を公表し なければなら ないこ と と する。  

⑪ ⑨及び⑩については、指定障害者支援施設等がその提供する施設障害福祉サービス

の質に係る外部の者による評価を 受け、当該評価の実施状況を 公表し ている場合等に

は、 適用し ないこ と と する。  

＜Ⅳ 自立訓練（ 機能訓練）・ 相談支援の充実等＞ 

⑫ 高次脳機能障害等の後遺症により 言語障害を 有する者等の支援のため、指定障害者

支援施設等において生活介護又は自立訓練（ 機能訓練） を 行う 場合の人員配置基準と

し て、 看護職員・ 理学療法士・ 作業療法士の他に、 言語聴覚士を 加える。  

⑬ 障害者の状況を踏まえたサービス等利用計画を 作成する観点から 、サービス管理責

任者は、 利用者に交付し ている各サービスの個別支援計画について、 利用者に対し て

指定計画相談支援を 行う 者にも 交付し なければなら ないこ と と する。  

＜Ⅴ 感染症発生時に備えた平時から の対応＞ 

⑭ 新興感染症の発生時等に事業所内の感染者への診療等を 迅速に対応でき る体制を

平時から 構築するため、指定障害者支援施設等は、第二種協定指定医療機関と の間で、

新興感染症の発生時等の対応を 取り 決めるよう 努めなければなら ないこ と と する。  

⑮ 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合にお

いては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対応につい

て協議を 行わなければなら ないこ と と する。  
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（ ３ ）障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 障害者支援

施設の設備及び運営に関する基準（ 平成 18 年厚生労働省令第 177 号。 以下「 障害者支

援施設基準」 と いう 。） の一部改正 

個別支援計画に係る規定等、指定障害者支援施設基準と 同様の規定を 設けている障害

者支援施設基準においても 、（ ２ ） と 同様の改正を 行う 。  

 

 （ ４ ） 障害者の日常生活及び社会生活を 総合的に支援するための法律に基づく 指定地域相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（ 平成 24 年厚生労働省令第 27 号） の一部改

正 

①地域移行支援関係 

㈠ 指定地域移行支援に当たっ ては、利用者が自立し た日常生活又は社会生活を 営む

こ と ができ るよう 、 利用者の意思決定の支援に配慮するこ と と する。  

㈡ 指定地域移行支援従事者は、 地域移行支援計画の作成に当たっ ては、  

・  利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ、利用者が自立し た

日常生活を 営むこ と ができ る よ う に支援する 上での適切な支援内容の検討を し

なければなら ないこ と と すると と も に、  

・  利用者の希望する生活や課題等の把握（ 以下こ の（ ４ ） において「 アセスメ ン

ト 」 と いう 。） に当たり 、 利用者が自ら 意思を決定するこ と に困難を 抱える場合

には、 適切に意思決定の支援を 行う ため、 当該利用者の意思及び選好並びに判断

能力等について丁寧に把握し なければなら ないこ と と する。  

㈢ 計画作成会議について、 利用者本人が参加するも のと し 、 また、 当該利用者の生

活に対する意向等を 改めて確認するこ と と する。  

㈣ 障害者の状況を 踏まえたサービス等利用計画を 作成する観点から 、指定地域移行

支援従事者は、地域移行支援計画について、利用者に対し て指定計画相談支援を行

う 者に交付し なければなら ないこ と と する。  

②地域定着支援関係 

㈠ ①の㈠と 同様の改正を 行う 。  

㈡ 指定地域定着支援従事者は、地域定着支援台帳の作成に当たっ てのアセスメ ント

に当たり 、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮し つつ行わなければ

なら ないこ と と すると と も に、利用者が自ら 意思を決定するこ と に困難を抱える場

合には、 適切に意思決定の支援を 行う ため、 当該利用者の意思及び選好並びに判断

能力等について丁寧に把握し なければなら ないこ と と する。  

  

 （ ５ ） その他所要の改正を行う こ と と する。  

 

４ ． 主な改正内容（ 令和６ 年内閣府令第５ 号関係）  

（ １ ） 児童福祉法に基づく 指定通所支援の事業等の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平

成 24 年厚生労働省令第 15 号。 以下「 指定通所基準」 と いう 。） の一部改正 

①児童発達支援の一元化及び児童発達支援（ 児童発達支援センタ ーにおいて提供する場

合に限る。以下こ の①において同じ 。） における人員・ 設備基準等の３ 類型（ 障害児、
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難聴児、 重症心身障害児） の区分の一元化関係 

児童福祉法等の一部を 改正する法律（ 令和４ 年法律第 66 号。 以下「 児童福祉法一

部改正法」 と いう 。） により 、 多様な障害児が身近な地域で支援を 受けら れる体制整

備を促進する 観点から 、 児童福祉法における 「 医療型児童発達支援」 について、「 児

童発達支援」 に一元化する改正が行われたこ と を踏まえ、 指定通所基準においても 同

様に「 医療型児童発達支援」 を「 児童発達支援」 に一元化すると と も に、 既存の児童

発達支援における人員・ 設備基準等の３ 類型（ 障害児、 難聴児、 重症心身障害児） の

区分についても 、主と し て難聴児又は重症心身障害児を 通わせる指定児童発達支援事

業所（ 児童発達支援センタ ーに限る。） 以外の人員・ 設備基準等に合わせる形で一元

化する。  

②指定障害児通所支援に係る全サービス共通関係 

㈠ 障害児通所支援事業所の管理者について、 事業所の管理上支障がない場合には、

同一敷地内等に限ら ず、 他の事業所等の職務に従事するこ と ができ るこ と と する。 

㈡ 指定障害児通所支援事業者は、 事業者の指定児童発達支援の取扱方針と し て、 障

害児が自立し た日常生活又は社会生活を 営むこ と ができ るよう 、障害児及びその保

護者の意思を でき る限り 尊重するための配慮を し なければなら ないこ と と する。  

㈢ 児童発達支援管理責任者は、 個別支援計画の作成に当たっ ては、 障害児の年齢及

び発達の程度に応じ て、その意見が尊重さ れ、その最善の利益が優先し て考慮さ れ、

心身と も に健やかに育成さ れる よ う 支援内容を 検討し なければなら ないこ と と す

る。  

㈣ 児童発達支援管理責任者は、 業務を 行う に当たっ ては、 障害児が自立し た日常生

活又は社会生活を 営むこ と ができ るよう 、障害児及びその保護者の意思を でき る限

り 尊重するよう 努めなければなら ないこ と と する。  

㈤ 児童発達支援管理責任者が担当者等を 招集し て行う 会議（ 個別支援会議） につい

て、 障害児の意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮さ れる体制を確保し

た上で開催し 、 個別支援計画の原案について意見を 求めるこ と と する。  

㈥ 障害児の状況を 踏まえた障害児支援利用計画を作成する観点から 、児童発達支援

管理責任者は、 個別支援計画について、 当該障害児の保護者に対し て指定障害児相

談支援を 行う 指定障害児相談支援事業所に交付し なければなら ないこ と と する こ

と と する。  

③児童発達支援・ 放課後等デイ サービス関係 

㈠ 指定児童発達支援事業者及び放課後等デイ サービス事業者（ 以下「 指定児童発達

支援事業者等」 と いう 。） は、 障害児の特性その他の事情を 踏まえた支援の確保並

びに支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から 、支援の提供に当たっ て

は、心身の健康等に関する領域を 含む総合的な支援を 行わなければなら ないこ と と

する。  

㈡ 指定児童発達支援事業者等が行う 種々の取組状況等に関する自己評価・ 保護者に

よる評価について、 運用の標準化と 徹底を図る観点から 、 自己評価を事業所の従事

者による評価も 受けた上で行う こ と や、自己評価及び保護者評価並びに改善の内容

を 公表するこ と に加えて保護者にも 示すこ と と する など、 実施方法を 明確化する。 
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㈢ 指定児童発達支援事業者等は、総合的な支援と 支援内容の見える化を進める観点

から 、 事業所ごと に、 心身の健康等に関する領域と のつながり を 明確にし た事業所

全体の支援内容を 示すプログラ ム（ 支援プログラ ム） を策定・ 公表し なければなら

ないこ と と する。  

㈣ 指定児童発達支援事業者等は、障害児が指定児童発達支援等を 利用するこ と によ

り 、 地域の保育、 教育等の支援を 受けるこ と ができ るよう にするこ と で、 障害の有

無にかかわら ず、 全ての児童が共に成長でき るよう 、 地域社会への参加や包摂（ 以

下「 イ ンク ルージョ ン」 と いう 。） の推進に努めなければなら ないこ と と する。  

㈤ 児童発達支援管理責任者が作成する個別支援計画の原案の作成等においては、支

援の具体的な内容と 心身の健康等に関する 領域と の関連性及びイ ン ク ルージョ ン

の観点を踏まえた支援の具体的内容を定めなければなら ないこ と と する。  

④居宅訪問型児童発達支援関係 

㈠ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、障害児の特性その他の事情を踏まえた支

援の確保並びに支援の質の評価及びその改善の適切な実施の観点から 、指定居宅訪

問型児童発達支援の提供に当たっ ては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な

支援を 行わなければなら ないこ と と する。  

㈡ 指定居宅訪問型児童発達支援事業者は、総合的な支援と 支援内容の見える化を進

める観点から 、 事業所ごと に、 心身の健康等に関する領域と のつながり を明確にし

た事業所全体の支援内容を示すプログラ ム（ 支援プログラ ム） を策定・ 公表し なけ

ればなら ないこ と と する。  

㈢ 児童発達支援管理責任者が作成する個別支援計画の原案の作成等においては、支

援の具体的な内容と 心身の健康等に関する 領域と の関連性を 踏まえた指定居宅訪

問型児童発達支援の具体的内容を 定めなければなら ないこ と と する。  

⑤保育所等訪問支援関係 

㈠ 指定保育所等訪問支援事業者は、事業所ごと にその提供する指定保育所等訪問支

援の質及びその改善について、指定保育所等訪問支援事業所の従事者による評価を

受けた上で、 自己評価を行う と と も に、 当該事業者を 利用する障害児の保護者及び

訪問先の施設による 評価を 受けて、 その改善を図ら なければなら ないこ と と する。 

㈡ 指定保育所等訪問支援事業者は、 おおむね一年に一回以上、 自己評価、 保護者評

価及び訪問先の施設評価並びに改善の内容を 、 保護者に示すと と も に、 イ ンタ ーネ

ッ ト の利用その他の方法により 公表し なければなら ないこ と と する。  

㈢ 指定保育所等訪問支援事業者は、障害児が指定保育所等訪問支援を 利用するこ と

により 、 地域の保育、 教育等の支援を受けるこ と ができ るよう にするこ と で、 障害

の有無にかかわら ず、 全ての児童が共に成長でき るよう 、 イ ンク ルージョ ンの推進

に努めなければなら ないこ と と する。  

㈣ 児童発達支援管理責任者が作成する個別支援計画の原案の作成等においては、イ

ン ク ルージョ ン の観点を 踏まえた指定保育所等訪問支援の具体的内容を 定めなけ

ればなら ないこ と と する。  
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（ ２ ） 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（ 昭和 23 年厚生省令第 63 号。 以下「 児

童福祉施設基準」 と いう 。） の一部改正 

○児童発達支援センタ ーの一元化及び児童発達支援センタ ーにおける人員・ 設備基準等

の３ 類型（ 障害児、 難聴児、 重症心身障害児） の区分の一元化関係 

児童福祉法一部改正法により 、多様な障害児が身近な地域で支援を 受けら れる体制

整備を 促進する観点から 、 児童福祉法における「 児童発達支援セン タ ー」 について、

「 福祉型」 と 「 医療型」 と いう 類型を 廃止し 、「 児童発達支援センタ ー」 に一元化す

る改正が行われたこ と を 踏まえ、児童福祉施設基準においても 同様に類型を 一元化す

ると と も に、 既存の福祉型における人員・ 設備基準等の３ 類型（ 障害児、 難聴児、 重

症心身障害児） の区分についても 、 主と し て難聴児又は重症心身障害児を 通わせる児

童発達支援センタ ー以外の人員・ 設備基準等に合わせる形で一元化する。  

 

（ ３ ） 児童福祉法に基づく 指定障害児入所施設等の人員、 設備及び運営に関する基準（ 平

成 24 年厚生労働省令第 16 号） の一部改正 

①指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設共通関係 

㈠ 指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設は、施設の指定入所支

援の取扱方針と し て、障害児が自立し た日常生活又は社会生活を 営むこ と ができ る

よう 、障害児及びその保護者の意思を でき る限り 尊重するための配慮を し なければ

なら ないこ と と する。  

㈡ 児童発達支援管理責任者は、 入所支援計画の作成に当たっ ては、 障害児の年齢及

び発達の程度に応じ て、その意見が尊重さ れ、その最善の利益が優先し て考慮さ れ、

心身と も に健やかに育成さ れる よ う 支援内容を 検討し なければなら ないこ と と す

る。  

㈢ 児童発達支援管理責任者は、 業務を 行う に当たっ ては、 障害児が自立し た日常生

活又は社会生活を 営むこ と ができ るよう 、障害児及びその保護者の意思を でき る限

り 尊重するよう 努めなければなら ないこ と と する。  

㈣ 児童発達支援管理責任者が担当者等を 招集し て行う 会議（ 個別支援会議） につい

て、 障害児の意見が尊重さ れ、 その最善の利益が優先し て考慮さ れる体制を 確保し

た上で開催し 、 入所支援計画の原案について意見を 求めるこ と と する。  

㈤ 指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設は、でき る限り 障害児

が良好な家庭的環境において指定障害児入所支援を 受ける こ と ができ る よ う 努め

なければなら ないこ と と する。  

㈥ 指定福祉型障害児入所施設及び指定医療型障害児入所施設の管理者は、早期から

の計画的な移行支援を 促進する観点から 、 15 歳以上に達し た入所児童について、

入所支援計画の作成と 同様の手順により 、 移行支援に係る個別の計画（ 移行支援計

画） を 作成し 、 当該移行支援計画に基づき 移行支援を進めなければなら ないこ と と

する。  

②指定福祉型障害児入所施設関係 

㈠ 新興感染症の発生時等に施設内の感染者への診療等を 迅速に対応でき る 体制を

平時から 構築するため、 指定福祉型障害児入所施設は、 第二種協定指定医療機関と
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の間で、新興感染症の発生時等の対応を 取り 決めるよう 努めなければなら ないこ と

と する。  

㈡ 指定福祉型障害児入所施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場

合においては、 当該第二種協定指定医療機関と の間で、 新興感染症の発生時等の対

応について協議を 行わなければなら ないこ と と する。  

 

（ ４ ） 児童福祉法に基づく 指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（ 平成

24 年厚生労働省令第 29 号） の一部改正 

① 指定障害児相談支援事業者は、障害児が指定障害児相談支援を 利用するこ と により 、

地域の保育、 教育等の支援を 受けるこ と ができ るよう にするこ と で、 障害の有無にか

かわら ず、 全ての児童が共に成長でき るよう 、 イ ンク ルージョ ンの推進に努めなけれ

ばなら ないこ と と する。  

② 指定障害児相談支援事業者は、 次に掲げる要件を いずれも 満たす場合には、 指定障

害児相談支援事業所に相談支援員（ 専ら 当該指定障害児相談支援事業所の職務に従事

する者であっ て社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有するも のを いう 。以下こ の

②において同じ 。） を 置く こ と ができ るこ と と する。 こ の場合において、 当該指定障

害児相談支援事業者は、 当該相談支援員を、 指定自立生活援助事業所、 指定一般相談

支援事業所又は指定特定相談支援事業所の職務その他こ れに類する 職務に従事さ せ

るこ と ができ るも のと する。  

㈠ 指定障害児相談支援事業所が児童福祉法に基づく 指定障害児相談支援に要する

額の算定に関する基準に基づき こ ども 家庭庁長官が定める基準（ 平成 27 年厚生労

働省告示第 181 号）第１ 号イ から ニまでに掲げる基準のいずれかに該当するも ので

あるこ と 。  

㈡ 児童福祉法に基づく 指定障害児相談支援に要する 費用の額の算定に関する 基準

に基づき こ ども 家庭庁長官が定める者（ 平成 30 年厚生労働省告示第 116 号） に該

当する者（ 当該指定に係る障害児相談支援事業所の相談支援専門員と し て職務に従

事する 者に限る。） により 相談支援員に対し て指導助言が行われる 体制が確保さ れ

ているこ と 。  

③ 指定障害児相談支援の提供に当たっ ては、障害児が自立し た日常生活又は社会生活

を 営むこ と ができ るよう 、障害児及びその保護者の意思を でき る限り 尊重するための

配慮を し なければなら ないこ と と する。  

④ 相談支援専門員は、 障害児支援利用計画の作成に当たっ ては、 障害児の年齢及び発

達の程度に応じ て、 その意見を尊重し 、 その最善の利益を優先し て考慮し つつ、 障害

児等の希望等を 踏まえて作成するよう 努めなければなら ないこ と と する。  

⑤ 相談支援専門員は、 障害児支援利用計画の作成に当たっ ては、 障害児の日常生活全

般を支援する観点及びイ ンク ルージョ ンの観点から 、指定障害児通所支援以外の福祉

サービ ス等の利用も 含めて当該計画上に位置付ける よ う 努めなければなら ないこ と

と する。  

⑥ 相談支援専門員が担当者等を 招集し て行う 会議（ サービス担当者会議） について、

障害児の意見が尊重さ れ、その最善の利益が優先し て考慮さ れる体制を確保し た上で
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会議を 開催し 、 専門的な知見から の意見を 求めなければなら ないこ と と する。  

⑦ 相談支援専門員は、 障害児の心身の状況、 障害児等の選択及びイ ンク ルージョ ンの

観点等を 踏まえつつ、福祉サービス等が多様な事業者から 総合的かつ効率的に障害児

に対し て提供さ れる よ う 必要な情報の提供及び助言を 行う 等の援助を 行う こ と と す

る。  

⑧ 相談支援専門員は、 次に掲げる要件を いずれも 満たす場合には、 テレビ電話装置等

を 活用し て障害児に対する アセスメ ン ト 又は障害児支援利用計画の実施状況の把握

（ 以下こ の（ ４ ） において「 モニタ リ ング」 と いう 。） に係る面接を 行う こ と ができ

るこ と と する。  

㈠ 当該アセスメ ント 又はモニタ リ ングに係る障害児が離島等に居住し 、 かつ、 指定

障害児相談支援事業所と 当該障害児の居宅と の間に一定の距離があるこ と 。  

㈡ 当該面接を 行う 日の属する 月の前月又は前々月にアセスメ ン ト 又はモニタ リ ン

グに当たっ て当該障害児の居宅を 訪問し て面接を行っ たこ と 。  

 

（ ５ ） 児童福祉法施行規則（ 昭和 23 年厚生省令第 11 号） の一部改正 

都道府県知事等は、 指定障害児通所支援事業者、 指定障害児入所施設及び指定障害児

相談支援事業者の指定の更新に係る申請があっ たと き は、当該申請に係る事業者から 児

童福祉法第 33 条の 18 第１ 項の規定に基づく 情報公表に係る報告がさ れているこ と を

確認するも のと する。  

 

（ ６ ） その他所要の改正を行う こ と と する。  

 

５ ． 施行期日 

  令和６ 年４ 月１ 日 

※ ２ ． （ ２ ） の⑤から ⑦まで、 ⑧の㈡、 （ ３ ） の④、 （ ４ ） の⑦及び⑧、 （ ５ ） 並び

に４ ． （ ６ ） のう ち就労選択支援の創設に伴う 改正については、 総合支援法一部改正

法附則第１ 条第４ 号の政令で定める日（ 令和７ 年 10 月（ 予定））  

 

６ ． 経過措置について 

（ １ ） ２ ． （ ２ ） の⑧の㈡の地域連携推進会議の設置及び地域連携推進会議における報告、

要望、 助言等の記録の作成及び公表については、 令和６ 年内閣府・ 厚生労働省令第３ 号

の施行の日から 令和７ 年３ 月 31 日までの間、 努力義務と する。  

（ ２ ） ３ ．（ ２ ） の⑦及び⑧の地域移行等意向確認等に関する指針の策定、 地域移行等意向

確認担当者の選任、 地域移行等意向確認等において把握又は確認し た内容の報告につい

ては、 令和６ 年厚生労働省令第 17 号の施行の日から 令和８ 年３ 月 31 日までの間、 努力

義務と する。  

（ ３ ） ３ ．（ ２ ） の⑨及び⑩の地域連携推進会議の設置及び地域連携推進会議における報告、

要望、 助言等の記録の作成及び公表については、 令和６ 年厚生労働省令第 17 号の施行

の日から 令和７ 年３ 月 31 日までの間、 努力義務と する。  

（ ４ ）令和６ 年内閣府令第５ 号の施行の際現に指定を 受けている医療型児童発達支援に係る
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指定児童発達支援事業所（ 児童発達支援センタ ーに限る。 以下同じ 。） については、  

・  改正後の指定通所基準第６ 条に規定する従事者の員数の基準に関し ては、当該規定

にかかわら ず、 令和９ 年３ 月 31 日までの間、  

・  同令第 10 条に規定する設備基準に関し ては、 当該規定にかかわら ず、 当分の間、  

それぞれ、 なお従前の例によるこ と ができ るこ と と する。  

  ※ 医療型児童発達支援セン タ ーに関する 児童福祉施設基準に規定する 基準について

も 同様の経過措置を 置く 。  

（ ５ ）令和６ 年内閣府令第５ 号の施行の際現に指定を 受けている主と し て難聴児を 通わせる

指定児童発達支援事業所及び主と し て重症心身障害児を 通わせる 指定児童発達支援事

業所については、  

・  改正後の指定通所基準第６ 条に規定する 従事者の員数及び利用定員の基準に関し

ては、 当該規定にかかわら ず、 令和９ 年３ 月 31 日までの間、  

・  同令第 10 条に規定する設備基準に関し ては、 当該規定にかかわら ず、 当分の間、  

それぞれ、 なお従前の例によるこ と ができ るこ と と する。  

  ※ 福祉型児童発達支援セン タ ーに関する 児童福祉施設基準に規定する 人員基準等及

び設備基準についても 同様の経過措置を置く 。  

（ ６ ） ４ ．（ １ ） の③の㈢及び④の㈡の事業所全体の支援内容を示すプログラ ムの策定・ 公

表については、こ の命令の施行の日から 令和７ 年３ 月 31 日までの間、努力義務と する。  

（ ７ ） その他所要の経過措置を 設ける。  
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１．はじめに 

  この手引は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障

害者総合支援法」という。）に規定する指定障害福祉サービス事業、指定障害者施設入所

支援事業のうち、次に掲げる事業（以下「障害福祉サービス等」という。）の指定を受け

ようとする事業者のため、指定手続に係る基本的事項をまとめたものです。 

 ※児童福祉法に規定する指定障害児通所支援の指定は子ども施策推進課で行います。 

 

 種類 内容 

訪
問
系 

居宅介護 
居宅で入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事や生

活に関する相談や助言など行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者その他の障害者であって、常時介護が必要な方に、居

宅で入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事や生活

に関する相談や助言や外出時の移動中の介護を行います。 

行動援護 
知的障害又は精神障害で常時介護が必要な方に、外出時の移動中の介護、

排せつ食事の介護などを行います。 

同行援護 
視覚障害で移動が困難な方に、移動に必要な情報の提供や移動の援護、排

せつ及び食事の介護などを行います。 

重度障害者等 

包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行

います。 

日
中
活
動
系
・
施
設
系 

短期入所 

障害者を在宅で介護している家族が、急な病気などにより一時的に介護が

できなくなったときに、短期間、一時的に施設に入所し、家族に代わって

施設が介護サービスを行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、日中、入浴、排せつ、食事の介護などを行う

とともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 

施設入所支援 
施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護などを行い

ます。 

訓
練
系
・
就
労
系 

自立訓練 

・機能訓練 

・生活訓練 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生

活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 

一般就労を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探しなどを通じ、適性

に合った職場への就労などが見込まれる者に対し、事業所内における作業

訓練や職場実習、就職後の職場定着支援などを実施します。 

就労継続支援 

Ａ型：雇用型 

Ｂ型：非雇用型 

一般就労が困難な障害者に、就労の機会を提供するとともに、生産活動そ

の他の活動の機会を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練

などを供与します。雇用契約を結ぶ「雇用型」と結ばない「非雇用型」が

あります。 
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就労定着支援 
一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応する支援を行い

ます。 

居
住
支
援
系 

共同生活援助 

（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

障がい者が地域で自立した生活を進めるための住まいの場であり、日常生

活の相談が必要な人に世話人を配置し、家事支援、日常生活の相談などを

行います。 

自立生活援助 
一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随

時の対応により日常生活における課題を把握し、必要な支援を行います。 

相
談
系 

一般相談支援 

地域移行支援 

障害者支援施設に入所している方や精神科病院に

入院している方などに対して、地域における生活

に移行するための相談、住居の確保、障害福祉サ

ービスの体験的な利用支援などを行います。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活している方などに対し

て、常時の連絡体制を確保し、緊急時の相談や訪

問などの必要な支援を行います。 

特定相談支援 計画相談支援 

障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課

題の解決や適切なサービス利用に向けてサービス

等利用計画についての相談や作成などを行いま

す。 
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２．指定申請の流れ 

指定申請は、毎月１０日までに提出されたものについて審査を行い、書類が整っており

基準を満たしている場合に限り、翌月１日に指定します。なお、提出いただいた書類につ

いて不備等があった場合、２０日まで修正期間を設けます。提出が１１日以降となった場

合や２０日までに修正が完了しなかった場合、翌々月の１日での指定となります。 

時期 事業者 障害福祉課 

指定予定月の３月前

まで 

 

 

 

 

 

指定予定月の前月 

10 日まで 

（返却・修正期間は

20 日まで） 

 

 

 

 

指定月 

１日 

 

 

○指定申請事前準備 

○指定申請素案作成 

 ・人員基準 

 ・設備基準 

 ・運営規程の作成 など 

 

 

○指定申請 

 電子申請から必要書類を添付し、 

申請 

  

  

  

 

○指定事業所開所 

 

○指定相談（要事前予約） 

○指定申請素案の内容確認 

  

 

 

 

 

○指定申請書の受理・審査 

 （不備があれば返却） 

 

○事前現地確認 

 

 

○指定通知書 

 

 

※社会福祉施設等施設整備費補助金を申請する場合は、補助金の協議書提出前（施設整備の前年度４月）

までに１回目の指定相談を行ってください。 

 

（１）事前相談   

   事業所の指定を受けるには、人員基準、設備基準、運営基準を満たすことが必要で

す。サービスの種別ごとに細かい基準があるため事前相談を行ってください。特に賃

貸物件で事業を行う場合には、賃貸契約締結前にご相談ください。なお、事前相談は

必ず電子申請にて予約してください。 

   事業所開設にあたり社会福祉施設等施設整備費補助金の活用を希望する場合は、「障

がい児（者）施設 社会福祉施設等施設整備費補助金 協議の手引き」をご参照くだ

さい。 

   事前相談は、指定事業所の開所予定日の３月前を目途に行ってください。社会福祉

等施設整備費補助金の申請をする場合は協議書提出（施設整備の前年度４月）の３月

前までに行います。 
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（２）他法令の遵守について 

   指定申請にあたって、都市計画法、建築基準法、消防法、食品衛生法等他法令につ

いても遵守していただく必要があります。指定申請を行う前に各担当課に相談及び指

導を受け、相談年月日、担当者名、相談及び指導内容を記録してください。 

 

 

〇開発許可等に関すること 

   事業を開始したい土地が、「市街化調整区域」「農業振興地域」に該当しないかどう

か確認する必要があります。まず開発指導課にご相談ください。 

  ◆開発許可に関する総合的な相談に関すること 

   開発指導課（☎963-9234） 

  ◆農業振興地域に関すること 

   農業振興課（☎963-9193） 

 

 

〇建築に関すること 

   事業開始にあたって、建築確認申請の有無に関わらず建築基準法やバリアフリー法

の規定に適合させる必要があります。事前に確認申請の手続きが必要となる場合もあ

りますので、早めにご相談ください。 

  ◆建築基準・バリアフリー・福祉のまちづくり条例に関すること 

建築住宅課（☎963-9235） 

 

 

〇消防に関すること 

   事業開始にあたって、消防法に違反していないか確認が必要です。また「防火対象

物使用開始（変更）届出書」の届出が義務となる場合があります。必ず届出義務の有

無を確認し、義務である場合には必ず提出し、実地検査を受けてください。 

  ◆防火対象物使用開始届出に関すること 

   消防局予防課（☎974-0103） 

 

 

〇食品の取扱に関すること 

   事業所で訓練等作業の一環として作成した食品を、不特定多数の人に販売するには

保健所の許可が必要です。また事業所内で食事を調理して利用者に提供する場合も、

食品衛生についての指導を受けてください。 

  ◆食品衛生に関すること 

   保健所生活衛生課（☎973-7533） 
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他法令の確認については、指定申請前にすべて終了してください。そのうえ、「他法

令遵守の確認票」に記載し、申請時に書類を添付してください。申請時点で書類が提

出いただけない場合は基準を満たさないものとし、申請書類は受理できません。 

なお、防火対象物使用開始届の提出義務のある事業所については、検査を合格し、

消防局から「防火対象物使用開始（変更）届出書」が返却されたことをもって、確認

を終えたものとします。 

 

 

（３）指定申請書の作成 

   指定申請に必要な書類は、市ホームページからダウンロードできます。また、サー

ビスの種類により提出書類が異なる場合もありますので、市ホームページに掲載して

いる「新規申請時必要書類」をよくご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

（４）指定申請書の提出 

   提出方法は電子申請のみとなります。市ホームページに掲載された外部リンクから 

ご申請ください。 

指定申請は、必要書類をすべて揃え、すぐにサービスの提供が開始できる状態で行

ってください。申請時点で消防の検査が不合格等で開始届（又は検査済証）が手元に

ない場合や、内装工事等が終了していない場合などは、申請書類は受理できません。 

 

. 

 

 

 

 

（５）指定通知 

   指定した事業者には、事業所番号を付した指定通知書を送付します。指定事業所の

見やすい場所に重要事項等とともに掲示してください。なお、指定通知の再発行はし

ませんので大切に保管してください。 

 

 

 

 

【ホームページ掲載場所】（ページ番号：8524） 

  トップページ ＞ 福祉・健康 ＞ 障がい者支援 ＞ 事業者等向けの情報 ＞ 障害福祉サービス

事業所等の指定 ＞ 障害福祉サービス事業所等の指定申請について ＞ 「申請様式・添付書類」 

【ホームページ掲載場所】（ページ番号：8524） 

  トップページ ＞ 福祉・健康 ＞ 障がい者支援 ＞ 事業者等向けの情報 ＞ 障害福祉サービス

事業所等の指定 ＞ 障害福祉サービス事業所等の指定申請について ＞ 「指定の概要」 
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（６）指定基準 

   越谷市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例、及

び越谷市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例により、サービス種別毎に次の３つの視点から指定基準が定められています。 

   指定申請時だけでなく、指定事業の実施にあたっては指定基準を満たしている必要

があります。 

 

   ①人員基準（従業者の知識、技能、人員配置等に関する基準） 

   ②設備基準（事業所に必要な設備等に関する基準） 

   ③運営基準（サービス提供にあたって事業所が行わなければならない事項や留意  

事項など、事業を実施する上で求められる運営上の基準） 

 

 

【指定が受けられない場合】 

① 申請者が法人でないとき。 

② 事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が越谷市条例で定める基準を満たして 

 いないとき 

③ 申請者が、越谷市条例で定める設備及び運営に関する基準に従って適正な障害福 

 祉サービス事業等の運営をすることができないと認められるとき 

④ 申請者が、指定の申請前５年以内に障害福祉サービス等に関し不正又は著しく不

当な行為をした者であるとき 

⑤ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に 

 処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であると 

 き 

⑥ 管理者が暴力団関係者であるとき  等 
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（７）越谷市の独自基準 

   越谷市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例、及

び越谷市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定め

る条例では、本市の独自基準を次のとおり定めています。 

 

  共通事項 

  ○非常災害対策、事故防止対策 

本市の独自基準（埼玉県に準じる） 国基準（参考） 

・非常用食料、飲料水等、非常災害に必要な 

 物資の備蓄 
（なし） 

・事故防止等に関する措置 （なし） 

   

  〇個人情報の取扱に関する規定    

本市の独自基準 国基準（参考） 

・個人情報の取扱いを運営規定に規定する （なし） 

 

  〇暴力団排除 

本市の独自基準 国基準（参考） 

・越谷市暴力団排除条例に定める暴力団員等

ではないこと 
（なし） 

 

 

  生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 

  ○訓練・作業室の面積、静養室の設置 

本市の独自基準（埼玉県に準じる） 国基準（参考） 

・訓練・作業室の面積は定員１人当たり 

 ３．３㎡以上とする 

・訓練又は作業に支障がない広さを有するこ 

 と 

・静養室を設け、寝台又はこれに代わる設備

を備える 
（なし） 

 

 

  生活介護、自立訓練（機能訓練） 

  ○医務室の設置 

本市の独自基準（埼玉県に準じる） 国基準（参考） 

・医務室を設け、治療に必要な器具等を備え 

 る 
（なし） 
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３．指定申請における注意事項 

 

（１）定款 

   障害福祉サービス等の指定を受ける場合には、事業を法人の定款に定める必要があ

ります。 

   社会福祉法人の定款準則では、障害者総合支援法に基づく事業として、第一種社会

福祉事業の「障害者支援施設の経営」又は第二種社会福祉事業の「障害福祉サービス

事業の経営」を規定します。 

    

（２）多機能型 

   多機能型とは、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労

継続支援（Ａ型・Ｂ型）、児童発達支援、放課後等デイサービスのうち２以上のサー

ビスを１つの事業所で行うことをいいます。 

   多機能型の定員は合計２０人以上で、それぞれの事業は６人以上（就労継続支援Ａ

型・Ｂ型は１０人以上、児童発達支援と放課後等デイサービスは５人以上）の定員に

なります。児童福祉法に基づく事業については子ども施策推進課の所管となるので、

申請時に両課で調整します。 

 

（３）従たる事業所 

生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継

続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型については、定められた要件を満たす場合について

は、「主たる事業所」のほか「従たる事業所」を設置することができます。 

「主たる事業所」と「従たる事業所」との間の距離については、３０分以内に移動

可能な距離であることが必要です。 

 

（４）利用定員 

   利用定員は、同時にサービスの提供を受けることができる利用者数の上限です。 

   利用契約の人数に上限はありませんが、１日の利用者数が定員の１５０％を超える

場合や過去３月間の利用者数が定員の１２５％を超える場合は報酬が減算されますの

で、指定を受ける際は利用見込みに応じた定員設定を行ってください。 

   なお、共同生活援助については、定員を超えて利用者を受け入れることはできませ

ん。体験利用者も定員に含みます。 

 

（５）前年度の平均利用者数 

   前年度の平均利用者数は、前年度（４月１日から翌年３月３１日まで）の利用者延

べ数を開所日数で除して得た数です。前年度に実績のない新規指定申請時は利用定員

の９０％を平均利用者数とします。端数は小数第二位を切り上げます。 

   なお、新規指定から６月以上１年未満の間は、直近の６月の利用者延べ数を開所日
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数で除して得た数を平均利用者数とし、平均利用者数の増減により報酬の区分に変更

がある場合は、体制届を障害福祉課に提出します。 

 

（６）人員配置における常勤換算方法 

   非常勤も含めた職員の員数を常勤職員の員数に換算します。 

   生活支援員や職業支援員など職種毎に職員の１週間の勤務時間を、常勤職員の１週

間の勤務すべき時間数で除して計算します。 

   １週間の勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間として計算します。

端数は小数第二位を切り捨てます。 

 

  【計算例】 

   ○事業所の１週間の勤務すべき時間が週４０時間（１日８時間）の場合 

    ・常勤職員Ａ（週４０時間勤務）＋非常勤職員Ｂ（週１８時間勤務）＝５８時間 

     ∴５８時間÷４０時間＝１．４人（常勤換算）  

 

（７）サービス提供責任者 

訪問系サービスの指定を受けるには、サービス提供責任者の配置が必要です。サー

ビス提供責任者は居宅介護等計画の作成及び従業者に対する技術指導等サービスの内

容の管理を行います。資格要件や実務経験が必要ですので、ご確認ください。 

 

（８）サービス管理責任者 

訪問系サービスを除く全てのサービスにおいて、サービス管理責任者の配置が必要 

となります。サービス管理責任者は、障害特性や障害者の生活実態に関する専門的な 

知識や個別支援計画の作成・評価などの技術をもち、さらにほかの職員に対する指導 

的立場が期待されています。事業所に必ず配置する職員ですが、研修への参加と実務 

経験が必要となりますので、ご確認ください。 

 

（９）業務管理体制の整備に関する届出 

   障害福祉サービス等の事業者は、法令遵守等の業務管理体制を整備し、所管行政機

関に届け出る必要があります。すでに届出済の場合は提出不要です。 

    

事業所等の区分 届出先 

1 指定事業所等が 2 以上の都道府県に所在する事業者等 厚生労働省 

2 全ての事業所等が越谷市に所在する事業者等 越谷市 

3 1 及び 2 以外の事業者等 埼玉県 

 

 

132



 - 11 - 

対象となる事業者 届出事項 

全ての事業者 （１）事業者の名称又は氏名 

    〃  主たる事務所の所在地 

    〃  代表者の氏名、生年月日、住所、職名 

 

（２）法令遵守責任者の氏名 

 

事業所等の数が２０以上

の事業者 

（３）上記に加え「法令遵守規定」の概要 

事業所等の数が１００以

上の事業者 

（４）上記に加え「業務執行の状況の監査の方法」の概要 

 

根拠条文 事業の実施主体・施設の設置主体 

障害者総合支援法 

 第５１条の２ 

・指定障害福祉サービス事業者 

・指定障害者支援施設等の設置者 

障害者総合支援法 

 第５１条の３１ 

・指定一般相談支援事業者 

・指定特定相談支援事業者 

 

（１０）現地確認 

 指定をする前に、管理者・サービス管理責任者同席のもと現地確認を行います。そ

の時点で設備の不備がある場合は指定予定年月日に指定をすることができませんので

ご注意ください。（居宅介護等訪問系サービスは行いません） 

   ※指定できない例 

   ・設備基準を満たしていない（申請書の平面図と実態が合致していない等） 

   ・改修工事が完了していない 

   ・消防署の指導による設備・備品の設置が完了していない  等 

 

（１１）報酬の請求 

 障害福祉サービスの報酬（介護給付費、訓練等給付費）の請求は、国民健康保険団

体連合会（国保連）にインターネットで行うことになります。指定を受ける前に必ず

インターネットの接続環境を整備し、メールアドレスを取得してください。 

  事業所の指定を受けると、国保連からインターネット請求に関する資料が郵送され

てきますので、口座の登録など必要な手続きを取ってください。 

 

（１２）第三者委員の設置 

  社会福祉法に規定されています。事業所外部の苦情受付窓口、苦情解決の一員とし

ての役割を担います。中立な立場で対応できる方を設置してください。 
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４．指定事業開始後の手続 

 

○体制届、変更届、指定変更、廃止・休止・再開届、辞退届の手続の流れ 

 事業者 障害福祉課 

毎年４月

10 日まで 

 

 

 

 

○体制届 

 ・指定申請時にも提出 

 

 

 

 

○体制届の受理 

 ・請求システムデータ更新 

 

 

 

 

変更の日

から 10日

以内 

 

 

 

 

 

○変更届 

 ・事業所の名称変更 

 ・管理者、サービス管理責任者の変更 

 ・運営規程の変更 など 

 

○変更届の受理 

○現地確認 

（平面図に変更があるとき） 

 

 

 

 

変更の前

月の 10日

まで 

 

 

指定変更 

月の１日 

 

 

○指定変更申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

○申請書の受理・審査（返却・修正） 

○現地確認 

（平面図に変更があるとき） 

 

 

○指定通知書 

 

廃止休止

１月前ま

で 

 

 

 

○廃止・休止・再開届 

 ・障害福祉サービス事業所の廃止・休止 

 

○廃止・休止・再開届の受理 

  

 

 

 

 

閉所３月

前まで 

○辞退届 

 ・障害者支援施設の指定辞退 

 

○辞退届の受理 

 

 

 

 

 

☆体制届は加算等に変更がある場合にも提出します 
  増額：各月１５日までに提出→翌月適用 
  減額（減算）：速やかに提出 
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（１）体制届 

  ①４月の手続 

   介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出書については、昨年度から加算に変

更のあった事業所が指定の期日までに提出する必要があります。４月分の給付費から

適用になります。 

  ②５月～３月の手続 

   加算される単位数が増加する場合は、毎月１５日までに電子申請で提出してくださ

い。翌月分の給付費から適用になります。１６日以降に届いたものは翌々月の適用に

なります。 

   加算要件を満たさなくなった場合は、速やかに提出してください。要件を満たさな

くなった月から適用になります。 

 

 

 

 

 

（２）変更届 

   次の指定内容に変更がある場合は、変更の日から１０日以内に変更届を提出します。 

   なお、事業所（施設）の移転、共同生活住居を追加する場合は、事前相談を受けた

上で、変更する日の前月１０日までに変更届を提出する必要があります。 

   必要書類については、ホームページをご確認ください。 

 

（３）指定変更申請 

   生活介護、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業において利用定員を増やすときは、障害者

総合支援法第３７条の規定により指定変更申請の手続が必要です。 

   障害者支援施設において施設障害福祉サービスの種類を変更しようとするとき又は

入所定員を増加しようとするときは、障害者総合支援法第３９条の規定により指定変

更申請の手続が必要です。 

   指定変更申請書は、事前相談を受けた上で、変更する日の前月１０日までに提出し

てください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ホームページ掲載場所】（ページ番号：8521） 

  トップページ ＞ 福祉・健康 ＞ 障がい者支援 ＞ 事業者等向けの情報 ＞ 障害福祉サービス

事業所等の指定 ＞ 介護給付費等の算定に係る体制届について 

【ホームページ掲載場所】（ページ番号：8523） 

  トップページ ＞ 福祉・健康 ＞ 障がい者支援 ＞ 事業者等向けの情報 ＞ 障害福祉サービス

事業所等の指定 ＞ 変更の届出について 
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（４）指定更新 

   指定には期間が６年間と定められており、指定期間満了に伴う指定更新手続きが必

要となります。 

指定更新に際し、その指定の内容（定員、人員、運営）に変更がない場合は、指定

期間満了月の１０日までに更新申請書を電子申請で提出してください。 

指定の内容（定員、人員、運営）を変更しようと考えている場合は、速やかに変更

届を提出してください。 

 

（５）廃止・休止・再開届 

   障害福祉サービスを廃止・休止・再開するときは、１月前までに休止・廃止・再開

届出書を提出します。なお、廃止・休止の際は、利用者の援護地である市町村に転所

先の協力を求めるなど、利用者の安心・安全に最大限配慮してください。 

 

（６）辞退届 

   障害者支援施設を廃止するときは、３月前までに辞退届を提出します。なお、障害

者支援施設を廃止する際は、利用者の援護地である市町村に移転先の協力を求めるな

ど、利用者の安心・安全に最大限配慮してください。 

 

 

 

 

 

（７）その他  

ア 危機管理 

 当課が作成した「危機管理マニュアル」に基づき、日頃から事故防止の対応を行っ

てください。万が一、事故が発生した場合は、速やかに関係機関に事故報告を提出す

るとともに、後日再発防止策を講じて報告してください。 

 イ 実地指導（指導監査） 

   越谷市福祉総務課より、施設設備、法人運営、財務管理等について実地指導が実施

されます。実地指導に先立ち、自主点検表が送付されますので点検をお願いします。 

 ウ 各種手続きについて 

   越谷市では、事前相談予約や指定申請、変更届等の各種手続きについては、すべて

電子申請で行っております。電話での相談予約や紙媒体での届出の提出は受け付けて

いませんので注意してください。 

【ホームページ掲載場所】（ページ番号：8522） 

  トップページ ＞ 福祉・健康 ＞ 障がい者支援 ＞ 事業者等向けの情報 ＞ 障害福祉サービス

事業所等の指定 ＞ 更新申請・廃止・休止・再開の届出について 
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定及び 

指定基準条例改正に係る内容について（障害児） 

 

 

 

１ 令和６年度障害福祉サービス等報酬改定について 

（資料）令和６年度障害福祉サービス等報酬改定（障害児支援関係）改定 

事項の概要 

 

 

２ 指定基準条例改正について 

  （資料）越谷市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基 

準を定める条例の一部を改正する条例 

 

３ 令和６年度に義務化・経過措置期間が終了する項目について 

（資料）令和６年度に義務化・経過措置期間が終了する項目について 

 

 

【備考】 

令和６年度障害福祉サービス等報酬改定及び指定基準改正に係るこども家庭

庁からの通知・事務連絡については、こども家庭庁のホームページに公開されて

いますのでご参照ください。 

 

こども家庭庁ホームページ「令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について」 

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei 
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の

加
算

の
拡

充
等

①
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

【
見

直
し

】
…

68
②

集
中

支
援

加
算

【
見

直
し

】
…

69
③

入
院

時
情

報
連

携
加

算
【

見
直

し
】

…
70

④
退

院
・

退
所

加
算

【
見

直
し

】
…

70
⑤

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

【
見

直
し

】
…

70

2

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

①
福

祉
・

介
護

職
員

等
処

遇
改

善
加

算
【

見
直

し
・

新
設

】
…

81
〔

通
所

・
訪

問
・

入
所

〕
②

本
人

の
意

向
を

踏
ま

え
た

サ
ー

ビ
ス

提
供

（
同

性
介

助
）

（
通

知
等

）
…

82
〔

通
所

・
訪

問
・

入
所

〕
③

虐
待

防
止

措
置

未
実

施
減

算
【

新
設

】
〔

全
〕

…
83

④
身

体
拘

束
廃

止
未

実
施

減
算

【
見

直
し

】
〔

通
所

・
訪

問
・

入
所

〕
…

84
⑤

個
別

支
援

計
画

の
共

有
（

基
準

）
〔

通
所

・
訪

問
〕

…
85

⑥
人

員
基

準
に

お
け

る
両

立
支

援
へ

の
配

慮
等

（
通

知
等

）
〔

全
〕

…
86

⑦
障

害
福

祉
現

場
の

業
務

効
率

化
等

を
図

る
た

め
の

IC
Tの

活
用

等
…

87
・

管
理

者
の

兼
務

要
件

の
緩

和
・

管
理

者
の

テ
レ

ワ
ー

ク
要

件
の

明
確

化
〔

全
〕

・
指

定
申

請
・

報
酬

請
求

関
連

文
書

等
の

標
準

様
式

・
標

準
添

付
書

類
の

作
成

〔
全

〕
⑧

業
務

継
続

計
画

未
策

定
減

算
【

新
設

】
〔

全
〕

…
88

⑨
情

報
公

表
未

報
告

減
算

【
新

設
】

〔
全

〕
…

89
⑩

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
機

能
強

化
加

算
【

新
設

】
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

…
90

⑪
地

域
区

分
の

見
直

し
〔

全
〕

…
91

（
（

２
）

続
き

）
⑥

要
医

療
児

者
支

援
体

制
加

算
【

見
直

し
】

…
71

⑦
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
【

見
直

し
】

…
72

⑧
精

神
障

害
者

支
援

体
制

加
算

【
見

直
し

】
…

73
⑨

高
次

脳
機

能
障

害
支

援
体

制
加

算
【

新
設

】
…

74
（

３
）

相
談

支
援

人
材

の
確

保
及

び
Ｉ

Ｃ
Ｔ

の
活

用
①

適
切

な
相

談
支

援
の

実
施

（
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
率

の
公

表
等

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
期

間
）

…
75

②
相

談
支

援
に

従
事

す
る

人
材

の
確

保
（

相
談

支
援

員
の

創
設

）
…

76
③

IC
Tの

活
用

等
（

初
回

加
算

等
の

見
直

し
）

…
77

④
離

島
や

過
疎

地
等

に
お

け
る

取
扱

い
・

特
別

地
域

加
算

の
対

象
区

域
に

お
け

る
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
の

活
用

（
基

準
）

等
…

78
・

遠
隔

地
訪

問
加

算
【

新
設

】
等

…
79

（
４

）
障

害
児

相
談

支
援

に
お

け
る

対
応

①
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

の
保

障
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
推

進
…

80令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

基
準

・
基

本
報

酬
に

つ
い

て
、

多
様

な
障

害
児

が
身

近
な

地
域

で
支

援
を

受
け

ら
れ

る
体

制
整

備
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
福

祉
型

・
医

療
型

の
類

型
を

一
元

化
す

る
と

と
も

に
、

福
祉

型
に

お
け

る
３

類
型

（
障

害
児

、
難

聴
児

、
重

症
心

身
障

害
児

）
の

区
分

も
一

元
化

す
る

。
一

元
化

後
の

新
た

な
基

準
・

基
本

報
酬

は
、

現
行

の
福

祉
型

（
障

害
児

）
を

基
本

に
設

定
す

る
。

〇
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
が

治
療

を
併

せ
て

行
う

場
合

に
は

、
上

記
の

基
準

に
加

え
て

、
旧

医
療

型
で

求
め

て
い

た
医

療
法

に
規

定
す

る
診

療
所

に
必

要
と

さ
れ

る
基

準
を

求
め

る
。

〇
な

お
、

３
年

（
令

和
９

年
３

月
３

１
日

ま
で

の
間

）
の

経
過

措
置

期
間

を
設

け
、

こ
の

間
、

一
元

化
前

の
旧

基
準

（
医

療
型

、
難

聴
児

、
重

症
心

身
障

害
児

）
に

基
づ

く
人

員
・

設
備

等
に

よ
る

支
援

を
可

能
と

す
る

。
こ

の
場

合
に

算
定

す
る

基
本

報
酬

・
加

算
に

つ
い

て
、

現
行

の
基

本
報

酬
と

今
回

の
報

酬
改

定
の

内
容

を
踏

ま
え

て
設

定
す

る
。

①
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

一
元

化
（

基
準

・
報

酬
）

運
営

基
準

〇
本

基
準

は
、

令
和

６
年

４
月

の
改

正
児

童
福

祉
法

の
施

行
に

よ
り

、
多

様
な

障
害

児
が

身
近

な
地

域
で

支
援

を
受

け
ら

れ
る

体制
整

備
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
児

童
発

達
支

援
に

お
け

る
「

福
祉

型
」

と
「

医
療

型
」

が
一

元
化

さ
れ

、
「

福
祉

型
」

の
３

類
型

（
障

害
児

、
難

聴
児

、
重

症
心

身
障

害
児

）
に

つ
い

て
も

一
元

化
さ

れ
る

こ
と

に
伴

い
、

一
元

化
後

の
新

た
な

基
準

と
し

て
、

現
行

の
福

祉
型

（
障

害
児

）
を

基
本

と
し

た
う

え
で

、
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
が

併
せ

て
治療

を
行

う
場

合
は

、
こ

れ
に

加
え

て
、

旧
医

療
型

で
求

め
て

い
た

医
療

法
に

規
定

す
る

診
療

所
に

必
要

と
さ

れ
る

基
準

（
人

員
・

設
備

）
を

求
め

る
も

の

〇
な

お
、

上
記

の
新

た
な

基
準

に
つ

い
て

は
、

一
定

期
間

の
経

過
措

置
を

設
け

る
こ

と
と

し
、

令
和

６
年

４
月

１
日

に
お

い
て

指定
を

受
け

て
い

る
旧

医
療

型
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
、

主
と

し
て

難
聴

児
を

通
わ

せ
る

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

及
び

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

児
童

発
達

支援
セ

ン
タ

ー
に

係
る

人
員

に
関

す
る

基
準

に
つ

い
て

は
令

和
９

年
３

月
31

日
ま

で
、

設
備

に
関

す
る

基
準

に
つ

い
て

は
当

分
の

間
、

な
お

従
前

の
例

に
よ

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

〇
旧

基
準

に
よ

り
運

営
す

る
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
（

旧
医

療
型

、
旧

主
と

し
て

難
聴

児
、

旧
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

）に
つ

い
て

は
、

新
基

準
に

よ
り

運
営

す
る

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

と
は

別
の

基
本

報
酬

を
設

定
。

ま
た

、
加

算
に

つ
い

て
も

、
算

定
可

否
に

つ
い

て
新

基
準

と
は

別
に

設
定

（例
え

ば
、

今
回

新
設

さ
れ

た
中

核
機

能
強

化
加

算
に

つ
い

て
は

、
旧

基
準

に
よ

り
運

営
す

る
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
は

算
定

不
可

）
な

お
、

基
本

報
酬

の
時

間
区

分
に

つ
い

て
は

、
旧

主
と

し
て

難
聴

児
に

つ
い

て
は

導
入

し
、

旧
医

療
型

・
旧

主
と

し
て

重
症

心
身

障害
児

に
つ

い
て

は
導

入
し

て
い

な
い

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

1.
(1

)障
害

特
性

に
関

わ
ら

ず
身

近
な

地
域

で
支

援
を

受
け

ら
れ

る
体

制
の

整
備

3

【
参

照
法

令
等

】
運

営
基

準
︓

改
正

前
の

第
6条

第
４

項
（

旧
主

と
し

て
難

聴
児

）
、

第
6条

第
５

項
（

旧
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

）
、

第
55

条
〜

第
64

条
、

運
営

基
準

一
部

改
正

府
令

（
令

和
６

年
内

閣
府

令
第

５
号

）
附

則
第

２
条

〜
第

５
条

報
酬

告
示

︓
別

表
２

（
経

過
的

障
害

児
通

所
給

付
費

等
単

位
数

表
）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

中
核

機
能

の
発

揮
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
専

門
人

材
を

配
置

し
て

地
域

の
関

係
機

関
と

連
携

し
た

支
援

の
取

組
を

進
め

る
な

ど
、

４
つ

の
機

能
（

※
）

を
発

揮
し

て
地

域
の

障
害

児
支

援
の

中
核

的
役

割
を

担
う

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

、
中

核
拠

点
型

と
位

置
付

け
て

、
体

制
や

取
組

に
応

じ
て

段
階

的
に

評
価

を
行

う
。

（
※

）
①

幅
広

い
高

度
な

専
門

性
に

基
づ

く
発

達
支

援
・

家
族

支
援

機
能

、
②

地
域

の
障

害
児

支
援

事
業

所
に

対
す

る
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ズ

・
コ

ン
サ

ル
テ

ー
シ

ョ
ン

機
能

、
③

地
域

の
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

中
核

機
能

、
④

地
域

の
発

達
支

援
に

関
す

る
入

口
と

し
て

の
相

談
機

能

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

中
核

機
能

強
化

加
算

【
新

設
】

※
単

位
数

は
利

用
定

員
区

分
ご

と
に

設
定

中
核

機
能

強
化

加
算

（
Ⅰ

）
５

５
単

位
〜

１
５

５
単

位
／

日
中

核
機

能
強

化
加

算
（

Ⅱ
）

４
４

単
位

〜
１

２
４

単
位

／
日

中
核

機
能

強
化

加
算

（
Ⅲ

）
２

２
単

位
〜

６
２

単
位

／
日

①
中

核
機

能
強

化
加

算
【

新
設

】
〔

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

〕

１
．

（
２

）
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

機
能

・
運

営
の

強
化

○
本

加
算

は
、

こ
ど

も
と

家
族

に
対

す
る

支
援

の
充

実
と

あ
わ

せ
て

、
地

域
全

体
の

障
害

児
支

援
体

制
の

充
実

強
化

を
図

る
た

め
、

市
町

村
が

地
域

の
障

害
児

支
援

の
中

核
拠

点
と

し
て

位
置

付
け

る
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
、

専
門

人
材

を
配

置
し

て
、

自
治

体
や

地
域

の
障

害
児

支
援

事
業

所
・

保
育

所
等

を
含

む
関

係
機

関
等

と
の

連
携

体
制

を
確

保
し

な
が

ら
、

こ
ど

も
と

家
族

に
対

す
る

専
門

的
な

支
援

・
包

括
的

な
支

援
の

提
供

に
取

り
組

ん
だ

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
＜

加
算

（
Ⅰ

）
（

Ⅱ
）

（
Ⅲ

）
共

通
の

基
本

要
件

＞
①

所
在

す
る

市
町

村
に

よ
り

中
核

的
な

役
割

を
果

た
す

児
童

発
達

支
援

ｾﾝ
ﾀｰ

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こ
と

②
市

町
村

及
び

地
域

の
関

係
機

関
と

の
連

携
体

制
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

（
市

町
村

と
の

定
期

的
な

情
報

共
有

、
地

域
の

協
議

会
へ

の
参

画
等

）
③

幅
広

い
発

達
段

階
及

び
多

様
な

障
害

特
性

に
応

じ
た

専
門

的
な

発
達

支
援

・
家

族
支

援
の

提
供

体
制

を
確

保
し

て
い

る
こ

と
④

地
域

の
障

害
児

通
所

支
援

事
業

所
と

の
連

携
体

制
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

（
定

期
的

な
情

報
共

有
、

研
修

会
の

開
催

、
助

言
援

助
等

の
実

施
等

）
⑤

ｲﾝ
ｸﾙ

ｰｼ
ﾞｮ

ﾝの
推

進
体

制
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

実
施

、
地

域
の

保
育

所
等

へ
の

助
言

援
助

等
の

実
施

等
）

⑥
入

口
と

し
て

の
相

談
機

能
を

果
た

す
体

制
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

（
障

害
児

相
談

支
援

の
実

施
、

早
期

の
相

談
支

援
の

提
供

等
）

⑦
地

域
の

障
害

児
支

援
体

制
の

状
況

、
上

記
の

体
制

確
保

に
関

す
る

取
組

の
実

施
状

況
を

１
年

に
１

回
以

上
公

表
し

て
い

る
こ

と
⑧

自
己

評
価

の
項

目
に

つ
い

て
、

外
部

の
者

に
よ

る
評

価
（

自
治

体
、

当
事

者
団

体
、

地
域

の
事

業
所

等
の

同
席

や
第

三
者

評
価

等
）

を
概

ね
１

年
に

１
回

以
上

受
け

て
い

る
こ

と
⑨

従
業

者
に

対
す

る
年

間
の

研
修

計
画

を
作

成
し

、
当

該
計

画
に

従
い

、
１

年
に

１
回

以
上

研
修

を
実

施
し

て
い

る
こ

と
＜

各
加

算
の

要
件

＞
※

加
算

（
Ⅰ

）
イ

ロ
ハ

全
て

に
適

合
加

算
（

Ⅱ
）

イ
・

ロ
に

適
合

加
算

（
Ⅲ

）
イ

又
は

ロ
の

い
ず

れ
か

に
適

合
イ

主
と

し
て

包
括

的
な

支
援

の
推

進
と

地
域

支
援

を
行

う
専

門
人

材
と

し
て

、
常

勤
専

任
で

１
以

上
加

配
（

ハ
の

資
格

者
等

で
、

資
格

取
得

・
任

用
後

、
障

害
児

通
所

支
援

等
業

務
に

５
年

以
上

従
事

し
た

者
に

限
る

）
ロ

主
と

し
て

専
門

的
な

発
達

支
援

及
び

相
談

支
援

を
行

う
上

で
中

心
と

な
る

専
門

人
材

と
し

て
、

常
勤

専
任

で
１

以
上

加
配

（
同

上
）

ハ
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
言

語
聴

覚
士

、
看

護
職

員
、

心
理

担
当

職
員

、
保

育
士

（
※

１
）

、
児

童
指

導
員

（
※

１
）

の
全

て
の

職
種

を
配

置
（

※
２

）
し

、
連

携
し

て
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
（

※
１

）
障

害
児

通
所

支
援

又
は

入
所

支
援

の
業

務
に

３
年

以
上

従
事

し
た

者
に

限
る

（
※

２
）

基
準

人
員

等
で

も
可

。
２

職
種

ま
で

は
常

勤
・

常
勤

換
算

で
は

な
い

配
置

に
よ

る
こ

と
も

可
〇

イ
・

ハ
に

よ
り

加
配

し
た

専
門

人
材

（
中

核
機

能
強

化
職

員
）

に
つ

い
て

、
支

援
を

提
供

す
る

時
間

帯
は

事
業

所
で

支
援

に
当

た
る

こ
と

を
基

本
と

し
つ

つ
、

支
援

の
質

を
担

保
す

る
体

制
を

確
保

し
た

上
で

、
地

域
支

援
に

あ
た

る
こ

と
を

可
と

す
る

（
た

だ
し

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

訪
問

支
援

員
と

の
兼

務
は

不
可

）

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
注

７
基

準
告

示
（

２
７

０
）

１

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

※
市

町
村

が
加

算
対

象
事

業
所

の
リ

ス
ト

を
作

成
し

都
道

府
県

に
提

出
。

リ
ス

ト
掲

載
事

業
所

か
ら

都
道

府
県

に
届

出
）
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○
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
が

未
設

置
の

地
域

等
に

お
い

て
、

セ
ン

タ
ー

以
外

の
事

業
所

が
中

核
的

な
役

割
を

担
う

場
合

に
、

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）

②
中

核
機

能
強

化
事

業
所

加
算

【
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

１
．

（
２

）
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

機
能

・
運

営
の

強
化 【

改
定

後
】

中
核

機
能

強
化

事
業

所
加

算
【

新
設

】
７

５
単

位
〜

１
８

７
単

位
／

日
※

単
位

数
は

利
用

定
員

区
分

ご
と

に
設

定
（

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
12

5単
位

〜
37

4単
位

／
日

）
※

市
町

村
が

地
域

の
障

害
児

支
援

の
中

核
拠

点
と

し
て

位
置

付
け

る
児

童
発

達
支

援
事

業
所

に
お

い
て

、
専

門
人

材
を

配
置

し
て

、
自

治
体

や
地

域
の

障
害

児
支

援
事

業
所

・
保

育
所

等
を

含
む

関
係

機
関

等
と

の
連

携
体

制
を

確
保

し
な

が
ら

、
こ

ど
も

と
家

族
に

対
す

る
専

門
的

な
支

援
・

包
括

的
な

支
援

の
提

供
に

取
り

組
ん

だ
場

合

○
本

加
算

は
、

こ
ど

も
と

家
族

に
対

す
る

支
援

の
充

実
と

あ
わ

せ
て

、
地

域
全

体
の

障
害

児
支

援
体

制
の

充
実

強
化

を
図

る
た

め
、

市
町

村
が

地
域

の
障

害
児

支
援

の
中

核
的

役
割

を
担

う
と

位
置

付
け

る
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
所

又
は

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
に

お
い

て
、

専
門

人
材

を
配

置
し

て
、

自
治

体
や

地
域

の
障

害
児

支
援

事
業

所
・

保
育

所
等

を
含

む
関

係
機

関
等

と
の

連
携

体
制

を
確

保
し

な
が

ら
、

こ
ど

も
と

家
族

に
対

す
る

専
門

的
な

支
援

・
包

括
的

な
支

援
の

提
供

に
取

り
組

ん
だ

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
①

所
在

す
る

市
町

村
に

よ
り

中
核

的
な

役
割

を
果

た
す

事
業

所
と

し
て

位
置

付
け

ら
れ

て
い

る
こ

と
②

市
町

村
及

び
地

域
の

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
し

て
い

る
こ

と
（

市
町

村
と

の
定

期
的

な
情

報
共

有
、

地
域

の
協

議
会

へ
の

参
画

等
）

③
専

門
的

な
発

達
支

援
・

家
族

支
援

の
提

供
体

制
を

確
保

し
て

い
る

こ
と

④
地

域
の

障
害

児
通

所
支

援
事

業
所

と
の

連
携

、
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

推
進

、
早

期
の

相
談

支
援

等
の

中
核

的
な

役
割

を
果

た
す

機
能

を
有

し
て

い
る

こ
と

⑤
地

域
の

障
害

児
支

援
体

制
の

状
況

、
上

記
の

体
制

確
保

等
に

関
す

る
取

組
の

実
施

状
況

を
１

年
に

１
回

以
上

公
表

し
て

い
る

こ
と

⑥
自

己
評

価
の

項
目

に
つ

い
て

、
外

部
の

者
に

よ
る

評
価

（
自

治
体

、
当

事
者

団
体

、
地

域
の

事
業

所
等

の
同

席
や

第
三

者
評

価
等

）
を

概
ね

１
年

に
１

回
以

上
受

け
て

い
る

こ
と

⑦
主

と
し

て
上

記
の

体
制

の
確

保
等

に
関

す
る

取
組

を
実

施
す

る
専

門
人

材
と

し
て

、
常

勤
専

任
で

１
以

上
加

配
（

理
学

療
法

士
、

作
業

療
法

士
、

言
語

聴
覚

士
、

看
護

職
員

、
心

理
担

当
職

員
、

保
育

士
、

児
童

指
導

員
で

、
資

格
取

得
・

任
用

後
、

障
害

児
通

所
支

援
等

業
務

に
５

年
以

上
従

事
し

た
者

に
限

る
）

〇
⑦

に
よ

り
加

配
し

た
専

門
人

材
（

中
核

機
能

強
化

職
員

）
に

つ
い

て
、

支
援

を
提

供
す

る
時

間
帯

は
事

業
所

で
支

援
に

当
た

る
こ

と
を

基
本

と
し

つ
つ

、
支

援
の

質
を

担
保

す
る

体
制

を
確

保
し

た
上

で
地

域
支

援
に

あ
た

る
こ

と
を

可
と

す
る

（
た

だ
し

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

訪
問

支
援

員
と

の
兼

務
は

不
可

）

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
注

７
の

２
（

児
発

）
、

第
３

の
６

の
５

（
放

デ
イ

）
基

準
告

示
（

２
７

０
）

１
の

２
（

児
発

）
、

６
の

２
（

放
デ

イ
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

※
市

町
村

が
加

算
対

象
事

業
所

の
リ

ス
ト

を
作

成
し

都
道

府
県

に
提

出
。

対
象

リ
ス

ト
掲

載
事

業
所

か
ら

都
道

府
県

に
届

出
）
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〇
適

切
な

ア
セ

ス
メ

ン
ト

の
実

施
と

こ
ど

も
の

特
性

を
踏

ま
え

た
支

援
を

確
保

す
る

観
点

か
ら

、
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

て
、

支
援

に
お

い
て

、
５

領
域

（
※

）
を

全
て

含
め

た
総

合
的

な
支

援
を

提
供

す
る

こ
と

を
基

本
と

し
、

支
援

内
容

に
つ

い
て

、
事

業
所

の
個

別
支

援
計

画
等

に
お

い
て

５
領

域
と

の
つ

な
が

り
を

明
確

化
し

た
上

で
提

供
す

る
こ

と
を

求
め

る
。

（
※

）
「

健
康

・
生

活
」

「
運

動
・

感
覚

」
「

認
知

・
行

動
」

「
言

語
・

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
」

「
人

間
関

係
・

社
会

性
」

①
総

合
的

な
支

援
の

推
進

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

〕

【
新

設
・

見
直

し
】

〇
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
者

は
、

障
害

児
の

適
性

、
障

害
の

特
性

そ
の

他
の

事
情

を
踏

ま
え

た
指

定
児

童
発

達
支

援
の

確
保

並
び

に
指

定
児

童
発

達
支

援
の

質
の

評
価

及
び

そ
の

改
善

の
適

切
な

実
施

の
観

点
か

ら
、

指
定

児
童

発
達

支
援

の
提

供
に

当
た

っ
て

は
、

心
身

の
健

康
等

に
関

す
る

領
域

を
含

む
総

合
的

な
支

援
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
26

条
第

４
項

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

（
中

略
）

心
身

の
健

康
等

に
関

す
る

領
域

と
の

関
連

性
（

中
略

）
を

踏
ま

え
た

指
定

児
童

発
達

支
援

の
具

体
的

内
容

、
指

定
児

童
発

達
支

援
を

提
供

す
る

上
で

の
留

意
事

項
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

記
載

し
た

児
童

発
達

支
援

計
画

の
原

案
を

作
成

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

27
条

第
４

項
・

見
直

し
）

※
第

71
条

、
第

71
条

の
14

に
よ

り
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

、
指

定
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

事
業

に
つ

い
て

も
準

用

運
営

基
準

〇
本

基
準

は
、

児
童

発
達

支
援

の
主

な
対

象
が

、
乳

幼
児

期
と

い
う

生
涯

に
わ

た
る

人
間

形
成

に
と

っ
て

極
め

て
重

要
な

時
期

で
あ

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

障
害

児
の

適
正

、
障

害
の

特
性

そ
の

他
の

事
情

を
踏

ま
え

た
指

定
児

童
発

達
支

援
の

確
保

や
、

指
定

児
童

発
達

支
援

の
質

の
評

価
・

そ
の

改
善

の
適

切
な

実
施

の
観

点
か

ら
、

指
定

児
童

発
達

支
援

の
提

供
に

当
た

っ
て

は
、

５
領

域
を

含
む

総
合

的
な

支
援

内
容

と
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の

〇
個

別
支

援
計

画
の

指
定

児
童

発
達

支
援

の
具

体
的

な
内

容
等

の
記

載
に

お
い

て
、

５
領

域
と

の
関

連
性

を
明

記
す

る
こ

と
を

求
め

る
。

※
個

別
支

援
計

画
の

参
考

様
式

に
つ

い
て

、
「

令
和

６
年

度
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

報
酬

改
定

に
伴

う
児

童
発

達
支

援
及

び
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
に

お
け

る
個

別
支

援
改

革
の

取
扱

い
の

変
更

に
つ

い
て

」
（

令
和

６
年

３
月

１
５

日
こ

ど
も

家
庭

庁
障

害
児

支
援

課
事

務
連

絡
）

を
参

照
。

な
お

、
令

和
６

年
４

月
ま

で
に

利
用

を
開

始
し

た
児

に
つ

い
て

は
、

次
回

の
個

別
支

援
計

画
の

見
直

し
の

タ
イ

ミ
ン

グ
で

計
画

の
見

直
し

の
対

応
を

行
う

こ
と

を
可

能
と

す
る

〇
個

別
支

援
計

画
の

参
考

様
式

、
総

合
的

な
支

援
の

提
供

に
関

し
て

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
や

支
援

の
実

施
に

お
け

る
視

点
な

ど
に

つ
い

て
、

「
児

童
発

達
支

援
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

及
び

「
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

で
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
改

定
・

発
出

予
定

）

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

２
．

（
１

）
総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

6
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〇
総

合
的

な
支

援
と

支
援

内
容

の
見

え
る

化
を

進
め

る
観

点
か

ら
、

運
営

基
準

に
お

い
て

、
事

業
所

に
対

し
て

、
５

領
域

と
の

つ
な

が
り

を
明

確
化

し
た

事
業

所
全

体
の

支
援

内
容

を
示

す
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
の

作
成

・
公

表
を

求
め

る
と

と
も

に
、

未
実

施
の

場
合

の
報

酬
の

減
算

を
設

け
る

。
な

お
、

１
年

の
経

過
措

置
期

間
を

設
け

る
。

②
事

業
所

の
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
作

成
・

公
表

（
基

準
・

報
酬

）
〔

児
童

発
達

支
援

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
、

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
〕

２
．

(1
)総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

【
新

設
】

〇
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
者

は
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

所
ご

と
に

指
定

児
童

発
達

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
（

心
身

の
健

康
等

に
関

す
る

領
域

と
の

関
連

性
を

明
確

に
し

た
指

定
児

童
発

達
支

援
の

実
施

に
関

す
る

計
画

を
い

う
。

）
を

策
定

し
、

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
の

利
用

そ
の

他
の

方
法

に
よ

り
公

表
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
26

条
の

２
・

新
設

）

※
１

年
の

経
過

措
置

期
間

を
設

け
る

（
令

和
７

年
３

月
31

日
ま

で
は

努
力

義
務

）
※

第
71

条
、

第
71

条
の

14
に

よ
り

、
指

定
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
、

指
定

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
事

業
に

つ
い

て
も

準
用

運
営

基
準

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

【
参

照
法

令
、

通
知

、
事

務
連

絡
等

】

【
現

行
】

な
し

【
改

定
後

】
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

未
公

表
減

算
所

定
単

位
数

の
８

５
％

を
算

定
※

児
童

発
達

支
援

に
義

務
付

け
ら

れ
て

い
る

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

作
成

・
公

表
が

未
実

施
の

場
合

（
令

和
７

年
４

月
１

日
か

ら
適

用
）

単
位

数
（

新
旧

）

〇
本

基
準

は
、

総
合

的
な

支
援

の
推

進
と

事
業

所
が

提
供

す
る

支
援

の
見

え
る

化
を

図
る

た
め

、
事

業
所

に
対

し
、

５
領

域
（

 「
健

康
・

生
活

」
「

運
動

・
感

覚
」

「
認

知
・

行
動

」
「

言
語

・
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

」
「

人
間

関
係

・
社

会
性

」
）

と
の

関
連

性
を

明
確

に
し

た
事

業
所

に
お

け
る

支
援

の
実

施
に

関
す

る
計

画
（

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

を
作

成
し

、
そ

の
公

表
を

求
め

る
も

の

〇
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
作

成
・

公
表

が
行

わ
れ

て
い

な
い

事
業

所
に

つ
い

て
は

、
基

本
報

酬
に

つ
い

て
８

５
％

を
算

定
（

１
５

％
を

減
算

）
す

る
も

の

〇
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
つ

い
て

は
、

事
業

所
が

提
供

す
る

発
達

支
援

に
お

け
る

基
本

的
考

え
方

や
支

援
の

内
容

、
関

係
機

関
連

携
や

家
族

支
援

、
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

取
組

等
の

事
業

所
の

支
援

の
全

体
像

と
方

針
に

つ
い

て
整

理
し

記
載

す
る

こ
と

。
事

業
所

の
従

業
者

の
意

見
も

聞
い

て
作

成
す

る
こ

と
※

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

参
考

様
式

に
つ

い
て

、
「

児
童

発
達

支
援

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
及

び
「

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
で

お
示

し
す

る
予

定
（

令
和

６
年

度
早

期
に

改
定

・
発

出
予

定
）

〇
公

表
に

つ
い

て
は

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
そ

の
他

の
方

法
に

よ
り

広
く

公
表

す
る

こ
と

。
公

表
方

法
及

び
公

表
内

容
を

都
道

府
県

に
届

け
出

る
こ

と
。

な
お

、
義

務
化

・
減

算
の

施
行

は
令

和
７

年
度

か
ら

と
な

る
が

、
総

合
的

な
支

援
と

支
援

内
容

の
見

え
る

化
を

進
め

る
観

点
か

ら
、

取
組

を
進

め
る

よ
う

努
め

ら
れ

た
い

【
参

照
法

令
等

】
運

営
基

準
︓

第
26

条
、

第
27

条
（

児
発

）
、

第
71

条
（

放
デ

イ
）

、
第

71
条

の
14

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
報

酬
告

示
︓

第
１

の
注

３
（

４
）

７
の

４
（

児
発

）
、

第
３

の
１

の
注

４
の

（
４

）
（

放
デ

イ
）

、
第

４
の

１
の

注
３

の
（

３
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出

7
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○
児

童
指

導
員

等
加

配
加

算
に

つ
い

て
、

専
門

職
に

よ
る

支
援

の
評

価
は

専
門

的
支

援
加

算
に

よ
り

行
う

こ
と

と
し

、
経

験
あ

る
人

材
の

活
用

・
評

価
を

推
進

す
る

観
点

か
ら

、
配

置
形

態
（

常
勤

・
非

常
勤

等
）

や
経

験
年

数
に

応
じ

た
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

児
童

指
導

員
等

加
配

加
算

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
（

障
害

児
）

＞
 

理
学

療
法

士
等

を
配

置
区

分
に

応
じ

て
２

２
〜

６
２

単
位

／
日

  
児

童
指

導
員

等
を

配
置

同
１

５
〜

４
１

単
位

／
日

 そ
の

他
の

従
業

者
を

配
置

 同
１

１
〜

３
０

単
位

／
日

＜
児

童
発

達
支

援
事

業
所

（
障

害
児

）
＞

  
理

学
療

法
士

等
を

配
置

区
分

に
応

じ
て

７
５

〜
１

８
７

単
位

／
日

 
児

童
指

導
員

等
を

配
置

同
４

９
〜

１
２

３
単

位
／

日
 

そ
の

他
の

従
業

者
を

配
置

同
３

６
〜

９
０

単
位

／
日

単
位

数
（

新
旧

）

③
児

童
指

導
員

等
加

配
加

算
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
１

）
総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

【
改

定
後

】
児

童
指

導
員

等
加

配
加

算
＜

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

＞
児

童
指

導
員

等
を

配
置

 
常

勤
専

従
・

経
験

５
年

以
上

区
分

に
応

じ
て

２
２

〜
６

２
単

位
／

日
常

勤
専

従
・

経
験

５
年

未
満

同
１

８
〜

５
１

単
位

／
日

常
勤

換
算

・
経

験
５

年
以

上
同

１
５

〜
４

１
単

位
／

日
常

勤
換

算
・

経
験

５
年

未
満

同
１

３
〜

３
６

単
位

／
日

そ
の

他
の

従
業

者
を

配
置

１
１

〜
３

０
単

位
／

日
＜

児
童

発
達

支
援

事
業

所
（

障
害

児
）

＞
児

童
指

導
員

等
を

配
置

常
勤

専
従

・
経

験
５

年
以

上
区

分
に

応
じ

て
７

５
〜

１
８

７
単

位
／

日
常

勤
専

従
・

経
験

５
年

未
満

同
５

９
〜

１
５

２
単

位
／

日
常

勤
換

算
・

経
験

５
年

以
上

同
４

９
〜

１
２

３
単

位
／

日
常

勤
換

算
・

経
験

５
年

未
満

同
４

３
〜

１
０

７
単

位
／

日
そ

の
他

の
従

業
者

を
配

置
３

６
〜

９
０

単
位

／
日

※
「

経
験

」
は

児
童

福
祉

事
業

（
幼

稚
園

、
特

別
支

援
教

育
を

含
む

）
に

従
事

し
た

経
験

年
数

○
本

加
算

は
、

常
時

見
守

り
が

必
要

な
障

害
児

へ
の

支
援

や
障

害
児

の
家

族
等

に
対

し
て

障
害

児
の

関
わ

り
方

に
関

す
る

助
言

を
行

う
等

の
支

援
の

強
化

を
図

る
た

め
に

、
基

準
の

人
員

に
加

え
、

児
童

指
導

員
等

又
は

そ
の

他
の

従
業

者
を

配
置

し
て

い
る

場
合

に
お

い
て

、
配

置
形

態
（

常
勤

専
従

・
常

勤
換

算
）

及
び

従
業

者
の

児
童

福
祉

事
業

等
に

従
事

し
た

経
験

年
数

に
応

じ
て

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
基

準
の

人
員

に
加

え
、

児
童

指
導

員
等

又
は

そ
の

他
の

従
業

者
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

専
従

又
は

常
勤

換
算

）
し

て
い

る
こ

と
・

「
児

童
指

導
員

等
」

と
は

、
児

童
指

導
員

、
保

育
士

、
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
言

語
聴

覚
士

、
手

話
通

訳
士

、
手

話
通

訳
者

、
特

別
支

援
学

校
免

許
取

得
者

、
心

理
担

当
職

員
（

心
理

学
修

了
等

）
、

視
覚

障
害

児
支

援
担

当
職

員
（

研
修

修
了

等
）

、
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

修
了

者
を

い
う

・
勘

案
す

る
経

験
年

数
は

、
児

童
福

祉
事

業
（

幼
稚

園
、

特
別

支
援

学
校

、
特

別
支

援
学

級
、

通
級

に
よ

る
指

導
で

の
教

育
を

含
む

）
に

従
事

し
た

経
験

年
数

と
す

る
。

な
お

、
本

加
算

に
お

け
る

経
験

年
数

は
、

資
格

取
得

又
は

そ
の

職
種

と
し

て
配

置
さ

れ
た

以
後

の
経

験
に

限
ら

な
い

も
の

と
す

る
〇

 常
勤

換
算

の
場

合
、

児
童

指
導

員
等

と
そ

の
他

の
従

業
者

、
経

験
年

数
５

年
以

上
の

者
と

５
年

未
満

の
者

を
組

み
合

わ
せ

て
配

置
す

る
場

合
、

低
い

区
分

の
単

位
を

算
定

す
る

〇
 本

加
算

は
常

時
見

守
り

が
必

要
な

障
害

児
へ

の
支

援
等

の
強

化
を

目
的

と
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

算
定

の
対

象
と

な
る

児
童

指
導

員
等

及
び

そ
の

他
の

従
業

者
に

つ
い

て
は

、
サ

ー
ビ

ス
提

供
時

間
帯

を
通

じ
て

事
業

所
で

直
接

支
援

に
あ

た
る

こ
と

を
基

本
と

す
る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
１

の
注

８
（

児
発

）
、

第
３

の
１

の
注

７
（

放
デ

イ
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

１
の

３
（

児
発

）
、

７
（

放
デ

イ
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）
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○
専

門
的

支
援

加
算

及
び

特
別

支
援

加
算

に
つ

い
て

、
専

門
人

材
の

活
用

と
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

た
計

画
的

な
専

門
的

支
援

の
実

施
を

進
め

る
観

点
か

ら
、

両
加

算
を

統
合

し
、

専
門

的
な

支
援

を
提

供
す

る
体

制
と

、
専

門
人

材
に

よ
る

個
別

・
集

中
的

な
支

援
の

計
画

的
な

実
施

に
つ

い
て

、
２

段
階

で
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

専
門

的
支

援
加

算
＜

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

（
障

害
児

）
＞

理
学

療
法

士
等

を
配

置
区

分
に

応
じ

て
２

２
〜

６
２

単
位

／
日

児
童

指
導

員
を

配
置

同
１

５
〜

４
１

単
位

／
日

＜
児

童
発

達
支

援
事

業
所

（
障

害
児

）
＞

理
学

療
法

士
等

を
配

置
区

分
に

応
じ

て
７

５
〜

１
８

７
単

位
／

日
児

童
指

導
員

を
配

置
同

４
９

〜
１

２
３

単
位

／
日

※
専

門
的

な
支

援
の

強
化

を
図

る
た

め
、

基
準

の
人

員
に

加
え

て
理

学
療

法
士

等
を

配
置

し
て

い
る

場
合

特
別

支
援

加
算

５
４

単
位

／
回

※
理

学
療

法
士

等
を

配
置

し
て

、
専

門
的

支
援

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

（
専

門
的

支
援

加
算

を
算

定
し

て
い

る
場

合
は

算
定

で
き

な
い

）

単
位

数
（

新
旧

）

④
専

門
的

支
援

体
制

加
算

／
⑤

専
門

的
支

援
実

施
加

算
【

専
門

的
支

援
加

算
・

特
別

支
援

加
算

の
見

直
し

／
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
１

）
総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

【
改

定
後

】
専

門
的

支
援

体
制

加
算

…
①

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
＞

区
分

に
応

じ
て

１
５

〜
４

１
単

位
／

日
＜

児
童

発
達

支
援

事
業

所
（

障
害

児
）

＞
同

４
９

〜
１

２
３

単
位

／
日

専
門

的
支

援
実

施
加

算
１

５
０

単
位

／
回

（
原

則
月

４
回

を
限

度
）

…
②

※
①

専
門

的
な

支
援

の
強

化
を

図
る

た
め

、
基

準
の

人
員

に
加

え
て

理
学

療
法

士
等

を
配

置
し

て
い

る
場

合
②

理
学

療
法

士
等

に
よ

り
、

個
別

・
集

中
的

な
専

門
的

支
援

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

（
専

門
的

支
援

体
制

加
算

と
の

併
算

定
可

能
。

利
用

日
数

等
に

応
じ

て
最

大
月

６
回

を
限

度
（

放
デ

イ
は

月
２

回
〜

最
大

月
６

回
を

限
度

）

○
専

門
的

支
援

体
制

加
算

及
び

専
門

的
支

援
実

施
加

算
は

、
理

学
療

法
士

等
に

よ
る

支
援

が
必

要
な

障
害

児
へ

の
専

門
的

な
支

援
の

強
化

を
図

る
た

め
に

、
基

準
の

人
員

に
加

え
、

理
学

療
法

士
等

の
専

門
職

員
を

配
置

し
て

い
る

場
合

（
体

制
加

算
）

及
び

、
専

門
職

員
に

よ
る

個
別

・
集

中
的

な
支

援
を

計
画

的
に

実
施

し
た

場
合

（
実

施
加

算
）

に
、

そ
れ

ぞ
れ

算
定

す
る

も
の

(両
加

算
を

併
せ

て
と

る
こ

と
が

可
能

）
【

主
な

要
件

】
＜

専
門

的
支

援
体

制
加

算
＞

・
基

準
の

人
員

に
加

え
、

専
門

職
員

と
し

て
理

学
療

法
士

等
（

理
学

療
法

士
、

作
業

療
法

士
、

言
語

聴
覚

士
、

保
育

士
（

※
）

、
児

童
指

導
員

（
※

）
、

心
理

担
当

職
員

（
心

理
学

修
了

等
）

又
は

視
覚

障
害

児
支

援
担

当
職

員
（

研
修

修
了

等
）

）
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

換
算

）
し

て
い

る
こ

と
（

※
）

保
育

士
・

児
童

指
導

員
は

資
格

取
得

・
任

用
か

ら
５

年
以

上
児

童
福

祉
事

業
に

従
事

し
た

も
の

に
限

る
＜

専
門

的
支

援
実

施
加

算
＞

・
理

学
療

法
士

等
を

配
置

（
常

勤
換

算
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
。

基
準

人
員

等
に

よ
る

こ
と

も
可

）
し

、
個

別
支

援
計

画
を

踏
ま

え
、

理
学

療
法

士
等

が
、

専
門

性
に

基
づ

く
評

価
・

計
画

に
則

っ
た

５
領

域
の

う
ち

特
定

（
又

は
複

数
）

の
領

域
に

重
点

を
置

い
た

支
援

を
行

う
た

め
の

専
門

的
支

援
実

施
計

画
を

作
成

し
、

当
該

計
画

に
基

づ
き

支
援

を
行

う
こ

と
。

な
お

、
専

門
的

支
援

は
個

別
で

の
実

施
を

基
本

と
し

つ
つ

、
個

々
の

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
た

支
援

を
確

保
し

た
上

で
、

小
集

団
（

５
名

程
度

ま
で

）
又

は
基

準
人

員
を

配
置

し
た

上
で

の
小

集
団

（
２

ま
で

）
の

組
み

合
わ

せ
に

よ
る

実
施

も
可

と
す

る
。

ま
た

、
専

門
的

支
援

の
時

間
は

同
日

の
支

援
時

間
の

全
て

と
す

る
必

要
は

な
い

が
、

３
０

分
以

上
を

確
保

す
る

こ
と

・
計

画
の

実
施

状
況

の
把

握
を

行
う

と
と

も
に

、
対

象
児

の
生

活
全

般
の

質
を

向
上

さ
せ

る
た

め
の

課
題

を
把

握
し

、
必

要
に

応
じ

て
計

画
の

見
直

し
を

行
う

こ
と

・
計

画
の

作
成

・
見

直
し

に
当

た
っ

て
、

対
象

児
及

び
保

護
者

に
対

し
説

明
す

る
と

と
も

に
同

意
を

得
る

こ
と

・
対

象
児

ご
と

の
支

援
記

録
を

作
成

す
る

こ
と

〇
専

門
的

実
施

加
算

に
つ

い
て

、
当

該
事

業
所

に
お

け
る

対
象

児
の

月
利

用
日

数
に

応
じ

て
月

の
算

定
限

度
回

数
を

設
定

児
童

発
達

支
援

︓
限

度
回

数
４

回
（

月
利

用
日

数
１

２
日

未
満

の
場

合
）

同
６

回
（

同
１

２
日

以
上

の
場

合
）

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

︓
限

度
回

数
２

回
（

月
利

用
回

数
６

日
未

満
の

場
合

）
同

４
回

（
同

６
日

以
上

１
２

日
未

満
の

場
合

）
同

６
回

（
同

１
２

日
以

上
の

場
合

）

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
１

の
注

９
、

８
（

児
発

）
、

第
３

の
１

の
注

８
、

６
（

放
デ

イ
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

１
の

４
、

１
の

６
（

児
発

）
、

７
、

（
放

デ
イ

）

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）
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○
基

本
報

酬
に

つ
い

て
、

発
達

支
援

に
対

す
る

き
め

細
か

い
評

価
と

す
る

観
点

か
ら

、
極

め
て

短
時

間
の

支
援

（
３

０
分

未
満

）
は

算
定

対
象

か
ら

原
則

除
外

す
る

と
と

も
に

、
個

別
支

援
計

画
に

定
め

た
個

々
の

利
用

者
の

支
援

時
間

に
応

じ
た

評
価

が
可

能
と

な
る

よ
う

、
支

援
時

間
に

よ
る

区
分

を
設

け
る

。
〇

支
援

時
間

に
よ

る
区

分
は

、
「

３
０

分
以

上
１

時
間

３
０

分
以

下
」

、
「

１
時

間
３

０
分

超
３

時
間

以
下

」
、

「
３

時
間

超
５

時
間

以
下

」
の

３
区

分
と

す
る

。
５

時
間

を
超

え
る

長
時

間
の

支
援

に
つ

い
て

は
、

延
長

支
援

加
算

を
見

直
し

、
預

か
り

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

延
長

支
援

と
し

て
、

同
加

算
に

よ
り

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
（

障
害

児
）

＞
定

員
30

人
以

下
   

10
86

単
位

／
日

＜
児

童
発

達
支

援
（

障
害

児
）

＞
定

員
10

人
以

下
   

  8
85

単
位

／
日

＜
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
（

障
害

児
）

＞
定

員
10

人
以

下
授

業
終

了
後

  6
04

単
位

／
日

学
校

休
業

日
72

1単
位

／
日

※
医

療
的

ケ
ア

区
分

、
利

用
定

員
に

応
じ

て
単

位
を

設
定

単
位

数
（

新
旧

）

⑥
基

本
報

酬
に

お
け

る
き

め
細

か
い

評
価

（
支

援
時

間
の

下
限

の
設

定
・

時
間

区
分

の
創

設
）

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
１

）
総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

○
児

童
発

達
支

援
給

付
費

及
び

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

給
付

費
（

基
本

報
酬

）
に

お
い

て
、

支
援

の
提

供
時

間
に

応
じ

た
区

分
（

時
間

区
分

）
を

導
入

す
る

。
区

分
は

「
時

間
区

分
１

」
支

援
時

間
30

分
以

上
１

時
間

30
分

以
下

、
「

時
間

区
分

２
」

同
１

時
間

30
分

超
３

時
間

以
下

、
「

時
間

区
分

３
」

同
３

時
間

超
５

時
間

以
下

の
３

区
分

と
す

る
。

な
お

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
は

、
現

行
の

授
業

終
了

後
（

平
日

）
・

学
校

休
業

日
の

区
分

を
統

合
し

、
い

ず
れ

の
場

合
で

あ
っ

て
も

支
援

時
間

に
応

じ
た

新
た

な
時

間
区

分
に

よ
り

算
定

す
る

こ
と

と
し

つ
つ

、
時

間
区

分
③

は
学

校
休

業
日

の
み

算
定

可
と

す
る

〇
「

支
援

の
提

供
時

間
」

は
、

現
に

支
援

に
要

し
た

時
間

で
は

な
く

、
個

別
支

援
計

画
に

位
置

付
け

ら
れ

た
内

容
の

支
援

を
行

う
の

に
要

す
る

標
準

的
な

時
間

（
個

別
支

援
計

画
に

お
い

て
定

め
た

提
供

時
間

）
と

す
る

。
た

だ
し

、
現

実
の

提
供

時
間

が
個

別
支

援
計

画
に

お
い

て
定

め
た

時
間

よ
り

短
い

場
合

に
つ

い
て

、
事

業
所

都
合

に
よ

り
支

援
が

短
縮

さ
れ

た
場

合
は

、
現

に
支

援
に

要
し

た
支

援
時

間
に

よ
り

算
定

す
る

。
一

方
、

障
害

児
や

保
護

者
の

事
情

に
よ

り
支

援
が

短
縮

さ
れ

た
場

合
に

は
、

個
別

支
援

計
画

に
お

い
て

定
め

た
時

間
に

よ
り

算
定

す
る

が
、

個
別

支
援

計
画

に
定

め
た

支
援

の
内

容
や

提
供

時
間

が
、

実
際

の
支

援
の

提
供

と
合

致
し

な
い

場
合

に
は

、
速

や
か

に
個

別
支

援
計

画
の

見
直

し
・

変
更

を
行

う
こ

と
を

求
め

る

〇
支

援
の

提
供

時
間

は
、

30
分

以
上

５
時

間
以

下
の

間
で

定
め

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

30
分

未
満

の
支

援
に

つ
い

て
は

、
周

囲
の

環
境

に
慣

れ
る

た
め

に
支

援
の

時
間

を
短

時
間

に
す

る
必

要
が

あ
る

等
の

理
由

で
市

町
村

が
認

め
た

場
合

に
限

り
、

算
定

可
能

と
す

る
。

ま
た

、
５

時
間

以
上

の
支

援
に

つ
い

て
は

、
預

か
り

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

延
長

支
援

と
し

て
、

延
長

支
援

加
算

に
よ

り
評

価
を

行
う

〇
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
通

わ
せ

る
事

業
所

、
共

生
型

、
基

準
該

当
の

基
本

報
酬

に
つ

い
て

は
、

時
間

区
分

は
導

入
し

な
い

。
ま

た
、

児
童

発
達

セ
ン

タ
ー

の
一

元
化

に
と

も
な

い
、

旧
基

準
に

よ
り

運
営

す
る

旧
主

と
し

て
難

聴
児

を
通

わ
せ

る
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
に

つ
い

て
は

時
間

区
分

を
導

入
、

旧
医

療
型

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

、
旧

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

に
つ

い
て

は
、

時
間

区
分

は
導

入
し

な
い

〇
本

見
直

し
に

伴
い

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
の

欠
席

時
対

応
加

算
（

Ⅱ
）

は
廃

止
。

な
お

、
開

所
時

間
減

算
に

つ
い

て
は

変
更

な
し

（
適

用
さ

れ
る

）

ポ
イ

ン
ト

【
改

定
後

】
＜

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

（
障

害
児

）
＞

定
員

30
人

以
下

時
間

区
分

１
（

30
分

以
上

1時
間

30
分

以
下

）
11

04
単

位
／

日
 時

間
区

分
２

（
1時

間
30

分
超

３
時

間
以

下
）

   
11

31
単

位
／

日
 時

間
区

分
３

（
  ３

時
間

超
 

５
時

間
以

下
）

   
11

84
単

位
／

日
＜

児
童

発
達

支
援

（
障

害
児

）
＞

定
員

10
人

以
下

時
間

区
分

１
（

30
分

以
上

1時
間

30
分

以
下

）
90

1単
位

／
日

 時
間

区
分

２
（

1時
間

30
分

超
３

時
間

以
下

）
   

92
8単

位
／

日
 時

間
区

分
３

（
  ３

時
間

超
   

 ５
時

間
以

下
）

   
98

0単
位

／
日

＜
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
（

障
害

児
）

＞
定

員
10

人
以

下
時

間
区

分
１

（
30

分
以

上
1時

間
30

分
以

下
）

57
4単

位
／

日
 時

間
区

分
２

（
1時

間
30

分
超

 ３
時

間
以

下
）

   
60

9単
位

／
日

 時
間

区
分

３
（

  ３
時

間
超

   
 ５

時
間

以
下

）
   

66
6単

位
／

日
※

放
デ

イ
の

時
間

区
分

３
は

学
校

休
業

日
の

み
算

定
可

能
※

医
療

的
ケ

ア
区

分
、

利
用

定
員

、
時

間
区

分
に

応
じ

て
単

位
を

設
定

10
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〇
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
に

つ
い

て
、

運
用

の
標

準
化

と
徹

底
を

図
る

観
点

か
ら

、
運

営
基

準
等

に
お

い
て

、
実

施
方

法
を

明
確

化
す

る
。

⑦
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
の

充
実

（
基

準
）

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
１

）
総

合
的

な
支

援
の

推
進

と
特

定
領

域
へ

の
支

援
の

評
価

等

【
見

直
し

】
〇

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

者
は

、
支

援
の

質
の

評
価

及
び

改
善

を
行

う
に

当
た

っ
て

は
、

次
に

掲
げ

る
事

項
に

つ
い

て
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

所
の

従
事

者
に

よ
る

評
価

を
受

け
た

上
で

、
自

ら
評

価
（

自
己

評
価

）
を

行
う

と
と

も
に

、
当

該
事

業
所

を
利

用
す

る
障

害
児

の
保

護
者

に
よ

る
評

価
（

保
護

者
評

価
）

を
受

け
て

、
そ

の
改

善
を

図
ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
26

条
第

６
項

・
見

直
し

）
〇

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

者
は

、
お

お
む

ね
１

年
に

１
回

以
上

、
自

己
評

価
及

び
保

護
者

評
価

並
び

に
改

善
の

内
容

を
、

保
護

者
に

示
す

と
と

も
に

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
そ

の
他

の
方

法
に

よ
り

公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

条
第

７
項

・
見

直
し

）

※
第

71
条

に
よ

り
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

に
つ

い
て

も
準

用

運
営

基
準

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

〇
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
に

つ
い

て
、

運
用

の
標

準
化

と
徹

底
を

図
る

観
点

か
ら

、
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
所

の
従

業
者

に
よ

る
評

価
を

受
け

た
上

で
自

己
評

価
を

行
う

と
と

も
に

、
当

該
事

業
所

を
利

用
す

る
障

害
児

の
保

護
者

に
よ

る
評

価
（

保
護

者
評

価
）

を
受

け
て

、
そ

の
改

善
を

図
ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の

〇
ま

た
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

者
は

、
お

お
む

ね
１

年
に

１
回

以
上

、
自

己
評

価
と

保
護

者
評

価
の

内
容

及
び

こ
れ

ら
の

評
価

を
受

け
て

行
う

改
善

の
内

容
に

つ
い

て
、

保
護

者
に

示
す

と
と

も
に

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
等

に
よ

り
公

表
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の

〇
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
の

参
考

様
式

や
実

施
手

順
に

つ
い

て
は

、
「

児
童

発
達

支
援

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
及

び
「

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
で

お
示

し
し

て
い

る
と

こ
ろ

、
こ

れ
ら

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
改

定
と

あ
わ

せ
て

、
改

定
し

て
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
改

定
・

発
出

予
定

）

ポ
イ

ン
ト

11
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○
こ

ど
も

と
家

族
に

対
す

る
包

括
的

な
支

援
を

進
め

る
観

点
か

ら
、

関
係

機
関

連
携

加
算

に
つ

い
て

、
対

象
と

な
る

関
係

機
関

に
医

療
機

関
や

児
童

相
談

所
等

を
含

め
る

と
と

も
に

、
個

別
支

援
計

画
作

成
時

以
外

に
情

報
連

携
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅰ

）
２

０
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
①

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅱ

）
２

０
０

単
位

／
回

（
１

回
を

限
度

）
…

②
※

①
保

育
所

や
学

校
等

と
の

個
別

支
援

計
画

に
関

す
る

会
議

を
開

催
し

、
連

携
し

て
個

別
支

援
計

画
を

作
成

等
し

た
場

合
②

 就
学

先
の

小
学

校
や

就
職

先
の

企
業

等
と

の
連

絡
調

整
を

行
っ

た
場

合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅰ

）
２

５
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
①

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅱ

）
２

０
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
②

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅲ

）
１

５
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
③

関
係

機
関

連
携

加
算

（
Ⅳ

）
２

０
０

単
位

／
回

（
１

回
を

限
度

）
…

④
※

①
保

育
所

や
学

校
等

と
の

個
別

支
援

計
画

に
関

す
る

会
議

を
開

催
し

、
連

携
し

て
個

別
支

援
計

画
を

作
成

等
し

た
場

合
②

保
育

所
や

学
校

等
と

の
会

議
等

に
よ

り
情

報
連

携
を

行
っ

た
場

合
③

児
童

相
談

所
、

医
療

機
関

等
と

の
会

議
等

に
よ

り
情

報
連

携
を

行
っ

た
場

合
④

就
学

先
の

小
学

校
や

就
職

先
の

企
業

等
と

の
連

絡
調

整
を

行
っ

た
場

合

①
関

係
機

関
連

携
加

算
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
２

）
関

係
機

関
と

の
連

携
の

強
化

○
本

加
算

は
、

こ
ど

も
と

家
族

に
対

す
る

包
括

的
な

支
援

を
進

め
る

観
点

か
ら

、
障

害
児

が
日

々
通

う
保

育
所

や
学

校
等

や
、

障
害

児
の

状
況

等
に

よ
り

連
携

が
必

要
な

児
童

相
談

所
や

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
、

医
療

機
関

等
そ

の
他

関
係

機
関

と
の

情
報

共
有

や
連

絡
調

整
な

ど
の

連
携

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

あ
ら

か
じ

め
通

所
給

付
決

定
保

護
者

の
同

意
を

得
る

こ
と

・
関

係
機

関
と

の
日

常
的

な
連

携
体

制
の

確
保

に
努

め
る

こ
と

・
保

育
所

や
学

校
等

と
の

個
別

支
援

計
画

の
作

成
又

は
見

直
し

に
関

す
る

会
議

を
開

催
し

、
連

携
し

て
個

別
支

援
計

画
を

作
成

等
す

る
こ

と
（

加
算

（
Ⅰ

）
）

【
現

行
ど

お
り

】
・

保
育

所
や

学
校

等
と

児
童

の
心

身
の

状
況

や
生

活
環

境
等

の
情

報
共

有
の

た
め

の
会

議
を

開
催

又
は

参
加

し
、

情
報

共
有

・
連

絡
調

整
を

行
う

こ
と

（
加

算
（

Ⅱ
）

）
【

新
】

・
児

童
相

談
所

、
こ

ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

、
医

療
機

関
等

と
、

情
報

共
有

の
た

め
の

会
議

を
開

催
又

は
参

加
し

、
情

報
共

有
・

連
絡

調
整

を
行

う
こ

と
（

加
算

（
Ⅲ

）
）

【
新

】
・

就
学

先
の

小
学

校
や

就
職

先
の

企
業

等
と

の
連

絡
調

整
・

相
談

援
助

を
行

う
こ

と
（

加
算

（
Ⅳ

）
）

【
現

行
ど

お
り

】
○

各
加

算
の

要
件

の
会

議
に

つ
い

て
は

、
要

旨
等

に
つ

い
て

記
録

を
行

う
こ

と
。

会
議

に
つ

い
て

は
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
も

可
能

と
す

る
〇

加
算

（
Ⅰ

）
と

加
算

（
Ⅱ

）
の

同
一

月
の

算
定

は
不

可
。

加
算

（
Ⅲ

）
に

つ
い

て
は

、
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅱ
）

（
要

保
護

・
要

支
援

児
童

へ
の

支
援

の
評

価
）

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

は
、

同
加

算
で

求
め

る
児

童
相

談
所

等
と

の
情

報
連

携
に

対
し

て
は

算
定

し
な

い
〇

多
機

能
型

事
業

所
の

場
合

、
同

一
の

児
童

に
係

る
関

係
機

関
連

携
加

算
の

算
定

は
各

サ
ー

ビ
ス

で
合

わ
せ

て
月

１
回

ま
で

と
す

る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
１

２
の

２
（

児
発

）
、

第
３

の
１

０
の

２
（

放
デ

イ
）
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○
障

害
児

支
援

の
適

切
な

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を

進
め

る
観

点
か

ら
、

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

で
複

数
事

業
所

を
併

用
す

る
児

に
つ

い
て

、
事

業
所

間
で

連
携

し
、

こ
ど

も
の

状
態

や
支

援
状

況
の

共
有

等
の

情
報

連
携

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。
○

併
せ

て
、

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

の
場

合
に

、
自

治
体

か
ら

障
害

児
支

援
利

用
計

画
を

障
害

児
支

援
事

業
所

に
共

有
、

ま
た

障
害

児
支

援
事

業
所

か
ら

個
別

支
援

計
画

を
自

治
体

に
共

有
し

て
活

用
す

る
仕

組
み

を
設

け
る

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

事
業

所
間

連
携

加
算

【
新

設
】

事
業

所
間

連
携

加
算

（
Ⅰ

）
５

０
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
①

事
業

所
間

連
携

加
算

（
Ⅱ

）
１

５
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

…
②

※
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
で

障
害

児
支

援
の

複
数

事
業

所
を

併
用

す
る

児
に

つ
い

て
、

①
 コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

の
中

核
と

な
る

事
業

所
と

し
て

、
会

議
を

開
催

す
る

等
に

よ
り

事
業

所
間

の
情

報
連

携
を

行
う

と
と

も
に

、
家

族
へ

の
助

言
援

助
や

自
治

体
と

の
情

報
連

携
等

を
行

っ
た

場
合

②
 ①

の
会

議
に

参
画

す
る

等
、

事
業

所
間

の
情

報
連

携
を

行
い

、
そ

の
情

報
を

事
業

所
内

で
共

有
す

る
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
て

個
別

支
援

計
画

の
見

直
し

を
行

う
な

ど
に

よ
り

支
援

に
反

映
さ

せ
た

場
合

②
事

業
所

間
連

携
加

算
【

新
設

】
〔

児
童

発
達

支
援

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

２
．

（
２

）
関

係
機

関
と

の
連

携
の

強
化

○
本

加
算

は
、

障
害

児
支

援
の

適
切

な
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

を
進

め
る

観
点

か
ら

、
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
で

複
数

事
業

所
を

併
用

す
る

障
害

児
に

つ
い

て
、

利
用

す
る

事
業

所
間

で
連

携
し

、
こ

ど
も

の
状

態
や

支
援

状
況

の
共

有
等

の
情

報
連

携
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

で
複

数
事

業
所

を
併

用
す

る
児

【
主

な
要

件
】

＜
事

業
所

間
連

携
加

算
（

Ⅰ
）

＞
※

連
携

・
取

組
の

中
心

と
な

る
コ

ア
連

携
事

業
所

を
評

価
す

る
も

の
・

市
町

村
か

ら
事

業
所

間
の

連
携

を
実

施
す

る
よ

う
依

頼
を

受
け

た
事

業
所

（
コ

ア
連

携
事

業
所

）
で

あ
る

こ
と

・
児

が
利

用
す

る
他

の
事

業
所

と
の

間
で

、
児

に
係

る
支

援
の

実
施

状
況

、
心

身
の

状
況

、
生

活
環

境
等

の
情

報
共

有
・

支
援

の
連

携
の

た
め

の
会

議
を

開
催

す
る

こ
と

（
※

会
議

は
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
を

可
能

と
す

る
。

全
て

の
事

業
所

の
参

加
を

基
本

と
す

る
が

、
や

む
を

得
な

い
場

合
の

算
定

も
認

め
る

）
・

会
議

の
内

容
及

び
整

理
さ

れ
た

児
の

状
況

や
支

援
に

関
す

る
要

点
に

つ
い

て
、

他
の

事
業

所
、

市
町

村
、

保
護

者
に

共
有

す
る

こ
と

・
あ

わ
せ

て
、

市
町

村
に

、
児

に
係

る
各

事
業

所
の

個
別

支
援

計
画

を
共

有
す

る
こ

と
。

ま
た

、
障

害
児

・
家

族
の

状
況

等
を

踏
ま

え
て

、
急

ぎ
の

障
害

児
相

談
支

援
の

利
用

の
必

要
性

の
要

否
を

報
告

す
る

こ
と

・
保

護
者

に
対

し
て

、
上

記
の

情
報

を
踏

ま
え

た
相

談
援

助
を

行
う

こ
と

（
こ

の
場

合
に

家
庭

連
携

加
算

を
算

定
す

る
こ

と
も

可
能

と
す

る
）

・
上

記
の

情
報

に
つ

い
て

、
事

業
所

の
従

事
者

に
情

報
共

有
を

行
う

と
と

も
に

、
必

要
に

応
じ

て
個

別
支

援
計

画
を

見
直

す
こ

と
＜

事
業

所
間

連
携

加
算

（
Ⅱ

）
＞

※
コ

ア
連

携
事

業
所

以
外

の
事

業
所

を
評

価
す

る
も

の
・

コ
ア

連
携

事
業

所
が

開
催

す
る

会
議

に
参

加
す

る
と

と
も

に
、

個
別

支
援

計
画

を
コ

ア
連

携
事

業
所

に
共

有
す

る
こ

と
（

※
会

議
の

場
に

参
加

で
き

な
い

場
合

で
あ

っ
て

も
、

会
議

の
前

後
に

個
別

に
コ

ア
連

携
事

業
所

と
情

報
共

有
等

を
行

っ
た

場
合

に
は

算
定

を
可

能
と

す
る

）
・

上
記

の
情

報
に

つ
い

て
、

事
業

所
の

従
業

者
に

情
報

共
有

を
行

う
と

と
も

に
、

必
要

に
応

じ
て

個
別

支
援

計
画

を
見

直
す

こ
と

〇
複

数
事

業
所

の
全

て
が

同
一

法
人

内
の

事
業

所
で

あ
る

場
合

に
は

算
定

し
な

い
。

〇
市

町
村

は
、

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

で
複

数
事

業
所

利
用

の
場

合
に

は
、

コ
ア

連
携

事
業

所
を

定
め

、
当

該
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
を

コ
ア

連
携

事
業

所
に

共
有

す
る

と
と

も
に

、
事

業
所

間
連

携
加

算
を

活
用

し
た

取
組

を
依

頼
す

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

ま
た

、
本

取
組

に
よ

り
情

報
共

有
等

さ
れ

た
児

の
情

報
を

、
給

付
決

定
更

新
の

際
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

等
の

参
考

と
す

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
（

給
付

決
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

お
い

て
規

定
）

。
な

お
、

各
都

道
府

県
・

市
町

村
ご

と
の

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

率
に

つ
い

て
、

今
後

毎
年

公
表

す
る

こ
と

を
予

定
し

て
お

り
、

そ
れ

と
併

せ
て

本
加

算
に

よ
る

取
組

の
状

況
に

つ
い

て
も

公
表

す
る

こ
と

を
予

定

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
12

の
３

（
児

発
）

、
第

３
の

１
０

の
３

（
放

デ
イ

）
 基

準
告

示
（

27
0）

１
の

１
３

（
児

発
）

、
８

の
４

の
７

（
放

デ
イ

）

※
市

町
村

が
コ

ア
連

携
事

業
所

を
定

め
、

当
該

事
業

所
に

取
組

を
依

頼

13

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
こ

ど
も

の
自

立
に

向
け

た
支

援
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
こ

ど
も

の
状

態
等

も
踏

ま
え

な
が

ら
、

通
所

や
帰

宅
の

機
会

を
利

用
し

て
自

立
に

向
け

た
支

援
を

計
画

的
に

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

通
所

自
立

支
援

加
算

６
０

単
位

／
回

（
算

定
開

始
か

ら
３

月
を

限
度

）
※

学
校

・
居

宅
等

と
事

業
所

間
の

移
動

に
つ

い
て

、
自

立
し

て
通

所
が

可
能

と
な

る
よ

う
、

職
員

が
付

き
添

っ
て

計
画

的
に

支
援

を
行

っ
た

場
合

①
通

所
自

立
支

援
加

算
【

新
設

】
〔

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
３

）
将

来
の

自
立

等
に

向
け

た
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
に

お
い

て
、

障
害

児
に

対
し

て
、

学
校

・
居

宅
等

と
事

業
所

間
の

移
動

に
つ

い
て

、
自

立
し

て
通

所
が

可
能

と
な

る
よ

う
、

職
員

が
付

き
添

っ
て

計
画

的
に

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

児
童

が
公

共
交

通
機

関
等

又
は

徒
歩

に
よ

り
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
に

通
う

際
に

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
の

従
業

者
が

同
行

し
、

自
立

し
て

の
通

所
に

必
要

な
知

識
等

（
※

）
を

習
得

す
る

た
め

の
助

言
・

援
助

等
の

支
援

を
行

う
こ

と
（

※
）

移
動

経
路

、
公

共
交

通
機

関
の

利
用

方
法

、
乗

車
中

の
マ

ナ
ー

、
緊

急
時

の
対

応
方

法
等

・
あ

ら
か

じ
め

児
童

及
び

保
護

者
の

意
向

を
確

認
し

、
保

護
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
支

援
の

実
施

及
び

個
別

に
配

慮
す

べ
き

事
項

そ
の

他
の

支
援

を
安

全
か

つ
円

滑
に

実
施

す
る

上
で

必
要

と
な

る
事

項
に

つ
い

て
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
る

こ
と

・
児

童
の

安
全

な
通

所
の

た
め

に
必

要
な

体
制

を
確

保
し

た
上

で
支

援
を

行
う

こ
と

児
童

一
人

に
つ

き
職

員
一

人
が

個
別

的
に

支
援

を
行

う
こ

と
を

基
本

と
す

る
が

、
児

童
の

状
態

に
応

じ
て

安
全

か
つ

円
滑

な
支

援
が

確
保

さ
れ

る
場

合
に

は
、

職
員

一
人

が
児

童
二

人
に

支
援

を
行

う
こ

と
も

可
能

と
す

る
・

通
所

に
係

る
支

援
の

安
全

確
保

の
た

め
の

取
組

に
関

す
る

事
項

に
つ

い
て

、
安

全
計

画
に

位
置

付
け

、
職

員
に

周
知

を
図

る
と

と
も

に
、

研
修

等
を

行
う

こ
と

・
加

算
対

象
児

ご
と

の
支

援
記

録
を

作
成

す
る

こ
と

〇
重

症
心

身
障

害
児

は
対

象
と

な
ら

な
い

。
ま

た
、

同
一

敷
地

内
の

移
動

や
、

極
め

て
近

距
離

の
移

動
な

ど
は

対
象

と
な

ら
な

い

〇
算

定
開

始
か

ら
３

月
（

９
０

日
）

の
間

に
行

っ
た

通
所

に
係

る
支

援
に

限
り

、
算

定
が

可
能

。
進

学
・

進
級

、
転

居
等

の
環

境
の

変
化

に
よ

り
、

改
め

て
自

立
し

た
通

所
に

つ
な

げ
る

た
め

に
支

援
が

必
要

と
判

断
さ

れ
る

場
合

に
は

、
改

め
て

算
定

す
る

こ
と

が
可

能

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
３

の
７

の
４

（
放

デ
イ

）
基

準
告

示
（

27
0）

８
の

４
の

６
14

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
こ

ど
も

の
自

立
を

見
据

え
た

支
援

を
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

高
校

生
に

つ
い

て
、

学
校

や
地

域
と

の
連

携
の

下
、

学
校

卒
業

後
の

生
活

を
見

据
え

た
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

自
立

サ
ポ

ー
ト

加
算

【
新

設
】

１
０

０
単

位
／

回
（

月
２

回
を

限
度

）
※

高
校

生
（

２
年

生
・

３
年

生
に

限
る

）
に

つ
い

て
、

学
校

卒
業

後
の

生
活

に
向

け
て

、
学

校
や

地
域

の
企

業
等

と
連

携
し

な
が

ら
、

相
談

援
助

や
体

験
等

の
支

援
を

計
画

的
に

行
っ

た
場

合

②
自

立
サ

ポ
ー

ト
加

算
【

新
設

】
〔

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

２
．

（
３

）
将

来
の

自
立

等
に

向
け

た
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

こ
ど

も
の

自
立

を
見

据
え

た
支

援
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
進

路
を

選
択

す
る

時
期

で
あ

る
就

学
児

に
対

し
て

、
学

校
卒

業
後

の
生

活
を

見
据

え
て

、
学

校
等

と
連

携
し

な
が

ら
、

相
談

援
助

や
体

験
等

の
支

援
を

計
画

的
に

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

進
路

を
選

択
す

る
時

期
に

あ
る

就
学

児
（

高
校

２
年

生
・

３
年

生
を

基
本

と
す

る
）

【
主

な
要

件
】

・
児

童
の

個
別

支
援

計
画

及
び

学
校

で
の

取
組

内
容

を
踏

ま
え

、
当

該
児

が
希

望
す

る
進

路
を

円
滑

に
選

択
で

き
る

よ
う

支
援

す
る

た
め

の
自

立
サ

ポ
ー

ト
計

画
を

作
成

す
る

こ
と

・
自

立
サ

ポ
ー

ト
計

画
に

基
づ

き
、

児
童

の
適

性
・

障
害

の
特

性
に

対
す

る
自

己
理

解
の

促
進

に
向

け
た

相
談

援
助

や
、

必
要

と
な

る
知

識
技

能
の

習
得

支
援

な
ど

、
児

童
が

希
望

す
る

進
路

を
選

択
す

る
上

で
必

要
と

な
る

支
援

を
行

う
こ

と
。

そ
の

際
、

必
要

に
応

じ
て

地
域

の
商

工
会

や
企

業
等

と
連

携
す

る
こ

と
な

お
、

こ
れ

ら
の

支
援

に
当

た
っ

て
は

、
基

本
と

さ
れ

る
総

合
的

な
支

援
の

提
供

を
確

保
し

た
上

で
進

め
る

こ
と

〔
想

定
さ

れ
る

取
組

〕
自

己
理

解
の

促
進

に
向

け
た

相
談

援
助

︓
適

正
や

障
害

特
性

の
理

解
、

現
在

や
将

来
の

課
題

な
ど

に
つ

い
て

客
観

的
な

評
価

を
交

え
た

相
談

援
助

の
実

施
等

進
路

の
選

択
に

資
す

る
情

報
提

供
や

体
験

機
会

の
提

供
︓

働
く

意
義

や
職

種
・

業
種

の
情

報
提

供
、

事
業

所
で

の
作

業
体

験
、

企
業

等
で

の
職

業
体

験
、

就
労

・
進

学
等

を
経

験
し

て
い

る
障

害
者

に
よ

る
経

験
に

基
づ

く
相

談
援

助
・

講
話

等
の

ピ
ア

の
取

組
等

必
要

な
知

識
・

技
能

を
習

得
す

る
た

め
の

支
援

︓
生

活
や

職
場

で
の

基
本

的
マ

ナ
ー

、
進

路
に

必
要

な
具

体
的

な
知

識
技

能
の

習
得

支
援

・
計

画
に

基
づ

く
支

援
の

実
施

状
況

の
把

握
を

行
う

と
と

も
に

、
課

題
を

把
握

し
、

必
要

に
応

じ
て

計
画

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
・

計
画

の
作

成
・

見
直

し
に

当
た

っ
て

、
当

該
児

童
・

保
護

者
に

説
明

す
る

と
と

も
に

、
同

意
を

得
る

こ
と

・
児

童
が

在
籍

す
る

学
校

と
の

日
常

的
な

連
携

体
制

を
確

保
し

、
自

立
サ

ポ
ー

ト
計

画
の

作
成

・
見

直
し

、
支

援
の

実
施

に
お

い
て

必
要

な
連

携
を

図
る

こ
と

（
な

お
、

連
携

に
お

け
る

会
議

等
の

実
施

に
つ

い
て

、
関

係
機

関
連

携
加

算
（

Ⅰ
）

又
は

（
Ⅱ

）
の

算
定

を
可

能
と

す
る

）
・

対
象

児
ご

と
の

支
援

に
関

す
る

記
録

を
行

う
こ

と

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
３

の
７

の
３

（
放

デ
イ

）
基

準
告

示
（

27
0）

︓
８

の
４

の
５
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〇
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

、
障

害
児

等
の

意
思

の
尊

重
、

こ
ど

も
の

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

の
下

で
、

個
別

支
援

計
画

の
作

成
、

個
別

支
援

会
議

の
実

施
、

支
援

の
提

供
を

進
め

る
こ

と
を

求
め

る
。

①
支

援
に

お
け

る
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

の
保

障
２

．
（

４
）

そ
の

他

【
新

設
】

○
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
者

は
、

障
害

児
が

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

障
害

児
及

び
通

所
給

付
決

定
保

護
者

の
意

思
を

で
き

る
限

り
尊

重
す

る
た

め
の

配
慮

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
26

条
第

２
項

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

児
童

発
達

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

（
中

略
）

障
害

児
の

年
齢

及
び

発
達

の
程

度
に

応
じ

て
、

そ
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

そ
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

、
心

身
と

も
に

健
や

か
に

育
成

さ
れ

る
よ

う
障

害
児

の
発

達
を

支
援

す
る

上
で

の
適

切
な

支
援

内
容

の
検

討
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

27
条

第
２

項
・

見
直

し
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

児
童

発
達

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

そ
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

る
体

制
を

確
保

し
た

上
で

、
障

害
児

に
対

す
る

指
定

児
童

発
達

支
援

の
提

供
に

当
た

る
担

当
者

等
を

招
集

し
て

行
う

会
議

を
開

催
し

、
児

童
発

達
支

援
計

画
の

原
案

に
つ

い
て

意
見

を
求

め
る

も
の

と
す

る
。

（
同

上
第

５
項

・
見

直
し

）
〇

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
は

、
業

務
を

行
う

に
当

た
っ

て
は

、
障

害
児

が
自

立
し

た
日

常
生

活
又

は
社

会
生

活
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
障

害
児

及
び

そ
の

保
護

者
の

意
思

を
で

き
る

限
り

尊
重

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
28

条
第

２
項

・
新

設
）

※
第

71
条

、
第

71
条

の
14

、
第

79
条

に
よ

り
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

、
指

定
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

事
業

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
事

業
に

つ
い

て
も

準
用

運
営

基
準

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

〇
本

基
準

は
、

障
害

児
支

援
に

お
け

る
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

を
保

障
す

る
た

め
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

者
に

対
し

、
障

害
児

と
保

護
者

の
意

思
を

尊
重

す
る

た
め

の
配

慮
を

求
め

る
と

と
も

に
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
に

対
し

、
①

個
別

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

り
、

障
害

児
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

最
善

の
利

益
を

優
先

し
て

考
慮

す
る

こ
と

、
②

業
務

を
行

う
に

当
た

り
、

障
害

児
と

保
護

者
の

意
思

を
尊

重
す

る
よ

う
努

め
る

こ
と

を
求

め
る

も
の

〇
「

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

」
さ

れ
る

と
は

、
「

障
害

児
に

と
っ

て
最

も
善

い
こ

と
は

何
か

」
を

考
慮

す
る

こ
と

を
い

う
。

障
害

児
の

意
見

が
そ

の
年

齢
及

び
発

達
の

程
度

に
応

じ
て

尊
重

す
べ

き
も

の
と

認
め

ら
れ

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
別

の
考

慮
要

素
と

比
較

衡
量

し
て

合
理

的
に

判
断

し
た

結
果

、
障

害
児

に
と

っ
て

最
善

と
は

言
い

難
い

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

、
障

害
児

の
意

見
と

は
異

な
る

結
論

が
導

か
れ

る
こ

と
は

あ
り

得
る

も
の

で
あ

る
〇

個
別

支
援

計
画

の
作

成
に

あ
た

っ
て

の
個

別
支

援
会

議
に

お
け

る
、

「
障

害
児

の
意

見
が

尊
重

さ
れ

、
そ

の
最

善
の

利
益

が
優

先
考

慮
さ

れ
る

体
制

」
の

確
保

と
し

て
、

障
害

児
の

年
齢

や
発

達
の

程
度

に
応

じ
て

、
障

害
児

本
人

や
保

護
者

の
意

見
を

聴
く

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
例

え
ば

、
会

議
の

場
に

障
害

児
と

保
護

者
を

参
加

さ
せ

る
こ

と
や

、
会

議
の

開
催

前
に

担
当

者
等

が
障

害
児

や
保

護
者

に
直

接
会

う
こ

と
な

ど
が

考
え

ら
れ

る
（

そ
の

際
言

葉
だ

け
で

な
く

、
身

体
の

動
き

や
表

情
、

発
声

な
ど

も
観

察
し

、
意

見
を

尊
重

す
る

こ
と

が
重

要
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

従
業

者
に

対
し

て
も

、
障

害
児

及
び

そ
の

保
護

者
の

意
思

を
で

き
る

限
り

尊
重

す
る

観
点

か
ら

必
要

な
助

言
・

指
導

等
を

行
う

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
こ

れ
ら

を
適

切
に

行
う

た
め

、
専

門
コ

ー
ス

別
研

修
の

意
思

決
定

支
援

コ
ー

ス
及

び
障

害
児

支
援

コ
ー

ス
を

受
講

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
 

〇
今

回
の

改
定

に
あ

わ
せ

て
、

支
援

に
お

け
る

こ
ど

も
の

意
思

の
尊

重
・

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

に
関

し
て

、
考

え
方

や
取

組
の

留
意

点
な

ど
を

示
し

た
手

引
き

を
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
発

出
予

定
）
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○
令

和
５

年
度

末
ま

で
の

経
過

措
置

と
さ

れ
て

い
た

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

の
食

事
提

供
加

算
に

つ
い

て
、

栄
養

面
な

ど
障

害
児

の
特

性
に

応
じ

た
配

慮
や

、
食

育
的

な
観

点
か

ら
の

取
組

等
を

求
め

る
と

と
も

に
、

取
組

内
容

に
応

じ
た

評
価

と
す

る
見

直
し

を
行

っ
た

上
で

、
令

和
９

年
３

月
31

日
ま

で
経

過
措

置
を

延
長

す
る

。

【
現

行
】

食
事

提
供

加
算

（
Ⅰ

）
（

中
間

所
得

者
の

場
合

）
３

０
単

位
／

日
食

事
提

供
加

算
（

Ⅱ
）

（
低

所
得

者
の

場
合

）
４

０
単

位
／

日
※

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

が
低

所
得

・
中

間
所

得
世

帯
の

児
に

対
し

て
食

事
の

提
供

を
行

う
場

合

単
位

数
（

新
旧

）

【
改

定
後

】
食

事
提

供
加

算
（

Ⅰ
）

３
０

単
位

／
日

…
①

食
事

提
供

加
算

（
Ⅱ

）
４

０
単

位
／

日
…

②
※

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

が
低

所
得

・
中

間
所

得
世

帯
の

児
に

対
し

て
利

用
す

る
障

害
児

の
栄

養
面

や
特

性
に

応
じ

た
配

慮
等

を
行

い
、

食
事

の
提

供
を

行
う

場
合

 ①
 栄

養
士

に
よ

る
助

言
・

指
導

の
下

で
取

組
を

行
う

場
合

②
 管

理
栄

養
士

等
に

よ
る

助
言

・
指

導
の

下
で

取
組

を
行

う
場

合

②
食

事
提

供
加

算
（

見
直

し
）

〔
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
〕

２
．

（
４

）
そ

の
他

○
本

加
算

は
、

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

に
お

い
て

、
低

所
得

・
中

間
所

得
世

帯
の

児
に

対
し

て
、

令
和

９
年

３
月

31
日

ま
で

の
間

、
障

害
児

の
栄

養
面

や
特

性
に

応
じ

た
配

慮
等

を
行

い
、

食
事

の
提

供
を

行
う

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
低

所
得

・
中

間
所

得
世

帯
の

児
【

主
な

要
件

】
・

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

の
調

理
室

に
お

い
て

調
理

さ
れ

た
食

事
を

提
供

し
て

い
る

こ
と

（
調

理
室

で
の

調
理

の
外

部
委

託
は

可
。

外
部

搬
入

は
不

可
）

・
栄

養
士

（
加

算
Ⅰ

）
又

は
管

理
栄

養
士

（
加

算
Ⅱ

）
が

献
立

の
確

認
及

び
食

事
提

供
の

助
言

・
指

導
を

行
う

こ
と

（
栄

養
士

・
管

理
栄

養
士

は
従

業
者

で
な

く
外

部
と

の
連

携
に

よ
り

確
保

す
る

こ
と

も
可

）
・

障
害

児
の

特
性

、
年

齢
、

発
達

の
程

度
、

食
事

の
摂

取
状

況
そ

の
他

の
配

慮
す

べ
き

事
項

を
踏

ま
え

た
適

切
な

食
事

提
供

を
行

うこ
と

・
障

害
児

ご
と

の
食

事
の

摂
取

量
、

身
長

・
体

重
・

そ
の

他
の

身
体

の
成

長
に

関
す

る
事

項
を

把
握

し
、

記
録

す
る

こ
と

・
食

に
関

す
る

体
験

の
提

供
そ

の
他

の
食

育
の

推
進

に
関

す
る

取
組

を
計

画
的

に
実

施
し

て
い

る
こ

と
（

行
事

食
の

提
供

や
調

理
実

習
の

実
施

等
）

・
保

護
者

の
求

め
に

応
じ

て
、

食
事

・
栄

養
に

関
す

る
相

談
援

助
を

行
う

こ
と

・
障

害
児

の
家

族
等

に
対

し
て

、
年

に
１

回
以

上
食

事
・

栄
養

に
関

す
る

研
修

会
等

を
開

催
し

、
食

事
に

関
す

る
情

報
提

供
を

行
う

こ
と

（
加

算
Ⅱ

の
み

）

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
３

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

１
の

５

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
調

理
室

で
調

理
さ

れ
た

食
事

の
提

供
）

17

令
和
６
年
度
報
酬
改
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○
医

療
的

ケ
ア

児
へ

の
支

援
の

促
進

を
図

る
観

点
か

ら
、

認
定

特
定

行
為

業
務

従
事

者
に

よ
る

支
援

を
評

価
す

る
医

療
連

携
体

制
加

算
（

Ⅶ
）

に
つ

い
て

、
評

価
の

見
直

し
を

行
う

と
と

も
に

、
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

に
対

し
て

支
援

を
行

う
事

業
所

に
お

い
て

も
算

定
を

可
能

と
す

る
。

【
現

行
】

医
療

連
携

体
制

加
算

（
Ⅶ

）
１

０
０

単
位

／
日

※
喀

痰
吸

引
等

が
必

要
な

障
害

児
に

対
し

て
、

認
定

特
定

行
為

業
務

従
事

者
が

、
医

療
機

関
等

と
の

連
携

に
よ

り
、

喀
痰

吸
引

等
を

行
っ

た
場

合
（

医
療

的
ケ

ア
区

分
に

よ
る

基
本

報
酬

又
は

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
に

対
し

支
援

を
行

う
場

合
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
場

合
は

算
定

し
な

い
）

単
位

数
（

新
旧

）

【
改

定
後

】
医

療
連

携
体

制
加

算
（

Ⅶ
）

２
５

０
単

位
／

日
※

喀
痰

吸
引

等
が

必
要

な
障

害
児

に
対

し
て

、
認

定
特

定
行

為
業

務
従

事
者

が
、

医
療

機
関

等
と

の
連

携
に

よ
り

、
喀

痰
吸

引
等

を
行

っ
た

場
合

（
医

療
的

ケ
ア

区
分

に
よ

る
基

本
報

酬
を

算
定

し
て

い
る

場
合

は
算

定
し

な
い

）

①
医

療
連

携
体

制
加

算
（

Ⅶ
）

【
見

直
し

】
〔

児
童

発
達

支
援

・
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
１

）
医

療
的

ケ
ア

児
・

重
症

心
身

障
害

児
へ

の
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

喀
痰

吸
引

等
が

必
要

な
障

害
児

に
対

し
て

、
認

定
特

定
行

為
業

務
従

事
者

が
、

医
療

機
関

等
と

の
連

携
に

よ
り

、
喀

痰
吸

引
等

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の

○
こ

れ
ま

で
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
に

お
い

て
重

症
心

身
障

害
児

に
対

し
指

定
通

所
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

基
本

報
酬

が
算

定
さ

れ
て

い
た

障
害

児
に

つ
い

て
は

医
療

連
携

体
制

加
算

（
Ⅶ

）
を

算
定

す
る

こ
と

が
で

き
な

い
と

さ
れ

て
い

た
が

、
令

和
６

年
度

報
酬

改
定

後
は

当
該

障
害

児
に

つ
い

て
も

算
定

可
能

と
す

る
も

の

〇
医

療
的

ケ
ア

区
分

に
よ

る
基

本
報

酬
を

算
定

し
て

い
る

場
合

や
、

看
護

職
員

を
確

保
し

医
療

連
携

体
制

加
算

（
Ⅰ

）
〜

（
Ⅴ

）
に

よ
り

評
価

さ
れ

て
い

る
場

合
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
に

お
い

て
看

護
職

員
加

配
加

算
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

、
算

定
し

な
い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
１

０
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
８

（
放

デ
イ

）

18

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
医

療
的

ケ
ア

児
）

令
和
６
年
度
報
酬
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○
重

症
心

身
障

害
児

へ
の

支
援

を
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
の

基
本

報
酬

に
つ

い
て

、
定

員
に

よ
る

区
分

設
定

を
１

人
単

位
刻

み
か

ら
３

人
単

位
刻

み
と

す
る

見
直

し
を

行
う

。
な

お
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
の

基
本

報
酬

に
つ

い
て

は
、

時
間

区
分

創
設

の
見

直
し

は
行

わ
な

い
。

【
現

行
】

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
（

児
童

発
達

支
援

）
利

用
定

員
が

５
人

20
98

単
位

／
日

利
用

定
員

が
６

人
17

57
単

位
／

日
利

用
定

員
が

７
人

15
11

単
位

／
日

利
用

定
員

が
８

人
13

26
単

位
／

日
利

用
定

員
が

９
人

11
84

単
位

／
日

利
用

定
員

が
10

人
10

69
単

位
／

日
利

用
定

員
11

人
以

上
 

 8
37

単
位

／
日

※
放

デ
イ

も
同

様
の

定
員

区
分

設
定

単
位

数
（

新
旧

）

【
改

定
後

】
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
通

わ
せ

る
事

業
所

（
児

童
発

達
支

援
）

利
用

定
員

が
５

人
以

上
７

人
以

下
21

31
単

位
／

日
利

用
定

員
が

８
人

以
上

10
人

以
下

13
47

単
位

／
日

利
用

定
員

11
人

以
上

 
 

85
0単

位
／

日
※

放
デ

イ
も

同
様

の
定

員
区

分
設

定

②
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

の
基

本
報

酬
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
１

）
医

療
的

ケ
ア

児
・

重
症

心
身

障
害

児
へ

の
支

援
の

充
実

○
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
通

わ
せ

る
事

業
所

の
基

本
報

酬
（

重
症

心
身

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
う

場
合

）
に

つ
い

て
、

定
員

に
よ

る
区

分
を

１
人

単
位

刻
み

の
８

区
分

か
ら

、
３

人
単

位
刻

み
の

３
区

分
に

見
直

す

〇
な

お
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
の

基
本

報
酬

（
重

症
心

身
障

害
児

に
対

し
て

支
援

を
行

う
場

合
）

に
つ

い
て

、
時

間
区

分
に

よ
る

算
定

は
導

入
し

な
い

。
当

該
基

本
報

酬
を

算
定

す
る

場
合

に
つ

い
て

は
、

延
長

支
援

加
算

は
従

前
の

と
お

り
、

事
業

所
の

営
業

時
間

（
８

時
間

以
上

）
の

前
後

で
支

援
が

行
わ

れ
た

場
合

に
、

そ
の

支
援

時
間

に
応

じ
た

加
算

と
な

る

〇
支

援
の

提
供

時
間

（
個

別
支

援
計

画
に

位
置

付
け

ら
れ

た
内

容
の

支
援

を
行

う
の

に
要

す
る

標
準

的
な

時
間

）
を

個
別

支
援

計
画

に
定

め
る

こ
と

と
し

、
そ

の
時

間
は

30
分

以
上

と
す

る
。

30
分

未
満

の
支

援
の

設
定

に
つ

い
て

は
、

周
囲

の
環

境
に

慣
れ

る
た

め
に

支
援

の
時

間
を

短
時

間
に

す
る

必
要

が
あ

る
等

の
理

由
で

市
町

村
が

認
め

た
場

合
に

限
り

、
算

定
可

能
と

す
る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
、

通
知

、
事

務
連

絡
等

】
報

酬
告

示
︓

（
児

発
）

別
表

第
１

の
１

の
ハ

、
注

２
の

２
、

注
２

の
６

（
放

デ
イ

）
別

表
第

３
の

１
の

ロ
、

注
１

の
３

、
注

２
の

３
19

令
和
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○
こ

ど
も

の
発

達
や

日
常

生
活

、
家

族
を

支
え

る
観

点
か

ら
、

医
療

的
ケ

ア
児

や
重

症
心

身
障

害
児

に
、

発
達

支
援

と
あ

わ
せ

て
入

浴
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

入
浴

支
援

加
算

【
新

設
】

５
５

単
位

／
回

（
月

８
回

を
限

度
）

（
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
７

０
単

位
/回

（
月

８
回

を
限

度
）

）
※

医
療

的
ケ

ア
児

又
は

重
症

心
身

障
害

児
に

、
発

達
支

援
と

あ
わ

せ
て

入
浴

支
援

を
行

っ
た

場
合

③
入

浴
支

援
加

算
【

新
設

】
〔

児
童

発
達

支
援

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
１

）
医

療
的

ケ
ア

児
・

重
症

心
身

障
害

児
へ

の
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

こ
ど

も
の

発
達

や
日

常
生

活
の

支
援

及
び

家
族

支
援

の
観

点
か

ら
、

医
療

的
ケ

ア
児

又
は

重
症

心
身

障
害

児
に

対
し

て
発

達
支

援
と

あ
わ

せ
て

入
浴

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
医

療
的

ケ
ア

児
、

重
症

心
身

障
害

児
【

主
な

要
件

】
・

安
全

に
入

浴
さ

せ
る

た
め

に
必

要
と

な
る

浴
室

・
浴

槽
・

衛
生

上
必

要
な

設
備

を
備

え
、

衛
生

的
な

管
理

を
行

っ
て

い
る

こ
と

・
障

害
特

性
、

身
体

の
状

況
等

も
十

分
に

踏
ま

え
た

安
全

に
入

浴
さ

せ
る

た
め

に
必

要
な

体
制

を
確

保
し

て
い

る
こ

と
。

具
体

的
に

は
以

下
の

取
組

を
行

う
こ

と
①

個
々

の
対

象
児

に
つ

い
て

、
そ

の
特

性
等

を
踏

ま
え

た
入

浴
方

法
や

支
援

の
体

制
・

手
順

な
ど

を
書

面
で

整
理

し
、

支
援

に
あ

た
る

従
業

者
に

周
知

す
る

こ
と

②
入

浴
機

器
に

つ
い

て
、

入
浴

支
援

を
行

う
日

及
び

定
期

的
に

安
全

性
及

び
衛

生
面

の
観

点
か

ら
点

検
を

行
う

こ
と

③
入

浴
支

援
に

あ
た

る
全

従
業

者
に

対
し

て
、

定
期

的
に

入
浴

支
援

の
手

法
や

入
浴

機
器

の
使

用
方

法
、

突
発

事
故

が
発

生
し

た
場

合
の

対
応

等
に

つ
い

て
研

修
や

訓
練

等
を

実
施

す
る

こ
と

・
入

浴
支

援
の

安
全

確
保

の
た

め
の

取
組

そ
の

他
の

必
要

な
事

項
に

つ
い

て
、

安
全

計
画

に
位

置
付

け
、

従
業

者
へ

の
周

知
徹

底
と

当
該

計
画

に
基

づ
く

取
組

を
行

う
こ

と
・

事
前

に
対

象
児

の
障

害
特

性
、

家
庭

に
お

け
る

入
浴

の
状

況
そ

の
他

の
必

要
な

情
報

を
把

握
し

、
こ

れ
ら

を
踏

ま
え

て
個

別
支

援
計

画
に

位
置

付
け

た
上

で
支

援
を

実
施

す
る

こ
と

・
安

全
な

入
浴

の
た

め
に

必
要

な
体

制
を

確
保

し
た

上
で

、
障

害
特

性
や

発
達

段
階

に
応

じ
た

適
切

な
方

法
で

支
援

を
実

施
す

る
こ

と

○
浴

槽
を

使
用

し
た

部
分

浴
の

場
合

は
算

定
可

。
清

拭
の

み
の

場
合

は
算

定
不

可
。

シ
ャ

ワ
ー

浴
は

洗
身

を
行

う
場

合
に

は
算

定
可

（
単

に
シ

ャ
ワ

ー
を

浴
び

せ
る

だ
け

の
場

合
は

算
定

不
可

）

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
９

の
２

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

７
の

２
（

放
デ

イ
）

施
設

基
準

告
示

（
２

６
９

）
︓

４
の

２
（

児
発

）
、

１
０

の
２

（
放

デ
イ

）
基

準
告

示
（

２
７

０
）

︓
１

の
１

２
（

児
発

）
、

８
の

４
の

４
（

放
デ

イ
）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
医

ケ
ア

児
・

重
症

児
）

／
要

・
都

道
府

県
へ

の
基

準
適

合
の

届
出
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○
医

療
的

ケ
ア

児
や

重
症

心
身

障
害

児
の

送
迎

に
つ

い
て

、
こ

ど
も

の
医

療
濃

度
等

も
踏

ま
え

た
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

送
迎

加
算

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

支
援

す
る

事
業

所
以

外
＞

障
害

児
５

４
単

位
／

回
医

療
的

ケ
ア

児
＋

３
７

単
位

／
回

（
※

）
医

療
的

ケ
ア

区
分

に
よ

る
基

本
報

酬
を

算
定

す
る

事
業

所
の

み
看

護
職

員
の

付
き

添
い

が
必

要
。

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

支
援

す
る

事
業

所
＞

重
症

心
身

障
害

児
３

７
単

位
／

回
（

※
）

職
員

の
付

き
添

い
が

必
要

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

送
迎

加
算

＜
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
、

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

支
援

す
る

事
業

所
以

外
＞

障
害

児
５

４
単

位
／

回
重

症
心

身
障

害
児

＋
４

０
単

位
／

回
  医

療
的

ケ
ア

児
（

医
療

的
ケ

ア
ス

コ
ア

16
点

以
上

の
場

合
）

＋
８

０
単

位
／

回
医

療
的

ケ
ア

児
（

そ
の

他
の

場
合

）
＋

４
０

単
位

／
回

（
※

）
医

療
的

ケ
ア

区
分

に
よ

る
基

本
報

酬
以

外
の

事
業

所
で

も
算

定
可

。
＜

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

、
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
支

援
す

る
事

業
所

＞
重

症
心

身
障

害
児

４
０

単
位

／
回

  医
療

的
ケ

ア
児

（
医

療
的

ケ
ア

ス
コ

ア
16

点
以

上
の

場
合

）
８

０
単

位
／

回
医

療
的

ケ
ア

児
（

そ
の

他
の

場
合

）
４

０
単

位
／

回
（

※
）

重
症

心
身

障
害

児
に

つ
い

て
は

、
職

員
の

付
き

添
い

が
必

要
（

※
）

医
療

的
ケ

ア
児

に
つ

い
て

は
、

医
療

的
ケ

ア
が

可
能

な
職

員
の

付
き

添
い

が
必

要

④
送

迎
加

算
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
１

）
医

療
的

ケ
ア

児
・

重
症

心
身

障
害

児
へ

の
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

車
両

に
よ

り
居

宅
や

学
校

等
と

事
業

所
と

の
間

の
送

迎
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

。
重

症
心

身
障

害
児

や
医

療
的

ケ
ア

児
の

送
迎

に
つ

い
て

は
体

制
確

保
を

求
め

た
上

で
さ

ら
な

る
加

算
を

行
う

も
の

【
主

な
要

件
】

・
車

両
に

よ
り

居
宅

や
学

校
等

と
事

業
所

と
の

間
の

送
迎

を
行

う
こ

と
・

重
症

心
身

障
害

児
の

送
迎

の
加

算
（

４
０

単
位

）
に

つ
い

て
は

、
運

転
手

に
加

え
、

基
準

に
よ

り
置

く
べ

き
直

接
支

援
業

務
に

従
事

す
る

職
員

１
以

上
が

同
乗

す
る

こ
と

・
医

療
的

ケ
ア

児
の

送
迎

の
加

算
（

４
０

単
位

）
に

つ
い

て
は

、
運

転
手

に
加

え
、

看
護

職
員

等
（

喀
痰

吸
引

等
の

み
必

要
な

児
の

場
合

に
は

認
定

特
定

行
為

従
事

者
を

含
む

）
１

以
上

が
同

乗
す

る
こ

と

〇
今

回
の

改
定

で
は

、
医

療
的

ケ
ア

児
の

送
迎

の
加

算
に

つ
い

て
、

医
療

的
ケ

ア
区

分
に

よ
る

基
本

報
酬

算
定

事
業

所
以

外
で

も
算

定
可

能
と

す
る

と
と

も
に

、
医

療
的

ケ
ア

ス
コ

ア
１

６
点

以
上

の
児

（
中

重
度

医
療

的
ケ

ア
児

）
の

送
迎

に
つ

い
て

、
さ

ら
に

高
い

単
位

を
設

定
し

た
と

こ
ろ

（
８

０
単

位
）

。
な

お
、

中
重

度
医

療
的

ケ
ア

児
の

送
迎

に
あ

た
っ

て
は

、
医

療
濃

度
も

踏
ま

え
た

安
全

な
送

迎
に

必
要

な
体

制
を

確
保

す
る

も
の

と
す

る

〇
同

一
敷

地
内

又
は

隣
接

す
る

敷
地

内
で

の
送

迎
に

つ
い

て
は

、
重

症
心

身
障

害
児

・
医

療
的

ケ
ア

児
の

加
算

も
含

め
た

全
体

の
単

位
数

の
７

割
の

単
位

数
を

算
定

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
１

１
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
９

（
放

デ
イ

）
施

設
基

準
子

告
示

（
２

６
９

）
︓

４
の

３
〜

４
の

６
（

児
発

）
、

１
０

の
３

〜
１

０
の

６
（

放
デ

イ
）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
医

ケ
ア

児
・

重
症

児
の

場
合

）
／

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

医
ケ

ア
児

・
重

症
児

の
場

合
）
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○
医

療
的

ケ
ア

児
の

受
入

れ
先

の
拡

充
を

図
る

観
点

か
ら

、
共

生
型

サ
ー

ビ
ス

に
お

い
て

、
医

療
的

ケ
ア

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
医

療
的

ケ
ア

児
支

援
加

算
４

０
０

単
位

／
日

※
共

生
型

サ
ー

ビ
ス

に
お

い
て

、
看

護
職

員
等

（
認

定
特

定
行

為
業

務
従

事
者

を
含

む
）

を
１

以
上

配
置

し
、

地
域

に
貢

献
す

る
活

動
を

行
っ

て
い

る
も

の
と

し
て

届
け

出
た

事
業

所
に

お
い

て
、

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

⑤
共

生
型

サ
ー

ビ
ス

医
療

的
ケ

ア
児

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
共

生
型

児
童

発
達

支
援

、
共

生
型

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
１

）
医

療
的

ケ
ア

児
・

重
症

心
身

障
害

児
へ

の
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

共
生

型
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

に
お

い
て

、
看

護
職

員
等

（
認

定
特

定
行

為
業

務
従

事
者

を
含

む
。

以
下

同
じ

。
）

を
１

以
上

配
置

し
、

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

し
て

看
護

職
員

等
に

よ
り

医
療

的
ケ

ア
（

認
定

特
定

行
為

業
務

従
事

者
に

あ
っ

て
は

、
喀

痰
吸

引
等

に
限

る
。

）
を

行
う

こ
と

に
加

え
、

地
域

に
貢

献
す

る
活

動
を

行
っ

て
い

る
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

医
療

的
ケ

ア
児

【
主

な
要

件
】

・
共

生
型

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
に

お
い

て
、

看
護

職
員

等
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

・
常

勤
換

算
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
）

し
て

い
る

こ
と

・
医

療
的

ケ
ア

児
に

対
し

て
、

看
護

職
員

等
が

医
療

的
ケ

ア
を

行
っ

て
い

る
こ

と
・

当
該

事
業

所
が

地
域

に
貢

献
す

る
活

動
を

行
っ

て
い

る
こ

と
。

地
域

に
貢

献
す

る
活

動
の

具
体

的
な

内
容

と
し

て
は

、
・

「
地

域
住

民
へ

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

す
る

理
解

を
促

進
す

る
啓

発
活

動
」

・
「

地
域

の
交

流
の

場
の

設
置

（
開

放
ス

ペ
ー

ス
や

交
流

会
に

よ
り

、
医

療
的

ケ
ア

児
と

地
域

の
こ

ど
も

の
交

流
を

実
施

す
る

等
）

」
・

「
保

育
所

等
で

医
療

的
ケ

ア
児

の
受

入
が

促
進

さ
れ

る
た

め
の

後
方

支
援

」
・

「
地

域
住

民
が

参
加

で
き

る
イ

ベ
ン

ト
や

お
祭

り
等

の
開

催
」

・
「

地
域

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

受
入

や
地

域
活

動
の

実
施

」
な

ど
、

地
域

や
多

世
代

と
の

関
わ

り
を

持
つ

た
め

の
も

の
と

し
、

医
療

的
ケ

ア
児

の
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

推
進

に
資

す
る

活
動

と
す

る

〇
看

護
職

員
等

の
配

置
に

つ
い

て
、

医
療

連
携

体
制

加
算

（
Ⅰ

）
〜

（
Ⅶ

）
で

評
価

さ
れ

て
い

る
場

合
に

は
、

算
定

し
な

い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
１

２
の

５
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
１

０
の

５
（

放
デ

イ
）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
医

ケ
ア

児
）

／
要

・
都

道
府

県
へ

の
届

出
（

配
置

、
地

域
貢

献
活

動
）
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○
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

を
充

実
さ

せ
る

観
点

か
ら

、
強

度
行

動
障

害
児

支
援

加
算

に
つ

い
て

、
支

援
ス

キ
ル

の
あ

る
職

員
の

配
置

や
支

援
計

画
の

策
定

等
を

求
め

た
上

で
、

評
価

を
充

実
す

る
。

【
現

行
】

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
15

5単
位

／
日

※
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

を
修

了
し

た
職

員
を

配
置

し
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
20

点
以

上
）

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
20

0単
位

／
日

（
加

算
開

始
か

ら
90

日
以

内
の

期
間

は
、

さ
ら

に
＋

50
0単

位
／

日
）

※
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

を
修

了
し

た
職

員
を

配
置

し
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
20

点
以

上
）

に
対

し
て

、
支

援
計

画
を

作
成

し
当

該
計

画
に

基
づ

き
支

援
を

行
っ

た
場

合

①
児

童
発

達
支

援
の

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
〕

３
．

（
２

）
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

所
又

は
共

生
型

児
童

発
達

支
援

事
業

所
が

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
修

了
者

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
、

当
該

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

し
た

上
、

従
業

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

い
た

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
・

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

実
践

研
修

修
了

者
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

換
算

で
な

く
単

な
る

配
置

で
可

。
児

発
管

で
も

可
）

し
、

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

※
対

象
児

が
他

の
通

所
支

援
事

業
所

も
利

用
し

て
い

る
場

合
、

当
該

事
業

所
と

情
報

交
換

を
行

っ
て

進
め

る
よ

う
努

め
る

こ
と

・
配

置
基

準
上

の
従

業
者

に
よ

る
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
く

支
援

（
基

礎
研

修
修

了
者

が
支

援
を

行
う

場
合

に
あ

っ
て

は
、

実
践

研
修

修
了

者
が

原
則

２
回

の
支

援
ご

と
に

１
回

以
上

の
頻

度
で

、
当

該
児

の
観

察
及

び
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
き

支
援

が
行

わ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

、
そ

の
他

の
従

業
者

が
行

う
場

合
に

あ
っ

て
は

、
こ

れ
に

加
え

て
、

日
々

の
支

援
内

容
に

つ
い

て
実

践
研

修
修

了
者

又
は

基
礎

研
修

修
了

者
に

確
認

し
た

上
で

支
援

を
行

う
こ

と
）

・
共

生
型

児
童

発
達

支
援

事
業

所
に

つ
い

て
は

、
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

を
置

い
て

い
る

場
合

に
の

み
算

定
可

能
と

す
る

○
改

定
後

の
加

算
の

算
定

を
開

始
し

た
日

か
ら

起
算

し
て

90
日

以
内

の
期

間
は

さ
ら

に
50

0単
位

を
加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ
れ

は
、

初
期

段
階

に
は

当
該

児
童

に
対

し
て

手
厚

い
支

援
を

要
す

る
た

め
で

あ
り

、
当

該
期

間
中

に
お

い
て

、
加

算
対

象
と

な
る

障
害

児
に

応
じ

た
環

境
調

整
・

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

い
た

支
援

を
適

切
に

行
う

こ
と

○
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
つ

い
て

は
、

３
月

に
一

回
程

度
の

頻
度

で
見

直
し

を
行

う
こ

と
と

す
る

ポ
イ

ン
ト

23

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
８

の
２

（
児

発
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

１
の

７
（

対
象

）
、

１
の

８
（

支
援

）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

／
要

・
都

道
府

県
へ

の
基

準
適

合
の

届
出
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６
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○
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

を
充

実
さ

せ
る

観
点

か
ら

、
強

度
行

動
障

害
児

支
援

加
算

に
つ

い
て

、
支

援
ス

キ
ル

の
あ

る
職

員
の

配
置

や
支

援
計

画
の

策
定

等
を

求
め

た
上

で
、

評
価

を
充

実
す

る
と

と
も

に
、

専
門

人
材

の
支

援
の

下
、

行
動

障
害

の
状

態
が

よ
り

強
い

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

の
見

直
し

を
行

う
。

【
現

行
】

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
15

5単
位

／
日

 
※

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

基
礎

研
修

）
を

修
了

し
た

職
員

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

20
点

以
上

）
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
(Ⅰ

)（
児

基
準

20
点

以
上

）
20

0単
位

／
日

…
①

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
(Ⅱ

)（
児

基
準

30
点

以
上

）
25

0単
位

／
日

…
②

（
加

算
開

始
か

ら
90

日
以

内
の

期
間

は
、

さ
ら

に
＋

50
0単

位
／

日
）

※
➀

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
を

修
了

し
た

職
員

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

20
点

以
上

）
に

対
し

て
、

支
援

計
画

を
作

成
し

当
該

計
画

に
基

づ
き

支
援

を
行

っ
た

場
合

②
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
中

核
的

人
材

養
成

研
修

）
を

修
了

し
た

職
員

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

30
点

以
上

）
に

対
し

て
、

支
援

計
画

を
作

成
し

当
該

計
画

に
基

づ
き

支
援

を
行

っ
た

場
合

②
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
の

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
２

）
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
加

算
Ⅰ

は
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
又

は
共

生
型

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
が

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
修

了
者

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
、

当
該

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

し
た

上
、

配
置

基
準

上
の

従
業

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

い
た

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
。

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

実
践

研
修

修
了

者
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

・
常

勤
換

算
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
。

児
発

管
で

も
可

）
し

、
支

援
計

画
シ

ー
ト

を
作

成
…

①
・

配
置

基
準

上
の

従
業

者
に

よ
る

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

く
支

援
（

基
礎

研
修

修
了

者
が

支
援

を
行

う
場

合
に

あ
っ

て
は

、
実

践
研

修
修

了
者

が
原

則
２

回
の

支
援

ご
と

に
当

該
児

の
観

察
及

び
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
に

基
づ

き
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と
、

そ
の

他
の

従
業

者
が

行
う

場
合

に
あ

っ
て

は
、

こ
れ

に
加

え
て

、
日

々
の

支
援

内
容

に
つ

い
て

実
践

研
修

修
了

者
又

は
基

礎
研

修
修

了
者

に
確

認
し

た
上

で
支

援
を

行
う

こ
と

）
…

②
・

共
生

型
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
を

置
い

て
い

る
場

合
の

み
算

定
可

能
と

す
る

…
③

○
加

算
Ⅱ

は
、

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

中
核

人
材

）
修

了
者

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
、

当
該

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
等

の
作

成
に

係
る

助
言

を
行

い
、

当
該

修
了

者
又

は
実

践
研

修
修

了
者

が
助

言
を

踏
ま

え
た

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

し
た

上
、

配
置

基
準

上
の

従
業

者
が

当
該

児
に

対
し

て
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
い

た
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
３

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

①
〜

③
に

加
え

、
中

核
的

人
材

研
修

修
了

者
の

配
置

（
常

勤
換

算
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
。

児
発

管
で

も
可

）
、

中
核

的
人

材
研

修
修

了
者

に
よ

る
助

言
○

改
定

後
の

加
算

の
算

定
を

開
始

し
た

日
か

ら
起

算
し

て
90

日
以

内
の

期
間

は
さ

ら
に

50
0単

位
を

加
算

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
こ

れ
は

、
初

期
段

階
に

は
当

該
児

童
に

対
し

て
手

厚
い

支
援

を
要

す
る

た
め

で
あ

り
、

当
該

期
間

中
に

お
い

て
は

、
加

算
対

象
と

な
る

障
害

児
に

応
じ

た
環

境
調

整
・

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

い
た

支
援

を
適

切
に

行
う

こ
と

〇
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
つ

い
て

は
、

３
月

に
一

回
程

度
の

頻
度

で
見

直
し

を
行

う
こ

と
と

す
る

ポ
イ

ン
ト

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
３

の
６

の
２

（
放

デ
イ

）
基

準
告

示
（

２
７

０
）

︓
８

の
２

（
対

象
）

、
８

の
３

（
支

援
）
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度
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○
状

態
が

悪
化

し
た

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

に
対

し
、

高
度

な
専

門
性

に
よ

り
地

域
を

支
援

す
る

広
域

的
支

援
人

材
が

、
事

業
所

等
を

集
中

的
に

訪
問

等
（

情
報

通
信

機
器

を
用

い
た

地
域

外
か

ら
の

指
導

助
言

も
含

む
）

し
、

適
切

な
ア

セ
ス

メ
ン

ト
と

有
効

な
支

援
方

法
の

整
理

を
事

業
所

等
と

と
も

に
行

い
、

環
境

調
整

を
進

め
る

こ
と

を
評

価
す

る
加

算
を

創
設

す
る

。

③
集

中
的

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
２

）
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

の
充

実

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

集
中

的
支

援
加

算
【

新
設

】
10

00
単

位
／

日
※

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

の
状

態
が

悪
化

し
た

場
合

に
、

広
域

的
支

援
人

材
が

指
定

障
害

者
支

援
施

設
、

共
同

生
活

援
助

事
業

所
等

を
訪

問
し

、
集

中
的

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
、

３
月

以
内

の
期

間
に

限
り

１
月

に
４

回
を

限
度

と
し

て
所

定
単

位
数

を
加

算

〇
本

加
算

は
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
の

状
態

が
悪

化
し

た
場

合
に

、
高

度
な

専
門

性
を

有
す

る
広

域
的

支
援

人
材

を
障

害
児

通
所

支
援

事
業

所
に

訪
問

等
さ

せ
、

集
中

的
な

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

２
０

点
以

上
）

で
あ

っ
て

、
状

態
が

悪
化

し
て

障
害

児
通

所
支

援
の

利
用

や
日

常
生

活
の

維
持

が
困

難
な

状
態

と
な

っ
て

い
る

児
（

申
請

に
基

づ
き

市
町

村
が

判
定

）
【

主
な

要
件

】
・

広
域

的
支

援
人

材
（

※
）

を
事

業
所

に
訪

問
さ

せ
、

又
は

オ
ン

ラ
イ

ン
等

を
活

用
し

て
、

広
域

的
支

援
人

材
が

中
心

と
な

っ
て

、
対

象
と

な
る

児
に

対
し

て
集

中
的

支
援

を
行

う
こ

と
（

※
）

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

の
支

援
に

関
し

て
高

度
な

専
門

性
を

有
す

る
と

都
道

府
県

（
政

令
市

・
児

相
設

置
市

含
む

）
が

認
め

た
者

で
あ

っ
て

地
域

に
お

い
て

支
援

を
行

う
も

の
を

い
う

（
都

道
府

県
に

お
い

て
、

中
核

的
支

援
人

材
研

修
の

講
師

や
発

達
障

害
者

支
援

地
域

マ
ネ

ジ
ャ

ー
等

か
ら

選
定

し
、

名
簿

を
作

成
）

・
「

集
中

的
支

援
」

に
つ

い
て

は
、

①
広

域
的

支
援

人
材

が
対

象
と

な
る

児
及

び
事

業
所

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

行
っ

た
上

で
、

広
域

的
支

援
人

材
と

事
業

所
が

共
同

し
、

対
象

児
の

状
態

・
状

況
の

改
善

に
向

け
た

環
境

調
整

そ
の

他
の

必
要

な
対

応
・

支
援

を
短

期
間

で
集

中
的

に
実

施
す

る
た

め
の

集
中

的
支

援
実

施
計

画
（

事
業

所
全

体
の

支
援

の
進

め
方

の
計

画
）

を
作

成
し

、
②

事
業

所
に

お
い

て
、

広
域

的
支

援
人

材
の

助
言

援
助

を
受

け
な

が
ら

、
集

中
的

支
援

実
施

計
画

及
び

個
別

支
援

計
画

（
実

践
研

修
修

了
者

を
配

置
し

て
い

る
場

合
は

併
せ

て
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
）

に
基

づ
き

支
援

を
実

施
す

る
こ

と
・

広
域

的
支

援
人

材
か

ら
、

訪
問

又
は

オ
ン

ラ
イ

ン
等

の
活

用
に

よ
り

、
対

象
と

な
る

児
へ

の
支

援
が

行
わ

れ
る

日
及

び
随

時
に

、
対

象
児

の
状

況
や

支
援

内
容

の
確

認
を

受
け

る
と

と
も

に
、

事
業

所
へ

の
助

言
援

助
を

受
け

る
こ

と
（

な
お

、
本

加
算

の
算

定
は

、
対

象
児

に
支

援
を

行
う

時
間

帯
に

、
広

域
的

支
援

人
材

か
ら

訪
問

又
は

オ
ン

ラ
イ

ン
等

を
活

用
し

て
助

言
援

助
等

を
受

け
た

日
に

行
う

も
の

と
す

る
）

・
集

中
的

支
援

実
施

計
画

に
つ

い
て

、
広

域
的

支
援

人
材

と
共

同
し

、
概

ね
１

月
に

１
回

以
上

の
頻

度
で

見
直

し
を

行
う

こ
と

・
対

象
児

の
状

況
及

び
支

援
内

容
に

つ
い

て
記

録
を

行
う

こ
と

・
集

中
的

支
援

を
実

施
す

る
こ

と
及

び
そ

の
内

容
に

つ
い

て
、

保
護

者
に

説
明

し
、

同
意

を
得

る
こ

と
・

広
域

的
支

援
人

材
に

対
し

て
、

本
加

算
を

踏
ま

え
た

適
切

な
額

の
報

酬
を

支
払

う
こ

と
・

対
象

児
が

複
数

の
事

業
所

を
併

用
し

て
い

る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
こ

れ
ら

の
事

業
所

と
も

連
携

し
集

中
的

支
援

実
施

計
画

の
作

成
や

支
援

を
行

う
こ

と
。

な
お

、
複

数
事

業
所

が
そ

れ
ぞ

れ
広

域
的

支
援

人
材

の
助

言
援

助
を

受
け

て
支

援
を

行
う

場
合

に
は

、
そ

れ
ぞ

れ
が

本
加

算
を

取
得

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

・
支

援
に

あ
た

っ
て

は
対

象
児

の
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
と

も
緊

密
に

連
携

す
る

こ
と

（
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
の

場
合

に
は

市
町

村
に

お
い

て
速

や
か

に
相

談
支

援
に

つ
な

げ
る

こ
と

）
〇

本
加

算
に

つ
い

て
は

、
市

町
村

が
事

業
所

か
ら

集
中

的
支

援
実

施
の

申
請

を
受

け
、

実
施

の
必

要
性

を
検

討
し

、
都

道
府

県
が

広
域

的
支

援
人

材
の

名
簿

（
都

道
府

県
が

予
め

作
成

・
共

有
）

か
ら

広
域

的
支

援
人

材
を

選
定

し
、

そ
の

派
遣

を
調

整
す

る
枠

組
み

を
構

築
し

て
、

運
用

す
る

も
の

と
す

る
。

広
域

的
支

援
人

材
は

、
支

援
終

了
後

に
集

中
的

支
援

の
実

施
報

告
書

を
市

町
村

及
び

都
道

府
県

に
提

出
す

る
も

の
と

す
る

（
「

状
態

の
悪

化
し

た
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

者
へ

の
集

中
的

支
援

の
実

施
に

係
る

事
務

手
続

等
に

つ
い

て
」

（
令

和
６

年
３

月
19

日
付

こ
ど

も
家

庭
庁

障
害

児
支

援
課

長
・

厚
生

労
働

省
障

害
福

祉
課

長
通

知
）

参
照

）
〇

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
と

の
併

算
定

は
可

能

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
 報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
８

の
３

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

６
の

３
（

放
デ

イ
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
１

の
９

（
児

発
・

対
象

）
、

８
の

３
の

２
（

放
デ

イ
・

対
象

）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

25

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

※
市

町
村

と
都

道
府

県
が

連
携

し
て

運
用
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○
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅰ
）

に
つ

い
て

、
保

護
者

の
負

担
軽

減
・

事
務

の
効

率
化

の
観

点
か

ら
、

基
本

報
酬

に
包

括
化

し
て

評
価

す
る

こ
と

と
し

た
上

で
、

重
度

障
害

児
へ

の
支

援
を

充
実

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

著
し

く
重

度
の

障
害

児
が

利
用

し
た

場
合

に
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅰ

）
１

０
０

単
位

／
日

※
著

し
く

重
度

又
は

行
動

上
課

題
の

あ
る

ケ
ア

ニ
ー

ズ
の

高
い

障
害

児
（

乳
幼

児
等

サ
ポ

ー
ト

調
査

表
で

食
事

・
排

せ
つ

・
入

浴
・

移
動

が
一

定
の

区
分

に
該

当
）

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

（
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

が
利

用
す

る
事

業
所

を
除

く
）

単
位

数
（

新
旧

）

【
改

定
後

】
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅰ
）

１
２

０
単

位
／

日
※

重
症

心
身

障
害

児
等

、
著

し
く

重
度

の
障

害
児

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

（
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

が
利

用
す

る
事

業
所

の
基

本
報

酬
を

算
定

し
て

い
る

場
合

を
除

く
）

①
児

童
発

達
支

援
の

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅰ

）
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
〕

３
．

（
３

）
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

著
し

く
重

度
の

障
害

児
に

対
し

、
児

童
発

達
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

※
現

行
と

は
異

な
る

こ
と

に
留

意
（

乳
幼

児
等

サ
ポ

ー
ト

調
査

表
は

廃
止

）
①

重
症

心
身

障
害

児
②

身
体

に
重

度
の

障
害

が
あ

る
児

童
（

1級
・

2級
の

身
体

障
害

者
手

帳
の

交
付

を
受

け
て

い
る

障
害

児
）

③
重

度
の

知
的

障
害

が
あ

る
児

童
（

療
育

手
帳

を
交

付
さ

れ
て

お
り

、
最

重
度

又
は

重
度

で
あ

る
と

判
定

を
さ

れ
て

い
る

障
害

児
）

④
精

神
に

重
度

の
障

害
が

あ
る

児
童

（
１

級
の

精
神

障
害

者
保

健
福

祉
手

帳
を

交
付

さ
れ

て
い

る
障

害
児

）

○
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
通

わ
せ

る
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
所

に
お

い
て

重
症

心
身

障
害

児
に

対
し

指
定

児
童

発
達

支
援

を
行

う
場

合
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
本

加
算

を
算

定
し

な
い

ポ
イ

ン
ト

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

26

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
９

（
児

発
）

26

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅰ
）

に
つ

い
て

、
行

動
障

害
の

予
防

的
支

援
を

充
実

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

強
度

行
動

障
害

の
知

識
の

あ
る

職
員

に
よ

る
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
充

実
す

る
と

と
も

に
、

重
度

障
害

児
へ

の
支

援
を

充
実

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

著
し

く
重

度
の

障
害

児
が

利
用

し
た

場
合

の
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅰ

）
１

０
０

単
位

／
日

※
著

し
く

重
度

（
食

事
・

排
せ

つ
・

入
浴

・
移

動
の

う
ち

３
以

上
が

全
介

助
）

又
は

ケ
ア

ニ
ー

ズ
の

高
い

（
就

学
時

サ
ポ

ー
ト

調
査

表
13

点
以

上
）

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
（

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
が

利
用

す
る

事
業

所
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
場

合
を

除
く

）

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅰ

）
９

０
単

位
／

日
…

①
１

２
０

単
位

／
日

…
②

※
①

ケ
ア

ニ
ー

ズ
の

高
い

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
②

ケ
ア

ニ
ー

ズ
の

高
い

障
害

児
に

対
し

て
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

修
了

者
を

配
置

し
支

援
を

行
っ

た
場

合
、

又
は

著
し

く
重

度
の

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
（

い
ず

れ
も

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
が

利
用

す
る

事
業

所
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
場

合
を

除
く

。
）

○
本

加
算

は
、

こ
れ

ま
で

の
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
(Ⅰ

)同
様

、
著

し
く

重
度

及
び

行
動

上
の

課
題

の
あ

る
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
就

学
児

を
対

象
と

し
な

が
ら

、
行

動
障

害
の

予
防

的
支

援
を

充
実

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

強
度

行
動

障
害

の
知

識
の

あ
る

職
員

に
よ

る
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
充

実
す

る
と

と
も

に
、

重
度

障
害

児
へ

の
支

援
を

充
実

さ
せ

る
観

点
か

ら
、

そ
れ

ぞ
れ

の
こ

ど
も

の
状

態
像

や
体

制
に

応
じ

て
加

算
を

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

※
こ

れ
ま

で
と

変
更

な
し

➀
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
障

害
児

90
単

位
/日

就
学

児
サ

ポ
ー

ト
調

査
表

【
厚

生
労

働
大

臣
の

定
め

る
基

準
（

平
24

厚
労

告
27

0・
第

8号
の

４
）

】
の

各
項

目
に

お
い

て
算

出
し

た
合

計
が

13
点

以
上

の
障

害
児

②
著

し
く

重
度

の
障

害
児

12
0単

位
/日

就
学

児
サ

ポ
ー

ト
調

査
表

に
お

い
て

、
食

事
、

排
せ

つ
、

入
浴

及
び

移
動

の
う

ち
3以

上
の

日
常

生
活

動
作

に
つ

い
て

全
介

助
を

必
要

と
す

る
と

さ
れ

た
障

害
児

○
上

記
①

の
障

害
児

に
対

し
て

、
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

修
了

者
を

配
置

（
常

勤
換

算
で

は
な

く
単

な
る

配
置

で
可

。
児

発
管

は
不

可
）

し
て

、
当

該
者

が
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

さ
ら

に
30

単
位

を
加

算
（

合
計

12
0単

位
）

す
る

も
の

と
す

る
。

た
だ

し
、

強
度

行
動

障
害

児
支

援
加

算
を

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

算
定

し
な

い

○
主

と
し

て
重

症
心

身
障

害
児

を
通

わ
せ

る
指

定
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

に
お

い
て

重
症

心
身

障
害

児
に

対
し

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
場

合
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

つ
い

て
は

、
本

加
算

を
算

定
し

な
い

ポ
イ

ン
ト

②
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
の

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅰ

）
【

見
直

し
】

〔
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
３

）
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

／
著

し
く

重
度

の
児

）
要

・
都

道
府

県
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

修
了

者
の

配
置

・
支

援
に

よ
る

加
算

を
受

け
る

場
合

）

27
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

︓
別

表
第

３
の

７
（

放
デ

イ
）

施
設

基
準

告
示

（
２

６
９

）
︓

１
０

（
基

礎
研

修
修

了
者

の
配

置
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

８
の

４
（

対
象

児
）

、
８

の
４

の
２

（
支

援
の

基
準

）
、

８
の

４
の

３
（

対
象

児
）

27

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

165



○
要

支
援

・
要

保
護

児
童

へ
の

支
援

の
充

実
を

図
る

観
点

か
ら

、
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅱ
）

に
つ

い
て

、
こ

ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

や
サ

ポ
ー

ト
プ

ラ
ン

に
基

づ
く

支
援

と
の

連
携

を
推

進
し

つ
つ

、
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅱ

）
１

２
５

単
位

／
日

※
要

保
護

児
童

・
要

支
援

児
童

に
対

し
、

児
童

相
談

所
等

と
連

携
（

支
援

の
状

況
等

を
年

１
回

以
上

共
有

）
し

支
援

を
行

っ
た

場
合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅱ

）
１

５
０

単
位

／
日

※
要

保
護

児
童

・
要

支
援

児
童

に
対

し
、

児
童

相
談

所
や

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
等

と
連

携
（

支
援

の
状

況
等

を
６

月
に

１
回

以
上

共
有

）
し

支
援

を
行

っ
た

場
合

③
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅱ
）

【
見

直
し

】
〔

児
童

発
達

支
援

・
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
３

）
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

要
保

護
・

要
支

援
児

童
に

対
し

て
、

家
庭

と
の

関
わ

り
や

、
心

理
的

に
不

安
定

な
児

童
へ

の
ケ

ア
、

支
援

に
必

要
な

関
係

機
関

と
の

連
携

が
必

要
と

な
る

こ
と

を
考

慮
し

、
児

童
相

談
所

や
こ

ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

等
と

連
携

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
。

た
だ

し
、

こ
れ

ら
の

支
援

の
必

要
性

に
つ

い
て

、
保

護
者

に
説

明
す

る
こ

と
が

適
当

で
は

な
い

場
合

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

本
加

算
の

趣
旨

等
に

つ
い

て
理

解
し

た
上

で
、

本
加

算
の

算
定

に
つ

い
て

慎
重

に
検

討
す

る
こ

と
【

対
象

と
な

る
児

】
・

要
保

護
・

要
支

援
児

童
（

児
童

相
談

所
や

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
等

の
機

関
と

連
携

し
て

支
援

を
行

う
必

要
が

あ
る

障
害

児
）

【
主

な
要

件
】

・
児

童
相

談
所

や
こ

ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

等
の

公
的

機
関

、
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
又

は
医

師
（

連
携

先
機

関
等

）
と

障
害

児
へ

の
支

援
の

状
況

等
に

つ
い

て
共

有
し

な
が

ら
支

援
を

し
て

い
く

こ
と

に
つ

い
て

、
児

童
発

達
支

援
計

画
に

位
置

づ
け

、
通

所
給

付
決

定
保

護
者

の
同

意
を

得
る

こ
と

・
連

携
先

機
関

等
と

、
障

害
児

が
要

保
護

児
童

又
は

要
支

援
児

童
で

あ
る

と
の

認
識

や
、

障
害

児
へ

の
支

援
の

状
況

等
を

共
有

し
つ

つ
支

援
を

行
う

こ
と

・
支

援
の

状
況

等
を

６
月

に
１

回
以

上
関

係
機

関
と

共
有

す
る

こ
と

。
そ

の
記

録
を

文
書

で
保

管
す

る
こ

と
・

市
町

村
か

ら
、

連
携

先
機

関
等

と
の

連
携

や
、

障
害

児
へ

の
支

援
の

状
況

等
に

つ
い

て
確

認
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
状

況
等

に
つ

い
て

回
答

す
る

こ
と

〇
本

加
算

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
同

じ
観

点
か

ら
の

関
係

機
関

等
と

の
連

携
に

つ
い

て
は

、
関

係
機

関
連

携
加

算
（

Ⅲ
）

は
算

定
で

き
な

い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
９

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

７
（

放
デ

イ
）

28

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
難

聴
児

支
援

の
充

実
を

図
る

観
点

か
ら

、
人

工
内

耳
を

装
用

し
て

い
る

児
に

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

人
工

内
耳

装
用

児
支

援
加

算
利

用
定

員
に

応
じ

て
４

４
５

〜
６

０
３

単
位

／
日

※
主

と
し

て
難

聴
児

を
支

援
す

る
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
（

眼
科

・
耳

鼻
咽

喉
科

の
嘱

託
医

を
配

置
、

言
語

聴
覚

士
を

４
以

上
配

置
、

聴
力

検
査

室
を

設
置

）
に

お
い

て
、

人
工

内
耳

を
装

用
し

て
い

る
児

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

人
工

内
耳

装
用

児
支

援
加

算
（

Ⅰ
）

利
用

定
員

に
応

じ
て

４
４

５
〜

６
０

３
単

位
／

日
…

①
人

工
内

耳
装

用
児

支
援

加
算

（
Ⅱ

）
１

５
０

単
位

／
日

…
②

※
①

児
童

発
達

支
援

セ
ン

タ
ー

（
聴

力
検

査
室

を
設

置
）

に
お

い
て

、
眼

科
・

耳
鼻

咽
喉

科
の

医
療

機
関

と
の

連
携

の
下

、
言

語
聴

覚
士

を
配

置
し

、
人

工
内

耳
を

装
用

し
て

い
る

児
に

対
し

て
、

専
門

的
な

支
援

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

②
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
又

は
児

童
発

達
支

援
事

業
所

に
お

い
て

、
眼

科
・

耳
鼻

咽
喉

科
の

医
療

機
関

と
の

連
携

の
下

、
言

語
聴

覚
士

を
配

置
し

、
人

工
内

耳
を

装
用

し
て

い
る

児
に

対
し

て
、

専
門

的
な

支
援

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

④
人

工
内

耳
装

用
児

支
援

加
算

【
見

直
し

・
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
３

）
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

人
工

内
耳

を
装

用
し

て
い

る
障

害
児

に
対

し
て

、
言

語
聴

覚
士

を
配

置
し

、
か

つ
眼

科
・

耳
鼻

咽
喉

科
の

医
療

機
関

と
の

連
携

の
下

で
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

人
工

内
耳

を
装

用
し

て
い

る
児

【
主

な
要

件
】

＜
人

工
内

耳
装

用
児

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
＞

※
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
の

み
算

定
可

➀
聴

力
検

査
室

を
有

し
て

い
る

こ
と

②
言

語
聴

覚
士

を
1以

上
加

配
で

配
置

（
常

勤
換

算
に

よ
る

配
置

）
し

児
の

状
態

や
個

別
配

慮
事

項
等

に
つ

い
て

個
別

支
援

計
画

に
位

置
づ

け
て

支
援

を
行

う
こ

と
③

主
治

医
又

は
眼

科
若

し
く

は
耳

鼻
咽

喉
科

の
診

察
を

行
う

医
療

機
関

と
の

連
携

体
制

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

④
地

域
の

保
育

所
、

学
校

、
障

害
児

支
援

事
業

所
等

の
関

係
機

関
に

対
し

て
、

人
工

内
耳

装
用

児
に

対
す

る
支

援
に

関
す

る
相

談
援

助
を

行
う

と
と

も
に

、
情

報
提

供
の

機
会

や
研

修
会

の
開

催
等

、
人

工
内

耳
装

用
児

へ
の

理
解

や
支

援
を

促
進

す
る

取
組

を
計

画
的

に
行

う
こ

と
（

実
施

の
内

容
の

要
点

等
に

関
す

る
記

録
を

作
成

）
＜

人
工

内
耳

装
用

児
支

援
加

算
（

Ⅱ
）

＞
①

言
語

聴
覚

士
を

１
以

上
配

置
（

常
勤

換
算

で
は

な
く

単
な

る
配

置
で

可
）

し
児

の
状

態
や

個
別

配
慮

事
項

等
に

つ
い

て
個

別
支

援
計

画
に

位
置

づ
け

て
支

援
を

行
う

こ
と

②
主

治
医

又
は

眼
科

若
し

く
は

耳
鼻

咽
喉

科
の

診
察

を
行

う
医

療
機

関
と

の
連

携
体

制
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
③

地
域

の
関

係
機

関
の

求
め

に
応

じ
て

、
相

談
援

助
を

行
う

こ
と

（
実

施
の

内
容

の
要

点
等

に
関

す
る

記
録

を
作

成
）

〇
旧

主
と

し
て

難
聴

児
指

定
発

達
支

援
事

業
所

（
セ

ン
タ

ー
）

に
お

い
て

、
主

と
し

て
難

聴
児

経
過

的
児

童
発

達
支

援
給

付
費

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

お
い

て
、

加
算

（
Ⅰ

）
の

②
は

加
配

で
な

く
て

も
可

（
基

準
人

員
に

よ
る

こ
と

が
可

）

ポ
イ

ン
ト

29
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

︓
別

表
第

１
の

８
の

４
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
６

の
４

（
放

デ
イ

）
施

設
基

準
告

示
（

26
9）

４
基

準
告

示
（

27
0）

１
の

１
０

、
１

の
１

１
（

児
発

）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

／
要

・
都

道
府

県
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
設

備
・

人
材

の
配

置
）

29

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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○
視

覚
障

害
児

や
重

度
の

聴
覚

障
害

児
へ

の
支

援
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
意

思
疎

通
に

関
し

て
専

門
性

を
有

す
る

人
材

を
配

置
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

視
覚

・
聴

覚
・

言
語

機
能

障
害

児
支

援
加

算
【

新
設

】
１

０
０

単
位

／
日

※
視

覚
又

は
聴

覚
若

し
く

は
言

語
機

能
に

重
度

の
障

害
の

あ
る

児
に

対
し

て
、

意
思

疎
通

に
関

し
て

専
門

性
を

有
す

る
人

材
を

配
置

し
て

、
支

援
を

行
っ

た
場

合

⑤
視

覚
・

聴
覚

・
言

語
機

能
障

害
児

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

３
．

（
３

）
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

視
覚

又
は

聴
覚

若
し

く
は

言
語

機
能

に
重

度
の

障
害

の
あ

る
児

に
対

し
て

、
意

思
疎

通
に

関
し

て
専

門
性

を
有

す
る

人
材

を
配

置
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

・
視

覚
に

重
度

の
障

害
を

有
す

る
障

害
児

（
視

覚
障

害
に

関
し

て
１

級
又

は
２

級
の

身
体

障
害

者
手

帳
の

交
付

を
受

け
て

い
る

障
害

児
）

・
聴

覚
に

重
度

の
障

害
を

有
す

る
障

害
児

（
聴

覚
障

害
に

関
し

て
２

級
の

身
体

障
害

者
手

帳
の

交
付

を
受

け
て

い
る

障
害

児
）

・
言

語
機

能
に

重
度

の
障

害
を

有
す

る
障

害
児

（
言

語
機

能
に

関
し

て
３

級
の

身
体

障
害

者
手

帳
の

交
付

を
受

け
て

い
る

障
害

児
）

【
主

な
要

件
】

・
意

思
疎

通
に

関
し

専
門

性
を

有
す

る
者

を
、

当
該

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
う

時
間

帯
を

通
じ

て
配

置
し

、
当

該
者

が
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

支
援

を
行

い
な

が
ら

、
当

該
障

害
児

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
て

い
る

こ
と

（
加

配
で

な
く

基
準

に
よ

り
配

置
す

べ
き

職
員

に
よ

る
こ

と
も

可
。

常
勤

換
算

で
な

く
単

な
る

配
置

で
可

）
・

「
意

思
疎

通
に

求
め

る
専

門
性

を
有

す
る

者
」

と
は

、
以

下
の

と
お

り
と

す
る

（
視

覚
障

害
）

点
字

の
指

導
、

点
訳

、
歩

行
支

援
等

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
者

（
聴

覚
障

害
又

は
言

語
機

能
障

害
）

日
常

生
活

上
の

場
面

に
お

い
て

、
必

要
な

手
話

通
訳

等
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

者
（

障
害

の
あ

る
当

事
者

）
障

害
特

性
に

応
じ

て
、

当
事

者
と

し
て

の
経

験
に

基
づ

き
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

支
援

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
者

ポ
イ

ン
ト

30

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
８

の
５

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

６
の

５
（

放
デ

イ
）

30

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

／
要

・
都

道
府

県
へ

の
届

出
（

人
材

の
配

置
）
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○
継

続
的

に
学

校
に

通
学

で
き

な
い

児
童

（
不

登
校

児
童

）
へ

の
支

援
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

通
常

の
発

達
支

援
に

加
え

て
、

学
校

と
の

連
携

を
図

り
な

が
ら

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

個
別

サ
ポ

ー
ト

加
算

（
Ⅲ

）
【

新
設

】
７

０
単

位
／

日
※

不
登

校
の

状
態

に
あ

る
障

害
児

に
対

し
て

、
学

校
と

の
連

携
の

下
、

家
族

へ
の

相
談

援
助

等
を

含
め

、
支

援
を

行
っ

た
場

合

①
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅲ
）

【
新

設
】

〔
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

３
．

（
４

）
不

登
校

児
童

へ
の

支
援

の
充

実

○
本

加
算

は
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

に
お

い
て

、
不

登
校

の
状

態
に

あ
る

障
害

児
に

つ
い

て
、

学
校

及
び

家
族

等
と

緊
密

に
連

携
を

図
り

な
が

ら
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
童

】
・

不
登

校
の

状
態

に
あ

る
障

害
児

と
は

、
「

何
ら

か
の

心
理

的
、

情
緒

的
、

身
体

的
あ

る
い

は
社

会
的

要
因

・
背

景
に

よ
り

、
登

校
し

な
い

あ
る

い
は

し
た

く
と

も
で

き
な

い
状

況
に

あ
る

た
め

、
長

期
間

継
続

的
も

し
く

は
断

続
的

に
欠

席
し

て
い

る
児

童
（

病
気

や
経

済
的

な
理

由
に

よ
る

者
は

除
く

）
」

で
あ

っ
て

、
学

校
と

情
報

共
有

を
行

い
、

事
業

所
と

学
校

の
間

で
、

緊
密

な
連

携
を

図
り

な
が

ら
支

援
を

行
う

こ
と

が
必

要
と

判
断

さ
れ

た
児

童
と

す
る

【
主

な
算

定
要

件
】

・
あ

ら
か

じ
め

保
護

者
の

同
意

を
得

た
上

で
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
づ

け
て

支
援

を
行

う
こ

と
。

個
別

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

学
校

と
連

携
し

て
作

成
を

行
う

こ
と

・
学

校
と

の
情

報
共

有
を

、
対

面
又

は
オ

ン
ラ

イ
ン

で
、

月
に

1回
以

上
行

う
こ

と
。

そ
の

要
点

に
つ

い
て

記
録

を
行

い
学

校
に

共
有

す
る

こ
と

（
当

該
連

携
に

つ
い

て
関

係
機

関
連

携
加

算
(Ⅰ

)(
Ⅱ

)の
算

定
は

不
可

）
・

家
族

へ
の

相
談

援
助

（
居

宅
へ

の
訪

問
、

対
面

、
オ

ン
ラ

イ
ン

い
ず

れ
の

方
法

で
も

可
）

を
月

に
1回

以
上

行
う

こ
と

。
障

害
児

や
家

族
の

意
向

、
状

況
の

把
握

と
、

支
援

の
実

施
状

況
等

の
共

有
を

行
い

、
そ

の
要

点
に

つ
い

て
記

録
を

行
う

こ
と

（
当

該
相

談
援

助
に

つ
い

て
家

族
支

援
加

算
の

算
定

は
不

可
）

・
学

校
と

の
情

報
共

有
に

お
い

て
、

障
害

児
の

不
登

校
の

状
態

に
つ

い
て

確
認

を
行

い
、

障
害

児
等

の
状

態
や

登
校

状
況

等
を

考
慮

し
た

上
で

、
学

校
と

事
業

所
と

の
間

で
本

加
算

に
よ

る
支

援
の

継
続

の
要

否
に

つ
い

て
検

討
を

行
う

こ
と

（
そ

の
結

果
、

本
加

算
に

よ
る

支
援

を
終

え
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

そ
の

後
の

支
援

に
お

い
て

学
校

と
の

連
携

に
努

め
る

こ
と

）
・

市
町

村
（

教
育

担
当

部
局

又
は

障
害

児
支

援
担

当
部

局
）

か
ら

、
家

庭
や

学
校

と
の

連
携

状
況

や
、

障
害

児
へ

の
支

援
の

状
況

等
に

つ
い

て
確

認
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
状

況
等

に
つ

い
て

回
答

す
る

こ
と

ポ
イ

ン
ト

31
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

︓
別

表
第

３
の

７
（

放
デ

イ
）

31

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
訪

問
支

援
時

間
に

下
限

を
設

定
し

、
３

０
分

以
上

と
す

る
こ

と
を

求
め

る
。

①
効

果
的

な
支

援
の

確
保

・
促

進
（

支
援

時
間

の
下

限
の

設
定

）
〔

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
〕

〇
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
提

供
時

間
（

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
ら

れ
た

内
容

の
支

援
を

行
う

の
に

要
す

る
標

準
的

な時
間

）
を

個
別

支
援

計
画

に
定

め
る

こ
と

と
し

、
そ

の
時

間
は

30
分

以
上

と
す

る
。

30
分

未
満

の
支

援
の

設
定

に
つ

い
て

は
、

支
援

に
慣

れ
る

た
め

に
支

援
の

時
間

を
短

時
間

に
す

る
必

要
が

あ
る

等
の

理
由

で
市

町
村

が
認

め
た

場
合

に
限

り
、

算
定

可
能

と
す

る
。

〇
現

に
要

し
た

支
援

の
時

間
が

30
分

未
満

と
な

っ
た

場
合

に
つ

い
て

は
、

基
本

報
酬

を
算

定
し

な
い

こ
と

を
基

本
と

す
る

が
、

障
害

児
等

の
事

情
に

よ
る

場
合

に
は

算
定

を
可

能
と

す
る

。
な

お
、

個
別

支
援

計
画

に
定

め
た

支
援

の
内

容
や

提
供

時
間

が
、

実
際

の
支

援
の

提
供

と
合

致
し

な
い

場
合

に
は

、
速

や
か

に
個

別
支

援
計

画
の

見
直

し
・

変
更

を
行

う
こ

と
を

求
め

る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
４

の
１

の
注

２
32

３
．

（
５

）
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
充

実
令
和
６
年
度
報
酬
改
定

170



○
支

援
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
に

つ
い

て
、

配
置

の
み

で
な

く
当

該
職

員
に

よ
る

支
援

の
実

施
を

求
め

る
と

と
も

に
、

よ
り

経
験

の
あ

る
訪

問
支

援
員

へ
の

評
価

の
見

直
し

を
行

う
。

【
現

行
】

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
67

9単
位

/日
※

保
育

士
・

児
童

指
導

員
、

作
業

療
法

士
等

で
障

害
児

支
援

の
業

務
従

事
５

年
以

上
（

そ
の

他
職

員
は

１
０

年
以

上
）

の
職

員
を

配
置

し
た

場
合

単
位

数
（

新
旧

）

○
本

加
算

は
、

障
害

児
通

所
支

援
事

業
、

障
害

児
相

談
支

援
事

業
又

は
障

害
児

入
所

施
設

等
の

従
業

者
等

と
し

て
一

定
の

業
務

従
事

歴
が

あ
る

者
を

配
置

し
、

当
該

者
が

指
定

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

  
※

配
置

の
み

で
は

な
く

、
当

該
者

が
訪

問
支

援
を

行
う

必
要

が
あ

る
こ

と
に

留
意

【
要

件
】

＜
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅰ

）
＞

以
下

の
➀

又
は

②
に

規
定

す
る

期
間

が
10

年
以

上
の

者
を

配
置

し
、

当
該

者
が

居
宅

に
訪

問
し

て
支

援
を

行
う

こ
と

＜
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅱ

）
＞

以
下

の
➀

又
は

②
に

規
定

す
る

期
間

が
５

年
以

上
の

者
を

配
置

し
、

当
該

者
が

居
宅

に
訪

問
し

て
支

援
を

行
う

こ
と

➀
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
言

語
聴

覚
士

、
保

育
士

又
は

看
護

職
員

の
資

格
を

取
得

後
、

障
害

児
に

対
す

る
直

接
支

援
の

業
務

、
相

談
支

援
の

業
務

そ
の

他
こ

れ
ら

に
準

ず
る

業
務

に
従

事
し

た
期

間
②

児
童

指
導

員
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
、

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
、

心
理

担
当

職
員

又
は

相
談

支
援

専
門

員
と

し
て

配
置

さ
れ

た
日

以
後

、
障

害
児

に
対

す
る

直
接

支
援

の
業

務
、

相
談

支
援

の
業

務
そ

の
他

こ
れ

ら
に

準
ず

る
業

務
に

従
事

し
た

期
間

ポ
イ

ン
ト

【
改

定
後

】
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅰ

）
85

0単
位

/日
…

①
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅱ

）
70

0単
位

/日
…

②
※

保
育

士
・

児
童

指
導

員
、

作
業

療
法

士
等

で
障

害
児

支
援

の
業

務
従

事
５

年
以

上
の

職
員

を
配

置
し

当
該

職
員

が
支

援
を

行
う

場
合

①
業

務
従

事
10

年
以

上
の

職
員

の
場

合
②

業
務

従
事

５
年

以
上

10
年

未
満

の
職

員
の

場
合

②
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

【
見

直
し

】
〔

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
〕

３
．

（
５

）
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
充

実

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
４

の
１

の
２

基
準

告
示

（
２

７
０

）
１

０
の

２
の

２

33

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
障

害
特

性
や

こ
ど

も
の

状
態

に
応

じ
た

適
切

な
支

援
を

行
う

観
点

か
ら

、
職

種
の

異
な

る
複

数
人

の
チ

ー
ム

で
の

多
職

種
連

携
に

よ
る

支
援

に
つ

い
て

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）

〇
本

加
算

は
、

障
害

特
性

や
こ

ど
も

の
状

態
に

応
じ

た
適

切
な

支
援

を
行

う
観

点
か

ら
、

異
な

る
専

門
性

を
有

す
る

２
以

上
の

訪
問

支
援

員
に

よ
り

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
、

算
定

す
る

も
の 【
主

な
要

件
】

・
２

以
上

の
複

数
人

の
訪

問
支

援
員

に
よ

り
訪

問
支

援
を

行
う

こ
と

。
複

数
人

の
う

ち
1人

は
、

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
を

算
定

で
き

る
訪

問
支

援
員

で
あ

る
こ

と
・

複
数

人
の

訪
問

支
援

員
は

、
異

な
る

専
門

性
を

有
し

て
い

る
こ

と
。

具
体

的
に

は
、

以
下

の
①

〜
⑦

の
う

ち
、

そ
れ

ぞ
れ

異
な

る
い

ず
れ

か
の

資
格

・
経

験
を

有
す

る
訪

問
支

援
員

で
あ

る
こ

と
①

保
育

士
・

児
童

指
導

員
、

②
理

学
療

法
士

、
③

作
業

療
法

士
、

④
言

語
聴

覚
士

、
⑤

看
護

職
員

、
⑥

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
・

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
・

相
談

支
援

専
門

員
、

⑦
心

理
担

当
職

員
・

あ
ら

か
じ

め
当

該
児

童
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

に
基

づ
き

、
多

職
種

連
携

に
よ

る
支

援
の

必
要

性
と

支
援

内
容

を
個

別
支

援
計

画
に

明
記

し
、

保
護

者
の

同
意

を
得

る
こ

と
・

支
援

に
あ

た
る

複
数

人
が

、
支

援
の

提
供

に
要

す
る

時
間

を
通

じ
て

滞
在

し
、

連
携

し
て

支
援

を
行

う
こ

と
・

訪
問

支
援

を
行

っ
た

後
、

そ
れ

ぞ
れ

の
職

種
の

専
門

性
の

観
点

か
ら

記
録

を
行

う
こ

と

〇
本

加
算

は
、

月
１

回
を

限
度

と
し

て
算

定
す

る
も

の
で

あ
る

が
、

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
の

利
用

開
始

直
後

や
状

態
の

悪
化

等
の

場
合

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

計
画

策
定

時
や

更
新

時
な

ど
、

障
害

特
性

や
こ

ど
も

の
状

態
に

応
じ

た
適

切
な

支
援

を
行

う
観

点
か

ら
、

職
種

の
異

な
る

複
数

人
が

連
携

し
て

の
多

角
的

な
ア

セ
ス

メ
ン

ト
や

支
援

が
求

め
ら

れ
る

で
行

わ
れ

る
タ

イ
ミ

ン
グ

で
活

用
さ

れ
る

こ
と

が
望

ま
し

い

ポ
イ

ン
ト

【
改

定
後

】
多

職
種

連
携

支
援

加
算

【
新

設
】

20
0単

位
/回

（
月

１
回

を
限

度
）

※
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

の
対

象
と

な
る

訪
問

支
援

員
を

含
む

、
職

種
の

異
な

る
複

数
人

で
連

携
し

て
訪

問
支

援
を

行
っ

た
場

合

③
多

職
種

連
携

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

３
．

（
５

）
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
充

実
／

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
４

の
１

の
４

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
５

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）
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○
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

の
受

入
促

進
と

支
援

体
制

の
充

実
を

図
る

観
点

か
ら

、
強

度
行

動
障

害
の

支
援

ス
キ

ル
の

あ
る

訪
問

支
援

員
が

専
門

的
な

支
援

を
行

う
場

合
の

評
価

を
行

う
。

④
強

度
行

動
障

害
児

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

・
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

３
．

（
５

）
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
充

実
／

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）

【
改

定
後

】
強

度
行

動
障

害
児

支
援

加
算

【
新

設
】

  
20

0単
位

／
日

※
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

を
修

了
し

た
職

員
を

配
置

し
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
20

点
以

上
）

に
対

し
て

、
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
又

は
実

践
研

修
）

を
修

了
し

た
職

員
が

支
援

を
行

っ
た

場
合

（
支

援
計

画
を

作
成

し
当

該
計

画
に

基
づ

き
支

援
）

○
本

加
算

は
、

指
定

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
事

業
所

（
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
所

）
が

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
修

了
者

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
、

当
該

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

し
た

上
、

当
該

修
了

者
又

は
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
基

礎
研

修
）

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

基
づ

い
た

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
・

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

実
践

研
修

修
了

者
の

配
置

（
児

発
管

で
も

可
）

。
実

践
研

修
修

了
者

に
よ

る
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
の

作
成

※
対

象
児

が
他

の
通

所
支

援
事

業
所

も
利

用
し

て
い

る
場

合
、

当
該

事
業

所
と

情
報

交
換

を
行

っ
て

進
め

る
よ

う
努

め
る

こ
と

・
実

践
研

修
修

了
者

又
は

基
礎

研
修

修
了

者
に

よ
る

支
援

計
画

シ
ー

ト
等

に
基

づ
く

支
援

（
基

礎
研

修
修

了
者

が
支

援
を

行
う

場
合

に
あ

っ
て

は
、

実
践

研
修

修
了

者
が

１
月

に
１

回
以

上
当

該
児

の
観

察
及

び
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
に

基
づ

き
支

援
が

行
わ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
（

訪
問

し
て

行
う

こ
と

が
望

まし
い

が
、

オ
ン

ラ
イ

ン
や

記
録

等
に

よ
る

こ
と

も
可

）
す

る
こ

と

○
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
つ

い
て

は
、

３
月

に
一

回
程

度
の

頻
度

で
見

直
し

を
行

う
こ

と

ポ
イ

ン
ト

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

支
援

の
基

準
適

合
）

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
４

の
１

の
５

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
７

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
）

施
設

基
準

告
示

（
２

６
９

）
基

準
告

示
（

２
７

０
）

１
０

の
２

の
３

（
居

宅
・

対
象

児
）

、
１

０
の

２
の

４
（

居
宅

・
支

援
）

、
１

０
の

８
（

保
育

所
等

・
対

象
児

）
、

１
０

の
９

（
保

育
所

等
・

支
援

）
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○
障

害
児

の
家

族
に

対
し

て
相

談
援

助
や

養
育

力
向

上
の

支
援

等
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
〔

居
宅

訪
問

型
児

発
〕

○
家

族
の

ニ
ー

ズ
や

状
況

に
応

じ
た

支
援

の
提

供
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
家

庭
連

携
加

算
を

見
直

し
、

家
族

支
援

の
評

価
の

見
直

し
を

行
う

〔
保

育
所

等
訪

問
〕

＜
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

＞
 

【
現

行
】

   
な

し

＜
保

育
所

等
訪

問
支

援
＞

【
現

行
】

家
庭

連
携

加
算

（
月

２
回

を
限

度
）

入
所

児
童

の
家

族
に

対
し

て
個

別
に

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
居

宅
を

訪
問

（
所

要
時

間
１

時
間

以
上

）
２

８
０

単
位

／
回

（
所

要
時

間
１

時
間

未
満

）
１

８
７

単
位

／
回

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

＜
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

・
保

育
所

等
訪

問
支

援
＞

家
族

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
（

月
２

回
を

限
度

）
障

害
児

の
家

族
に

対
し

て
個

別
に

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
居

宅
を

訪
問

（
所

要
時

間
１

時
間

以
上

）
３

０
０

単
位

／
回

（
所

要
時

間
１

時
間

未
満

）
２

０
０

単
位

／
回

※
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

に
あ

っ
て

は
、

訪
問

日
以

外
の

日
の

訪
問

に
限

る
事

業
所

等
で

対
面

１
０

０
単

位
／

回
オ

ン
ラ

イ
ン

８
０

単
位

／
回

家
族

支
援

加
算

（
Ⅱ

）
（

月
４

回
を

限
度

）
障

害
児

の
家

族
に

対
し

て
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

事
業

所
等

で
対

面
８

０
単

位
／

回
オ

ン
ラ

イ
ン

６
０

単
位

／
回

※
多

機
能

型
事

業
所

に
お

い
て

、
同

一
の

児
に

複
数

の
サ

ー
ビ

ス
に

よ
る

支
援

を
行

う
場

合
、

家
族

支
援

加
算

は
、

各
サ

ー
ビ

ス
を

合
計

し
て

（
Ⅰ

）
及

び
（

Ⅱ
）

そ
れ

ぞ
れ

月
４

回
を

超
え

て
算

定
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

こ
と

と
す

る
。

⑤
家

族
支

援
加

算
【

新
設

・
見

直
し

】
〔

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
・

保
育

所
等

訪
問

支
援

〕

３
．

（
５

）
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

の
充

実
／

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

障
害

児
の

家
族

（
き

ょ
う

だ
い

を
含

む
。

）
等

に
対

し
て

、
加

算
(Ⅰ

)は
、

訪
問

、
事

業
所

等
で

の
対

面
若

し
く

は
オ

ン
ラ

イ
ン

で
個

別
に

、
加

算
(Ⅱ

)は
、

事
業

所
等

で
の

対
面

若
し

く
は

オ
ン

ラ
イ

ン
で

グ
ル

ー
プ

に
よ

り
、

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
あ

ら
か

じ
め

通
所

給
付

決
定

保
護

者
の

同
意

を
得

た
上

で
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

、
従

業
者

が
計

画
的

に
実

施
す

る
こ

と
・

相
談

援
助

は
３

０
分

以
上

行
う

こ
と

（
訪

問
は

短
時

間
で

も
相

談
援

助
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
や

家
族

側
の

事
情

に
よ

る
場

合
は

３
０

分
未

満
も

可
。

事
業

所
等

・
オ

ン
ラ

イ
ン

は
３

０
分

未
満

の
場

合
は

算
定

不
可

）
・

相
談

内
容

の
要

点
等

に
関

す
る

記
録

を
行

う
こ

と
・

オ
ン

ラ
イ

ン
の

場
合

、
原

則
と

し
て

カ
メ

ラ
有

で
実

施
す

る
こ

と
（

家
族

側
の

通
信

環
境

等
の

事
情

に
よ

り
や

む
を

得
な

い
場

合
に

は
こ

の
限

り
で

な
い

）
・

グ
ル

ー
プ

で
の

相
談

援
助

に
つ

い
て

は
、

最
大

８
世

帯
ま

で
を

１
組

と
し

て
行

う
こ

と
。

な
お

、
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
は

ペ
ア

レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
や

保
護

者
同

士
の

ピ
ア

の
取

組
を

想
定

し
て

お
り

、
当

該
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
の

知
識

や
、

家
族

へ
の

支
援

等
に

一
定

の
経

験
を

有
す

る
職

員
の

下
で

行
う

こ
と

が
望

ま
し

い
〇

家
族

等
へ

の
相

談
援

助
は

、
障

害
児

が
同

席
し

て
い

な
い

場
合

で
も

算
定

可
能

（
た

だ
し

、
必

要
な

場
合

に
は

同
席

の
下

で
行

う
な

ど
、

効
果

的
な

支
援

と
な

る
よ

う
努

め
る

こ
と

）
〇

加
算

(Ⅰ
)は

訪
問

日
以

外
の

日
に

限
り

算
定

可
。

ま
た

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
に

つ
い

て
、

保
護

者
へ

の
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

と
は

区
分

し
て

実
施

す
る

こ
と

〇
加

算
(Ⅰ

)に
つ

い
て

、
保

育
所

な
ど

、
居

宅
・

事
業

所
以

外
の

場
で

対
面

で
個

別
に

相
談

援
助

を
行

う
場

合
は

、
「

事
業

所
等

で
対

面
」

を
算

定
す

る
も

の
と

す
る

○
加

算
(Ⅰ

)(
Ⅱ

)と
も

に
、

同
一

の
日

は
そ

れ
ぞ

れ
１

回
に

限
り

算
定

可
（

例
え

ば
、

個
別

を
同

一
の

日
に

居
宅

訪
問

と
オ

ン
ラ

イ
ン

で
実

施
し

た
場

合
、

い
ず

れ
か

の
み

算
定

可
）

〇
個

別
と

グ
ル

ー
プ

の
相

談
援

助
を

同
一

の
日

に
実

施
し

た
場

合
、

加
算

（
Ⅰ

）
と

加
算

（
Ⅱ

）
の

併
算

定
が

可
能

〇
児

発
・

放
デ

イ
と

の
多

機
能

型
事

業
所

で
あ

る
場

合
に

は
、

同
一

の
児

に
係

る
家

族
支

援
に

つ
い

て
、

各
サ

ー
ビ

ス
に

係
る

家
族

支
援

加
算

の
算

定
回

数
は

通
算

す
る

も
の

と
し

、
そ

の
合

計
数

は
月

４
回

（
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

・
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

多
機

能
型

事
業

所
で

当
該

サ
ー

ビ
ス

利
用

の
場

合
、

加
算

（
Ⅰ

）
は

月
２

回
）

を
限

度
と

す
る

こ
と

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
４

の
１

の
３

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
４

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
）
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○
家

庭
連

携
加

算
（

居
宅

へ
の

訪
問

に
よ

る
相

談
援

助
）

に
つ

い
て

、
訪

問
支

援
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。
ま

た
、

事
業

所
内

相
談

支
援

加
算

（
事

業
所

内
で

の
相

談
援

助
）

に
つ

い
て

、
家

族
の

ニ
ー

ズ
や

状
況

に
応

じ
た

支
援

の
提

供
を

促
進

す
る

観
点

や
、

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

相
談

援
助

を
推

進
す

る
観

点
か

ら
、

評
価

の
見

直
し

を
行

う
。

両
加

算
に

つ
い

て
統

合
し

、
個

別
と

グ
ル

ー
プ

で
の

支
援

に
整

理
し

て
評

価
を

行
う

。
○

き
ょ

う
だ

い
へ

の
支

援
も

促
進

さ
れ

る
よ

う
、

統
合

後
の

加
算

に
お

い
て

、
き

ょ
う

だ
い

も
相

談
援

助
等

の
対

象
で

あ
る

こ
と

を
明

確
化

す
る

。

【
現

行
】

・
家

庭
連

携
加

算
（

月
４

回
を

限
度

）
入

所
児

童
の

家
族

に
対

し
て

個
別

に
相

談
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

居
宅

を
訪

問
（

所
要

時
間

１
時

間
以

上
）

２
８

０
単

位
／

回
（

所
要

時
間

１
時

間
未

満
）

１
８

７
単

位
／

回
・

事
業

所
内

相
談

支
援

加
算

入
所

児
童

の
家

族
に

対
し

て
事

業
所

等
で

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
加

算
（

Ⅰ
）

（
個

別
相

談
）

１
０

０
単

位
／

回
（

月
１

回
を

限
度

）
加

算
（

Ⅱ
）

（
グ

ル
ー

プ
）

８
０

単
位

／
回

（
月

１
回

を
限

度
）

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

※
両

加
算

を
統

合
・

家
族

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
（

月
４

回
を

限
度

）
入

所
児

童
の

家
族

（
き

ょ
う

だ
い

を
含

む
）

に
対

し
て

個
別

に
相

談
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

居
宅

を
訪

問
（

所
要

時
間

１
時

間
以

上
）

３
０

０
単

位
／

回
（

所
要

時
間

１
時

間
未

満
）

２
０

０
単

位
／

回
事

業
所

等
で

対
面

１
０

０
単

位
／

回
オ

ン
ラ

イ
ン

８
０

単
位

／
回

・
家

族
支

援
加

算
（

Ⅱ
）

（
月

４
回

を
限

度
）

入
所

児
童

の
家

族
（

き
ょ

う
だ

い
を

含
む

）
に

対
し

て
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

事
業

所
等

で
対

面
８

０
単

位
／

回
オ

ン
ラ

イ
ン

６
０

単
位

／
回

※
多

機
能

型
事

業
所

に
お

い
て

、
同

一
の

児
に

複
数

の
サ

ー
ビ

ス
に

よ
る

支
援

を
行

う
場

合
、

家
族

支
援

加
算

は
、

各
サ

ー
ビ

ス
を

合
計

し
て

（
Ⅰ

）
及

び
（

Ⅱ
）

そ
れ

ぞ
れ

月
４

回
を

超
え

て
算

定
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

こ
と

と
す

る
。

①
家

族
支

援
加

算
【

家
庭

連
携

加
算

・
事

業
所

内
相

談
支

援
加

算
の

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

４
．

（
１

）
家

族
へ

の
相

談
援

助
等

の
充

実

ポ
イ

ン
ト

○
本

加
算

は
、

障
害

児
の

家
族

（
き

ょ
う

だ
い

を
含

む
。

）
等

に
対

し
て

、
加

算
(Ⅰ

)は
、

訪
問

、
事

業
所

等
で

の
対

面
若

し
く

は
オ

ン
ラ

イ
ン

で
個

別
に

、
加

算
(Ⅱ

)は
、

事
業

所
等

で
の

対
面

若
し

く
は

オ
ン

ラ
イ

ン
で

グ
ル

ー
プ

に
よ

り
、

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
あ

ら
か

じ
め

通
所

給
付

決
定

保
護

者
の

同
意

を
得

た
上

で
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

、
従

業
者

が
計

画
的

に
実

施
す

る
こ

と
・

相
談

援
助

は
３

０
分

以
上

行
う

こ
と

（
訪

問
は

短
時

間
で

も
相

談
援

助
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
や

家
族

側
の

事
情

に
よ

る
場

合
は

３
０

分
未

満
も

可
。

事
業

所
等

・
オ

ン
ラ

イ
ン

は
３

０
分

未
満

の
場

合
は

算
定

不
可

）
・

相
談

内
容

の
要

点
等

に
関

す
る

記
録

を
行

う
こ

と
・

オ
ン

ラ
イ

ン
の

場
合

、
原

則
と

し
て

カ
メ

ラ
有

で
実

施
す

る
こ

と
（

家
族

側
の

通
信

環
境

等
の

事
情

に
よ

り
や

む
を

得
な

い
場

合
に

は
こ

の
限

り
で

な
い

）
・

グ
ル

ー
プ

で
の

相
談

援
助

に
つ

い
て

は
、

最
大

８
世

帯
ま

で
を

１
組

と
し

て
行

う
こ

と
。

な
お

、
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
は

ペ
ア

レ
ン

ト
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
や

保
護

者
同

士
の

ピ
ア

の
取

組
を

想
定

し
て

お
り

、
当

該
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
の

知
識

や
、

家
族

へ
の

支
援

等
に

一
定

の
経

験
を

有
す

る
職

員
の

下
で

行
う

こ
と

が
望

ま
し

い
〇

家
族

等
へ

の
相

談
援

助
は

、
障

害
児

が
同

席
し

て
い

な
い

場
合

で
も

算
定

可
能

（
た

だ
し

、
必

要
な

場
合

に
は

同
席

の
下

で
行

う
な

ど
、

効
果

的
な

支
援

と
な

る
よ

う
努

め
る

こ
と

）
〇

加
算

(Ⅰ
)に

つ
い

て
、

保
育

所
な

ど
、

居
宅

・
事

業
所

以
外

の
場

で
対

面
で

個
別

に
相

談
援

助
を

行
う

場
合

は
、

「
事

業
所

等
で

対
面

」
を

算
定

す
る

も
の

と
す

る
〇

加
算

(Ⅰ
)(

Ⅱ
)と

も
に

、
同

一
の

日
は

そ
れ

ぞ
れ

１
回

に
限

り
算

定
可

（
例

え
ば

、
個

別
を

同
一

の
日

に
居

宅
訪

問
と

オ
ン

ラ
イ

ン
で

実
施

し
た

場
合

、
い

ず
れ

か
の

み
算

定
可

）
〇

個
別

と
グ

ル
ー

プ
の

相
談

援
助

を
同

一
の

日
に

実
施

し
た

場
合

、
加

算
（

Ⅰ
）

と
加

算
（

Ⅱ
）

の
併

算
定

が
可

能
〇

保
育

所
等

訪
問

支
援

等
と

の
多

機
能

型
事

業
所

で
あ

る
場

合
に

は
、

同
一

の
児

に
係

る
家

族
支

援
に

つ
い

て
、

各
サ

ー
ビ

ス
に

係
る

家
族

支
援

加
算

の
算

定
回

数
は

通
算

す
る

も
の

と
し

、
そ

の
合

計
数

は
月

４
回

を
限

度
と

す
る

こ
と

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
２

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

２
（

放
デ

イ
）
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○
家

族
の

障
害

特
性

へ
の

理
解

と
養

育
力

の
向

上
に

つ
な

げ
る

観
点

か
ら

、
家

族
が

支
援

場
面

等
を

通
じ

て
、

こ
ど

も
の

特
性

や
、

特
性

を
踏

ま
え

た
こ

ど
も

へ
の

関
わ

り
方

等
を

学
ぶ

こ
と

が
で

き
る

機
会

を
提

供
し

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

子
育

て
サ

ポ
ー

ト
加

算
【

新
設

】
８

０
単

位
／

回
（

月
４

回
を

限
度

）
※

保
護

者
に

支
援

場
面

の
観

察
や

参
加

等
の

機
会

を
提

供
し

た
上

で
、

こ
ど

も
の

特
性

や
、

特
性

を
踏

ま
え

た
こ

ど
も

へ
の

関
わ

り
方

等
に

関
し

て
相

談
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

②
子

育
て

サ
ポ

ー
ト

加
算

【
新

設
】

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

４
．

（
１

）
家

族
へ

の
相

談
援

助
等

の
充

実

○
本

加
算

は
、

障
害

児
の

家
族

の
障

害
特

性
へ

の
理

解
と

養
育

力
の

向
上

に
つ

な
げ

る
観

点
か

ら
、

家
族

に
支

援
場

面
の

観
察

や
参

加
等

の
機

会
を

提
供

し
た

上
で

、
こ

ど
も

の
特

性
や

、
特

性
を

踏
ま

え
た

こ
ど

も
へ

の
関

わ
り

方
等

に
関

し
て

相
談

援
助

等
の

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

あ
ら

か
じ

め
通

所
給

付
決

定
保

護
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
個

別
支

援
計

画
に

位
置

付
け

て
、

従
業

者
が

計
画

的
に

実
施

す
る

こ
と

・
障

害
児

へ
の

指
定

児
童

発
達

支
援

と
あ

わ
せ

て
、

障
害

児
の

家
族

等
に

対
し

て
、

支
援

を
行

う
場

面
を

観
察

す
る

機
会

、
当

該
場

面
に

参
加

す
る

機
会

そ
の

他
の

障
害

児
の

特
性

や
特

性
を

踏
ま

え
た

こ
ど

も
へ

の
関

わ
り

方
に

関
す

る
理

解
を

促
進

す
る

機
会

を
提

供
す

る
と

と
も

に
、

そ
れ

と
あ

わ
せ

て
相

談
援

助
等

を
行

う
こ

と
・

「
機

会
の

提
供

」
に

つ
い

て
、

児
童

発
達

支
援

を
提

供
す

る
時

間
帯

を
通

じ
て

、
家

族
等

が
直

接
支

援
場

面
の

観
察

や
参

加
等

を
し

て
い

る
こ

と
を

基
本

と
す

る
。

た
だ

し
、

障
害

児
の

状
態

等
か

ら
、

家
族

等
が

直
接

支
援

場
面

に
同

席
す

る
こ

と
が

難
し

い
場

合
に

は
、

マ
ジ

ッ
ク

ミ
ラ

ー
越

し
等

に
よ

り
、

支
援

場
面

を
観

察
し

な
が

ら
、

異
な

る
従

業
者

が
相

談
援

助
等

の
支

援
を

行
っ

て
も

差
し

支
え

な
い

・
「

相
談

援
助

等
」

に
つ

い
て

、
従

業
者

に
よ

る
一

方
的

な
説

明
や

指
示

、
複

数
の

障
害

児
及

び
家

族
等

に
対

す
る

一
斉

指
示

、
支

援
内

容
を

報
告

す
る

の
み

で
は

な
く

、
障

害
児

及
び

家
族

ご
と

の
状

態
を

踏
ま

え
て

個
別

に
障

害
児

の
状

況
や

支
援

内
容

に
関

す
る

説
明

と
相

談
対

応
を

行
う

な
ど

、
個

々
の

障
害

児
及

び
家

族
に

あ
わ

せ
て

丁
寧

に
支

援
を

行
う

こ
と

・
複

数
の

障
害

児
及

び
家

族
等

に
対

し
て

あ
わ

せ
て

支
援

を
行

う
場

合
に

は
、

障
害

児
及

び
家

族
ご

と
の

状
態

に
応

じ
た

支
援

が
可

能
な

体
制

を
確

保
し

支
援

を
実

施
す

る
こ

と
。

従
業

者
１

人
が

あ
わ

せ
て

行
う

相
談

援
助

は
、

最
大

５
世

帯
程

度
ま

で
を

基
本

と
す

る
・

家
族

等
へ

の
支

援
内

容
の

要
点

等
に

関
す

る
記

録
を

行
う

こ
と

○
子

育
て

サ
ポ

ー
ト

加
算

を
算

定
す

る
時

間
帯

に
行

う
相

談
援

助
等

に
つ

い
て

、
家

族
支

援
加

算
は

算
定

で
き

な
い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
２

の
２

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

２
の

２
（

放
デ

イ
）
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○
基

本
報

酬
の

評
価

に
お

い
て

、
支

援
時

間
に

応
じ

た
区

分
を

設
定

す
る

こ
と

と
あ

わ
せ

て
、

延
長

支
援

加
算

を
見

直
し

、
一

定
の

時
間

区
分

を
超

え
た

時
間

帯
の

支
援

に
つ

い
て

、
預

か
り

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

延
長

支
援

と
し

て
評

価
を

行
う

。
○

延
長

時
間

帯
の

職
員

配
置

に
つ

い
て

は
、

安
全

確
保

の
観

点
か

ら
、

２
人

以
上

の
配

置
を

求
め

る
と

と
も

に
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
の

対
応

も
認

め
る

な
ど

、
運

用
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

延
長

支
援

加
算

営
業

時
間

が
8時

間
以

上
で

あ
り

、
営

業
時

間
の

前
後

の
時

間
に

お
い

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
（

人
員

基
準

に
よ

り
置

く
べ

き
直

接
支

援
職

員
１

名
以

上
を

配
置

）

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

延
長

支
援

加
算

基
本

報
酬

に
お

け
る

最
長

の
時

間
区

分
に

対
応

し
た

時
間

（
５

時
間

※
１

）
の

発
達

支
援

に
加

え
て

、
当

該
支

援
の

前
後

に
預

か
り

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

支
援

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

（
職

員
を

２
名

以
上

（
う

ち
１

名
は

人
員

基
準

に
よ

り
置

く
べ

き
職

員
（

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
を

含
む

）
を

配
置

）

（
※

１
）

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

は
平

日
３

時
間

、
学

校
休

業
日

５
時

間
（

※
２

）
延

長
時

間
30

分
以

上
１

時
間

未
満

の
区

分
は

、
利

用
者

の
都

合
等

で
延

長
時

間
が

計
画

よ
り

も
短

く
な

っ
た

場
合

に
限

り
算

定
可

能

①
延

長
支

援
加

算
の

見
直

し
〔

児
童

発
達

支
援

・
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
〕

４
．

（
２

）
預

か
り

ニ
ー

ズ
へ

の
対

応

対
象

者
/時

間
１

時
間

未
満

１
時

間
以

上
２

時
間

未
満

２
時

間
以

上

障
害

児
61

単
位

/日
92

単
位

/日
12

3単
位

/日
重

症
児

12
8単

位
/日

19
2単

位
/日

25
6単

位
/日

対
象

者
/時

間
１

時
間

以
上

2時
間

未
満

２
時

間
以

上
30

分
以

上
１

時
間

未
満

（
※

２
）

障
害

児
92

単
位

/日
12

3単
位

/日
61

単
位

/日
重

症
児

医
ケ

ア
児

19
2単

位
/日

25
6単

位
/日

12
8単

位
/日

○
本

加
算

は
、

発
達

支
援

に
加

え
て

、
支

援
の

前
後

に
預

か
り

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

支
援

（
延

長
支

援
）

を
計

画
的

に
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

支
援

時
間

が
５

時
間

（
放

デ
イ

平
日

は
３

時
間

）
で

あ
る

児
を

受
け

入
れ

る
こ

と
と

し
て

い
る

こ
と

・
運

営
規

程
に

定
め

ら
れ

て
い

る
営

業
時

間
が

６
時

間
以

上
で

あ
る

こ
と

（
放

デ
イ

平
日

は
除

く
）

・
障

害
児

本
人

の
状

態
又

は
家

族
の

事
情

、
保

育
所

等
の

子
育

て
支

援
に

係
る

一
般

施
策

で
の

受
入

先
が

不
足

し
て

い
る

等
の

延
長

支
援

が
必

要
な

理
由

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

あ
ら

か
じ

め
保

護
者

の
同

意
を

得
る

こ
と

・
上

記
の

支
援

時
間

に
よ

る
支

援
の

前
後

に
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

（
※

）
延

長
支

援
（

１
時

間
以

上
）

を
行

う
こ

と
（

※
）

支
援

が
必

要
な

理
由

、
延

長
支

援
時

間
・

延
長

支
援

を
行

う
時

間
帯

に
職

員
を

２
（

対
象

児
が

10
人

を
超

え
る

場
合

は
、

２
に

10
又

は
そ

の
端

数
を

増
す

ご
と

に
１

を
加

え
て

得
た

数
）

以
上

配
置

し
て

い
る

こ
と

（
う

ち
１

以
上

は
基

準
に

よ
り

置
く

べ
き

職
員

（
児

発
管

含
む

）
と

す
る

こ
と

。
医

療
的

ケ
ア

児
の

場
合

に
は

看
護

職
員

等
を

配
置

す
る

こ
と

）
・

延
長

支
援

を
行

っ
た

場
合

、
実

際
に

要
し

た
延

長
支

援
時

間
の

記
録

を
行

う
こ

と
〇

延
長

支
援

時
間

は
１

時
間

以
上

で
設

定
す

る
こ

と
。

支
援

の
前

後
と

も
に

延
長

支
援

を
行

う
場

合
は

い
ず

れ
も

１
時

間
以

上
と

す
る

こ
と

○
算

定
は

実
際

に
要

し
た

延
長

支
援

時
間

の
区

分
で

算
定

す
る

。
た

だ
し

、
あ

ら
か

じ
め

定
め

た
時

間
よ

り
も

長
く

な
っ

た
場

合
は

、
あ

ら
か

じ
め

定
め

た
時

間
で

算
定

す
る

。
児

童
又

は
保

護
者

の
都

合
に

よ
り

延
長

支
援

時
間

が
１

時
間

未
満

と
な

っ
た

場
合

は
、

１
時

間
未

満
の

区
分

で
の

算
定

が
可

能
（

こ
の

場
合

で
も

30
分

以
上

の
支

援
時

間
で

あ
る

こ
と

が
必

要
）

〇
延

長
支

援
を

計
画

的
に

行
う

中
で

、
予

定
し

て
い

た
日

以
外

に
緊

急
的

に
生

じ
た

預
か

り
ニ

ー
ズ

に
対

応
す

る
た

め
に

延
長

支
援

を
実

施
し

た
場

合
に

も
算

定
が

可
能

（
当

該
理

由
及

び
延

長
支

援
時

間
に

つ
い

て
記

録
）

。
急

な
延

長
支

援
を

行
う

状
況

が
継

続
す

る
場

合
に

は
、

速
や

か
に

個
別

支
援

計
画

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
〇

主
と

し
て

重
症

心
身

障
害

児
を

通
わ

せ
る

事
業

所
で

支
援

を
受

け
て

い
る

重
症

心
身

障
害

児
や

共
生

型
事

業
所

等
で

支
援

を
受

け
て

い
る

障
害

児
に

つ
い

て
は

、
基

本
報

酬
に

お
い

て
時

間
区

分
を

設
け

て
い

な
い

た
め

、
従

前
の

と
お

り
、

事
業

所
の

営
業

時
間

（
８

時
間

以
上

）
の

前
後

で
支

援
が

行
わ

れ
た

場
合

に
、

そ
の

支
援

時
間

に
応

じ
た

加
算

と
な

る
（

た
だ

し
、

  当
該

時
間

帯
の

体
制

に
つ

い
て

は
、

職
員

２
名

以
上

（
う

ち
１

名
は

人
員

基
準

に
よ

り
置

く
べ

き
職

員
）

で
あ

る
こ

と
を

求
め

る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
12

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

10
（

放
デ

イ
）

施
設

基
準

告
示

（
26

9）
４

の
７

、
５

（
児

発
）

、
１

０
の

７
、

１
１

（
放

デ
イ

）

要
・

市
町

村
に

よ
る

児
の

判
定

（
重

症
児

・
医

ケ
ア

児
の

場
合

）
要

・
都

道
府

県
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

39

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

177



〇
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

、
併

行
通

園
や

保
育

所
等

へ
の

移
行

等
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

推
進

の
取

組
を

求
め

る
と

と
も

に
、

事
業

所
の

個
別

支
援

計
画

に
お

い
て

具
体

的
な

取
組

等
に

つ
い

て
記

載
し

そ
の

実
施

を
求

め
る

。

①
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
に

向
け

た
取

組
の

推
進

〔
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

【
新

設
】

〇
指

定
児

童
発

達
支

援
事

業
者

は
、

障
害

児
が

指
定

児
童

発
達

支
援

を
利

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
地

域
の

保
育

、
教

育
等

の
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

こ
と

で
、

障
害

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、

全
て

の
児

童
が

共
に

成
長

で
き

る
よ

う
、

障
害

児
の

地
域

社
会

へ
の

参
加

・
包

摂
（

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

）
の

推
進

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

26
条

の
３

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

（
中

略
）

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
観

点
を

踏
ま

え
た

指
定

児
童

発
達

支
援

の
具

体
的

内
容

、
指

定
児

童
発

達
支

援
を

提
供

す
る

上
で

の
留

意
事

項
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

記
載

し
た

児
童

発
達

支
援

計
画

の
原

案
を

作
成

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

27
条

第
４

項
・

見
直

し
）

※
第

71
条

、
第

79
条

に
よ

り
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
事

業
に

つ
い

て
も

準
用

。

運
営

基
準

〇
 本

基
準

は
、

障
害

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、

安
心

し
て

共
に

暮
ら

す
こ

と
が

で
き

る
社

会
の

実
現

に
向

け
て

は
、

こ
ど

も
施

策
全

体
の

連
続

性
の

中
で

、
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
を

推
進

し
て

い
く

こ
と

が
重

要
で

あ
る

こ
と

に
鑑

み
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

者
は

、
障

害
児

が
児

童
発

達
支

援
を

受
け

る
こ

と
に

よ
り

、
地

域
の

保
育

・
教

育
等

の
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

こ
と

で
、

全
て

の
児

童
が

共
に

成
長

で
き

る
よ

う
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
推

進
に

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の

〇
個

別
支

援
計

画
に

お
い

て
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
観

点
を

踏
ま

え
た

取
組

（
例

え
ば

保
育

所
等

へ
の

移
行

支
援

等
）

や
、

支
援

に
お

け
る

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
視

点
（

例
え

ば
地

域
と

の
交

流
の

機
会

の
確

保
等

）
に

つ
い

て
明

記
す

る
こ

と
を

求
め

る
※

個
別

支
援

計
画

の
参

考
様

式
に

つ
い

て
、

「
令

和
６

年
度

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
報

酬
改

定
に

伴
う

児
童

発
達

支
援

及
び

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

個
別

支
援

計
画

の
取

扱
い

の
変

更
に

つ
い

て
」

（
令

和
６

年
３

月
１

５
日

こ
ど

も
家

庭
庁

障
害

児
支

援
課

事
務

連
絡

）
を

参
照

。
な

お
、

令
和

６
年

４
月

ま
で

に
利

用
を

開
始

し
た

児
に

つ
い

て
は

、
次

回
の

個
別

支
援

計
画

の
見

直
し

の
タ

イ
ミ

ン
グ

で
計

画
の

見
直

し
の

対
応

を
行

う
こ

と
を

可
能

と
す

る

〇
個

別
支

援
計

画
の

参
考

様
式

、
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

観
点

を
踏

ま
え

た
事

業
所

の
取

組
・

支
援

な
ど

に
つ

い
て

、
「

児
童

発
達

支
援

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
及

び
「

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
、

「
保

育
所

等
訪

問
支

援
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

で
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
改

定
・

発
出

予
定

）

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

５
．

（
１

）
児

発
・

放
デ

イ
に

お
け

る
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
に

向
け

た
取

組
の

推
進
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○
保

育
所

等
へ

の
移

行
に

向
け

た
取

組
を

推
進

す
る

観
点

か
ら

、
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

保
育

所
等

へ
の

移
行

前
の

移
行

に
向

け
た

取
組

等
に

つ
い

て
も

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

５
０

０
単

位
／

回
（

１
回

を
限

度
）

※
障

害
児

が
地

域
に

お
い

て
保

育
・

教
育

等
を

受
け

ら
れ

る
よ

う
支

援
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

通
所

支
援

事
業

所
を

退
所

し
て

保
育

所
等

に
通

う
こ

と
に

な
っ

た
場

合
（

退
所

後
に

居
宅

等
を

訪
問

し
て

相
談

援
助

を
行

っ
た

場
合

）

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

・
退

所
前

に
移

行
に

向
け

た
取

組
（

※
）

を
行

っ
た

場
合

５
０

０
単

位
／

回
（

２
回

を
限

度
）

（
※

）
移

行
先

へ
の

助
言

援
助

や
関

係
機

関
等

と
の

移
行

に
向

け
た

協
議

等
・

退
所

後
に

居
宅

等
を

訪
問

し
て

相
談

援
助

を
行

っ
た

場
合

５
０

０
単

位
／

回
（

１
回

を
限

度
）

・
退

所
後

に
保

育
所

等
を

訪
問

し
て

助
言

・
援

助
を

行
っ

た
場

合
５

０
０

単
位

／
回

（
１

回
を

限
度

）

５
．

（
１

）
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

に
お

け
る

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

に
向

け
た

取
組

の
推

進

②
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
児

童
発

達
支

援
・

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

〕

○
本

加
算

は
、

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

所
等

が
、

障
害

児
に

対
し

て
、

地
域

に
お

い
て

保
育

・
教

育
等

を
受

け
ら

れ
る

よ
う

支
援

を
行

っ
た

こ
と

に
よ

り
、

当
該

障
害

児
が

指
定

児
童

発
達

支
援

事
業

所
等

を
退

所
し

て
、

保
育

所
等

（
移

行
先

施
設

）
に

通
う

こ
と

に
な

っ
た

場
合

で
あ

っ
て

、
➀

退
所

前
６

か
月

以
内

に
、

移
行

先
施

設
と

の
間

で
、

退
所

後
の

生
活

に
向

け
た

会
議

を
開

催
し

、
又

は
移

行
先

施
設

に
訪

問
し

て
退

所
後

の
生

活
に

関
し

て
助

言
援

助
等

（
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
）

を
行

っ
た

場
合

（
２

回
を

限
度

）
②

退
所

後
３

０
日

以
内

に
、

障
害

児
の

居
宅

等
を

訪
問

し
て

相
談

援
助

を
行

っ
た

場
合

（
１

回
を

限
度

）
③

退
所

後
３

０
日

以
内

に
、

移
行

先
施

設
を

訪
問

し
て

移
行

先
施

設
に

助
言

・
援

助
等

を
行

っ
た

場
合

（
１

回
を

限
度

）
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
障

害
児

及
び

家
族

の
意

向
や

課
題

を
把

握
し

、
あ

ら
か

じ
め

通
所

給
付

決
定

保
護

者
の

同
意

を
得

た
上

で
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

計
画

的
に

実
施

す
る

こ
と

・
退

所
前

の
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
に

つ
い

て
は

、
移

行
先

施
設

と
の

間
で

、
こ

ど
も

や
家

族
の

状
況

や
課

題
の

共
有

を
行

う
と

と
も

に
、

会
議

に
お

い
て

は
、

移
行

に
向

け
て

必
要

な
取

組
等

の
共

有
や

連
携

調
整

な
ど

を
行

う
こ

と
。

ま
た

、
助

言
援

助
に

お
い

て
は

、
必

要
な

環
境

調
整

や
支

援
方

法
の

伝
達

な
ど

を
行

う
こ

と
・

退
所

後
の

居
宅

等
を

訪
問

し
て

の
相

談
援

助
に

お
い

て
は

、
障

害
児

又
は

そ
の

家
族

等
に

対
し

て
、

移
行

後
の

生
活

に
お

け
る

課
題

等
に

関
し

て
相

談
援

助
を

行
う

こ
と

・
退

所
後

の
移

行
先

施
設

を
訪

問
し

て
の

助
言

援
助

に
お

い
て

は
、

移
行

先
施

設
に

対
し

て
、

移
行

後
の

生
活

に
お

け
る

課
題

等
に

関
し

て
助

言
・

援
助

を
行

う
こ

と
・

そ
れ

ぞ
れ

に
つ

い
て

、
支

援
の

要
点

に
関

す
る

記
録

を
行

う
こ

と
○

本
加

算
は

、
退

所
前

の
移

行
支

援
に

つ
い

て
は

退
所

日
に

、
ま

た
、

退
所

後
の

支
援

に
つ

い
て

は
実

施
日

（
訪

問
日

）
に

算
定

す
る

こ
と

〇
関

係
機

関
連

携
加

算
や

保
育

所
等

訪
問

支
援

な
ど

で
評

価
し

た
行

為
に

つ
い

て
は

、
本

加
算

は
算

定
さ

れ
な

い
〇

退
所

し
て

病
院

等
へ

入
院

す
る

場
合

、
他

の
社

会
福

祉
施

設
等

へ
入

所
す

る
場

合
、

小
中

高
に

進
学

し
て

学
校

に
入

学
す

る
場

合
は

本
加

算
は

算
定

で
き

な
い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
１

の
１

２
の

４
（

児
発

）
、

第
３

の
１

０
の

３
（

放
デ

イ
）
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〇
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

者
に

対
し

て
、

個
別

支
援

計
画

に
つ

い
て

、
保

育
所

や
学

校
等

の
訪

問
先

と
連

携
し

て
作

成
・

見
直

し
を

行
う

こ
と

を
求

め
る

。
〇

訪
問

支
援

時
間

に
下

限
を

設
定

し
、

３
０

分
以

上
と

す
る

こ
と

を
求

め
る

。
〇

訪
問

先
施

設
の

職
員

に
対

す
る

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
、

関
係

機
関

と
の

連
携

等
に

お
い

て
、

オ
ン

ラ
イ

ン
の

活
用

を
推

進
す

る
。

①
効

果
的

な
支

援
の

確
保

・
促

進
（

訪
問

先
と

連
携

し
た

個
別

支
援

計
画

の
作

成
、

支
援

時
間

の
下

限
の

設
定

等
）

〔
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

【
新

設
】

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

保
育

所
等

訪
問

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

（
中

略
）

障
害

児
に

対
す

る
指

定
児

童
発

達
支

援
の

提
供

に
当

た
る

担
当

者
及

び
当

該
障

害
児

に
係

る
訪

問
先

施
設

の
担

当
者

等
を

招
集

し
て

行
う

会
議

を
開

催
し

、
児

童
発

達
支

援
計

画
の

原
案

に
つ

い
て

意
見

を
求

め
る

も
の

と
す

る
。

（
第

79
条

に
よ

り
準

用
さ

れ
る

第
27

条
第

５
項

）

運
営

基
準

（
訪

問
先

と
連

携
し

た
個

別
支

援
計

画
の

作
成

）
〇

本
基

準
は

、
効

果
的

な
支

援
を

確
保

・
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
に

対
し

、
個

別
支

援
計

画
の

作
成に

当
た

り
、

障
害

児
に

対
す

る
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

提
供

に
当

た
る

担
当

者
と

当
該

障
害

児
に

係
る

訪
問

先
施

設
の

担
当

者
等

を
招

集
し

て
行

う
会

議
を

開
催

し
、

当
該個

別
支

援
計

画
に

つ
い

て
意

見
を

求
め

る
こ

と
と

し
た

も
の

。
会

議
に

つ
い

て
は

オ
ン

ラ
イ

ン
を

活
用

す
る

こ
と

が
可

（
支

援
時

間
の

下
限

の
設

定
）

〇
訪

問
支

援
の

提
供

時
間

（
個

別
支

援
計

画
に

位
置

付
け

ら
れ

た
内

容
の

支
援

を
行

う
の

に
要

す
る

標
準

的
な

時
間

）
を

個
別

支
援

計
画

に
定

め
る

こ
と

と
し

、
そ

の
時

間
は

30
分

以
上

と
す

る
。

30
分

未
満

の
支

援
の

設
定

に
つ

い
て

は
、

周
囲

の
環

境
に

慣
れ

る
た

め
に

支
援

の
時

間
を

短
時

間
に

す
る

必
要

が
あ

る
等

の
理

由
で

市
町

村
が

認
め

た
場

合
に

限
り

、
算

定
可

能
と

す
る

。
現

に
要

し
た

訪
問

支
援

の
時

間
が

30
分

未
満

と
な

っ
た

場
合

に
つ

い
て

は
、

基
本

報
酬

を
算

定
し

な
い

こ
と

を
基

本
と

す
る

が
、

障
害

児
又

は
訪

問
先

施
設

の
事

情
に

よ
る

場
合

に
は

算
定

を
可

能
と

す
る

。
な

お
、

個
別

支
援

計
画

に
定

め
た

支
援

の
内

容
や

提
供

時
間

が
、実

際
の

支
援

の
提

供
と

合
致

し
な

い
場

合
に

は
、

速
や

か
に

個
別

支
援

計
画

の
見

直
し

・
変

更
を

行
う

こ
と

を
求

め
る

（
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
の

推
進

）
〇

訪
問

先
施

設
の

職
員

に
対

す
る

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
や

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
に

つ
い

て
、

業
務

効
率

化
の

観
点

か
ら

、
オ

ン
ラ

イ
ン

で
行

う
こ

と
も

推
奨

す
る

（
「

保
育

所
等

訪
問

支
援

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
に

お
い

て
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
作

成
・

発
出

予
定

）
）

。
関

係
機

関
連

携
加

算
（

新設
）

に
お

い
て

、
会

議
を

オ
ン

ラ
イ

ン
で

行
う

こ
と

も
可

と
す

る
と

と
も

に
、

家
族

支
援

加
算

（
見

直
し

）
に

お
い

て
、

オ
ン

ラ
イ

ン
で

の
実

施
に

つ
い

て
新

た
に

評
価

を
行う

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

【
参

照
法

令
等

】
基

準
省

令
︓

第
79

条
に

よ
り

準
用

さ
れ

る
第

27
条

第
５

項
報

酬
告

示
︓

第
５

の
１

の
注

２
42
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○
効

果
的

な
支

援
を

確
保

・
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

訪
問

先
施

設
に

加
え

て
、

利
用

児
童

の
支

援
に

関
わ

る
医

療
機

関
や

児
童

相
談

所
等

の
関

係
機

関
と

連
携

し
て

個
別

支
援

計
画

の
作

成
や

ケ
ー

ス
会

議
等

を
実

施
し

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

関
係

機
関

連
携

加
算

【
新

設
】

15
0単

位
/回

（
月

1回
を

限
度

）
※

訪
問

先
施

設
及

び
利

用
児

童
の

支
援

に
関

わ
る

関
係

機
関

と
の

会
議

等
に

よ
り

情
報

連
携

を
行

っ
た

場
合

②
関

係
機

関
連

携
加

算
【

新
設

】
〔

保
育

所
等

訪
問

支
援

〕

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

効
果

的
な

支
援

を
確

保
・

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
保

育
所

・
学

校
等

の
訪

問
先

施
設

に
加

え
て

、
児

童
相

談
所

、
こ

ど
も

家
庭

セ
ン

タ
ー

、
医

療
機

関
そ

の
他

の
関

係
機

関
と

の
連

携
を

図
る

た
め

、
会

議
を

開
催

等
し

て
当

該
関

係
機

関
と

情
報

連
携

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
。

【
主

な
要

件
】

・
あ

ら
か

じ
め

給
付

決
定

保
護

者
の

同
意

を
得

る
こ

と
・

関
係

機
関

と
の

日
常

的
な

連
携

体
制

の
確

保
に

努
め

る
こ

と
・

関
係

機
関

と
の

間
で

、
児

童
の

心
身

の
状

況
や

生
活

環
境

等
の

情
報

共
有

の
た

め
の

会
議

を
開

催
し

、
又

は
会

議
に

参
加

し
、

情
報

共
有

・
連

絡
調

整
を

行
う

こ
と

。
な

お
、

会
議

は
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
も

可
能

と
す

る
（

な
お

、
個

別
支

援
計

画
を

作
成

等
す

る
場

合
の

会
議

に
つ

い
て

も
算

定可
）

・
会

議
や

日
常

的
な

連
携

を
踏

ま
え

て
、

必
要

に
応

じ
て

個
別

支
援

計
画

の
見

直
す

な
ど

、
関

係
機

関
と

連
携

し
た

支
援

の
提

供
を

進
め

る
こ

と
。

そ
の

際
、

訪
問

先
施

設
を

含
め

た
連

携
の

取
組

と
な

る
よ

う
努

め
る

こ
と

・
会

議
や

日
常

的
な

連
絡

調
整

等
の

要
点

等
に

つ
い

て
、

記
録

を
行

う
こ

と
。

〇
多

機
能

型
事

業
所

の
場

合
、

同
一

の
児

童
に

係
る

関
係

機
関

連
携

加
算

の
算

定
は

各
サ

ー
ビ

ス
で

合
わ

せ
て

月
１

回
ま

で
と

す
る

ま
た

、
多

機
能

型
事

業
所

の
場

合
で

あ
っ

て
、

当
該

児
童

が
個

別
サ

ポ
ー

ト
加

算
（

Ⅱ
）

（
要

保
護

・
要

支
援

児
童

へ
の

支
援

の
評

価
）

を
算

定
し

て
い

る
場

合
に

は
、

同
加

算
で

求
め

る
児

童
相

談
所

等
と

の
情

報
連

携
に

対
し

て
は

、
本

加
算

を
算

定
し

な
い

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
５

の
１

の
８
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〇
効

果
的

な
支

援
を

確
保

・
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

運
営

基
準

に
お

い
て

、
事

業
所

に
対

し
て

、
自

己
評

価
、

保
護

者
評

価
及

び
訪

問
先

評
価

の
実

施
・

公
表

を
求

め
る

と
と

も
に

、
未

実
施

の
場

合
の

報
酬

の
減

算
を

設
け

る
。

な
お

、
未

実
施

減
算

に
つ

い
て

は
、

１
年

の
経

過
措

置
期

間
を

設
け

る
。

③
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
・

訪
問

先
評

価
の

導
入

〔
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

【
新

設
】

〇
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
者

は
、

そ
の

提
供

す
る

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

の
質

の
評

価
を

行
い

、
常

に
そ

の
改

善
を

図
ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
79

条
に

よ
り

準
用

さ
れ

る
第

26
条

第
５

項
・

新
設

）
〇

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

事
業

者
は

、
前

項
の

規
定

に
よ

り
、

そ
の

提
供

す
る

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

の
質

の
評

価
及

び
改

善
を

行
う

に
当

た
っ

て
は

、
次

に
掲

げ
る

事
項

に
つ

い
て

、
自

ら
評

価
（

自
己

評
価

）
を

行
う

と
と

も
に

、
当

該
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
者

を
利

用
す

る
障

害
児

の
通

所
給

付
決

定
保

護
者

に
よ

る
評

価
（

保
護

者
評

価
）

及
び

当
該

事
業

所
の

訪
問

支
援

員
が

当
該

障
害

児
に

対
し

て
保

育
所

等
訪

問
支

援
を

行
う

に
当

た
っ

て
訪

問
す

る
施

設
に

よ
る

評
価

（
訪

問
先

施
設

評
価

）
を

受
け

て
、

そ
の

改
善

を
図

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

第
６

項
・

新
設

）
〇

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

事
業

者
は

、
お

お
む

ね
１

年
に

１
回

以
上

、
自

己
評

価
、

保
護

者
評

価
及

び
訪

問
先

施
設

評
価

並
び

に
前

項
に

規
定

す
る

改
善

の
内

容
を

、
保

護
者

及
び

訪
問

先
施

設
に

示
す

と
と

も
に

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
そ

の
他

の
方

法
に

よ
り

公
表

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

第
７

項
・

新
設

）

運
営

基
準

〇
本

基
準

は
、

効
果

的
な

支
援

を
確

保
・

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
者

に
対

し
て

、
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
・

訪
問

先
評

価
の

実
施

を
求

め
、

こ
れ

ら
の

実
施

に
当

た
っ

て
は

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
所

の
従

業
者

に
よ

る
評

価
を

受
け

た
上

で
自

己
評

価
を

行
う

と
と

も
に

、
当

該
事

業
所

を
利

用
す

る
障

害
児

の
保

護
者

に
よ

る
評

価
（

保
護

者
評

価
）

、
当

該
事

業
所

が
訪

問
す

る
施

設
に

よ
る

評
価

（
訪

問
先

施
設

評
価

）
を

受
け

て
そ

の
改

善
を

図
ら

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の

〇
ま

た
、

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

事
業

者
は

、
お

お
む

ね
１

年
に

１
回

以
上

、
自

己
評

価
・

保
護

者
評

価
・

訪
問

先
施

設
評

価
の

内
容

及
び

こ
れ

ら
の

評
価

を
受

け
て

行
う

改
善

の
内

容
に

つ
い

て
、

保
護

者
・

訪
問

先
施

設
に

示
す

と
と

も
に

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
等

に
よ

り
公

表
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
し

た
も

の
〇

自
己

評
価

等
の

実
施

・
公

表
が

行
わ

れ
て

い
な

い
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

基
本

報
酬

に
つ

い
て

８
５

％
を

算
定

（
１

５
％

を
減

算
）

す
る

も
の

〇
公

表
に

つ
い

て
は

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
利

用
そ

の
他

の
方

法
に

よ
り

広
く

公
表

す
る

こ
と

。
公

表
方

法
及

び
公

表
内

容
を

都
道

府
県

に
届

け
出

る
こ

と
。

な
お

、
減

算
の

施
行

は
令

和
７

年
度

か
ら

と
な

る
〇

自
己

評
価

・
保

護
者

評
価

・
訪

問
先

評
価

の
参

考
様

式
や

実
施

手
順

に
つ

い
て

は
「

保
育

所
等

訪
問

支
援

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
で

お
示

し
す

る
予

定
（

令
和

６
年

度
早

期
に

作
成

・
発

出
予

定
）

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

【
現

行
】

な
し

【
改

定
後

】
自

己
評

価
等

未
公

表
減

算
所

定
単

位
数

の
８

５
％

を
算

定
※

保
育

所
等

訪
問

支
援

に
義

務
付

け
ら

れ
て

い
る

自
己

評
価

等
の

実
施

・
公

表
が

未
実

施
の

場
合

（
令

和
７

年
４

月
１

日
か

ら
適

用
）

単
位

数
（

新
旧

）

【
参

照
法

令
等

】
運

営
基

準
︓

第
79

条
に

よ
り

準
用

さ
れ

る
第

26
条

第
５

・
６

・
７

項
報

酬
告

示
︓

第
５

の
１

の
注

２
（

４
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
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○
支

援
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
に

つ
い

て
、

配
置

の
み

で
は

な
く

当
該

職
員

に
よ

る
支

援
の

実
施

を
求

め
る

と
と

も
に

、
よ

り
経

験
の

あ
る

訪
問

支
援

員
へ

の
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
６

７
９

単
位

／
日

※
保

育
士

・
児

童
指

導
員

、
作

業
療

法
士

等
で

障
害

児
支

援
の

業
務

従
事

５
年

以
上

（
そ

の
他

職
員

は
１

０
年

以
上

）
の

職
員

を
配

置
し

た
場

合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
（

Ⅰ
）

８
５

０
単

位
／

日
…

①
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅱ

）
７

０
０

単
位

／
日

…
②

※
保

育
士

・
児

童
指

導
員

、
作

業
療

法
士

等
で

障
害

児
支

援
の

業
務

従
事

５
年

以
上

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
等

の
業

務
従

事
の

場
合

、
３

年
以

上
）

の
職

員
を

配
置

し
当

該
職

員
が

支
援

を
行

う
場

合
①

業
務

従
事

１
０

年
以

上
（

保
育

所
等

訪
問

支
援

等
の

業
務

従
事

５
年

以
上

）
の

職
員

の
場

合 ②
業

務
従

事
５

年
以

上
１

０
年

未
満

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
等

の
業

務
従

事
３

年
以

上
）

の
職

員
の

場
合

④
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

【
見

直
し

】
〔

保
育

所
等

訪
問

支
援

〕

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

障
害

児
通

所
支

援
事

業
、

障
害

児
相

談
支

援
事

業
若

し
く

は
障

害
児

入
所

施
設

等
の

従
業

者
等

と
し

て
一

定
の

業
務

従
事

歴
が

あ
る

者
を

配
置

し
、

当
該

者
が

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
を

す
る

も
の

※
配

置
の

み
で

は
な

く
、

当
該

者
が

訪
問

支
援

を
行

う
必

要
が

あ
る

こ
と

に
留

意
【

要
件

】
＜

訪
問

支
援

員
特

別
加

算
（

Ⅰ
）

＞
以

下
の

➀
若

し
く

は
②

に
規

定
す

る
期

間
が

10
年

以
上

の
者

又
は

③
に

規
定

す
る

期
間

が
５

年
以

上
の

者
を

配
置

し
、

当
該

者
が

保
育

所
等

に
訪

問
し

て
支

援
を

行
う

こ
と

＜
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

（
Ⅱ

）
＞

以
下

の
➀

若
し

く
は

②
に

規
定

す
る

期
間

が
５

年
以

上
の

者
又

は
③

に
規

定
す

る
期

間
が

３
年

以
上

の
者

を
配

置
し

、
当

該
者

が
保

育
所

等
を

訪
問

し
て

支
援

を
行

う
こ

と

➀
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
言

語
聴

覚
士

、
保

育
士

又
は

看
護

職
員

の
資

格
を

取
得

後
、

障
害

児
に

対
す

る
直

接
支

援
の

業
務

、
相

談
支

援
の

業
務

そ
の

他
こ

れ
ら

に
準

ず
る

業
務

に
従

事
し

た
期

間
②

児
童

指
導

員
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
、

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
、

心
理

担
当

職
員

又
は

相
談

支
援

専
門

員
と

し
て

配
置

さ
れ

た
日

以
後

、
障

害
児

に
対

す
る

直
接

支
援

の
業

務
、

相
談

支
援

の
業

務
そ

の
他

こ
れ

ら
に

準
ず

る
業

務
に

従
事

し
た

期
間

③
理

学
療

法
士

、
作

業
療

法
士

、
言

語
聴

覚
士

、
保

育
士

若
し

く
は

看
護

職
員

の
資

格
を

取
得

後
又

は
児

童
指

導
員

、
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

、
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

、
心

理
担

当
職

員
若

し
く

は
相

談
支

援
専

門
員

と
し

て
配

置
さ

れ
た

日
以

後
、

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

等
（

指
定

保
育

所
等

訪
問

支
援

の
ほ

か
、

自
治

体
の

事
業

に
基

づ
き

、
地

域
の

障
害

児
通

所
支

援
事

業
所

に
対

し
て

助
言

・
援

助
を

行
う

業
務

を
含

む
）

の
業

務
に

従
事

し
た

期
間

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
︓

第
５

の
１

の
２

基
準

告
示

（
２

７
０

）
︓

１
０

の
６

（
人

材
の

基
準

）

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）
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○
ケ

ア
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

の
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
を

推
進

し
て

い
く

観
点

か
ら

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
に

お
い

て
、

重
症

心
身

障
害

児
等

の
著

し
く

重
度

の
障

害
児

や
医

療
的

ケ
ア

児
へ

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

ケ
ア

ニ
ー

ズ
対

応
加

算
【

新
設

】
１

２
０

単
位

／
日

※
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

の
対

象
と

な
る

職
員

を
配

置
し

、
重

症
心

身
障

害
児

等
の

著
し

く
重

度
の

障
害

児
や

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

し
て

支
援

を
行

っ
た

場
合

⑤
ケ

ア
ニ

ー
ズ

対
応

加
算

【
新

設
】

〔
保

育
所

等
訪

問
支

援
〕

５
．

（
２

）
保

育
所

等
訪

問
支

援
の

充
実

○
本

加
算

は
、

著
し

く
重

度
の

障
害

児
又

は
医

療
的

ケ
ア

児
に

対
し

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
支

援
事

業
所

に
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

の
対

象
と

な
る

職
員

を
配

置
し

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

①
重

症
心

身
障

害
児

②
身

体
に

重
度

の
障

害
が

あ
る

児
童

（
1級

・
2級

の
身

体
障

害
者

手
帳

の
交

付
を

受
け

て
い

る
障

害
児

）
③

重
度

の
知

的
障

害
が

あ
る

児
童

で
あ

る
こ

と
（

療
育

手
帳

を
交

付
さ

れ
て

お
り

、
最

重
度

又
は

重
度

で
あ

る
と

判
定

を
さ

れ
て

い
る

障
害

）
④

精
神

に
重

度
の

障
害

が
あ

る
児

童
（

１
級

の
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

を
交

付
さ

れ
て

い
る

障
害

児
）

⑤
医

療
的

ケ
ア

児

〇
訪

問
支

援
員

特
別

加
算

の
対

象
と

な
る

職
員

が
訪

問
支

援
を

直
接

実
施

し
な

く
て

も
算

定
が

可
能

で
あ

る
が

、
こ

の
場

合
に

あ
っ

て
は

、
当

該
職

員
が

対
象

児
童

へ
の

支
援

内
容

に
つ

い
て

、
事

前
の

確
認

や
事

後
の

フ
ォ

ロ
ー

を
行

う
な

ど
、

支
援

に
つ

い
て

サ
ポ

ー
ト

を
行

う
こ

と

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
、

通
知

、
事

務
連

絡
等

】
報

酬
告

示
︓

第
５

の
１

の
６

基
準

告
示

（
２

７
０

）
１

０
の

７
46

要
・

市
町

村
に

よ
る
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定
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〇
早

期
か

ら
の

計
画

的
な

移
行

支
援

を
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

運
営

基
準

に
お

い
て

、
障

害
児

入
所

施
設

に
対

し
、

15
歳

以
上

に
達

し
た

入
所

児
童

に
つ

い
て

、
移

行
支

援
に

係
る

個
別

の
計

画
（

移
行

支
援

計
画

）
を

作
成

し
、

同
計

画
に

基
づ

き
移

行
支

援
を

進
め

る
こ

と
を

求
め

る

①
移

行
支

援
計

画
の

作
成

（
基

準
）

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
、

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

６
．

（
１

）
地

域
生

活
に

向
け

た
支

援
の

充
実

【
新

設
・

一
部

改
正

】
（

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

の
一

般
原

則
）

〇
指

定
障

害
児

入
所

施
設

等
は

、
入

所
給

付
決

定
保

護
者

及
び

障
害

児
の

意
向

、
障

害
児

の
適

性
、

障
害

の
特

性
そ

の
他

の
事

情
を

踏
ま

え
た

計
画

（
入

所
支

援
計

画
）

及
び

障
害

児
（

15
歳

以
上

の
障

害
児

に
限

る
。

）
が

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

そ
の

他
の

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

つ
つ

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

へ
の

移
行

に
つ

い
て

支
援

す
る

上
で

必
要

な
事

項
を

定
め

た
計

画
（

移
行

支
援

計
画

）
を

作
成

し
、

こ
れ

に
基

づ
き

障
害

児
に

対
し

て
指

定
入

所
支

援
を

提
供

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
効

果
に

つ
い

て
継

続
的

な
評

価
を

実
施

す
る

こ
と

そ
の

他
の

措
置

を
講

ず
る

こ
と

に
よ

り
障

害
児

に
対

し
て

適
切

か
つ

効
率

的
に

指
定

入
所

支
援

を
提

供
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
３

条
・

見
直

し
）

〇
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
は

、
入

所
支

援
計

画
及

び
移

行
支

援
計

画
に

基
づ

き
、

障
害

児
の

心
身

の
状

況
等

に
応

じ
て

、
そ

の
者

の
支

援
を

適
切

に
行

う
と

と
も

に
、

指
定

入
所

支
援

の
提

供
が

漫
然

か
つ

画
一

的
な

も
の

と
な

ら
な

い
よ

う
配

慮
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
20

条
第

１
項

・
見

直
し

）
〇

指
定

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

の
管

理
者

は
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
に

移
行

支
援

計
画

の
作

成
に

関
す

る
業

務
を

担
当

さ
せ

る
も

の
と

す
る

。
（

第
21

条
の

２
第

１
項

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

移
行

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

適
切

な
方

法
に

よ
り

、
障

害
児

に
つ

い
て

、
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

行
い

、
障

害
児

が
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
そ

の
他

の
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
つ

つ
自

立
し

た
日

常
生

活
又

は
社

会
生

活
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
自

立
し

た
日

常
生

活
又

は
社

会
生

活
へ

の
移

行
に

つ
い

て
支

援
す

る
上

で
必

要
な

支
援

内
容

の
検

討
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

条
第

２
項

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

ア
セ

ス
メ

ン
ト

及
び

支
援

内
容

の
検

討
結

果
等

に
基

づ
き

、
障

害
児

が
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
そ

の
他

の
サ

ー
ビ

ス
を

利
用

し
つ

つ
自

立
し

た
日

常
生

活
又

は
社

会
生

活
へ

の
移

行
に

つ
い

て
支

援
す

る
上

で
必

要
な

取
組

、
当

該
支

援
を

提
供

す
る

上
で

の
留

意
事

項
そ

の
他

必
要

な
事

項
を

記
載

し
た

移
行

支
援

計
画

の
原

案
を

作
成

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

条
第

３
項

・
新

設
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

移
行

支
援

計
画

の
作

成
後

、
移

行
支

援
計

画
の

実
施

状
況

の
把

握
（

障
害

児
に

つ
い

て
の

継
続

的
な

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
含

む
。

）
を

行
う

と
と

も
に

、
障

害
児

に
つ

い
て

解
決

す
べ

き
課

題
を

把
握

し
、

少
な

く
と

も
６

月
に

１
回

以
上

、
移

行
支

援
計

画
の

見
直

し
を

行
い

、
必

要
に

応
じ

て
移

行
支

援
計

画
の

変
更

を
行

う
も

の
と

す
る

。
（

同
条

第
４

項
・

新
設

）
※

こ
の

ほ
か

入
所

支
援

計
画

作
成

の
規

定
を

準
用

※
第

57
条

に
よ

り
、

指
定

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

に
つ

い
て

も
準

用

運
営

基
準

〇
本

基
準

は
、

令
和

６
年

４
月

の
改

正
児

童
福

祉
法

の
施

行
等

に
よ

り
、

障
害

児
入

所
施

設
は

原
則

18
歳

未
満

、
最

長
22

歳
ま

で
の

利
用

と
な

り
、

入
所

児
童

に
つ

い
て

、
都

道
府

県
・

政
令

市
の

調
整

の
下

、
障

害
児

入
所

施
設

か
ら

成
人

期
の

生
活

へ
円

滑
な

移
行

に
向

け
た

取
組

が
進

め
ら

れ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
早

期
か

ら
の

計
画

的
な

移
行

支
援

を
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

15
歳

に
達

し
た

入
所

児
童

に
つ

い
て

、
移

行
支

援
計

画
を

作
成

し
、

同
計

画
に

基
づ

き
、

個
々

の
状

況
に

応
じ

た
丁

寧
・

着
実

な
移

行
支

援
を

進
め

る
こ

と
と

し
た

も
の

〇
移

行
支

援
計

画
の

作
成

・
見

直
し

の
手

順
や

留
意

点
に

つ
い

て
は

、
入

所
支

援
計

画
の

作
成

と
同

様
。

な
お

、
移

行
支

援
計

画
の

作
成

を
含

め
た

「
移

行
支

援
の

手
引

き
」

（
令

和
３

年
12

月
の

移
行

調
整

の
手

引
き

の
見

直
し

）
を

令
和

６
年

度
早

期
に

発
出

予
定

〇
15

歳
未

満
の

障
害

児
で

あ
っ

て
も

、
家

庭
に

戻
る

こ
と

や
里

親
に

委
託

さ
れ

る
こ

と
等

、
退

所
が

決
定

し
て

い
る

場
合

は
、

切
れ

目
の

な
い

支
援

を
継

続
す

る
観

点
か

ら
、

移
行

支
援

計
画

を
作

成
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

。
こ

の
場

合
に

、
移

行
支

援
関

係
機

関
連

携
加

算
等

の
算

定
も

可
能

。
ま

た
、

有
期

有
目

的
で

の
短

期
間

の
入

所
の

場
合

な
ど

、
当

該
施

設
に

お
け

る
移

行
支

援
が

明
ら

か
に

不
要

と
判

断
さ

れ
る

場
合

に
は

、
入

所
支

援
計

画
に

退
所

に
向

け
た

支
援

の
内

容
を

盛
り

込
む

こ
と

で
作

成
に

代
え

る
こ

と
が

可
能

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

16
号

）
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〇
移

行
支

援
計

画
を

作
成

・
更

新
す

る
際

に
、

当
該

児
の

移
行

に
関

わ
る

行
政

・
福

祉
等

の
関

係
者

が
参

画
す

る
会

議
を

開
催

し
、

移
行

支
援

に
関

し
て

連
携

・
調

整
を

行
っ

た
場

合
の

評
価

を
行

う
。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

移
行

支
援

関
係

機
関

連
携

加
算

25
0単

位
／

回
（

月
１

回
を

限
度

）
※

移
行

支
援

計
画

の
作

成
又

は
変

更
に

あ
た

っ
て

、
都

道
府

県
、

市
町

村
、

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
等

関
係

者
に

よ
り

構
成

さ
れ

る
会

議
を

開
催

し
、

関
係

者
と

情
報

共
有

・
連

携
調

整
を

行
っ

た
場

合

②
移

行
支

援
関

係
機

関
連

携
加

算
【

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

６
．

（
１

）
地

域
生

活
に

向
け

た
支

援
の

充
実

〇
指

定
障

害
児

入
所

施
設

に
お

い
て

は
、

15
歳

以
上

の
入

所
児

童
に

つ
い

て
移

行
支

援
計

画
を

作
成

し
、

同
計

画
に

基
づ

き
当

該
児

童
の

移
行

支
援

を
進

め
る

こ
と

が
必

要
（

指
定

入
所

基
準

第
３

条
第

１
項

）

〇
本

加
算

は
、

移
行

支
援

計
画

を
作

成
・

更
新

す
る

際
に

、
自

治
体

や
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
等

の
関

係
者

が
参

画
す

る
会

議
（

移
行

支
援

関
係

機
関

連
携

会
議

）
を

開
催

し
、

移
行

支
援

に
関

し
て

連
携

・
調

整
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
移

行
支

援
計

画
の

作
成

又
は

更
新

に
あ

た
っ

て
、

都
道

府
県

、
市

町
村

、
教

育
機

関
、

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

（
又

は
相

談
支

援
事

業
所

）
等

の
関

係
機

関
が

参
画

す
る

会
議

を
開

催
し

、
移

行
支

援
に

関
し

て
情

報
共

有
及

び
連

携
調

整
を

行
う

こ
と

。
※

会
議

に
は

、
入

所
給

付
決

定
を

行
っ

た
都

道
府

県
等

、
移

行
予

定
先

（
未

定
の

場
合

は
保

護
者

の
居

住
地

又
は

入
所

施
設

の
所

在
地

）
の

市
町

村
及

び
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
（

未
設

置
の

場
合

は
相

談
支

援
事

業
所

）
、

障
害

児
が

所
属

す
る

教
育

機
関

の
出

席
を

基
本

と
し

、
こ

の
ほ

か
必

要
に

応
じ

て
障

害
児

本
人

・
そ

の
家

族
、

児
童

相
談

所
、

移
行

予
定

先
の

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
、

居
住

施
設

、
医

療
機

関
等

の
移

行
支

援
の

関
係

者
の

参
加

を
求

め
る

こ
と

※
会

議
は

オ
ン

ラ
イ

ン
を

活
用

し
て

行
う

こ
と

も
可

※
全

て
の

関
係

者
の

出
席

を
基

本
と

す
る

が
、

や
む

を
得

ず
欠

席
が

生
じ

る
場

合
に

は
、

事
前

及
び

事
後

に
移

行
支

援
及

び
会

議
に

関
す

る
情

報
共

有
・

連
絡

調
整

を
行

う
こ

と
※

会
議

に
お

い
て

は
、

児
発

管
又

は
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

が
、

児
童

の
状

況
や

移
行

支
援

の
状

況
等

に
つ

い
て

説
明

を
行

う
と

と
も

に
、

関
係

者
か

ら
意

見
を

も
ら

い
、

移
行

支
援

計
画

の
作

成
・

見
直

し
を

検
討

す
る

こ
と

・
会

議
に

お
け

る
検

討
を

踏
ま

え
て

、
移

行
支

援
計

画
の

作
成

・
更

新
を

行
う

こ
と

（
関

係
機

関
と

の
具

体
的

な
連

携
方

法
等

を
記

載
）

・
会

議
に

加
え

て
、

関
係

機
関

と
の

日
常

的
な

連
携

体
制

を
構

築
し

、
障

害
児

等
の

意
向

、
支

援
内

容
、

移
行

に
向

け
た

課
題

等
に

つ
い

て
状

況
共

有
を

行
う

こ
と

・
会

議
の

要
点

と
、

移
行

支
援

計
画

に
反

映
さ

せ
る

べ
き

内
容

に
つ

い
て

、
記

録
を

行
う

こ
と

○
都

道
府

県
、

政
令

市
が

招
集

す
る

協
議

の
場

（
個

別
の

ケ
ー

ス
会

議
）

を
活

用
し

、
同

様
の

取
組

を
行

っ
た

場
合

に
も

算
定

可
能

と
す

る
こ

と

〇
よ

り
早

期
か

ら
移

行
支

援
を

実
施

す
る

観
点

か
ら

、
15

歳
未

満
の

入
所

児
童

に
移

行
支

援
計

画
を

作
成

等
す

る
場

合
に

つ
い

て
も

、
本

加
算

の
算

定
は

可
能

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

21
3）

︓
第

１
の

６
の

２
（

福
祉

型
）

、
第

２
の

４
の

２
（

医
療

型
）

48

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

186



○
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

、
重

症
心

身
障

害
児

等
、

特
別

な
支

援
を

必
要

と
す

る
入

所
児

童
の

宿
泊

・
日

中
サ

ー
ビ

ス
利

用
体

験
時

に
、

障
害

児
入

所
施

設
の

職
員

が
、

事
前

に
体

験
先

施
設

と
の

連
携

・
調

整
を

行
う

と
と

も
に

、
体

験
先

施
設

へ
の

付
き

添
い

等
に

よ
り

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

体
験

利
用

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
70

0単
位

/日
（

1回
3日

ま
で

、
2回

を
限

度
）

・
・

①
体

験
利

用
支

援
加

算
（

Ⅱ
）

50
0単

位
/日

（
1回

5日
ま

で
、

2回
を

限
度

）
・

・
②

※
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

、
重

症
心

身
障

害
児

等
、

特
別

な
支

援
を

必
要

と
す

る
児

に
対

し
て

、
移

行
支

援
計

画
に

基
づ

き
、

宿
泊

や
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

に
よ

る
日

中
活

動
の

体
験

利
用

を
行

う
場

合
に

、
体

験
先

施
設

と
の

連
携

・
調

整
や

体
験

中
の

付
き

添
い

等
の

支
援

を
行

っ
た

場
合

。
①

宿
泊

施
設

等
（

グ
ル

ー
プ

ホ
ー

ム
や

短
期

入
所

を
含

む
）

で
の

体
験

利
用

②
日

中
活

動
（

生
活

介
護

や
就

労
B型

支
援

を
含

む
）

の
体

験
利

用

③
体

験
利

用
支

援
加

算
【

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

・
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
〕

６
．

（
１

）
地

域
生

活
に

向
け

た
支

援
の

充
実

〇
本

加
算

は
、

重
症

心
身

障
害

児
、

重
度

障
害

児
又

は
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

が
、

日
常

生
活

及
び

社
会

生
活

へ
の

移
行

に
向

け
た

宿
泊

や
日

中
活

動
の

体
験

を
行

う
際

に
、

体
験

先
施

設
等

と
の

連
携

・
調

整
や

体
験

先
施

設
等

へ
の

付
き

添
い

等
の

支
援

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

】
・

重
症

心
身

障
害

児
、

重
度

障
害

児
（

重
度

障
害

児
支

援
加

算
の

対
象

児
）

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

２
０

点
以

上
）

【
主

な
要

件
】

・
対

象
児

に
対

し
て

、
退

所
予

定
日

か
ら

遡
っ

て
１

年
間

の
期

間
に

お
い

て
、

移
行

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

、
計

画
的

に
宿

泊
や

日
中

活
動

の
体

験
利

用
を

提
供

す
る

こ
と

※
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
の

体
験

利
用

の
ほ

か
、

民
間

企
業

が
提

供
す

る
活

動
や

、
居

宅
で

の
宿

泊
体

験
も

対
象

と
な

る
・

体
験

利
用

の
提

供
に

あ
た

っ
て

、
施

設
に

置
く

べ
き

従
業

者
が

、
①

体
験

利
用

の
日

に
お

け
る

新
た

な
環

境
へ

の
適

応
に

対
す

る
支

援
、

及
び

②
体

験
利

用
に

係
る

関
係

者
と

の
連

絡
調

整
・

相
談

援
助

を
行

う
こ

と
①

体
験

利
用

の
日

に
お

け
る

新
た

な
環

境
へ

の
適

応
に

対
す

る
支

援
体

験
先

施
設

等
へ

付
き

添
う

こ
と

（
障

害
児

の
環

境
へ

の
適

応
状

況
を

踏
ま

え
て

一
部

の
日

程
で

行
わ

な
い

こ
と

も
可

）
体

験
先

施
設

等
か

ら
の

緊
急

連
絡

に
対

応
で

き
る

体
制

（
夜

間
の

対
応

を
含

む
）

を
確

保
す

る
こ

と
②

体
験

利
用

に
係

る
関

係
者

と
の

連
絡

調
整

・
相

談
援

助
体

験
先

施
設

等
に

対
し

て
、

障
害

児
の

状
態

像
や

支
援

内
容

を
情

報
共

有
す

る
こ

と
、

障
害

児
の

特
性

や
状

態
等

を
踏

ま
え

た
環

境
調

整
や

対
応

の
助

言
援

助
を

行
う

こ
と

・
体

験
の

内
容

及
び

体
験

時
の

障
害

児
の

様
子

、
体

験
終

了
後

の
障

害
児

及
び

体
験

先
施

設
等

か
ら

の
所

見
や

移
行

支
援

に
係

る
意

見
に

つ
い

て
、

記
録

を
行

う
こ

と
・

体
験

利
用

を
踏

ま
え

、
必

要
に

応
じ

て
移

行
支

援
計

画
を

更
新

す
る

こ
と

〇
宿

泊
体

験
に

つ
い

て
は

、
３

日
未

満
（

例
え

ば
１

泊
２

日
）

の
体

験
利

用
で

あ
っ

て
も

１
回

と
数

え
る

。
日

中
活

動
の

体
験

に
つ

い
て

は
、

１
回

の
５

日
間

に
つ

い
て

、
連

続
日

で
な

く
て

も
（

例
え

ば
週

１
日

で
５

週
間

利
用

の
場

合
で

あ
っ

て
も

）
１

回
と

数
え

る
こ

と
を

可
能

と
す

る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

21
3）

︓
第

１
の

６
の

３
（

福
祉

型
）

、
第

２
の

４
の

３
（

医
療

型
）

基
準

告
示

（
27

0）
︓

１
５

の
２

（
福

祉
型

・
対

象
児

）
、

１
７

の
６

（
医

療
型

・
対

象
児

）
4
9

要
・

都
道

府
県

の
対

象
児

の
判

定

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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日
中

活
動

や
移

行
支

援
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

職
業

指
導

員
加

算
に

つ
い

て
、

専
門

的
な

支
援

を
計

画
的

に
提

供
す

る
こ

と
を

求
め

る
内

容
に

見
直

す
。

【
現

行
】

職
業

指
導

員
加

算
基

本
報

酬
の

区
分

に
応

じ
て

8〜
29

6単
位

/日
※

職
業

指
導

員
を

専
任

で
配

置
し

た
場

合

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

日
中

活
動

支
援

加
算

基
本

報
酬

の
区

分
に

応
じ

て
16

〜
32

2単
位

/日
※

一
定

の
経

験
を

有
す

る
職

業
指

導
員

を
専

任
で

配
置

し
、

将
来

に
お

け
る

生
活

も
考

慮
し

た
施

設
に

お
け

る
日

中
活

動
に

関
す

る
計

画
を

作
成

し
、

支
援

を
行

っ
た

場
合

④
日

中
活

動
支

援
加

算
【

職
業

指
導

員
加

算
の

見
直

し
・

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

〇
本

加
算

は
、

一
定

の
経

験
を

有
す

る
専

任
の

職
業

指
導

員
を

１
以

上
配

置
し

て
い

る
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
、

日
中

活
動

計
画

を
作

成
し

、
当

該
計

画
に

基
づ

き
計

画
的

に
指

定
入

所
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
専

任
の

職
業

指
導

員
（

障
害

児
に

対
す

る
直

接
支

援
の

業
務

又
は

こ
れ

に
準

ず
る

業
務

に
3年

以
上

従
事

し
て

い
た

者
に

限
る

）
を

１
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
・

職
業

指
導

員
及

び
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

そ
の

他
の

者
が

共
同

し
て

、
入

所
児

童
の

将
来

の
日

常
生

活
・

社
会

生
活

の
見

通
し

を
考

慮
し

た
日

中
活

動
計

画
（

日
中

活
動

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

）
を

作
成

し
て

い
る

こ
と

※
①

入
所

す
る

全
て

の
児

童
を

対
象

と
し

た
、

休
日

、
祝

日
及

び
長

期
休

み
に

お
け

る
計

画
、

②
未

就
学

児
及

び
学

卒
後

の
児

童
を

対
象

と
し

た
平

日
に

お
け

る
計

画
を

、
１

月
ご

と
に

作
成

（
以

下
、

留
意

点
）

・
施

設
に

お
け

る
日

ご
と

の
日

中
活

動
の

内
容

が
確

認
で

き
る

も
の

と
し

、
児

童
の

将
来

の
日

常
生

活
・

社
会

生
活

の
見

通
し

を
考

慮
し

た
も

の
と

す
る

こ
と

・
内

容
を

検
討

す
る

際
に

は
児

童
の

意
見

を
考

慮
す

る
こ

と
と

し
、

ま
た

、
施

設
内

の
ほ

か
、

施
設

外
で

の
活

動
も

検
討

す
る

こ
と

・
未

就
学

児
を

対
象

と
し

た
計

画
に

つ
い

て
は

、
児

童
発

達
支

援
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
や

保
育

所
保

育
指

針
の

こ
ど

も
の

活
動

等
の

記
載

を
参

考
に

す
る

こ
と

・
学

卒
後

の
児

童
を

対
象

と
し

た
計

画
に

つ
い

て
は

、
地

域
生

活
へ

の
移

行
も

見
据

え
、

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
と

連
携

し
て

作
成

す
る

よ
う

努
め

る
こ

と
・

日
中

活
動

計
画

に
基

づ
き

、
計

画
的

に
日

中
活

動
を

行
う

こ
と

。
活

動
中

の
障

害
児

の
状

態
等

に
つ

い
て

定
期

的
に

記
録

を
行

い
、

従
業

者
に

共
有

す
る

こ
と

・
日

中
活

動
計

画
の

実
施

状
況

を
定

期
的

に
評

価
し

、
必

要
に

応
じ

て
当

該
計

画
の

見
直

し
を

行
う

こ
と

〇
主

と
し

て
肢

体
不

自
由

児
に

対
し

支
援

を
行

う
施

設
は

対
象

外
（

現
行

の
職

業
指

導
員

加
算

と
同

じ
）

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
１

）
地

域
生

活
に

向
け

た
支

援
の

充
実

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

12
3）

︓
第

１
の

注
４

（
福

祉
型

）
施

設
基

準
告

示
（

26
9）

︓
１

２
の

１
６

基
準

告
示

（
27

0）
︓

１
２

の
３

３

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
人

材
の

配
置

）
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○
家

庭
的

な
養

育
環

境
の

確
保

を
推

進
す

る
観

点
か

ら
、

運
営

基
準

に
お

い
て

、
障

害
児

入
所

施
設

に
対

し
て

、
で

き
る

限
り

良
好

な
家

庭
的

な
環

境
の

中
で

支
援

を
行

う
よ

う
努

め
る

こ
と

を
求

め
る

。

【
新

設
】

〇
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
は

、
障

害
児

が
で

き
る

限
り

良
好

な
家

庭
的

環
境

に
お

い
て

指
定

入
所

支
援

を
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
20

条
第

２
項

・
新

設
）

※
第

57
条

に
よ

り
、

指
定

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

に
つ

い
て

も
準

用

運
営

基
準

①
家

庭
的

な
養

育
環

境
の

確
保

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
・

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

〇
 本

基
準

は
、

障
害

児
入

所
施

設
に

お
け

る
支

援
が

、
で

き
る

限
り

良
好

な
家

庭
的

な
養

育
環

境
の

中
で

、
特

定
の

大
人

を
中

心
と

し
た

継
続

的
で

安
定

し
た

愛
着

関
係

の
下

で
行

わ
れ

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

、
家

庭
的

な
養

育
環

境
の

確
保

を
推

進
す

る
観

点
か

ら
、

指
定

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

（
指

定
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
）

は
、

障
害

児
が

で
き

る
限

り
良

好
な

家
庭

的
環

境
に

お
い

て
指

定
入

所
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し
た

も
の

〇
な

お
、

良
好

な
家

庭
的

環
境

の
提

供
の

視
点

も
盛

り
込

ん
だ

「
障

害
児

入
所

施
設

運
営

指
針

」
（

令
和

３
年

障
発

09
09

第
１

号
厚

生
労

働
省

社
会

・
援

護
局

障
害

保
健

福
祉

部
長

通
知

）
に

つ
い

て
、

適
切

な
入

所
支

援
の

提
供

に
あ

た
っ

て
参

考
と

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
旨

を
、

留
意

事
項

通
知

に
お

い
て

示
し

て
い

る
（

基
準

省
令

第
20

条
（

指
定

入
所

支
援

の
取

扱
方

針
）

の
解

釈
部

分
）

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

16
号

）

６
．

（
２

）
小

規
模

化
等

に
よ

る
質

の
高

い
支

援
の

提
供

の
推

進
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〇
よ

り
家

庭
的

な
環

境
に

よ
る

支
援

を
促

進
す

る
観

点
か

ら
、

小
規

模
グ

ル
ー

プ
ケ

ア
加

算
に

つ
い

て
、

よ
り

小
規

模
な

ケ
ア

の
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。
ま

た
、

サ
テ

ラ
イ

ト
型

の
評

価
に

つ
い

て
、

安
全

な
運

営
の

た
め

に
人

員
配

置
の

強
化

を
求

め
た

上
で

、
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

小
規

模
グ

ル
ー

プ
ケ

ア
加

算
（

定
員

４
〜

８
名

（
※

）
）

24
0単

位
／

日
（

※
）

都
道

府
県

知
事

が
認

め
た

施
設

に
つ

い
て

は
最

大
10

名
サ

テ
ラ

イ
ト

型
（

定
員

4〜
6名

）
と

し
て

実
施

し
た

場
合

＋
30

8単
位

／
日

 (
※

）
専

任
の

児
童

指
導

員
又

は
保

育
士

を
1以

上
（

サ
テ

ラ
イ

ト
型

は
２

以
上

）
配

置
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
  

単
位

数
（

新
旧

）
 

【
改

定
後

】
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

加
算

(Ⅰ
)（

定
員

４
〜

6名
）

32
0単

位
／

日
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

加
算

(Ⅱ
)（

定
員

7名
又

は
8名

）
 

23
3単

位
／

日
（

※
）

都
道

府
県

知
事

が
認

め
た

施
設

で
定

員
9名

又
は

10
名

の
場

合
  

 1
86

単
位

／
日

サ
テ

ラ
イ

ト
型

（
定

員
4〜

6名
）

と
し

て
実

施
し

た
場

合
 ＋

37
8単

位
／

日
(※

）
専

任
の

児
童

指
導

員
又

は
保

育
士

を
1以

上
（

サ
テ

ラ
イ

ト
型

は
3以

上
（

う
ち

１
以

上
は

専
任

）
）

配
置

②
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

加
算

【
見

直
し

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

・
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
〕

〇
本

加
算

は
、

よ
り

家
庭

的
な

環
境

に
よ

る
支

援
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

を
実

施
し

て
い

る
場

合
に

算
定

す
る

も
の

。
サ

テ
ラ

イ
ト

型
の

小
規

模
グ

ル
ー

プ
ケ

ア
を

実
施

し
て

い
る

場
合

は
さ

ら
な

る
評

価
を

行
う

も
の

【
主

な
要

件
】

・
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

の
児

童
の

人
数

は
、

4〜
8名

（
4〜

6名
、

7名
又

は
8名

、
9名

又
は

10
名

で
そ

れ
ぞ

れ
評

価
）

。
サ

テ
ラ

イ
ト

型
の

児
童

の
人

数
は

、
4〜

6名
と

す
る

こ
と

・
小

規
模

グ
ル

ー
プ

ケ
ア

の
設

備
は

、
居

室
、

居
間

、
食

堂
等

、
入

所
し

て
い

る
障

害
児

が
相

互
に

交
流

で
き

る
場

所
、

そ
の

他
生

活
に

必
要

な
台

所
、

浴
室

、
便

所
等

を
有

し
て

い
る

こ
と

。
サ

テ
ラ

イ
ト

型
は

、
建

物
自

体
が

本
体

施
設

か
ら

分
離

し
た

場
所

（
外

部
の

ア
パ

ー
ト

、
法

人
所

有
の

土
地

内
の

別
の

建
物

等
）

で
実

施
す

る
こ

と
・

小
規

模
グ

ル
ー

プ
ケ

ア
は

、
従

業
員

の
員

数
に

加
え

て
、

専
任

の
児

童
指

導
員

又
は

保
育

士
を

1以
上

、
サ

テ
ラ

イ
ト

型
は

、
 従

業
員

の
員

数
に

加
え

て
、

児
童

指
導

員
又

は
保

育
士

を
3以

上
（

う
ち

１
以

上
は

専
任

）
配

置
す

る
こ

と
※

専
任

以
外

の
児

童
指

導
員

又
は

保
育

士
に

つ
い

て
は

、
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
の

他
の

職
務

に
従

事
し

て
差

し
支

え
な

い
専

任
の

児
童

指
導

員
又

は
保

育
士

は
、

で
き

る
限

り
家

庭
的

な
環

境
の

中
で

ケ
ア

を
行

っ
た

場
合

に
当

該
加

算
を

算
定

す
る

こ
と

も
踏

ま
え

、
食

事
等

の
生

活
場

面
に

お
い

て
可

能
な

限
り

児
童

と
関

わ
る

も
の

と
す

る
・

小
規

模
グ

ル
ー

プ
ケ

ア
に

よ
る

ケ
ア

の
内

容
を

含
め

た
入

所
支

援
計

画
を

作
成

し
、

当
該

計
画

に
基

づ
き

適
切

に
支

援
を

行
う

こ
と

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
２

）
小

規
模

化
等

に
よ

る
質

の
高

い
支

援
の

提
供

の
推

進

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

12
3）

︓
第

１
の

９
（

福
祉

型
）

、
第

２
の

５
（

医
療

型
）

施
設

基
準

（
26

9）
︓

１
７

・
１

７
の

２
（

福
祉

型
）

、
２

０
（

医
療

型
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

届
出

（
配

置
）
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６
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〇
ケ

ア
の

小
規

模
化

を
推

進
す

る
観

点
か

ら
、

基
本

報
酬

（
主

と
し

て
知

的
障

害
の

あ
る

児
童

に
対

し
て

支
援

を
行

う
場

合
）

に
つ

い
て

、
利

用
定

員
規

模
別

の
報

酬
設

定
を

よ
り

き
め

細
か

く
（

11
人

以
上

か
ら

40
人

以
下

の
区

分
設

定
を

、
10

人
単

位
刻

み
か

ら
5人

単
位

刻
み

に
）

設
定

す
る

と
と

も
に

、
大

規
模

の
定

員
区

分
に

つ
い

て
整

理
を

行
う

（
11

1人
以

上
の

区
分

を
削

除
）

【
現

行
】

イ
主

と
し

て
知

的
障

害
の

あ
る

児
童

（
自

閉
症

を
主

た
る

症
状

と
す

る
児

童
を

除
く

。
以

下
「

知
的

障
害

児
」

と
い

う
。

）
に

対
し

指
定

入
所

支
援

を
行

う
場

合
⑴

入
所

定
員

が
５

人
以

上
９

人
以

下
の

場
合

で
単

独
施

設
で

あ
る

と
き

   
  9

41
単

位
⑵

入
所

定
員

が
10

人
の

場
合

㈠
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

に
併

設
す

る
施

設
が

主
た

る
施

設
で

あ
る

と
き

82
3単

位
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
 

㈡
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
1,

69
7単

位
㈢

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
が

単
独

施
設

で
あ

る
と

き
94

1単
位

⑶
入

所
定

員
が

11
人

以
上

20
人

以
下

の
場

合
㈠

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
に

併
設

す
る

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
65

4単
位

㈡
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
1,

09
0単

位
㈢

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
が

単
独

施
設

で
あ

る
と

き
86

3単
位

⑷
入

所
定

員
が

21
人

以
上

30
人

以
下

の
場

合
82

3単
位

⑸
入

所
定

員
が

31
人

以
上

40
人

以
下

の
場

合
68

8単
位

⑹
入

所
定

員
が

41
人

以
上

50
人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

61
4単

位
⑺

入
所

定
員

が
51

人
以

上
60

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
59

0単
位

⑻
入

所
定

員
が

61
人

以
上

70
人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

56
8単

位
⑼

入
所

定
員

が
71

人
以

上
80

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
   

 
  5

45
単

位
⑽

入
所

定
員

が
81

人
以

上
90

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
52

6単
位

⑾
入

所
定

員
が

91
人

以
上

10
0人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

 5
04

単
位

⑿
入

所
定

員
が

10
1人

以
上

11
0人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

  5
01

単
位

⒀
入

所
定

員
が

11
1人

以
上

12
0人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
  

49
9単

位
⒁

入
所

定
員

が
12

1人
以

上
13

0人
以

下
の

場
合

  
49

6単
位

⒂
入

所
定

員
が

13
1人

以
上

14
0人

以
下

の
場

合
  

49
3単

位
⒃

入
所

定
員

が
14

1人
以

上
15

0人
以

下
の

場
合

  
49

0単
位

⒄
入

所
定

員
が

15
1人

以
上

16
0人

以
下

の
場

合
  

48
5単

位
⒅

入
所

定
員

が
16

1人
以

上
17

0人
以

下
の

場
合

  
48

1単
位

⒆
入

所
定

員
が

17
1人

以
上

18
0人

以
下

の
場

合
  

47
7単

位
⒇

入
所

定
員

が
18

1人
以

上
19

0人
以

下
の

場
合

  
47

3単
位

(2
1)

入
所

定
員

が
19

1人
以

上
の

場
合

  
  4

70
単

位

単
位

数
（

新
旧

）

③
主

と
し

て
知

的
障

害
児

の
基

本
報

酬
の

見
直

し
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

（
主

と
し

て
知

的
障

害
）

〕

5
3

【
改

定
後

】
イ

主
と

し
て

知
的

障
害

の
あ

る
児

童
（

自
閉

症
を

主
た

る
症

状
と

す
る

児
童

を
除

く
。

以
下

「
知

的
障

害
児

」
と

い
う

。
）

に
対

し
指

定
入

所
支

援
を

行
う

場
合

⑴
入

所
定

員
が

５
人

以
上

９
人

以
下

の
場

合
で

単
独

施
設

で
あ

る
と

き
   

  9
57

単
位

⑵
入

所
定

員
が

10
人

の
場

合
㈠

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
に

併
設

す
る

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
83

7単
位

㈡
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
1,

72
7単

位
㈢

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
が

単
独

施
設

で
あ

る
と

き
95

7単
位

⑶
入

所
定

員
が

11
人

以
上

15
人

以
下

の
場

合
㈠

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
に

併
設

す
る

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
66

5単
位

㈡
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
1,

10
9単

位
㈢

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
が

単
独

施
設

で
あ

る
と

き
87

8単
位

⑷
入

所
定

員
が

16
人

以
上

20
人

以
下

の
場

合
㈠

当
該

指
定

入
所

支
援

を
行

う
施

設
に

併
設

す
る

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
64

5単
位

㈡
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
主

た
る

施
設

で
あ

る
と

き
   

1,
07

5単
位

㈢
当

該
指

定
入

所
支

援
を

行
う

施
設

が
単

独
施

設
で

あ
る

と
き

85
2単

位
⑸

入
所

定
員

が
21

人
以

上
25

人
以

下
の

場
合

83
7単

位
⑹

入
所

定
員

が
26

人
以

上
30

人
以

下
の

場
合

81
2単

位
⑺

入
所

定
員

が
31

人
以

上
35

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
70

0単
位

⑻
入

所
定

員
が

36
人

以
上

40
人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

66
5単

位
⑼

入
所

定
員

が
41

人
以

上
50

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
62

5単
位

⑽
入

所
定

員
が

51
人

以
上

60
人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

   
 

  6
00

単
位

⑾
入

所
定

員
が

61
人

以
上

70
人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
   

57
8単

位
⑿

入
所

定
員

が
71

人
以

上
80

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
   

55
4単

位
⒀

入
所

定
員

が
81

人
以

上
90

人
以

下
の

場
合

   
   

   
   

   
53

5単
位

⒁
入

所
定

員
が

91
人

以
上

10
0人

以
下

の
場

合
   

   
   

   
  

  5
13

単
位

⒂
入

所
定

員
が

10
1人

以
上

の
場

合
   

   
   

   
   

   
   

 
 4

93
単

位
●

【
削

除
】

入
所

定
員

11
1人

〜
19

1人
以

上
（

10
人

刻
み

）

６
．

（
２

）
小

規
模

化
等

に
よ

る
質

の
高

い
支

援
の

提
供

の
推

進

【
参

照
法

令
等

】
   

報
酬

告
示

（
12

3）
︓

第
１

の
１

の
イ

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

191



【
改

定
後

】
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

(Ⅰ
)（

児
基

準
20

点
以

上
）

39
0単

位
／

日
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

(Ⅱ
)（

児
基

準
30

点
以

上
）

78
1単

位
／

日
（

加
算

開
始

か
ら

90
日

以
内

の
期

間
は

、
さ

ら
に

+
70

0単
位

/日
）

※
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

を
行

う
体

制
・

設
備

を
有

す
る

入
所

施
設

に
お

い
て

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

20
点

以
上

）
に

対
し

て
支

援
を

行
う

場
合

＜
体

制
＞

医
師

、
心

理
担

当
職

員
を

配
置

。
対

象
児

４
人

に
つ

き
児

童
指

導
員

１
加

配
。

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
を

修
了

し
た

職
員

を
配

置
（

支
援

計
画

を
作

成
し

当
該

計
画

に
基

づ
き

支
援

）
。

加
算

(Ⅱ
)は

、
同

（
中

核
的

人
材

養
成

研
修

）
を

修
了

し
た

職
員

を
配

置
。

＜
設

備
＞

居
室

は
原

則
個

室
。

児
が

興
奮

時
に

落
ち

着
く

た
め

の
空

間
・

設
備

を
設

け
る

①
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

【
見

直
し

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

、
医

療
型

障
害

児
入

所
 〕

６
．

（
３

）
支

援
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

〇
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

の
受

入
促

進
と

支
援

体
制

の
充

実
を

図
る

観
点

か
ら

、
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

に
つ

い
て

、
体

制
・

設
備

の
要

件
に

つ
い

て
、

標
準

的
な

支
援

を
行

う
上

で
必

要
な

内
容

に
整

理
す

る
と

と
も

に
、

評
価

の
見

直
し

を
行

う
。

加
え

て
、

行
動

障
害

の
状

態
が

よ
り

強
い

児
へ

の
支

援
に

つ
い

て
、

専
門

人
材

の
配

置
や

支
援

計
画

策
定

等
の

プ
ロ

セ
ス

を
求

め
た

上
で

、
評

価
の

見
直

し
を

行
う

。

【
現

行
】

強
度

行
動

障
害

児
特

別
支

援
加

算
78

1単
位

／
日

（
加

算
開

始
か

ら
90

日
以

内
の

期
間

は
、

さ
ら

に
+

70
0単

位
/日

）
※

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
へ

の
支

援
を

行
う

体
制

・
設

備
を

有
す

る
入

所
施

設
に

お
い

て
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
20

点
以

上
）

に
対

し
て

支
援

を
行

う
場

合
（

３
年

間
を

限
度

）
＜

体
制

＞
医

師
、

心
理

担
当

職
員

を
配

置
。

対
象

児
２

人
に

つ
き

児
童

指
導

員
１

加
配

。
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

を
修

了
し

た
職

員
を

配
置

（
支

援
計

画
を

作
成

し
当

該
計

画
に

基
づ

き
支

援
）

＜
設

備
＞

居
室

は
原

則
個

室
。

行
動

改
善

室
等

の
必

要
な

設
備

を
設

け
る

○
加

算
Ⅰ

は
、

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

が
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

修
了

者
を

配
置

し
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
に

対
し

、
当

該
修

了
者

が
支

援
計

画
シ

ー
ト

を
作

成
し

た
上

、
配

置
基

準
上

の
従

業
者

が
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
い

た
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

居
室

は
原

則
個

室
。

児
が

興
奮

時
に

落
ち

着
く

た
め

の
空

間
・

設
備

を
設

け
る

こ
と

（
専

用
の

別
室

で
は

な
く

施
設

の
一

角
を

活
用

す
る

こ
と

も
可

）
・

医
師

及
び

心
理

担
当

職
員

を
配

置
す

る
と

と
も

に
、

対
象

児
４

人
に

つ
き

児
童

指
導

員
１

以
上

を
加

配
・

実
践

研
修

修
了

者
の

配
置

（
常

勤
換

算
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
。

児
発

管
で

も
可

）
。

実
践

研
修

修
了

者
に

よ
る

支
援

計
画

シ
ー

ト
の

作
成

・
配

置
基

準
上

の
従

業
者

に
よ

る
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
く

支
援

（
基

礎
研

修
修

了
者

が
支

援
を

行
う

場
合

に
あ

っ
て

は
、

実
践

研
修

修
了

者
が

週
に

３
日

以
上

の
頻

度
で

当
該

児
の

観
察

及
び

支
援

計
画

シ
ー

ト
等

に
基

づ
き

支
援

が
行

わ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

、
そ

の
他

の
従

業
者

が
行

う
場

合
に

あ
っ

て
は

、
こ

れ
に

加
え

て
、

日
々

の
支

援
内

容
に

つ
い

て
実

践
研

修
修

了
者

又
は

基
礎

研
修

修
了

者
に

確
認

し
た

上
で

支
援

を
行

う
こ

と
）

○
加

算
Ⅱ

は
、

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

中
核

人
材

）
修

了
者

を
配

置
し

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
、

当
該

修
了

者
が

支
援

計
画

シ
ー

ト
等

の
作

成
に

係
る

助
言

を
行

い
、

当
該

修
了

者
又

は
実

践
研

修
修

了
者

が
助

言
を

踏
ま

え
た

支
援

計
画

シ
ー

ト
を

作
成

し
、

配
置

基
準

上
の

従
業

者
が

当
該

児
に

対
し

て
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
い

た
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
３

０
点

以
上

）
【

主
な

要
件

】
・

加
算

Ⅰ
の

要
件

に
加

え
、

中
核

的
人

材
研

修
修

了
者

の
配

置
（

常
勤

換
算

で
な

く
単

な
る

配
置

で
可

。
児

発
管

で
も

可
）

・
中

核
的

人
材

研
修

修
了

者
が

週
に

１
回

以
上

の
頻

度
で

状
況

の
確

認
及

び
助

言
を

行
う

こ
と

○
加

算
の

算
定

を
開

始
し

た
日

（
改

定
前

の
加

算
を

既
に

算
定

し
て

い
る

場
合

に
は

そ
の

開
始

日
）

か
ら

起
算

し
て

90
日

以
内

の
期

間
は

さ
ら

に
70

0単
位

を
加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ
れ

は
、

初
期

段
階

に
は

当
該

児
童

に
対

し
て

手
厚

い
支

援
を

要
す

る
た

め
で

あ
り

、
当

該
期

間
中

に
お

い
て

は
、

加
算

対
象

と
な

る
障

害
児

に
応

じ
た

環
境

調
整

・
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
い

た
支

援
を

適
切

に
行

う
こ

と
〇

支
援

計
画

シ
ー

ト
に

つ
い

て
は

、
３

月
に

一
回

程
度

の
頻

度
で

見
直

し
を

行
う

こ
と

と
す

る

ポ
イ

ン
ト

単
位

数
（

新
旧

）

【
参

照
法

令
、

通
知

、
事

務
連

絡
等

】
報

酬
告

示
（

12
3）

︓
第

１
の

１
の

注
７

（
福

祉
型

）
、

第
２

の
１

の
注

５
の

２
（

医
療

型
）

施
設

基
準

（
26

9）
︓

14
（

福
祉

型
）

、
18

の
３

（
医

療
型

）
基

準
（

27
0）

︓
13

・
13

の
２

（
福

祉
型

︓
支

援
）

、
14

（
福

祉
型

︓
対

象
児

）
、

17
の

３
・

17
の

4（
医

療
型

︓
支

援
）

、
17

の
5（

医
療

型
︓

対
象

児
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
／

要
・

都
道

府
県

の
対

象
児

の
判

定

54

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

192



○
状

態
が

悪
化

し
た

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

に
対

し
、

高
度

な
専

門
性

に
よ

り
地

域
を

支
援

す
る

広
域

的
支

援
人

材
が

、
事

業
所

等
を

集
中

的
に

訪
問

等
（

情
報

通
信

機
器

を
用

い
た

地
域

外
か

ら
の

指
導

助
言

も
含

む
）

し
、

適
切

な
ア

セ
ス

メ
ン

ト
と

有
効

な
支

援
方

法
の

整
理

を
事

業
所

等
と

と
も

に
行

い
、

環
境

調
整

を
進

め
る

こ
と

を
評

価
す

る
加

算
を

創
設

す
る

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

集
中

的
支

援
加

算
【

新
設

】
集

中
的

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
10

00
単

位
／

日
※

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
者

の
状

態
が

悪
化

し
た

場
合

に
、

広
域

的
支

援
人

材
が

指
定

障
害

者
支

援
施

設
、

共
同

生
活

援
助

事
業

所
等

を
訪

問
し

、
集

中
的

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
、

３
月

以
内

の
期

間
に

限
り

１
月

に
４

回
を

限
度

と
し

て
所

定
単

位
数

を
加

え
る

集
中

的
支

援
加

算
(Ⅱ

) 
50

0単
位

／
日

※
指

定
短

期
入

所
事

業
所

、
指

定
障

害
者

支
援

施
設

、
指

定
共

同
生

活
援

助
事

業
所

又
は

指
定

障
害

児
入

所
施

設
が

、
集

中
的

な
支

援
が

必
要

な
利

用
者

を
他

の
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

又
は

指
定

障
害

者
支

援
施

設
等

か
ら

受
け

入
れ

、
当

該
利

用
者

に
対

し
て

集
中

的
な

支
援

を
行

っ
た

場
合

、
３

月
以

内
の

期
間

に
つ

い
て

、
１

日
に

つ
き

所
定

単
位

数
を

加
算

す
る

。
※

ロ
の

集
中

的
支

援
加

算
(Ⅱ

)を
算

定
す

る
場

合
は

、
イ

の
集

中
的

支
援

加
算

(Ⅰ
)も

算
定

可
能

。

＜
集

中
的

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
＞

〇
本

加
算

は
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
の

状
態

が
悪

化
し

た
場

合
に

、
高

度
な

専
門

性
を

有
す

る
広

域
的

支
援

人
材

を
障

害
児

入
所

支
援

施
設

に
訪

問
等

さ
せ

、
集

中
的

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
で

あ
っ

て
、

状
態

が
悪

化
し

て
日

常
生

活
の

維
持

が
困

難
な

状
態

と
な

っ
て

い
る

児
（

申
請

に
基

づ
き

都
道

府
県

が
判

定
）

【
主

な
要

件
】

・
広

域
的

支
援

人
材

（
※

）
を

事
業

所
に

訪
問

さ
せ

、
又

は
オ

ン
ラ

イ
ン

等
を

活
用

し
て

、
広

域
的

支
援

人
材

が
中

心
と

な
っ

て
、

対
象

と
な

る
児

に
対

し
て

集
中

的
支

援
を

行
う

こ
と

（
※

）
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

者
の

支
援

に
関

し
て

高
度

な
専

門
性

を
有

す
る

と
都

道
府

県
（

政
令

市
・

児
相

設
置

市
含

む
）

が
認

め
た

者
で

あ
っ

て
地

域
に

お
い

て
支

援
を

行
う

も
の

を
い

う
（

都
道

府
県

に
お

い
て

、
中

核
的

支
援

人
材

研
修

の
講

師
や

発
達

障
害

者
支

援
地

域
マ

ネ
ジ

ャ
ー

等
か

ら
選

定
し

、
名

簿
を

作
成

）
・

「
集

中
的

支
援

」
に

つ
い

て
は

、
①

広
域

的
支

援
人

材
が

対
象

と
な

る
児

及
び

施
設

の
ア

セ
ス

メ
ン

ト
を

行
っ

た
上

で
、

広
域

的
支

援
人

材
と

施
設

が
共

同
し

、
対

象
児

の
状

態
・

状
況

の
改

善
に

向
け

た
環

境
調

整
そ

の
他

の
必

要
な

対
応

・
支

援
を

短
期

間
で

集
中

的
に

実
施

す
る

た
め

の
集

中
的

支
援

実
施

計
画

（
施

設
全

体
の

支
援

の
進

め
方

の
計

画
）

を
作

成
し

、
②

施
設

に
お

い
て

、
広

域
的

支
援

人
材

の
助

言
援

助
を

受
け

な
が

ら
、

集
中

的
支

援
実

施
計

画
及

び
個

別
の

入
所

支
援

計
画

（
実

践
研

修
修

了
者

を
配

置
し

て
い

る
場

合
は

併
せ

て
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
）

に
基

づ
き

支
援

を
実

施
す

る
こ

と
・

広
域

的
支

援
人

材
か

ら
、

訪
問

又
は

オ
ン

ラ
イ

ン
等

の
活

用
に

よ
り

、
対

象
児

の
状

況
や

支
援

内
容

の
確

認
を

受
け

る
と

と
も

に
、

助
言

援
助

を
受

け
る

こ
と

（
な

お
、

本
加

算
の

算
定

は
、

広
域

的
支

援
人

材
か

ら
訪

問
又

は
オ

ン
ラ

イ
ン

等
を

活
用

し
て

助
言

援
助

等
を

受
け

た
日

に
行

う
も

の
と

す
る

）
・

対
象

児
の

状
況

及
び

支
援

内
容

に
つ

い
て

、
広

域
的

支
援

人
材

に
概

ね
週

１
回

以
上

の
頻

度
で

情
報

共
有

を
行

う
こ

と
・

集
中

的
支

援
実

施
計

画
に

つ
い

て
、

広
域

的
支

援
人

材
と

共
同

し
、

概
ね

月
に

１
回

以
上

の
頻

度
で

見
直

し
を

行
う

こ
と

・
対

象
児

の
状

況
及

び
支

援
内

容
に

つ
い

て
記

録
を

行
う

こ
と

。
・

集
中

的
支

援
を

実
施

す
る

こ
と

及
び

そ
の

内
容

に
つ

い
て

、
保

護
者

に
説

明
し

、
同

意
を

得
る

こ
と

・
広

域
的

支
援

人
材

に
対

し
て

、
本

加
算

を
踏

ま
え

た
適

切
な

額
の

報
酬

を
支

払
う

こ
と

〇
本

加
算

に
つ

い
て

は
、

都
道

府
県

が
施

設
か

ら
集

中
的

支
援

実
施

の
申

請
を

受
け

、
実

施
の

必
要

性
を

検
討

し
、

広
域

的
支

援
人

材
の

名
簿

（
都

道
府

県
が

予
め

作
成

・
共

有
）

か
ら

広
域

的
支

援
人

材
を

選
定

し
、

そ
の

派
遣

を
調

整
す

る
枠

組
み

を
構

築
し

て
、

運
用

す
る

も
の

と
す

る
。

広
域

的
支

援
人

材
は

、
支

援
終

了
後

に
集

中
的

支
援

の
実

施
報

告
書

を
都

道
府

県
に

提
出

す
る

も
の

と
す

る
（

（
「

状
態

の
悪

化
し

た
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

者
へ

の
集

中
的

支
援

の
実

施
に

係
る

事
務

手
続

等
に

つ
い

て
」

（
令

和
６

年
３

月
19

日
付

こ
ど

も
家

庭
庁

障
害

児
支

援
課

長
・

厚
生

労
働

省
障

害
福

祉
課

長
通

知
）

参
照

）
〇

強
度

行
動

障
害

児
特

別
支

援
加

算
と

の
併

算
定

は
可

能

ポ
イ

ン
ト

要
・

都
道

府
県

に
よ

る
児

の
判

定

②
集

中
的

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
支

援
施

設
・

医
療

型
障

害
児

入
所

支
援

施
設

〕

６
．

（
３

）
支

援
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

（
次

頁
に

続
く

）
55

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

193



②
集

中
的

支
援

加
算

【
新

設
】

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
・

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

６
．

（
３

）
支

援
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

＜
集

中
的

支
援

加
算

（
Ⅱ

）
＞

〇
本

加
算

は
、

指
定

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
、

集
中

的
な

支
援

が
必

要
な

利
用

者
を

他
の

施
設

等
か

ら
受

け
入

れ
、

当
該

利
用

者
に

対
し

て
集

中
的

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
】

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
２

０
点

以
上

）
で

あ
っ

て
、

状
態

が
悪

化
し

て
日

常
生

活
の

維
持

が
困

難
な

状
態

と
な

っ
て

い
る

児
（

申
請

に
基

づ
き

都
道

府
県

が
判

定
）

【
主

な
要

件
】

・
集

中
的

支
援

を
提

供
で

き
る

体
制

を
備

え
て

い
る

も
の

と
し

て
都

道
府

県
が

認
め

た
施

設
で

あ
る

こ
と

※
都

道
府

県
に

お
い

て
、

実
践

研
修

修
了

者
を

配
置

（
常

勤
専

従
で

な
く

単
な

る
配

置
で

可
）

し
支

援
計

画
シ

ー
ト

等
に

よ
る

支
援

を
実

施
す

る
体

制
・

実
績

が
あ

る
施

設
を

選
定

し
名

簿
を

作
成

。
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
を

算
定

可
能

な
施

設
を

基
本

と
す

る
・

広
域

的
支

援
人

材
の

支
援

を
受

け
な

が
ら

、
施

設
の

実
践

研
修

修
了

者
が

中
心

と
な

っ
て

、
対

象
と

な
る

児
を

他
施

設
等

か
ら

受
け

入
れ

て
集

中
的

支
援

を
行

う
こ

と
※

広
域

的
支

援
人

材
の

支
援

に
つ

い
て

は
、

加
算

（
Ⅰ

）
に

あ
る

集
中

的
支

援
実

施
計

画
の

作
成

、
助

言
援

助
等

と
同

様
。

当
該

支
援

に
関

し
て

は
加

算
（

Ⅰ
）

の
算

定
が

可
能

※
集

中
的

支
援

は
、

集
中

的
支

援
実

施
計

画
に

基
づ

く
と

と
も

に
、

強
度

行
動

障
害

児
特

別
支

援
加

算
の

要
件

に
適

合
す

る
支

援
を

行
う

こ
と

（
設

備
・

加
配

、
支

援
計

画
シ

ー
ト

に
基

づ
く

支
援

の
実

施
等

）
※

実
践

研
修

修
了

者
は

、
対

象
と

な
る

児
の

状
況

や
支

援
の

内
容

等
に

つ
い

て
、

広
域

的
支

援
人

材
に

月
１

回
以

上
、

適
時

に
情

報
共

有
を

行
う

こ
と

・
集

中
的

支
援

の
後

に
対

象
児

が
生

活
・

利
用

す
る

予
定

の
施

設
・

事
業

所
に

対
す

る
支

援
の

方
針

（
児

の
状

況
等

の
共

有
、

環
境

調
整

等
の

助
言

援
助

及
び

集
中

的
支

援
終

了
時

の
引

継
ぎ

等
）

を
集

中
的

支
援

実
施

計
画

に
位

置
付

け
る

と
と

も
に

、
当

該
計

画
に

基
づ

き
、

広
域

的
支

援
人

材
と

連
携

し
な

が
ら

当
該

取
組

を
行

う
こ

と
。

な
お

、
広

域
的

支
援

人
材

の
支

援
に

関
し

て
は

、
加

算
（

Ⅰ
）

の
算

定
が

可
能

・
集

中
的

支
援

実
施

計
画

に
つ

い
て

、
広

域
的

支
援

人
材

と
共

同
し

、
概

ね
月

に
１

回
以

上
の

頻
度

で
見

直
し

を
行

う
こ

と
・

対
象

児
の

状
況

及
び

支
援

内
容

に
つ

い
て

記
録

を
行

う
こ

と
・

集
中

的
支

援
を

実
施

す
る

こ
と

及
び

そ
の

内
容

に
つ

い
て

、
保

護
者

に
説

明
し

、
同

意
を

得
る

こ
と

〇
本

加
算

に
つ

い
て

は
、

市
町

村
（

入
所

の
場

合
は

都
道

府
県

）
が

事
業

所
等

か
ら

集
中

的
支

援
実

施
の

申
請

を
受

け
、

実
施

の
必

要
性

を
検

討
し

、
都

道
府

県
が

広
域

的
支

援
人

材
の

名
簿

（
都

道
府

県
が

予
め

作
成

・
共

有
）

か
ら

広
域

的
支

援
人

材
を

選
定

し
、

そ
の

派
遣

を
調

整
す

る
枠

組
み

を
構

築
し

て
、

運
用

す
る

も
の

と
す

る
。

広
域

的
支

援
人

材
は

、
支

援
終

了
後

に
集

中
的

支
援

の
実

施
報

告
書

を
市

町
村

及
び

都
道

府
県

に
提

出
す

る
も

の
と

す
る

（
「

状
態

の
悪

化
し

た
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

者
へ

の
集

中
的

支
援

の
実

施
に

係
る

事
務

手
続

等
に

つ
い

て
」

（
令

和
６

年
３

月
19

日
付

こ
ど

も
家

庭
庁

障
害

児
支

援
課

長
・

厚
生

労
働

省
障

害
福

祉
課

長
通

知
）

参
照

）

○
集

中
的

支
援

の
後

は
元

の
事

業
所

・
施

設
等

に
戻

る
こ

と
を

基
本

と
し

つ
つ

、
在

宅
の

場
合

や
対

応
が

困
難

と
考

え
ら

れ
る

場
合

は
、

あ
ら

か
じ

め
市

町
村

と
都

道
府

県
が

連
携

し
な

が
ら

、
集

中
的

支
援

の
終

了
ま

で
の

間
に

可
能

な
限

り
速

や
か

に
、

集
中

的
支

援
の

後
に

対
象

児
が

生
活

・
利

用
す

る
事

業
所

・
施

設
等

の
確

保
を

行
う

こ
と

〇
強

度
行

動
障

害
児

特
別

支
援

加
算

と
の

併
算

定
は

可
能

（
併

算
定

し
て

実
施

す
る

こ
と

を
基

本
と

す
る

）

56

【
参

照
法

令
等

】
 報

酬
告

示
︓

別
表

第
１

の
８

の
３

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

６
の

３
（

放
デ

イ
）

基
準

告
示

（
２

７
０

）
１

の
９

（
児

発
・

対
象

）
、

８
の

３
の

２
（

放
デ

イ
・

対
象

）

令
和
６
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〇
被

虐
待

児
へ

の
支

援
の

充
実

を
図

る
観

点
か

ら
、

被
虐

待
児

に
対

し
て

、
関

係
機

関
と

も
連

携
し

な
が

ら
、

心
理

面
か

ら
の

支
援

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

要
支

援
児

童
加

算
【

新
設

】
ア

要
支

援
児

童
加

算
（

Ⅰ
）

15
0単

位
/回

（
月

に
１

回
を

限
度

）
・

・
・

①
イ

要
支

援
児

童
加

算
（

Ⅱ
）

15
0単

位
/回

（
月

に
４

回
を

限
度

）
・

・
・

②
※

要
保

護
・

要
支

援
児

童
に

対
し

、
①

児
童

相
談

所
等

の
関

係
機

関
と

連
携

し
、

入
所

支
援

を
行

っ
た

場
合

②
一

定
の

経
験

年
数

を
有

す
る

心
理

担
当

職
員

が
、

計
画

的
に

専
門

的
な

心
理

支
援

を
行

っ
た

場
合

。
  

③
要

支
援

児
童

加
算

【
新

設
】

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
・

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

〕

〇
加

算
Ⅰ

は
、

被
虐

待
児

へ
の

支
援

の
充

実
を

図
る

観
点

か
ら

、
要

保
護

児
童

又
は

要
支

援
児

童
の

支
援

に
つ

い
て

児
童

相
談

所
等

関
係

機
関

と
の

連
携

を
図

る
た

め
、

当
該

障
害

児
に

係
る

会
議

を
開

催
又

は
児

童
相

談
所

等
関

係
機

関
が

開
催

す
る

会
議

に
参

加
し

、
情

報
共

有
・

連
携

調
整

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

対
象

と
な

る
児

童
】

要
保

護
児

童
、

要
支

援
児

童
【

主
な

要
件

】
・

当
該

児
童

へ
の

支
援

に
つ

い
て

、
児

童
相

談
所

等
関

係
機

関
と

の
会

議
を

開
催

又
は

当
該

関
係

機
関

が
開

催
す

る
会

議
に

参
加

し
、

当
該

児
童

の
状

況
や

支
援

に
つ

い
て

情
報

共
有

・
連

携
調

整
を

行
う

こ
と

※
会

議
に

は
、

児
童

相
談

所
、

入
所

以
前

に
児

童
が

居
住

し
て

い
た

市
町

村
（

こ
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
等

）
の

参
加

を
基

本
と

し
、

こ
の

ほ
か

必
要

に
応

じ
て

家
族

の
支

援
機

関
、

医
師

、
病

院
の

公
認

心
理

士
等

の
関

係
者

が
参

加
す

る
こ

と
。

会
議

は
オ

ン
ラ

イ
ン

を
活

用
し

て
行

う
こ

と
も

可
※

全
て

の
関

係
者

の
出

席
を

基
本

と
す

る
が

、
や

む
を

得
ず

欠
席

が
生

じ
る

場
合

に
は

、
事

前
及

び
事

後
に

支
援

及
び

会
議

に
関

す
る

情
報

共
有

・
連

絡
調

整
を

行
う

こ
と

※
会

議
に

お
い

て
は

、
支

援
の

状
況

等
を

共
有

し
つ

つ
、

支
援

の
内

容
、

方
針

、
他

の
入

所
者

や
従

業
者

と
当

該
児

童
の

関
わ

り
方

等
に

つ
い

て
検

討
す

る
こ

と
・

会
議

に
加

え
て

、
関

係
機

関
と

の
日

常
的

な
連

携
体

制
を

構
築

し
、

児
童

の
状

態
や

支
援

内
容

に
つ

い
て

適
切

に
情

報
共

有
を

行
う

こ
と

・
会

議
や

日
常

的
な

連
携

を
踏

ま
え

て
、

必
要

に
応

じ
て

入
所

支
援

計
画

の
見

直
し

を
行

う
こ

と
（

な
お

、
入

所
支

援
計

画
を

作
成

・
変

更
す

る
場

合
の

会
議

に
つ

い
て

も
算

定
可

）
・

会
議

の
要

点
と

、
支

援
方

針
等

に
つ

い
て

、
記

録
を

行
う

こ
と

・
児

童
相

談
所

等
関

係
機

関
と

状
況

等
に

つ
い

て
共

有
し

な
が

ら
支

援
を

行
っ

て
い

く
こ

と
に

つ
い

て
、

あ
ら

か
じ

め
保

護
者

の
同

意
を

得
た

上
で

、
入

所
支

援
計

画
に

位
置

付
け

て
取

り
組

む
こ

と
・

当
該

児
童

へ
の

指
定

入
所

支
援

の
状

況
に

つ
い

て
、

都
道

府
県

、
市

町
村

、
児

童
相

談
所

等
か

ら
確

認
の

連
絡

が
あ

っ
た

と
き

は
、

当
該

内
容

等
に

つ
い

て
回

答
す

る
こ

と

〇
加

算
Ⅱ

は
、

一
定

の
経

験
を

有
す

る
心

理
担

当
職

員
を

配
置

し
て

い
る

指
定

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
、

当
該

心
理

担
当

職
員

が
要

保
護

児
童

又
は

要
支

援
児

童
に

対
し

て
計

画
的

に
専

門
的

な
心

理
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
対

象
と

な
る

児
童

】
要

保
護

、
要

支
援

児
童

【
主

な
要

件
】

・
心

理
担

当
職

員
（

障
害

児
に

対
す

る
直

接
支

援
・

相
談

支
援

又
は

こ
れ

に
準

ず
る

業
務

に
従

事
し

た
期

間
が

通
算

し
て

３
年

以
上

）
を

１
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
・

心
理

支
援

室
等

、
専

門
的

な
心

理
支

援
を

行
う

た
め

の
部

屋
及

び
必

要
な

設
備

を
有

す
る

こ
と

・
心

理
担

当
職

員
が

、
当

該
児

童
の

成
育

環
境

・
心

理
的

側
面

等
に

つ
い

て
評

価
を

行
い

（
臨

床
心

理
ア

セ
ス

メ
ン

ト
や

個
別

の
心

理
面

接
を

活
用

）
、

当
該

評
価

を
踏

ま
え

て
当

該
児

童
に

係
る

心
理

支
援

の
た

め
の

計
画

（
心

理
特

別
支

援
計

画
）

を
作

成
し

、
当

該
計

画
に

基
づ

い
て

個
別

又
は

グ
ル

ー
プ

で
の

心
理

支
援

を
行

う
こ

と
・

心
理

支
援

の
内

容
や

当
該

児
童

の
状

況
等

の
要

点
に

つ
い

て
、

記
録

を
行

う
こ

と

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
３

）
支

援
ニ

ー
ズ

の
高

い
児

へ
の

支
援

の
充

実

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

12
3）

︓
第

１
の

８
の

２
（

福
祉

型
）

、
第

２
の

４
の

４
（

医
療

型
）

施
設

基
準

（
26

9）
︓

16
の

２
（

福
祉

型
）

、
19

の
３

（
医

療
型

）
基

準
（

27
0）

︓
15

の
３

（
福

祉
型

）
、

17
の

７
（

医
療

型
）

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

加
算

（
Ⅱ

）
）
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６
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○
入

所
児

童
の

家
族

に
対

し
て

相
談

援
助

や
養

育
力

向
上

の
支

援
等

を
行

っ
た

場
合

の
評

価
を

行
う

。

【
現

行
】

 な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

家
族

支
援

加
算

（
Ⅰ

）
（

月
２

回
を

限
度

）
入

所
児

童
の

家
族

等
に

対
し

て
個

別
に

相
談

援
助

を
行

っ
た

場
合

居
宅

を
訪

問
（

所
要

時
間

1時
間

以
上

）
30

0単
位

/回
（

所
要

時
間

1時
間

未
満

）
20

0単
位

/回
施

設
等

で
対

面
  1

00
単

位
/回

オ
ン

ラ
イ

ン
に

よ
る

個
別

   
   

 8
0単

位
/回

家
族

支
援

加
算

（
Ⅱ

）
（

月
２

回
を

限
度

）
入

所
児

童
の

家
族

等
に

対
し

て
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
を

行
っ

た
場

合
施

設
等

で
対

面
 8

0単
位

/回
オ

ン
ラ

イ
ン

 6
0単

位
/回

①
家

族
支

援
加

算
【

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

、
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
〕

６
．

（
４

）
家

族
支

援
の

充
実

ポ
イ

ン
ト

○
本

加
算

は
、

障
害

児
の

家
族

（
き

ょ
う

だ
い

を
含

む
。

）
等

に
対

し
て

、
加

算
(Ⅰ

)は
、

訪
問

、
施

設
等

で
の

対
面

若
し

く
は

オ
ン

ラ
イ

ン
で

個
別

に
、

加
算

(Ⅱ
)は

、
施

設
等

で
の

対
面

若
し

く
は

オ
ン

ラ
イ

ン
で

グ
ル

ー
プ

に
よ

り
、

相
談

援
助

等
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
あ

ら
か

じ
め

入
所

給
付

決
定

保
護

者
の

同
意

を
得

た
上

で
、

個
別

支
援

計
画

に
位

置
付

け
て

、
従

業
者

が
計

画
的

に
実

施
す

る
こ

と
・

相
談

援
助

は
３

０
分

以
上

行
う

こ
と

（
訪

問
は

短
時

間
で

も
相

談
援

助
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
や

家
族

側
の

事
情

に
よ

る
場

合
は

３
０

分
未

満
も

可
。

施
設

等
・

オ
ン

ラ
イ

ン
は

３
０

分
未

満
の

場
合

は
算

定
不

可
）

・
相

談
内

容
の

要
点

等
に

関
す

る
記

録
を

行
う

こ
と

・
オ

ン
ラ

イ
ン

の
場

合
、

原
則

と
し

て
カ

メ
ラ

有
で

実
施

す
る

こ
と

（
家

族
側

の
通

信
環

境
等

の
事

情
に

よ
り

や
む

を
得

な
い

場
合

に
は

こ
の

限
り

で
な

い
）

・
グ

ル
ー

プ
で

の
相

談
援

助
に

つ
い

て
は

、
最

大
８

世
帯

ま
で

を
１

組
と

し
て

行
う

こ
と

。
な

お
、

グ
ル

ー
プ

で
の

相
談

援
助

は
ペ

ア
レ

ン
ト

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

や
保

護
者

同
士

の
ピ

ア
の

取
組

を
想

定
し

て
お

り
、

当
該

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

の
知

識
や

、
家

族
へ

の
支

援
等

に
一

定
の

経
験

を
有

す
る

職
員

の
下

で
行

う
こ

と
が

望
ま

し
い

○
家

族
等

へ
の

相
談

援
助

は
、

障
害

児
が

同
席

し
て

い
な

い
場

合
で

も
算

定
可

能
（

た
だ

し
、

必
要

な
場

合
に

は
同

席
の

下
で

行
う

な
ど

、
効

果
的

な
支

援
と

な
る

よ
う

努
め

る
こ

と
）

〇
加

算
（

Ⅰ
）

に
つ

い
て

、
学

校
な

ど
、

居
宅

・
施

設
等

以
外

の
場

で
対

面
で

個
別

に
相

談
援

助
を

行
う

場
合

は
、

「
施

設
等

で
対

面
」

を
算

定
す

る
も

の
と

す
る

〇
加

算
(Ⅰ

)(
Ⅱ

)と
も

に
、

同
一

の
日

は
そ

れ
ぞ

れ
１

回
に

限
り

算
定

可
（

例
え

ば
、

個
別

を
同

一
の

日
に

居
宅

訪
問

と
オ

ン
ラ

イ
ン

で
実

施
し

た
場

合
、

い
ず

れ
か

の
み

算
定

可
）

〇
個

別
と

グ
ル

ー
プ

の
相

談
援

助
を

同
一

の
日

に
実

施
し

た
場

合
、

加
算

（
Ⅰ

）
と

加
算

（
Ⅱ

）
の

併
算

定
が

可
能

〇
地

域
移

行
加

算
に

よ
り

評
価

す
る

家
族

等
へ

の
相

談
援

助
、

及
び

、
体

験
利

用
支

援
加

算
（

Ⅰ
）

に
つ

い
て

自
宅

で
の

宿
泊

体
験

で
算

定
す

る
場

合
に

当
該

加
算

に
よ

り
評

価
す

る
家

族
等

へ
の

相
談

援
助

に
つ

い
て

は
、

本
加

算
で

は
評

価
し

な
い

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

１
２

３
）

︓
第

１
の

５
の

２
（

福
祉

型
）

、
第

２
の

３
の

３
（

医
療

型
）
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○
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

、
障

害
児

等
の

意
思

の
尊

重
、

こ
ど

も
の

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

の
下

で
、

個
別

支
援

計
画

の
作

成
、

個
別

支
援

会
議

の
実

施
、

支
援

の
提

供
を

進
め

る
こ

と
を

求
め

る
。

【
新

設
】

○
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
は

、
障

害
児

が
自

立
し

た
日

常
生

活
又

は
社

会
生

活
を

営
む

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
障

害
児

及
び

保
護

者
の

意
思

を
で

き
る

限
り

尊
重

す
る

た
め

の
配

慮
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

20
条

第
３

項
・

新
設

）
〇

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
は

、
入

所
支

援
計

画
の

作
成

に
当

た
っ

て
は

、
（

中
略

）
障

害
児

の
年

齢
及

び
発

達
の

程
度

に
応

じ
て

、
そ

の
意

見
が

尊
重

さ
れ

、
そ

の
最

善
の

利
益

が
優

先
し

て
考

慮
さ

れ
、

心
身

と
も

に
健

や
か

に
育

成
さ

れ
る

よ
う

障
害

児
の

発
達

を
支

援
す

る
上

で
の

適
切

な
支

援
内

容
の

検
討

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
21

条
第

２
項

・
見

直
し

） 〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

入
所

支
援

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

そ
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

る
体

制
を

確
保

し
た

上
で

、
障

害
児

に
対

す
る

指
定

入
所

支
援

の
提

供
に

当
た

る
担

当
者

等
を

招
集

し
て

行
う

会
議

を
開

催
し

、
入

所
支

援
計

画
の

原
案

に
つ

い
て

意
見

を
求

め
る

も
の

と
す

る
。

（
第

21
条

第
５

項
・

見
直

し
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

業
務

を
行

う
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
が

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

障
害

児
及

び
そ

の
保

護
者

の
意

思
を

で
き

る
限

り
尊

重
す

る
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

22
条

第
２

項
・

新
設

）

※
第

57
条

に
よ

り
、

指
定

医
療

型
障

害
児

入
所

施
設

に
つ

い
て

も
準

用

運
営

基
準

①
支

援
に

お
け

る
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

の
保

障
【

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

、
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
】

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

16
号

）

６
．

（
５

）
そ

の
他

〇
本

基
準

は
、

障
害

児
支

援
に

お
け

る
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

を
保

障
す

る
た

め
、

指
定

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

（
指

定
医

療
型

障
害

児
入

所
施

設
）

に
対

し
、

障
害

児
と

保
護

者
の

意
思

を
尊

重
す

る
た

め
の

配
慮

を
求

め
る

と
と

も
に

、
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

に
対

し
、

①
入

所
支

援
計

画
の

作
成

に
当

た
り

、
障

害
児

の
意

見
が

尊
重

さ
れ

、
最

善
の

利
益

を
優

先
し

て
考

慮
す

る
こ

と
、

②
業

務
を

行
う

に
当

た
り

、
障

害
児

と
保

護
者

の
意

思
を

尊
重

す
る

よ
う

努
め

る
こ

と
を

求
め

る
も

の
〇

「
最

善
の

利
益

が
優

先
し

て
考

慮
」

さ
れ

る
と

は
、

「
障

害
児

に
と

っ
て

最
も

善
い

こ
と

は
何

か
」

を
考

慮
す

る
こ

と
を

い
う

。
障

害
児

の
意

見
が

そ
の

年
齢

及
び

発
達

の
程

度
に

応
じ

て
尊

重
す

べ
き

も
の

と
認

め
ら

れ
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

別
の

考
慮

要
素

と
比

較
衡

量
し

て
合

理
的

に
判

断
し

た
結

果
、

障
害

児
に

と
っ

て
最

善
と

は
言

い
難

い
と

認
め

ら
れ

る
場

合
に

は
、

障
害

児
の

意
見

と
は

異
な

る
結

論
が

導
か

れ
る

こ
と

は
あ

り
得

る
も

の
で

あ
る

。
〇

入
所

支
援

計
画

の
作

成
に

あ
た

っ
て

の
個

別
支

援
会

議
に

お
け

る
、

「
障

害
児

の
意

見
が

尊
重

さ
れ

、
そ

の
最

善
の

利
益

が
優

先
考

慮
さ

れ
る

体
制

」
の

確
保

と
し

て
、

障
害

児
の

年
齢

や
発

達
の

程
度

に
応

じ
て

、
障

害
児

本
人

や
保

護
者

の
意

見
を

聴
く

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
例

え
ば

、
会

議
の

場
に

障
害

児
と

保
護

者
を

参
加

さ
せ

る
こ

と
や

、
会

議
の

開
催

前
に

担
当

者
等

が
障

害
児

や
保

護
者

に
直

接
会

う
こ

と
な

ど
が

考
え

ら
れ

る
（

そ
の

際
言

葉
だ

け
で

な
く

、
身

体
の

動
き

や
表

情
、

発
声

な
ど

も
観

察
し

、
意

見
を

尊
重

す
る

こ
と

が
重

要
）

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

従
業

者
に

対
し

て
も

、
障

害
児

及
び

そ
の

保
護

者
の

意
思

を
で

き
る

限
り

尊
重

す
る

観
点

か
ら

必
要

な
助

言
・

指
導

等
を

行
う

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
こ

れ
ら

を
適

切
に

行
う

た
め

、
専

門
コ

ー
ス

別
研

修
の

意
思

決
定

支
援

コ
ー

ス
及

び
障

害
児

支
援

コ
ー

ス
を

受
講

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
 

〇
今

回
の

改
定

に
あ

わ
せ

て
、

支
援

に
お

け
る

こ
ど

も
の

意
思

の
尊

重
・

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

に
関

し
て

、
考

え
方

や
取

組
の

留
意

点
な

ど
を

示
し

た
手

引
き

を
お

示
し

す
る

予
定

（
令

和
６

年
度

早
期

に
発

出
予

定
）
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○
感

染
症

発
生

時
に

備
え

た
平

時
か

ら
の

対
応

と
し

て
、

障
害

者
支

援
施

設
等

は
、

感
染

者
の

対
応

を
行

う
協

定
締

結
医

療
機

関
と

連
携

し
、

新
興

感
染

症
の

発
生

時
等

に
お

け
る

対
応

を
取

り
決

め
る

こ
と

を
努

力
義

務
と

す
る

と
と

も
に

、
協

力
医

療
機

関
が

協
定

締
結

医
療

機
関

で
あ

る
場

合
に

は
、

新
興

感
染

症
の

発
生

時
等

に
お

け
る

対
応

に
つ

い
て

も
協

議
を

行
う

こ
と

を
義

務
付

け
る

。

【
新

設
】

〇
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
は

、
第

二
種

協
定

指
定

医
療

機
関

と
の

間
で

、
新

興
感

染
症

の
発

生
時

等
の

対
応

を
取

り
決

め
る

よ
う

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

39
条

第
３

項
・

新
設

）
〇

指
定

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

は
、

協
力

医
療

機
関

が
第

二
種

協
定

指
定

医
療

機
関

で
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
当

該
第

二
種

協
定

指
定

医
療

機
関

と
の

間
で

、
新

興
感

染
症

の
発

生
時

等
の

対
応

に
つ

い
て

協
議

を
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
同

条
第

４
項

・
新

設
）

運
営

基
準

②
感

染
症

対
応

力
の

向
上

【
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
】

〇
本

基
準

は
、

感
染

症
発

生
時

に
備

え
た

平
時

か
ら

の
対

応
と

し
て

、
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
は

、
感

染
者

の
対

応
を

行
う

協
定

締
結

医
療

機
関

と
連

携
し

、
新

興
感

染
症

の
発

生
時

等
に

お
け

る
対

応
を

取
り

決
め

る
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

す
る

（
※

）
と

と
も

に
、

障
害

児
の

病
状

の
急

変
等

に
備

え
る

た
め

あ
ら

か
じ

め
定

め
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

協
力

医
療

機
関

が
協

定
締

結
医

療
機

関
で

あ
る

場
合

に
は

、
当

該
協

定
締

結
医

療
機

関
と

の
間

で
、

新
興

感
染

症
の

発
生

時
等

に
お

け
る

対
応

に
つ

い
て

協
議

を
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
こ

と
と

し
た

も
の

〇
（

※
）

の
取

り
決

め
の

内
容

と
し

て
は

、
流

行
初

期
期

間
経

過
後

（
新

興
感

染
症

の
発

生
の

公
表

後
４

か
月

程
度

か
ら

６
か

月
程

度
経

過
後

）
に

お
い

て
、

入
所

児
童

が
新

興
感

染
症

に
感

染
し

た
場

合
に

、
相

談
、

診
療

、
入

院
の

要
否

の
判

断
、

入
院

調
整

等
を

行
う

こ
と

が
想

定
さ

れ
る

。

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
入

所
施

設
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

16
号

）

６
．

（
５

）
そ

の
他
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〇
感

染
症

発
生

時
に

お
け

る
施

設
内

感
染

防
止

等
の

た
め

、
平

時
か

ら
一

定
の

体
制

を
構

築
し

て
い

る
場

合
、

加
算

で
評

価
す

る
。

ま
た

、
医

療
診

療
報

酬
点

数
表

の
感

染
対

策
向

上
加

算
の

届
け

出
を

行
っ

た
医

療
機

関
か

ら
、

施
設

内
で

感
染

者
が

発
生

し
た

場
合

の
感

染
制

御
等

の
実

地
指

導
を

受
け

る
こ

と
に

つ
い

て
評

価
す

る
。

③
障

害
者

支
援

施
設

等
感

染
対

策
向

上
加

算
【

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

〕
 

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

障
害

者
支

援
施

設
等

感
染

対
策

向
上

加
算

【
新

設
】

障
害

者
支

援
施

設
等

感
染

対
策

向
上

加
算

（
Ⅰ

）
10

単
位

／
月

障
害

者
支

援
施

設
等

感
染

対
策

向
上

加
算

（
Ⅱ

）
 ５

単
位

／
月

〇
本

加
算

は
、

感
染

症
へ

の
対

応
力

の
強

化
の

た
め

、
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
、

医
療

機
関

と
の

連
携

体
制

の
確

保
や

研
修

等
の

取
組

を
行

っ
て

い
る

場
合

に
、

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

＜
障

害
者

支
援

施
設

等
感

染
対

策
向

上
加

算
（

Ⅰ
）

＞
・

第
二

種
協

定
指

定
医

療
機

関
と

の
間

で
、

新
興

感
染

症
の

発
生

時
等

の
対

応
を

行
う

体
制

を
確

保
し

て
い

る
こ

と
・

協
力

医
療

機
関

等
と

の
間

で
、

感
染

症
の

発
生

時
の

対
応

を
取

り
決

め
る

と
と

も
に

、
感

染
症

の
発

生
時

に
、

協
力

医
療

機
関

等
と

連
携

し
適

切
に

対
応

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

こ
と

・
医

科
診

療
報

酬
点

数
表

の
感

染
対

策
向

上
加

算
又

は
外

来
感

染
対

策
向

上
加

算
に

係
る

届
出

を
行

っ
た

医
療

機
関

が
行

う
院

内
感

染
対

策
に

関
す

る
研

修
又

は
訓

練
に

１
年

に
１

回
以

上
参

加
し

て
い

る
こ

と
＜

障
害

者
支

援
施

設
等

感
染

対
策

向
上

加
算

（
Ⅱ

）
＞

・
医

科
診

療
報

酬
点

数
表

の
感

染
対

策
向

上
加

算
に

係
る

届
出

を
行

っ
た

医
療

機
関

か
ら

３
年

に
１

回
以

上
実

地
指

導
を

受
け

て
い

る
こ

と

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
５

）
そ

の
他

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出
（

加
算

（
Ⅰ

）
／

加
算

（
Ⅱ

）
）

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

１
２

３
）

︓
第

１
の

９
の

２
（

福
祉

型
）
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〇
障

害
者

支
援

施
設

等
が

新
興

感
染

症
等

の
発

生
時

に
施

設
内

療
養

を
行

う
場

合
、

感
染

拡
大

に
伴

う
病

床
ひ

っ
迫

時
の

対
応

と
し

て
、

必
要

な
体

制
を

確
保

し
た

上
で

施
設

内
療

養
を

行
う

こ
と

に
対

し
、

適
切

な
感

染
対

策
を

行
っ

て
い

る
こ

と
な

ど
の

要
件

を
設

け
評

価
を

行
う

④
新

興
感

染
症

等
施

設
療

養
加

算
【

新
設

】
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

〕
 

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

新
興

感
染

症
等

施
設

療
養

加
算

【
新

設
】

24
0単

位
／

日
（

１
月

に
５

日
を

限
度

）

〇
本

加
算

は
、

新
興

感
染

症
等

の
感

染
拡

大
時

に
、

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

に
お

い
て

施
設

内
療

養
を

行
っ

た
場

合
に

、
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

入
所

児
童

が
、

別
に

こ
ど

も
家

庭
庁

長
官

が
定

め
る

感
染

症
に

感
染

し
た

場
合

に
、

相
談

対
応

、
診

療
、

入
院

調
整

等
を

行
う

医
療

機
関

を
確

保
し

て
い

る
指

定
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
、

当
該

入
所

児
童

に
対

し
、

適
切

な
感

染
対

策
を

行
っ

た
上

で
、

指
定

入
所

支
援

等
を

行
う

こ
と

〇
別

に
こ

ど
も

家
庭

庁
長

官
が

定
め

る
感

染
症

に
つ

い
て

は
、

今
後

の
パ

ン
デ

ミ
ッ

ク
発

生
時

に
必

要
に

応
じ

て
指

定
す

る

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
５

）
そ

の
他

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

１
２

３
）

︓
第

１
の

９
の

３
（

福
祉

型
）
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〇
施

設
入

所
者

の
食

費
や

居
住

に
要

す
る

費
用

（
食

費
・

光
熱

水
費

）
に

つ
い

て
は

、
低

所
得

者
に

係
る

負
担

を
軽

減
す

る
た

め
、

基
準

費
用

額
（

食
費

・
光

熱
水

費
に

係
る

平
均

的
な

費
用

の
額

）
か

ら
、

所
得

に
応

じ
た

負
担

限
度

額
を

控
除

し
た

差
額

を
「

補
足

給
付

」
と

し
て

支
給

し
て

い
る

が
、

こ
の

補
足

給
付

の
基

準
費

用
額

に
つ

い
て

、
令

和
５

年
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

経
営

実
態

調
査

結
果

等
を

踏
ま

え
て

見
直

す
。

⑤
補

足
給

付
の

基
準

費
用

額
の

見
直

し
【

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

】

【
現

行
】

基
準

費
用

額
54

,0
00

円

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

基
準

費
用

額
55

,5
00

円

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
５

）
そ

の
他 区
分

補
足
給
付
の
額

一
般
１
世
帯
（
※
Ｒ
５
年
度
末
ま
で
）

住
民
税
非
課
税
世
帯

生
活
保
護
世
帯

（
月
額
）
54
,00
0円

−
負
担
限
度
額
（
月
額
）

※
負
担
限
度
額
（
月
額
）
＝
50
,00
0円

−
そ
の
他
生
活
費
の
額
（
※
１
）
−
福
祉
部
分
利
用
者
負
担
相
当
額
(上
限
15
,00
0円

)

一
般
２
世
帯

（
月
額
）
54
,00
0円

−
負
担
限
度
額
（
月
額
）

※
負
担
限
度
額
（
月
額
）
＝
79
,00
0円

−
そ
の
他
生
活
費
の
額
（
※
１
）
−
福
祉
部
分
利
用
者
負
担
相
当
額
（
上
限
37
,20
0円

）

地
域

で
こ

ど
も

を
育

て
る

た
め

に
通

常
必

要
な

費
用

（
養

育
費

）
5
0
,0

0
0円

そ
の

他
生

活
費

 3
4
,0

0
0
円

※
１

福
祉

部
分

利
用

者
負

担
相

当
額

1
5
,0

0
0
円

補
足

給
付

額
5
3
,0

0
0
円

→
5
4,

5
0
0
円

食
費

等
基

準
費

用
額

（
食

費
・
光

熱
水

費
）

5
4
,0

0
0円

→
5
5,

5
0
0
円

食
費

・
光

熱
水

費
（
負

担
限

度
額

）
1,

0
00

円
実

費
負

担

※
１

そ
の

他
生

活
費

1
8
歳

未
満

3
4
,0

0
0
円

そ
れ

以
外

2
5
,0

0
0
円

【
例

】
障

害
児

入
所

施
設

利
用

者
、

一
般

１
世

帯
（
所

得
割

2
8
万

円
未

満
）、

施
設

利
用

料
2
5
9
,0

00
円

の
場

合

令
和

８
年

度
末

ま
で

延
長

55
,5

00
円

〇
基

準
費

用
額

に
つ

い
て

、
1,

50
0円

増
額

し
て

55
,5

00
円

と
す

る
〇

な
お

、
一

般
１

世
帯

に
お

い
て

、
世

帯
の

負
担

軽
減

を
図

る
た

め
、

制
度

施
行

時
か

ら
「

地
域

で
こ

ど
も

を
育

て
る

た
め

に
通

常
必

要
な

費
用

（
養

育
費

）
」

及
び

「
福

祉
部

分
利

用
者

負
担

相
当

額
」

に
つ

い
て

住
民

税
非

課
税

世
帯

と
同

様
に

し
て

い
る

措
置

に
つ

い
て

、
令

和
５

年
度

末
ま

で
の

期
限

を
令

和
８

年
度

末
ま

で
に

延
長

す
る

【
参

照
法

令
等

】
児

童
福

祉
法

施
行

令
第

27
条

の
６

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き

食
費

等
の

基
準

費
用

額
と

し
て

こ
ど

も
家

庭
庁

長
官

が
定

め
る

費
用

の
額

（
平

成
18

年
厚

労
省

告
示

第
56

0号
）

（
改

正
告

示
第

７
条

）
児

童
福

祉
法

施
行

令
第

27
条

の
13

第
２

項
の

規
定

に
基

づ
き

家
計

に
お

け
る

一
人

当
た

り
の

平
均

的
な

支
出

額
と

し
て

こ
ど

も
家

庭
庁

長
官

が
定

め
る

額
（

平
成

24
年

厚
労

省
告

示
28

0）
（

改
正

告
示

第
11

条
）
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〇
経

過
的

生
活

介
護

サ
ー

ビ
ス

費
及

び
経

過
的

施
設

入
所

支
援

サ
ー

ビ
ス

費
に

つ
い

て
、

令
和

６
年

３
月

31
日

ま
で

の
間

の
措

置
で

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
廃

止
す

る

⑥
経

過
的

サ
ー

ビ
ス

費
の

廃
止

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
〕

 

【
現

行
】

報
酬

告
示

（
平

成
18

厚
労

告
52

3）
別

表
第

６
（

生
活

介
護

サ
ー

ビ
ス

費
）

ニ
経

過
的

生
活

介
護

サ
ー

ビ
ス

費
別

に
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

入
所

支
援

に
要

す
る

費
用

の
額

の
算

定
に

関
す

る
基

準
（

平
成

24
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

12
3号

）
別

表
障

害
児

入
所

給
付

費
単

位
数

表
の

第
１

〔
福

祉
型

障
害

児
入

所
施

設
〕

に
掲

げ
る

そ
れ

ぞ
れ

の
所

定
単

位
数

に
10

0分
の

94
を

乗
じ

て
得

た
単

位
数

別
表

第
９

（
施

設
入

所
支

援
サ

ー
ビ

ス
費

）
ホ

経
過

的
施

設
入

所
支

援
サ

ー
ビ

ス
費

   
   

別
に

厚
生

労
働

大
臣

が
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
り

障
害

児
入

所
給

付
費

単
位

数
表

の
第

１
〔

福
祉

型
障

害
児

入
所

施
設

〕
に

掲
げ

る
そ

れ
ぞ

れ
の

所
定

単
位

数
に

10
0分

の
32

を
乗

じ
て

得
た

単
位

数

単
位

数
（

新
旧

）

〇
経

過
的

生
活

介
護

サ
ー

ビ
ス

費
及

び
経

過
的

施
設

入
所

支
援

サ
ー

ビ
ス

費
に

つ
い

て
、

経
過

措
置

期
間

の
満

了
に

伴
い

廃
止

す
る

〇
な

お
、

改
正

児
童

福
祉

法
（

令
和

６
年

４
月

施
行

）
に

お
い

て
、

①
障

害
児

入
所

施
設

か
ら

成
人

と
し

て
の

生
活

へ
の

移
行

調
整

の
責

任
主

体
（

都
道

府
県

及
び

政
令

市
）

を
明

確
化

す
る

、
②

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

者
や

入
所

等
の

開
始

か
ら

満
20

歳
に

達
す

る
ま

で
の

期
間

が
十

分
な

期
間

で
な

い
者

そ
の

他
満

20
歳

に
到

達
し

て
も

な
お

引
き

続
き

指
定

入
所

支
援

を
受

け
る

必
要

が
あ

る
者

に
つ

い
て

、
23

歳
に

達
す

る
ま

で
入

所
継

続
を

可
能

と
す

る
（

都
道

府
県

に
よ

る
障

害
児

入
所

給
付

費
等

の
支

給
を

可
能

と
す

る
）

見
直

し
を

行
っ

て
い

る

〇
障

害
児

入
所

施
設

に
お

け
る

成
人

と
し

て
の

生
活

に
向

け
た

移
行

支
援

に
つ

い
て

は
、

障
害

児
入

所
施

設
に

移
行

支
援

計
画

の
作

成
と

そ
れ

に
基

づ
く

支
援

を
求

め
る

（
６

（
１

）
①

）
と

と
も

に
、

移
行

支
援

関
係

機
関

連
携

加
算

（
６

（
１

）
②

）
や

体
験

利
用

支
援

加
算

（
６

（
１

）
③

）
な

ど
を

創
設

し
た

と
こ

ろ
、

こ
れ

ら
を

活
用

し
て

移
行

支
援

を
進

め
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
こ

の
点

、
「

移
行

支
援

の
手

引
き

」
（

令
和

３
年

12
月

の
移

行
調

整
の

手
引

き
の

見
直

し
）

を
令

和
６

年
度

早
期

に
発

出
予

定

ポ
イ

ン
ト

６
．

（
５

）
そ

の
他

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

52
3）

︓
別

表
第

６
二

、
別

表
第

９
ホ

【
改

定
後

】
廃

止
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〇
機

能
強

化
型

（
継

続
）

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
（

Ⅱ
）

（
Ⅲ

）
に

つ
い

て
、

「
協

議
会

に
定

期
的

に
参

画
し

、
関

係
機

関
等

の
連

携
の

緊
密

化
を

図
る

た
め

に
必

要
な

取
組

を
実

施
し

て
い

る
こ

と
」

及
び

「
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
が

行
う

地
域

の
相

談
支

援
体

制
の

強
化

の
取

組
に

参
画

し
て

い
る

こ
と

」
を

要
件

に
加

え
る

と
と

も
に

、
更

に
評

価
す

る
。

〇
複

数
事

業
所

が
協

働
で

体
制

を
確

保
す

る
こ

と
に

よ
り

、
機

能
強

化
型

（
継

続
）

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

を
算

定
で

き
る

場
合

の
要

件
に

つ
い

て
、

現
行

の
内

容
に

加
え

て
、

「
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
係

る
関

係
機

関
と

の
連

携
体

制
を

確
保

す
る

と
と

も
に

、
協

議
会

に
定

期
的

に
参

画
し

て
い

る
こ

と
」

に
つ

い
て

も
、

対
象

に
加

え
る

。
〇

離
島

や
過

疎
地

等
に

お
け

る
取

扱
い

と
し

て
、

複
数

の
事

業
所

間
が

通
常

の
相

談
支

援
の

実
施

地
域

を
越

え
る

場
合

や
、

当
該

事
業

所
以

外
の

主
任

相
談

支
援

専
門

員
等

に
よ

り
一

定
の

指
導

・
助

言
が

行
わ

れ
る

体
制

が
確

保
さ

れ
て

い
る

場
合

も
算

定
可

能
と

す
る

。

【
現

行
】

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

(1
) 

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅰ
）

   
   

2,
02

7単
位

(2
) 

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅱ
）

1,
92

7単
位

(3
) 

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅲ
）

1,
84

2単
位

(4
) 

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅳ
）

1,
79

2単
位

(5
) 

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
1,

69
2単

位
(6

) 
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅱ
）

   
81

5単
位

   
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
(1

) 
機

能
強

化
型

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
1,

72
4単

位
(2

) 
機

能
強

化
型

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅱ

）
1,

62
4単

位
(3

) 
機

能
強

化
型

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅲ

）
1,

52
7単

位
(4

) 
機

能
強

化
型

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅳ

）
1,

47
6単

位
(5

) 
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅰ
）

1,
37

6単
位

(6
) 

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅱ

）
   

66
2単

位

単
位

数
（

新
旧

）

①
基

本
報

酬
の

見
直

し
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
１

）
基

本
報

酬
等

の
充

実

【
改

定
後

】
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
(1

) 
機

能
強

化
型

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
   

   
2,

20
1単

位
(2

) 
機

能
強

化
型

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅱ

）
2,

10
1単

位
(3

) 
機

能
強

化
型

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅲ

）
2,

01
6単

位
(4

) 
機

能
強

化
型

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅳ

）
1,

86
6単

位
(5

) 
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅰ
）

1,
76

6単
位

(6
) 

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅱ

）
   

81
5単

位
   

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

(1
) 

機
能

強
化

型
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅰ
）

1,
89

6単
位

(2
) 

機
能

強
化

型
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅱ
）

1,
79

6単
位

(3
) 

機
能

強
化

型
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅲ
）

1,
69

9単
位

(4
) 

機
能

強
化

型
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅳ
）

1,
54

8単
位

(5
) 

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
1,

44
8単

位
(6

) 
継

続
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅱ
）

   
66

2単
位

〇
機

能
強

化
型

（
継

続
）

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

（
Ⅰ

）
（

Ⅱ
）

（
Ⅲ

）
を

算
定

す
る

事
業

所
の

要
件

に
つ

い
て

、
以

下
の

下
線

の
内

容
を

追
加

す
る

①
協

議
会

に
定

期
的

に
参

画
し

、
関

係
機

関
等

の
連

携
の

緊
密

化
を

図
る

た
め

に
必

要
な

取
組

を
実

施
し

て
い

る
こ

と
②

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

が
行

う
地

域
の

相
談

支
援

体
制

の
強

化
の

取
組

に
参

画
し

て
い

る
こ

と
③

運
営

規
程

に
お

い
て

、
市

町
村

に
よ

り
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

こ
と

又
は

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

係
る

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、

協
議

会
に

定
期

的
に

参
画

し
て

い
る

こ
と

（
複

数
事

業
所

が
協

働
で

体
制

を
確

保
す

る
場

合
の

要
件

に
選

択
肢

を
追

加
）

〇
経

過
措

置
と

し
て

、
改

正
前

に
機

能
強

化
型

障
害

児
支

援
利

用
援

助
費

を
算

定
し

て
い

た
事

業
所

に
お

い
て

は
、

令
和

７
年

３
月

31
日

ま
で

の
間

は
、

上
記

①
及

び
②

の
要

件
を

満
た

し
て

い
る

も
の

と
み

な
す

〇
令

和
９

年
３

月
31

日
ま

で
の

間
は

、
以

下
の

と
お

り
取

り
扱

う
・

上
記

②
の

要
件

に
つ

い
て

、
令

和
９

月
３

月
31

日
ま

で
の

間
に

お
い

て
、

市
町

村
が

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

を
設

置
し

て
い

な
い

場
合

に
お

い
て

は
、

地
域

の
相

談
支

援
の

中
核

を
担

う
機

関
と

し
て

市
町

村
長

が
認

め
る

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所
等

が
行

う
地

域
の

相
談

支
援

体
制

の
強

化
の

取
組

に
参

画
し

て
い

る
こ

と
と

す
る

・
上

記
③

の
要

件
に

つ
い

て
、

令
和

９
月

３
月

31
日

ま
で

の
間

に
お

い
て

、
市

町
村

が
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

を
整

備
し

て
い

な
い

場
合

は
、

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

係
る

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
す

る
こ

と
に

代
え

て
、

緊
急

の
事

態
等

へ
の

対
処

及
び

地
域

に
お

け
る

生
活

に
移

行
す

る
た

め
の

活
動

に
関

す
る

取
組

に
協

力
す

る
こ

と
で

足
り

る
も

の
と

す
る

〇
特

別
地

域
加

算
の

対
象

地
域

に
所

在
す

る
事

業
所

の
う

ち
、

従
業

者
の

確
保

が
著

し
く

困
難

な
地

域
に

所
在

す
る

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

に
お

い
て

は
、

都
道

府
県

と
連

携
し

た
上

で
市

町
村

が
認

め
る

場
合

、
配

置
さ

れ
る

常
勤

の
相

談
支

援
専

門
員

の
う

ち
１

名
以

上
が

相
談

支
援

従
事

者
現

任
研

修
を

修
了

し
て

い
る

こ
と

に
代

え
て

、
当

該
相

談
支

援
事

業
所

以
外

に
配

置
さ

れ
る

主
任

相
談

支
援

専
門

員
等

に
よ

り
一

定
の

指
導

及
び

助
言

が
行

わ
れ

る
体

制
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
で

足
り

る
も

の
と

す
る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

12
6）

︓
別

表
の

１
の

注
１

、
注

８
基

準
告

示
（

18
1）

︓
第

１
号

65

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
主

任
相

談
支

援
専

門
員

配
置

加
算

に
つ

い
て

、
新

た
な

区
分

を
創

設
し

、
地

域
の

相
談

支
援

の
中

核
的

な
役

割
を

担
う

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

等
に

お
い

て
、

主
任

相
談

支
援

専
門

員
が

地
域

の
相

談
支

援
事

業
所

の
従

事
者

に
対

し
、

そ
の

資
質

の
向

上
の

た
め

指
導

・
助

言
を

実
施

し
て

い
る

場
合

、
更

に
評

価
す

る
。

【
現

行
】

主
任

相
談

支
援

専
門

員
配

置
加

算
10

0単
位

／
月

※
主

任
相

談
支

援
専

門
員

を
事

業
所

に
配

置
し

た
上

で
、

事
業

所
の

従
業

者
等

に
対

し
当

該
主

任
相

談
支

援
専

門
員

が
そ

の
資

質
の

向
上

の
た

め
に

研
修

を
実

施
し

た
場

合
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

②
主

任
相

談
支

援
専

門
員

配
置

加
算

【
見

直
し

】
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
１

）
基

本
報

酬
等

の
充

実

【
改

定
後

】
主

任
相

談
支

援
専

門
員

配
置

加
算

主
任

相
談

支
援

専
門

員
配

置
加

算
（

Ⅰ
）

30
0単

位
／

月
※

地
域

の
相

談
支

援
の

中
核

的
な

役
割

を
担

う
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
等

で
あ

っ
て

、
主

任
相

談
支

援
専

門
員

を
当

該
事

業
所

に
配

置
し

た
上

で
、

当
該

主
任

相
談

支
援

専
門

員
が

、
 当

該
事

業
所

の
従

業
者

及
び

そ
の

他
の

相
談

支
援

事
業

所
の

従
事

者
に

対
し

、
そ

の
資

質
の

向
上

の
た

め
指

導
・

助
言

を
実

施
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。
主

任
相

談
支

援
専

門
員

配
置

加
算

（
Ⅱ

）
10

0単
位

／
月

※
主

任
相

談
支

援
専

門
員

を
事

業
所

に
配

置
し

た
上

で
、

当
該

主
任

相
談

支
援

専
門

員
が

、
当

該
事

業
所

又
は

そ
の

他
の

相
談

支
援

事
業

所
の

従
業

者
に

対
し

、
そ

の
資

質
の

向
上

の
た

め
に

研
修

を
実

施
し

た
場

合
に

加
算

す
る

。

〇
本

加
算

は
、

常
勤

か
つ

専
従

の
主

任
相

談
支

援
専

門
員

を
１

名
以

上
配

置
し

、
当

該
主

任
相

談
支

援
専

門
員

が
当

該
事

業
所

や
地

域
の

事
業

所
の

従
業

者
等

に
対

し
資

質
向

上
の

た
め

の
研

修
・

助
言

指
導

を
行

う
体

制
を

整
備

し
て

い
る

場
合

に
、

算
定

す
る

も
の

（
加

算
Ⅰ

は
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
等

地
域

の
中

核
を

担
う

事
業

所
、

加
算

Ⅱ
は

そ
の

他
の

事
業

所
を

評
価

）
【

主
な

要
件

】
・

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

の
委

託
を

受
け

て
い

る
事

業
所

、
児

童
発

達
支

援
セ

ン
タ

ー
と

一
体

的
に

運
営

さ
れ

る
事

業
所

、
又

は
地

域
の

相
談

支
援

の
中

核
を

担
う

機
関

と
し

て
市

町
村

が
認

め
る

事
業

所
で

あ
る

こ
と

（
加

算
Ⅰ

の
み

）
・

常
勤

か
つ

専
従

の
主

任
相

談
支

援
専

門
員

を
１

名
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
・

従
業

者
等

に
対

す
る

研
修

・
助

言
指

導
を

行
う

以
下

の
体

制
を

整
備

し
て

い
る

こ
と

・
利

用
者

に
関

す
る

情
報

又
は

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
当

た
っ

て
の

留
意

事
項

に
係

る
伝

達
等

を
目

的
と

し
た

会
議

の
開

催
・

新
規

に
採

用
し

た
全

て
の

相
談

支
援

専
門

員
に

対
す

る
主

任
相

談
支

援
専

門
員

の
同

行
に

よ
る

研
修

の
実

施
・

当
該

事
業

所
の

全
て

の
相

談
支

援
専

門
員

に
対

す
る

地
域

づ
く

り
、

人
材

育
成

、
困

難
事

例
へ

の
対

応
等

、
総

合
的

か
つ

適
切

な
利

用
支

援
等

の
援

助
技

術
の

向
上

を
目

的
と

し
た

指
導

・
助

言
・

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

が
実

施
す

る
地

域
の

事
業

所
の

人
材

育
成

や
支

援
の

質
の

向
上

の
た

め
の

取
組

の
支

援
へ

の
協

力
（

加
算

Ⅰ
は

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

と
共

同
で

実
施

、
加

算
Ⅱ

は
協

力
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

）
※

以
上

の
取

組
を

、
加

算
Ⅰ

は
自

事
業

所
及

び
他

事
業

所
の

従
業

者
に

対
し

て
、

加
算

Ⅱ
は

自
事

業
所

又
は

他
事

業
所

の
従

業
者

に
対

し
て

（
い

ず
れ

か
必

須
）

実
施

す
る

・
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
旨

を
掲

示
・

公
表

し
て

い
る

こ
と

〇
主

任
相

談
支

援
専

門
員

は
、

原
則

専
従

で
あ

る
が

、
同

一
敷

地
内

に
あ

る
計

画
相

談
支

援
、

自
立

生
活

援
助

、
地

域
移

行
支

援
、

地
域

定
着

支
援

等
の

職
務

と
の

兼
務

可

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

１
２

６
）

︓
別

表
の

４
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

４
号

66

要
・

市
町

村
へ

の
届

出
（

主
任

相
談

支
援

専
門

員
の

配
置

）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
地

域
体

制
強

化
共

同
支

援
加

算
の

算
定

要
件

に
つ

い
て

、
現

行
の

内
容

に
加

え
て

、
「

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

係
る

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
し

た
上

で
、

協
議

会
に

定
期

的
に

参
画

す
る

こ
と

」
に

つ
い

て
も

、
対

象
に

加
え

る
。

【
現

行
】

地
域

体
制

強
化

共
同

支
援

加
算

20
00

単
位

／
月

※
事

業
所

の
要

件
と

し
て

、
運

営
規

程
に

お
い

て
、

市
町

村
に

よ
り

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
と

し
て

位
置

付
け

ら
れ

て
い

る
こ

と
を

定
め

て
い

る
こ

と

単
位

数
（

新
旧

）

③
地

域
体

制
強

化
共

同
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

７
．

（
１

）
基

本
報

酬
等

の
充

実

【
改

定
後

】
地

域
体

制
強

化
共

同
支

援
加

算
20

00
単

位
／

月
※

事
業

所
の

要
件

と
し

て
、

運
営

規
程

に
お

い
て

、
市

町
村

に
よ

り
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

こ
と

又
は

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

係
る

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、

協
議

会
に

定
期

的
に

参
画

し
て

い
る

こ
と

。
※

令
和

９
月

３
月

31
日

ま
で

の
間

に
お

い
て

、
市

町
村

が
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

を
整

備
し

て
い

な
い

場
合

は
、

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

係
る

関
係

機
関

と
の

連
携

体
制

を
確

保
す

る
こ

と
に

代
え

て
、

緊
急

の
事

態
等

へ
の

対
処

及
び

地
域

に
お

け
る

生
活

に
移

行
す

る
た

め
の

活
動

に
関

す
る

取
組

に
協

力
す

る
こ

と
で

足
り

る
も

の
と

す
る

。

〇
本

加
算

は
、

相
談

支
援

事
業

所
が

把
握

し
た

障
害

児
の

個
別

の
課

題
か

ら
地

域
の

課
題

を
抽

出
し

、
協

議
会

に
参

画
し

た
上

で
、

地
域

の
様

々
な

ニ
ー

ズ
に

対
応

で
き

る
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
の

確
保

や
、

地
域

の
社

会
資

源
の

連
携

体
制

の
構

築
に

向
け

た
検

討
を

推
進

す
る

取
組

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
。

【
主

な
要

件
】

・
事

業
所

の
要

件
と

し
て

、
①

運
営

規
程

に
お

い
て

、
市

町
村

に
よ

り
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こ
と

を
定

め
て

い
る

こ
と

、
又

は
、

②
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
係

る
関

係
機

関
と

の
連

携
体

制
を

確
保

す
る

（
令

和
８

年
度

末
ま

で
は

、
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

が
整

備
さ

れ
て

い
な

い
場

合
は

、
緊

急
の

事
態

等
へ

の
対

処
及

び
地

域
に

お
け

る
生

活
に

移
行

す
る

た
め

の
活

動
に

関
す

る
取

組
に

協
力

す
る

こ
と

で
足

り
る

）
と

と
も

に
、

協
議

会
に

定
期

的
に

参
画

し
て

い
る

こ
と

・
支

援
が

困
難

な
対

象
者

に
、

事
業

所
の

相
談

支
援

専
門

員
又

は
相

談
支

援
員

と
、

福
祉

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
事

業
所

の
職

員
等

（
支

援
関

係
者

）
が

、
３

者
以

上
に

よ
る

会
議

に
よ

り
情

報
共

有
及

び
支

援
内

容
を

検
討

し
、

在
宅

で
の

療
養

又
は

地
域

に
お

い
て

生
活

す
る

上
で

必
要

と
な

る
説

明
な

ど
の

必
要

な
支

援
を

共
同

し
て

実
施

す
る

と
と

も
に

、
地

域
課

題
を

整
理

し
、

協
議

会
に

報
告

を
行

う
こ

と
・

加
算

の
対

象
と

な
る

会
議

、
対

象
者

に
対

す
る

説
明

等
の

必
要

な
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

そ
の

内
容

を
記

録
す

る
こ

と
。

市
町

村
か

ら
求

め
が

あ
っ

た
場

合
に

は
提

出
す

る
こ

と

〇
本

加
算

で
協

議
会

へ
報

告
す

る
事

例
は

、
障

害
児

・
家

族
の

支
援

に
当

た
っ

て
地

域
に

お
け

る
課

題
が

あ
る

も
の

で
あ

っ
て

、
当

該
課

題
の

解
決

に
当

た
っ

て
、

広
く

関
係

者
間

で
検

討
等

を
行

う
必

要
が

あ
る

も
の

で
あ

る
こ

と
に

留
意

し
て

事
例

の
選

定
を

行
う

こ
と

。
な

お
、

協
議

会
へ

の
報

告
の

内
容

等
に

つ
い

て
は

、
「

（
自

立
支

援
）

協
議

会
の

設
置

・
運

営
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

を
参

照
す

る
こ

と

〇
加

算
算

定
の

相
談

支
援

事
業

所
は

、
そ

れ
以

外
の

支
援

関
係

者
が

支
援

に
当

た
り

要
し

た
費

用
を

負
担

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い

ポ
イ

ン
ト

67
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

７
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

４
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

へ
の

位
置

付
け

又
は

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
と

の
連

携
体

制
確

保
・

協
議

会
へ

の
定

期
的

な
参

画
）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

に
つ

い
て

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
時

に
お

い
て

も
算

定
を

可
能

と
す

る
。

ま
た

、
利

用
者

の
通

院
に

同
行

し
障

害
児

等
の

状
況

を
情

報
提

供
す

る
場

合
や

、
関

係
機

関
等

か
ら

の
求

め
に

応
じ

て
障

害
児

等
の

状
況

を
情

報
提

供
す

る
場

合
も

加
算

の
対

象
と

す
る

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

の
場

合
に

つ
い

て
、

一
定

の
上

限
を

設
け

た
上

で
複

数
回

の
算

定
を

可
能

と
す

る
。

さ
ら

に
、

連
携

の
対

象
に

訪
問

看
護

の
事

業
所

を
加

え
る

。

【
現

行
】

医
療

・
保

育
・

教
育

機
関

等
連

携
加

算
10

0単
位

／
月

※
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

（
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

を
除

く
）

の
職

員
等

と
面

談
を

行
い

、
障

害
児

に
関

す
る

必
要

な
情

報
の

提
供

を
受

け
た

上
で

、
障

害
児

支
援

利
用

計
画

を
作

成
し

た
場

合
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

①
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

【
見

直
し

】
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

30
0単

位
／

月
（

①
－

Ⅱ
、

②
）

20
0単

位
／

月
（

①
－

Ⅰ
）

15
0単

位
／

月
（

③
）

※
指

定
（

継
続

）
障

害
児

支
援

利
用

援
助

を
実

施
す

る
月

に
お

い
て

、
次

の
①

〜
③

の
い

ず
れ

か
の

業
務

を
行

っ
た

場
合

に
加

算
①

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
の

職
員

等
と

面
談

又
は

会
議

を
行

い
、

障
害

児
等

に
関

す
る

必
要

な
情

報
の

提
供

を
受

け
た

上
で

、
以

下
を

行
っ

た
場

合
Ⅰ

指
定

障
害

児
支

援
利

用
援

助
Ⅱ

指
定

継
続

障
害

児
支

援
利

用
援

助
②

障
害

児
が

病
院

等
に

通
院

す
る

に
当

た
り

、
病

院
等

を
訪

問
し

、
当

該
病

院
等

の
職

員
に

対
し

て
、

利
用

者
の

心
身

の
状

況
、

生
活

環
境

等
の

利
用

者
に

係
る

必
要

な
情

報
を

提
供

し
た

場
合

③
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

か
ら

の
求

め
に

応
じ

て
、

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
に

対
し

て
障

害
児

に
関

す
る

必
要

な
情

報
を

提
供

し
た

場
合

〇
本

加
算

は
、

障
害

児
の

関
係

機
関

と
の

日
常

的
な

連
携

体
制

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

障
害

児
の

状
態

や
支

援
方

法
の

共
有

を
行

っ
た

場
合

に
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
<

①
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

の
職

員
と

の
面

談
等

に
よ

る
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
又

は
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
＞

※
１

月
に

１
回

を
限

度
・

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
（

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
者

を
除

く
。

例
︓

保
育

所
、

学
校

、
児

童
相

談
所

、
医

療
機

関
、

訪
問

看
護

事
業

所
等

）
の

職
員

と
の

面
談

又
は

会
議

に
よ

り
、

障
害

児
等

に
関

す
る

必
要

な
情

報
の

提
供

を
受

け
た

上
で

、
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
又

は
見

直
し

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

行
う

こ
と

（
会

議
は

オ
ン

ラ
イ

ン
の

活
用

可
。

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
以

外
の

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
（

障
害

児
支

援
利

用
計

画
に

計
画

さ
れ

て
い

る
機

関
等

が
原

則
）

の
参

加
に

よ
る

サ
ー

ビ
ス

担
当

者
会

議
に

よ
る

算
定

も
可

）
・

初
回

加
算

を
算

定
す

る
場

合
、

退
院

・
退

所
加

算
を

算
定

し
退

院
等

す
る

施
設

の
み

か
ら

情
報

提
供

を
受

け
る

場
合

は
算

定
不

可
＜

②
障

害
児

へ
の

通
院

同
行

＞
※

１
月

に
３

回
を

限
度

。
同

一
の

病
院

等
に

つ
い

て
は

１
月

に
１

回
を

限
度

・
障

害
児

が
病

院
等

に
通

院
す

る
に

当
た

り
、

通
院

に
同

行
し

て
病

院
等

を
訪

問
し

、
当

該
病

院
等

の
職

員
に

対
し

て
障

害
児

に
係

る
必

要
な

情
報

（
※

）
を

提
供

す
る

こ
と

※
当

該
障

害
児

の
基

本
情

報
、

状
態

、
支

援
に

お
け

る
留

意
点

等
、

家
族

・
世

帯
の

状
況

、
生

活
の

状
況

、
受

診
・

服
薬

の
状

況
、

支
援

の
利

用
状

況
、

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

内
容

等
＜

③
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

へ
の

情
報

提
供

＞
※

①
病

院
等

・
訪

問
看

護
事

業
所

、
②

そ
れ

以
外

の
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

ご
と

に
１

月
に

１
回

を
限

度
・

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
か

ら
の

求
め

に
応

じ
て

障
害

児
に

関
す

る
必

要
な

情
報

を
提

供
す

る
こ

と
〇

本
加

算
の

算
定

場
面

に
限

ら
ず

、
関

係
機

関
と

の
日

常
的

な
連

絡
調

整
に

努
め

る
こ

と
〇

情
報

提
供

等
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

相
手

や
日

時
、

そ
の

内
容

の
要

旨
、

障
害

児
支

援
計

画
に

反
映

さ
れ

る
べ

き
内

容
に

関
す

る
記

録
を

作
成

す
る

こ
と

。
当

該
記

録
に

つ
い

て
、

市
町

村
か

ら
求

め
が

あ
っ

た
場

合
に

は
提

出
す

る
こ

と

ポ
イ

ン
ト

68
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
８

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

206



〇
集

中
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

障
害

児
の

通
院

に
同

行
し

障
害

者
等

の
状

況
を

情
報

提
供

す
る

場
合

や
、

関
係

機
関

等
か

ら
の

求
め

に
応

じ
て

障
害

児
の

状
況

を
情

報
提

供
す

る
場

合
も

加
算

の
対

象
と

す
る

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

の
場

合
に

つ
い

て
、

一
定

の
上

限
を

設
け

た
上

で
複

数
回

の
算

定
を

可
能

と
す

る
。

ま
た

、
連

携
の

対
象

に
訪

問
看

護
の

事
業

所
を

加
え

る
。

〇
加

算
の

要
件

で
あ

る
障

害
児

へ
の

居
宅

訪
問

の
一

部
に

つ
い

て
、

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

に
よ

る
面

談
の

場
合

も
算

定
可

能
と

す
る

。
（

た
だ

し
、

月
１

回
は

対
面

に
よ

る
訪

問
を

要
件

と
す

る
）

【
現

行
】

集
中

支
援

加
算

30
0単

位
／

月
※

指
定

（
継

続
）

サ
ー

ビ
ス

利
用

支
援

を
実

施
す

る
月

以
外

の
月

に
お

い
て

、
次

の
①

〜
③

の
い

ず
れ

か
の

業
務

を
行

っ
た

場
合

に
加

算
①

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
の

利
用

に
関

し
て

、
障

害
児

の
保

護
者

等
の

求
め

に
応

じ
、

月
に

２
回

以
上

、
利

用
者

の
居

宅
を

訪
問

し
、

利
用

者
及

び
家

族
に

面
接

す
る

場
合

②
・

③
（

略
）

単
位

数
（

新
旧

）

②
集

中
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
集

中
支

援
加

算
30

0単
位

／
月

（
①

〜
④

）
15

0単
位

／
月

（
⑤

）
※

指
定

（
継

続
）

サ
ー

ビ
ス

利
用

支
援

を
実

施
す

る
月

以
外

の
月

に
お

い
て

、
次

の
①

〜
⑤

の
い

ず
れ

か
の

業
務

を
行

っ
た

場
合

に
加

算
①

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
の

利
用

に
関

し
て

、
障

害
児

の
保

護
者

等
の

求
め

に
応

じ
、

月
に

２
回

以
上

、
障

害
児

の
居

宅
等

を
訪

問
し

、
障

害
児

及
び

家
族

に
面

接
す

る
場

合
（

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

を
活

用
し

て
面

接
し

た
場

合
を

含
む

。
た

だ
し

、
月

に
１

回
は

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
面

接
す

る
こ

と
を

要
す

る
。

）
②

・
③

（
略

）
④

障
害

児
が

病
院

等
に

通
院

す
る

に
当

た
り

、
病

院
等

を
訪

問
し

、
当

該
病

院
等

の
職

員
に

対
し

て
、

利
用

者
の

心
身

の
状

況
、

生
活

環
境

等
の

障
害

児
に

係
る

必
要

な
情

報
を

提
供

し
た

場
合

（
算

定
回

数
に

つ
い

て
は

、
月

３
回

、
同

一
の

病
院

等
に

つ
い

て
は

月
１

回
を

限
度

と
す

る
。

）
⑤

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
提

供
機

関
か

ら
の

求
め

に
応

じ
て

、
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

に
対

し
て

障
害

児
に

関
す

る
必

要
な

情
報

を
提

供
し

た
場

合
（

病
院

及
び

訪
問

看
護

の
事

業
所

又
は

そ
れ

以
外

の
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

の
区

分
ご

と
に

、
そ

れ
ぞ

れ
月

１
回

を
限

度
と

す
る

。
）

〇
本

加
算

は
、

計
画

決
定

月
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

対
象

月
以

外
に

お
い

て
、

障
害

児
に

対
し

て
支

援
を

行
っ

た
場

合
に

算
定

す
る

も
の

〇
障

害
児

の
居

宅
等

を
訪

問
し

障
害

児
及

び
家

族
に

面
接

す
る

場
合

に
つ

い
て

、
オ

ン
ラ

イ
ン

の
活

用
を

可
能

と
す

る
（

た
だ

し
、

月
に

１
回

は
居

宅
へ

の
訪

問
が

必
要

）

〇
ま

た
、

今
回

の
改

定
に

お
い

て
、

障
害

児
へ

の
通

院
同

行
及

び
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

へ
の

情
報

提
供

に
つ

い
て

、
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

に
お

い
て

評
価

を
行

う
こ

と
と

し
た

こ
と

を
踏

ま
え

、
計

画
決

定
月

及
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
対

象
月

以
外

の
こ

れ
ら

の
支

援
に

つ
い

て
も

、
集

中
支

援
加

算
に

よ
り

評
価

を
行

う
こ

と
と

し
た

も
の

（
計

画
決

定
月

及
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
対

象
月

は
医

療
・

保
育

・
教

育
機

関
等

連
携

加
算

を
算

定
、

そ
れ

以
外

の
月

は
集

中
支

援
加

算
を

算
定

）

〇
今

回
追

加
さ

れ
た

障
害

児
へ

の
通

院
同

行
及

び
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

へ
の

情
報

提
供

の
算

定
要

件
等

に
つ

い
て

は
、

医
療

・
保

育
・

教
育

機
関

等
連

携
加

算
を

参
照

ポ
イ

ン
ト

69
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
９

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
入

院
時

情
報

連
携

加
算

、
退

院
・

退
所

加
算

、
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

単
位

数
の

引
き

上
げ

を
行

う
も

の

〇
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

障
害

児
の

居
宅

等
を

訪
問

し
障

害
児

及
び

家
族

に
面

接
す

る
場

合
に

つ
い

て
、

オ
ン

ラ
イ

ン
の

活
用

を
可

能
と

す
る

（
た

だ
し

、
月

に
１

回
は

居
宅

へ
の

訪
問

が
必

要
）

〇
関

係
機

関
へ

の
訪

問
や

情
報

提
供

等
を

評
価

す
る

各
種

加
算

に
つ

い
て

、
関

係
機

関
へ

の
訪

問
に

よ
る

本
人

の
状

況
説

明
や

各
種

調
整

に
伴

う
業

務
負

担
を

踏
ま

え
、

単
位

数
を

引
き

上
げ

る
。

〇
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

要
件

で
あ

る
障

害
児

へ
の

居
宅

訪
問

の
一

部
に

つ
い

て
、

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

に
よ

る
面

談
の

場
合

も
算

定
可

能
と

す
る

。
（

た
だ

し
、

月
１

回
は

対
面

に
よ

る
訪

問
を

要
件

と
す

る
）

【
現

行
】

入
院

時
情

報
連

携
加

算
入

院
時

情
報

連
携

加
算

（
Ⅰ

）
20

0単
位

／
月

入
院

時
情

報
連

携
加

算
（

Ⅱ
）

10
0単

位
／

月

退
院

・
退

所
加

算
   

   
   

 
   

 
20

0単
位

／
月

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

30
0単

位
／

月
（

①
、

②
）

10
0単

位
／

月
（

③
）

※
新

た
に

就
学

・
進

学
・

雇
用

さ
れ

る
障

害
児

に
つ

い
て

、
就

学
等

す
る

先
へ

の
引

継
に

一
定

期
間

を
要

す
る

も
の

に
対

し
、

次
の

①
〜

③
の

い
ず

れ
か

の
業

務
を

行
っ

た
場

合
に

加
算

①
月

に
２

回
以

上
、

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
障

害
児

及
び

そ
の

家
族

に
面

接
す

る
場

合
②

関
係

機
関

が
開

催
す

る
会

議
に

参
加

し
た

場
合

③
他

機
関

と
の

連
携

に
当

た
り

、
障

害
児

の
心

身
の

状
況

等
の

必
要

な
情

報
を

提
供

す
る

場
合

単
位

数
（

新
旧

）

③
入

院
時

情
報

連
携

加
算

／
④

退
院

・
退

所
加

算
／

⑤
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
【

見
直

し
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
入

院
時

情
報

連
携

加
算

入
院

時
情

報
連

携
加

算
（

Ⅰ
）

30
0単

位
／

月
入

院
時

情
報

連
携

加
算

（
Ⅱ

）
15

0単
位

／
月

退
院

・
退

所
加

算
   

   
  

   
   

 
30

0単
位

／
月

   
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
30

0単
位

／
月

（
①

、
②

）
15

0単
位

／
月

（
③

）

※
新

た
に

就
学

・
進

学
・

雇
用

さ
れ

る
障

害
児

に
つ

い
て

、
就

学
等

す
る

先
へ

の
引

継
に

一
定

期
間

を
要

す
る

も
の

に
対

し
、

次
の

①
〜

③
の

い
ず

れ
か

の
業

務
を

行
っ

た
場

合
に

加
算

①
月

に
２

回
以

上
、

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
障

害
児

及
び

そ
の

家
族

に
面

接
す

る
場

合
（

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

を
活

用
し

て
面

接
し

た
場

合
を

含
む

。
た

だ
し

、
月

に
１

回
は

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
面

接
す

る
こ

と
を

要
す

る
。

）
②

関
係

機
関

が
開

催
す

る
会

議
に

参
加

し
た

場
合

③
他

機
関

と
の

連
携

に
当

た
り

、
障

害
児

の
心

身
の

状
況

等
の

必
要

な
情

報
を

提
供

す
る

場
合

（
単

位
数

の
変

更
の

み
）

ポ
イ

ン
ト

70
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
５

（
入

院
時

情
報

連
携

加
算

）
、

６
（

退
院

・
退

所
加

算
）

、
７

（
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
要

医
療

児
者

支
援

体
制

加
算

に
つ

い
て

、
新

た
な

区
分

を
創

設
し

、
実

際
に

医
療

的
ケ

ア
を

必
要

と
す

る
障

害
児

者
等

に
対

し
て

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

事
業

所
に

つ
い

て
は

更
に

評
価

す
る

こ
と

と
し

、
そ

れ
以

外
の

事
業

所
に

つ
い

て
は

、
報

酬
単

価
を

見
直

す
。

【
現

行
】

   
要

医
療

児
者

支
援

体
制

加
算

35
単

位
／

月
※

医
療

的
ケ

ア
児

等
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
養

成
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

⑥
要

医
療

児
者

支
援

体
制

加
算

【
見

直
し

】
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
要

医
療

児
者

支
援

体
制

加
算

要
医

療
児

者
支

援
体

制
加

算
（

Ⅰ
）

60
単

位
／

月
※

医
療

的
ケ

ア
児

等
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
養

成
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
お

り
、

か
つ

、
当

該
相

談
支

援
専

門
員

に
よ

り
、

医
療

的
ケ

ア
児

者
に

対
し

て
現

に
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

場
合

に
加

算
す

る
要

医
療

児
者

支
援

体
制

加
算

（
Ⅱ

）
30

単
位

／
月

※
医

療
的

ケ
ア

児
等

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

養
成

研
修

を
修

了
し

た
相

談
支

援
専

門
員

を
事

業
所

に
配

置
し

た
上

で
、

そ
の

旨
を

公
表

し
て

い
る

場
合

に
加

算
す

る
。

ポ
イ

ン
ト

71
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

３
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

７
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
研

修
修

了
者

の
配

置
等

）

〇
本

加
算

は
、

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

し
て

適
切

な
障

害
児

相
談

支
援

を
実

施
す

る
た

め
に

、
医

療
的

ケ
ア

児
へ

の
支

援
に

知
見

を
有

す
る

相
談

支
援

専
門

員
を

配
置

し
、

当
該

児
へ

の
支

援
を

適
切

に
対

応
で

き
る

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

場
合

に
、

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
医

療
的

ケ
ア

児
等

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

養
成

研
修

を
修

了
し

た
相

談
支

援
専

門
員

を
１

名
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
・

医
療

的
ケ

ア
児

等
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
養

成
研

修
修

了
者

を
配

置
し

て
い

る
旨

を
公

表
し

て
い

る
こ

と
・

〔
加

算
Ⅰ

の
み

の
要

件
〕

医
療

的
ケ

ア
児

等
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
養

成
研

修
修

了
者

が
、

医
療

的
ケ

ア
児

の
保

護
者

に
対

し
て

、
現

に
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

こ
と ※

「
現

に
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
」

と
は

、
前

６
月

に
医

療
的

ケ
ア

児
に

対
し

て
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

こ
と

※
一

体
的

に
実

施
す

る
指

定
特

定
相

談
支

援
事

業
所

に
お

い
て

医
療

的
ケ

ア
を

必
要

と
す

る
者

又
は

医
療

的
ケ

ア
児

に
対

し
て

指
定

計
画

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

場
合

も
含

む

〇
本

加
算

は
体

制
の

整
備

を
評

価
す

る
加

算
で

あ
り

、
医

療
的

ケ
ア

児
の

み
で

な
く

、
全

て
の

利
用

者
に

つ
い

て
加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る

〇
医

療
的

ケ
ア

児
の

保
護

者
か

ら
利

用
申

込
み

が
あ

っ
た

場
合

に
、

障
害

特
性

に
対

応
で

き
な

い
こ

と
を

理
由

に
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

拒
む

こ
と

は
認

め
ら

れ
な

い令
和
６
年
度
報
酬
改
定

209



〇
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
に

つ
い

て
、

新
た

な
区

分
を

創
設

し
、

実
際

に
行

動
障

害
に

つ
い

て
の

専
門

的
な

支
援

を
必

要
と

す
る

障
害

児
者

等
に

対
し

て
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
事

業
所

に
つ

い
て

は
更

に
評

価
す

る
こ

と
と

し
、

そ
れ

以
外

の
事

業
所

に
つ

い
て

は
、

報
酬

単
価

を
見

直
す

。

【
現

行
】

行
動

障
害

支
援

体
制

加
算

35
単

位
／

月
※

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

⑦
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
【

見
直

し
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
（

Ⅰ
）

60
単

位
／

月
※

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
お

り
、

か
つ

、
当

該
相

談
支

援
専

門
員

に
よ

り
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
（

児
基

準
20

点
以

上
）

に
対

し
て

現
に

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。
行

動
障

害
支

援
体

制
加

算
（

Ⅱ
）

30
単

位
／

月
※

強
度

行
動

障
害

支
援

者
養

成
研

修
（

実
践

研
修

）
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。

〇
本

加
算

は
、

行
動

障
害

を
有

す
る

児
に

対
し

て
適

切
な

障
害

児
相

談
支

援
を

実
施

す
る

た
め

に
、

行
動

障
害

を
有

す
る

児
へ

の
支

援
に

知
見

を
有

す
る

相
談

支
援

専
門

員
を

配
置

し
、

当
該

児
へ

の
支

援
を

適
切

に
対

応
で

き
る

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

場
合

に
、

算
定

す
る

も
の

【
主

な
要

件
】

・
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

を
修

了
し

た
相

談
支

援
専

門
員

を
１

名
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
※

行
動

援
護

従
業

者
養

成
研

修
で

も
可

・
実

践
研

修
修

了
者

を
配

置
し

て
い

る
旨

を
公

表
し

て
い

る
こ

と
・

〔
加

算
Ⅰ

の
み

の
要

件
〕

実
践

研
修

修
了

者
が

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

（
児

基
準

20
点

以
上

）
の

保
護

者
に

対
し

て
、

現
に

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
※

「
現

に
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
」

と
は

、
前

６
月

に
強

度
行

動
障

害
児

に
対

し
て

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
※

一
体

的
に

実
施

す
る

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所
に

お
い

て
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
者

（
区

分
３

以
上

か
つ

行
動

関
連

項
目

10
点

以
上

）
又

は
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
て

指
定

計
画

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

場
合

も
含

む

〇
本

加
算

は
体

制
の

整
備

を
評

価
す

る
加

算
で

あ
り

、
強

度
行

動
障

害
を

有
す

る
児

の
み

で
な

く
、

全
て

の
利

用
者

に
つ

い
て

加
算

す
る

こ
と

が
で

き
る

〇
行

動
障

害
を

有
す

る
児

の
保

護
者

か
ら

利
用

申
込

み
が

あ
っ

た
場

合
に

、
障

害
特

性
に

対
応

で
き

な
い

こ
と

を
理

由
に

サ
ー

ビ
ス

提
供

を
拒

む
こ

と
は

認
め

ら
れ

な
い

ポ
イ

ン
ト

72
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

２
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

６
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
研

修
修

了
者

の
配

置
等

）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
精

神
障

害
者

支
援

体
制

加
算

に
つ

い
て

、
新

た
な

区
分

を
創

設
し

、
実

際
に

精
神

障
害

の
専

門
的

な
知

見
を

有
す

る
者

に
よ

る
支

援
を

必
要

と
す

る
障

害
児

者
等

に
対

し
て

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

事
業

所
に

つ
い

て
は

更
に

評
価

す
る

こ
と

と
し

、
そ

れ
以

外
の

事
業

所
に

つ
い

て
は

、
報

酬
単

価
を

見
直

す
。

【
現

行
】

精
神

障
害

者
支

援
体

制
加

算
35

単
位

／
月

※
地

域
生

活
支

援
事

業
に

よ
る

精
神

障
害

者
の

障
害

特
性

及
び

こ
れ

に
応

じ
た

支
援

技
法

等
に

関
す

る
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

⑨
精

神
障

害
者

支
援

体
制

加
算

【
見

直
し

】
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
精

神
障

害
者

支
援

体
制

加
算

精
神

障
害

者
支

援
体

制
加

算
（

Ⅰ
）

60
単

位
／

月
※

以
下

の
い

ず
れ

も
満

た
す

場
合

に
加

算
す

る
。

・
地

域
生

活
支

援
事

業
に

よ
る

精
神

障
害

者
の

障
害

特
性

及
び

こ
れ

に
応

じ
た

支
援

技
法

等
に

関
す

る
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
。

・
精

神
疾

患
を

有
す

る
患

者
で

あ
っ

て
重

点
的

な
支

援
を

要
す

る
も

の
に

対
し

て
支

援
を

行
う

病
院

等
又

は
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
等

で
あ

っ
て

、
障

害
児

が
通

院
又

は
利

用
す

る
も

の
の

保
健

師
、

看
護

師
又

は
精

神
保

健
福

祉
士

と
連

携
す

る
体

制
が

構
築

さ
れ

て
お

り
、

か
つ

、
当

該
相

談
支

援
専

門
員

に
よ

り
、

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
に

対
し

て
現

に
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

場
合

。
精

神
障

害
者

支
援

体
制

加
算

（
Ⅱ

）
30

単
位

／
月

※
地

域
生

活
支

援
事

業
に

よ
る

精
神

障
害

者
の

障
害

特
性

及
び

こ
れ

に
応

じ
た

支
援

技
法

等
に

関
す

る
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。
ポ

イ
ン

ト

73
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

４
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

８
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
研

修
修

了
者

の
配

置
等

）

〇
本

加
算

は
、

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
に

対
し

て
適

切
な

障
害

児
相

談
支

援
を

実
施

す
る

た
め

に
、

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
へ

の
知

見
を

有
す

る
相

談
支

援
専

門
員

を
配

置
し

、
当

該
児

へ
の

支
援

を
適

切
に

対
応

で
き

る
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
場

合
に

、
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

地
域

生
活

支
援

事
業

に
よ

る
精

神
障

害
者

の
障

害
特

性
お

よ
び

こ
れ

に
応

じ
た

支
援

技
法

等
に

関
す

る
研

修
（

精
神

障
害

関
係

従
事

者
養

成
研

修
等

）
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

１
名

以
上

配
置

し
て

い
る

こ
と

・
当

該
研

修
修

了
者

を
配

置
し

て
い

る
旨

を
公

表
し

て
い

る
こ

と
〔

以
下

、
加

算
Ⅰ

の
み

の
要

件
〕

・
当

該
研

修
修

了
者

が
、

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
の

保
護

者
に

対
し

て
、

現
に

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
※

「
現

に
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
」

と
は

、
前

６
月

に
精

神
に

障
害

の
あ

る
児

に
対

し
て

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
※

一
体

的
に

実
施

す
る

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所
に

お
い

て
精

神
障

害
者

又
は

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
に

対
し

て
指

定
計

画
相

談支
援

を
行

っ
て

い
る

場
合

も
含

む
・

当
該

精
神

に
障

害
の

あ
る

児
が

通
院

す
る

病
院

等
や

利
用

す
る

訪
問

看
護

事
業

所
の

保
健

師
・

看
護

師
又

は
精

神
保

健
福

祉
士

と
連

携
す

る
体

制
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
※

療
養

生
活

継
続

支
援

加
算

を
算

定
し

て
い

る
病

院
等

、
精

神
科

重
症

患
者

支
援

管
理

連
携

加
算

の
届

出
を

し
て

い
る

訪
看

事
業

所
で

あ
り

、
障

害
児

が
前

１
年

以
内

に
通

院
又

は
利

用
し

て
い

る
こ

と
が

必
要

※
少

な
く

と
も

１
年

に
１

回
以

上
、

当
該

関
係

者
で

面
談

又
は

会
議

を
行

い
、

当
該

児
の

支
援

に
関

し
て

検
討

を
行

っ
て

い
る

こ
と

〇
本

加
算

は
体

制
の

整
備

を
評

価
す

る
加

算
で

あ
り

、
精

神
に

障
害

を
有

す
る

児
の

み
で

な
く

、
全

て
の

利
用

者
に

つ
い

て
加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る

〇
精

神
障

害
の

あ
る

児
の

保
護

者
か

ら
利

用
申

込
み

が
あ

っ
た

場
合

に
、

障
害

特
性

に
対

応
で

き
な

い
こ

と
を

理
由

に
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

拒
む

こ
と

は
認

め
ら

れ
な

い

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
高

次
脳

機
能

障
害

に
関

す
る

研
修

を
受

講
し

た
常

勤
の

相
談

支
援

専
門

員
を

配
置

す
る

事
業

所
を

評
価

す
る

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）

⑩
高

次
脳

機
能

障
害

支
援

体
制

加
算

【
新

設
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

７
．

（
２

）
医

療
等

の
多

機
関

連
携

の
た

め
の

加
算

の
拡

充
等

【
改

定
後

】
高

次
脳

機
能

障
害

支
援

体
制

加
算

【
新

設
】

高
次

脳
機

能
障

害
支

援
体

制
加

算
（

Ⅰ
）

60
単

位
／

日
※

高
次

脳
機

能
障

害
支

援
者

養
成

研
修

を
修

了
し

た
相

談
支

援
専

門
員

を
事

業
所

に
配

置
し

た
上

で
、

そ
の

旨
を

公
表

し
て

お
り

、
か

つ
、

当
該

相
談

支
援

専
門

員
に

よ
り

、
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

利
用

者
に

対
し

て
現

に
指

定
計

画
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。
高

次
脳

機
能

障
害

支
援

体
制

加
算

（
Ⅱ

）
30

単
位

／
日

※
高

次
脳

機
能

障
害

支
援

者
養

成
研

修
を

修
了

し
た

相
談

支
援

専
門

員
を

事
業

所
に

配
置

し
た

上
で

、
そ

の
旨

を
公

表
し

て
い

る
場

合
に

加
算

す
る

。

ポ
イ

ン
ト

74
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

４
の

２
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

９
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
研

修
修

了
者

の
配

置
等

）
〇

本
加

算
は

、
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

児
に

対
し

て
適

切
な

障
害

児
相

談
支

援
を

実
施

す
る

た
め

に
、

高
次

脳
機

能
障

害
を

有
す

る
児

へ
の

支
援

に
知

見
を

有
す

る
相

談
支

援
専

門
員

を
配

置
し

、
当

該
児

へ
の

支
援

を
適

切
に

対
応

で
き

る
体

制
が

整
備

さ
れ

て
い

る
場

合
に

、
算

定
す

る
も

の
【

主
な

要
件

】
・

高
次

脳
機

能
障

害
支

援
者

養
成

研
修

（
実

践
研

修
）

又
は

同
研

修
に

準
ず

る
も

の
と

し
て

都
道

府
県

知
事

が
同

等
以

上
の

内
容

と
認

め
る

研
修

を
修

了
し

た
相

談
支

援
専

門
員

を
１

名
以

上
配

置
し

て
い

る
こ

と
・

当
該

研
修

修
了

者
を

配
置

し
て

い
る

旨
を

公
表

し
て

い
る

こ
と

・
〔

加
算

Ⅰ
の

み
の

要
件

〕
当

該
研

修
修

了
者

が
、

高
次

脳
機

能
障

害
を

有
す

る
児

の
保

護
者

に
対

し
て

、
現

に
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
行

っ
て

い
る

こ
と

※
「

現
に

支
援

を
行

っ
て

い
る

こ
と

」
と

は
、

前
６

月
に

高
次

脳
機

能
障

害
を

有
す

る
児

に
対

し
て

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
こ

と
※

一
体

的
に

実
施

す
る

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所
に

お
い

て
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

者
又

は
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

児
に

対
し

て
指

定
計

画
相

談
支

援
を

行
っ

て
い

る
場

合
も

含
む

〇
本

加
算

は
体

制
の

整
備

を
評

価
す

る
加

算
で

あ
り

、
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

児
の

み
で

な
く

、
全

て
の

利
用

者
に

つ
い

て
加

算
す

る
こ

と
が

で
き

る

〇
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

児
の

保
護

者
か

ら
利

用
申

込
み

が
あ

っ
た

場
合

に
、

障
害

特
性

に
対

応
で

き
な

い
こ

と
を

理
由

に
サ

ー
ビ

ス
提

供
を

拒
む

こ
と

は
認

め
ら

れ
な

い

〇
高

次
脳

機
能

障
害

を
有

す
る

児
と

は
、

脳
の

器
質

的
病

変
の

原
因

と
な

る
事

故
に

よ
る

受
傷

や
疾

病
の

発
症

の
事

実
が

確
認

さ
れ

、
か

つ
、

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

に
制

約
が

あ
り

、
そ

の
主

た
る

原
因

が
記

憶
障

害
、

注
意

障
害

、
遂

行
機

能
障

害
、

社
会

的
行

動
障

害
等

の
認

知
障

害
で

あ
る

児
を

い
う

。
医

師
の

意
見

書
や

診
断

書
で

高
次

脳
機

能
障

害
の

診
断

が
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

（
支

給
決

定
や

手
帳

の
情

報
も

活
用

）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
市

町
村

ご
と

の
セ

ル
フ

プ
ラ

ン
率

や
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
期

間
の

設
定

状
況

に
つ

い
て

、
国

が
公

表
し

、
見

え
る

化
す

る
。

さ
ら

に
、

今
後

、
自

治
体

に
よ

る
障

害
福

祉
計

画
及

び
障

害
児

福
祉

計
画

に
基

づ
く

相
談

支
援

専
門

員
の

計
画

的
な

養
成

や
、

市
町

村
に

お
け

る
対

象
者

の
状

況
に

応
じ

た
柔

軟
な

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

期
間

の
設

定
を

促
す

方
策

を
講

じ
る

。

〇
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
期

間
に

つ
い

て
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

期
間

を
標

準
よ

り
短

い
期

間
で

設
定

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
場

合
と

し
て

、
新

た
に

以
下

（
下

線
部

）
を

追
加

す
る

。
・

利
用

す
る

指
定

障
害

児
通

所
支

援
事

業
所

の
頻

繁
な

変
更

や
そ

の
お

そ
れ

の
あ

る
障

害
児

・
障

害
児

通
所

支
援

等
を

安
定

的
に

利
用

す
る

こ
と

に
課

題
の

あ
る

障
害

児
・

医
療

的
ケ

ア
児

な
ど

障
害

児
通

所
支

援
事

業
所

等
と

医
療

機
関

等
と

の
多

機
関

連
携

が
必

要
な

障
害

児
・

複
数

の
障

害
児

通
所

支
援

事
業

所
を

利
用

し
て

い
る

障
害

児
・

家
族

や
地

域
住

民
等

と
の

関
係

が
不

安
定

な
世

帯
の

障
害

児
・

学
齢

期
の

長
期

休
暇

等
に

よ
り

、
心

身
の

状
態

が
変

化
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
障

害
児

・
就

学
前

の
児

童
の

状
態

や
支

援
方

法
に

関
し

て
、

保
護

者
の

不
安

の
軽

減
・

解
消

を
図

る
必

要
の

あ
る

障
害

児
・

進
学

や
就

労
を

は
じ

め
と

し
た

ラ
イ

フ
ス

テ
ー

ジ
の

移
行

期
に

あ
る

障
害

児
や

、
複

数
の

事
業

所
を

利
用

す
る

等
に

よ
り

発
達

支
援

や
家

族
支

援
に

係
る

連
絡

調
整

等
が

頻
回

に
必

要
な

障
害

児

※
上

記
の

状
況

に
該

当
す

る
場

合
が

多
い

者
と

考
え

ら
れ

る
、

複
合

的
な

課
題

を
抱

え
た

世
帯

の
障

害
児

、
医

療
的

ケ
ア

児
、

強
度

行
動

障
害

を
有

す
る

児
、

被
虐

待
児

又
は

そ
の

お
そ

れ
の

あ
る

障
害

児
に

つ
い

て
は

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
期

間
の

設
定

に
当

た
っ

て
、

特
に

留
意

し
て

検
討

す
る

旨
も

規
定

。

①
適

切
な

相
談

支
援

の
実

施
（

セ
ル

フ
プ

ラ
ン

率
の

公
表

等
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

期
間

）
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

７
．

（
３

）
相

談
支

援
人

材
の

確
保

及
び

IC
Tの

活
用

75

【
参

照
法

令
等

】
「

障
害

児
通

所
給

付
費

等
の

通
所

給
付

決
定

等
に

つ
い

て
」

（
平

成
24

年
３

月
30

日
障

発
03

30
第

14
号

）
、

「
障

害
児

通
所

給
付

費
に

係
る

通
所

給
付

決
定

事
務

等
に

つ
い

て
」

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
機

能
強

化
型

の
基

本
報

酬
を

算
定

し
て

い
る

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

で
あ

っ
て

、
か

つ
、

主
任

相
談

支
援

専
門

員
の

指
導

助
言

を
受

け
る

体
制

が
確

保
さ

れ
て

い
る

場
合

に
は

、
常

勤
専

従
の

社
会

福
祉

士
又

は
精

神
保

健
福

祉
士

で
あ

る
者

を
新

た
に

「
相

談
支

援
員

」
と

し
て

位
置

づ
け

て
、

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

原
案

の
作

成
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

業
務

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
よ

う
指

定
基

準
を

見
直

す
。

②
相

談
支

援
に

従
事

す
る

人
材

の
確

保
（

相
談

支
援

員
の

創
設

）
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

【
新

設
】

〇
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

者
は

、
次

に
掲

げ
る

要
件

を
い

ず
れ

も
満

た
す

場
合

に
は

、
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
に

相
談

支
援

員
（

専
ら

当
該

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

の
職

務
に

従
事

す
る

者
で

あ
っ

て
社

会
福

祉
士

又
は

精
神

保
健

福
祉

士
の

資
格

を
有

す
る

も
の

を
い

う
。

以
下

同
じ

。
）

を
置

く
こ

と
が

で
き

る
。

こ
の

場
合

に
お

い
て

、
当

該
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

者
は

、
当

該
相

談
支

援
員

を
、

指
定

地
域

相
談

支
援

若
し

く
は

指
定

計
画

相
談

支
援

の
事

業
を

行
う

事
業

所
又

は
指

定
自

立
生

活
援

助
の

事
業

を
行

う
事

業
所

の
職

務
に

従
事

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

す
る

。
（

第
３

条
第

４
項

・
新

設
）

・
当

該
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
が

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
（

Ⅰ
）

〜
（

Ⅳ
）

の
算

定
基

準
に

適
合

し
て

い
る

こ
と

（
機

能
強

化
型

の
い

ず
れ

か
の

基
本

報
酬

を
算

定
し

て
い

る
こ

と
）

・
当

該
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
の

主
任

相
談

支
援

専
門

員
に

よ
り

相
談

支
援

員
に

対
し

て
指

導
及

び
助

言
が

行
わ

れ
る

体
制

が
確

保
さ

れ
て

い
る

こ
と

〇
相

談
支

援
員

を
置

く
場

合
、

第
11

条
（

身
分

を
証

す
る

書
類

の
携

行
）

、
第

15
条

第
１

項
第

１
号

（
管

理
者

は
、

相
談

支
援

専
門

員
に

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

作
成

に
関

す
る

業
務

を
担

当
さ

せ
る

）
、

第
２

項
第

１
号

か
ら

第
８

号
ま

で
（

指
定

障
害

児
支

援
利

用
援

助
の

方
針

（
計

画
案

の
作

成
・

交
付

ま
で

）
及

び
第

３
項

（
指

定
障

害
児

支
援

利
用

継
続

援
助

の
方

針
）

、
第

15
条

の
２

（
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
の

活
用

）
、

第
18

条
（

管
理

者
の

責
務

）
、

第
20

条
第

１
項

か
ら

第
３

項
ま

で
（

勤
務

体
制

の
確

保
等

）
、

第
23

条
第

１
項

（
掲

示
等

）
、

第
26

条
第

１
項

・
第

２
項

（
事

業
者

等
か

ら
の

利
益

収
受

等
の

禁
止

）
の

規
定

に
つ

い
て

、
「

相
談

支
援

専
門

員
」

を
「

相
談

支
援

専
門

員
又

は
相

談
支

援
員

」
と

読
み

替
え

。
（

第
３

条
第

５
項

・
新

設
）

運
営

基
準

〇
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

者
は

、
①

機
能

強
化

型
障

害
児

支
援

利
用

援
助

費
の

算
定

要
件

を
満

た
し

て
い

る
こ

と
、

②
当

該
事

業
所

に
配

置
さ

れ
る

主
任

相
談

支
援

専
門

員
に

よ
り

、
相

談
支

援
員

に
対

し
て

指
導

及
び

助
言

が
行

わ
れ

る
体

制
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
（

※
）

の
い

ず
れ

も
満

た
す

場
合

に
、

「
相

談
支

援
員

」
を

置
く

こ
と

が
で

き
る

。
※

①
利

用
者

に
関

す
る

情
報

又
は

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
当

た
っ

て
の

留
意

事
項

に
係

る
伝

達
等

を
目

的
と

し
た

会
議

の
開

催
、

②
全

て
の

相
談

支
援

員
に

対
す

る
主

任
相

談
支

援
専

門
員

の
同

行
に

よ
る

研
修

の
継

続
的

な
実

施
、

③
全

て
の

相
談

支
援

員
に

対
し

て
、

地
域

づ
く

り
、

人
材

育
成

、
困

難
事

例
へ

の
対

応
な

ど
サ

ー
ビ

ス
の

総
合

的
か

つ
適

切
な

利
用

支
援

等
の

援
助

技
術

の
向

上
等

を
目

的
と

し
て

主
任

相
談

支
援

専
門

員
が

行
う

指
導

・
助

言
の

い
ず

れ
も

満
た

す
体

制

〇
相

談
支

援
員

は
、

常
勤

専
従

で
、

社
会

福
祉

士
又

は
精

神
保

健
福

祉
士

の
資

格
を

有
す

る
こ

と
が

必
要

〇
相

談
支

援
員

は
、

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

原
案

の
作

成
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

業
務

を
行

う
こ

と
が

可
能

（
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

の
開

催
、

そ
れ

を
踏

ま
え

た
計

画
作

成
は

不
可

）

〇
原

則
専

従
を

求
め

る
が

、
一

体
的

に
管

理
運

営
さ

れ
る

指
定

特
定

相
談

支
援

事
業

所
、

指
定

一
般

相
談

支
援

事
業

所
、

指
定

自
立

生
活

援
助

事
業

所
、

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

、
障

害
者

相
談

支
援

事
業

の
業

務
に

つ
い

て
は

兼
務

可
（

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

、
障

害
者

相
談

支
援

事
業

は
委

託
す

る
市

町
村

が
認

め
る

場
合

に
限

る
）

ポ
イ

ン
ト

７
．

（
３

）
相

談
支

援
人

材
の

確
保

及
び

IC
Tの

活
用

76

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
相

談
支

援
の

事
業

の
人

員
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
（

平
成

24
年

厚
生

労
働

省
令

第
29

号
）

76

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
以

下
の

加
算

の
要

件
で

あ
る

障
害

児
へ

の
居

宅
訪

問
の

一
部

に
つ

い
て

、
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
に

よ
る

面
談

の
場

合
も

算
定

可
能

と
す

る
。

（
た

だ
し

、
月

１
回

は
対

面
に

よ
る

訪
問

を
要

件
と

す
る

）
・

初
回

加
算

（
契

約
日

か
ら

３
月

を
経

過
す

る
日

以
降

に
、

月
２

回
以

上
、

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

て
面

接
し

た
場

合
）

・
集

中
支

援
加

算
（

計
画

作
成

月
・

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

月
以

外
に

お
い

て
、

月
２

回
以

上
居

宅
訪

問
し

た
場

合
）

・
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
（

月
２

回
以

上
居

宅
訪

問
し

た
場

合
）

【
現

行
】

初
回

加
算

50
0単

位
／

月
※

新
規

に
障

害
児

支
援

利
用

計
画

を
作

成
す

る
場

合
※

契
約

日
か

ら
３

月
経

過
以

降
、

月
２

回
以

上
、

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
障

害
児

及
び

そ
の

家
族

と
面

接
を

行
っ

た
場

合
は

、
当

該
面

接
を

し
た

月
分

の
単

位
数

を
さ

ら
に

加
算

す
る

。

単
位

数
（

新
旧

）

③
IC

Tの
活

用
等

（
初

回
加

算
等

の
見

直
し

）
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

【
改

定
後

】
   

初
回

加
算

50
0単

位
／

月
※

新
規

に
障

害
児

支
援

利
用

計
画

を
作

成
す

る
場

合
※

契
約

日
か

ら
３

月
経

過
以

降
、

月
２

回
以

上
、

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
障

害
児

及
び

そ
の

家
族

と
面

接
を

行
っ

た
場

合
（

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

を
活

用
し

て
面

接
し

た
場

合
を

含
む

。
た

だ
し

、
月

に
１

回
は

障
害

児
の

居
宅

を
訪

問
し

、
面

接
す

る
こ

と
を

要
す

る
。

）
は

、
当

該
面

接
を

し
た

月
分

の
単

位
数

を
さ

ら
に

加
算

す
る

。

※
集

中
支

援
加

算
、

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

に
つ

い
て

も
同

様
の

見
直

し
。

〇
初

回
加

算
、

集
中

的
支

援
加

算
、

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

に
つ

い
て

、
障

害
児

の
居

宅
を

訪
問

し
障

害
児

及
び

家
族

に
面

接
す

る
場

合
に

つ
い

て
、

オ
ン

ラ
イ

ン
の

活
用

を
可

能
と

す
る

（
た

だ
し

、
月

に
１

回
は

居
宅

へ
の

訪
問

が
必

要
）

※
集

中
的

支
援

加
算

に
つ

い
て

は
７

（
２

）
②

、
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
に

つ
い

て
は

７
（

２
）

⑤
を

参
照

〇
オ

ン
ラ

イ
ン

を
活

用
す

る
場

合
に

は
、

障
害

児
等

の
面

接
方

法
に

係
る

意
向

を
確

認
す

る
と

と
も

に
、

居
宅

を
訪

問
し

て
の

面
接

を
希

望
す

る
場

合
は

、
居

宅
を

訪
問

し
て

の
面

接
を

行
う

よ
う

努
め

る
こ

と

ポ
イ

ン
ト

７
．

（
３

）
相

談
支

援
人

材
の

確
保

及
び

IC
Tの

活
用

77
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
３

（
初

回
加

算
）

、
７

（
保

育
・

教
育

等
移

行
支

援
加

算
）

、
９

（
集

中
支

援
加

算
）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
離

島
や

過
疎

地
な

ど
特

別
地

域
加

算
の

算
定

対
象

と
な

る
地

域
に

お
い

て
、

以
下

の
取

扱
い

を
可

能
と

す
る

。
・

居
宅

訪
問

を
要

件
と

す
る

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

作
成

や
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て
、

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

と
障

害
児

の
居

宅
と

の
間

に
一

定
の

距
離

が
あ

る
場

合
で

あ
っ

て
、

面
接

を
行

う
前

月
又

は
前

々
月

に
当

該
障

害
児

の
居

宅
を

訪
問

し
て

ア
セ

ス
メ

ン
ト

又
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
係

る
面

接
を

行
っ

た
場

合
は

、
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
を

活
用

し
て

面
接

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

す
る

。
・

従
た

る
事

業
所

（
サ

テ
ラ

イ
ト

）
に

つ
い

て
、

解
釈

通
知

に
お

い
て

、
主

た
る

事
業

所
か

ら
30

分
で

移
動

可
能

な
範

囲
を

超
え

て
支

援
を

行
う

場
合

で
あ

っ
て

も
設

置
を

可
能

と
す

る
。

④
離

島
や

過
疎

地
等

に
お

け
る

取
扱

い
（

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

の
活

用
【

基
準

】
等

）
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

＜
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
の

活
用

＞
〇

障
害

児
に

対
す

る
ア

セ
ス

メ
ン

ト
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

つ
い

て
は

、
障

害
児

の
居

宅
に

訪
問

し
て

面
接

す
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
る

が
、

離
島

等
の

へ
き

地
に

居
住

し
、

か
つ

、
訪

問
に

時
間

を
要

す
る

障
害

児
に

つ
い

て
は

、
一

定
の

要
件

を
満

た
す

場
合

に
限

り
、

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

を
活

用
し

た
面

接
を

可
能

と
す

る
【

要
件

】
・

障
害

児
が

特
別

地
域

に
居

住
し

、
か

つ
、

事
業

所
と

障
害

児
の

居
宅

と
の

間
に

一
定

の
距

離
（

※
）

が
あ

る
こ

と
※

事
業

所
か

ら
居

宅
へ

の
訪

問
に

片
道

概
ね

１
時

間
以

上
を

要
す

る
距

離
と

す
る

。
な

お
、

当
該

時
間

に
つ

い
て

は
、

交
通

機
関

の
運

行
頻

度
が

少
な

い
等

に
よ

り
、

合
理

的
経

路
か

つ
最

短
時

間
と

な
る

移
動

方
法

を
選

択
し

た
場

合
の

待
機

時
間

も
含

む
も

の
で

あ
る

こ
と

・
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
を

活
用

し
た

ア
セ

ス
メ

ン
ト

又
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

を
行

お
う

と
す

る
前

月
又

は
前

々
月

に
、

実
際

に
当

該
障

害
児

の
居

宅
を

訪
問

し
て

ア
セ

ス
メ

ン
ト

又
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
係

る
面

接
を

行
っ

て
い

る
こ

と

〇
ア

セ
ス

メ
ン

ト
及

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

係
る

面
接

に
つ

い
て

は
、

訪
問

に
よ

る
こ

と
が

原
則

で
あ

る
た

め
、

障
害

児
及

び
そ

の
保

護
者

に
対

し
て

、
面

接
方

法
に

係
る

意
向

を
確

認
し

た
上

で
、

訪
問

に
よ

る
面

談
を

希
望

す
る

場
合

は
、

極
力

訪
問

に
よ

り
面

接
す

る
よ

う
努

め
る

こ
と

＜
サ

テ
ラ

イ
ト

の
設

置
＞

※
解

釈
通

知
〇

従
た

る
事

業
所

の
設

置
に

つ
い

て
は

、
主

た
る

事
業

所
と

の
距

離
が

「
概

ね
30

分
以

内
で

移
動

可
能

な
距

離
で

あ
っ

て
、

相
談

支
援

員
の

業
務

の
遂

行
上

支
障

が
な

い
こ

と
」

を
求

め
て

い
る

が
、

離
島

等
の

特
例

と
し

て
、

特
別

地
域

に
事

業
所

が
所

在
す

る
場

合
で

あ
っ

て
、

広
域

で
相

談
支

援
体

制
を

整
備

す
る

必
要

が
あ

る
と

市
町

村
が

認
め

た
場

合
は

、
主

た
る

事
業

所
と

の
距

離
が

「
概

ね
30

分
以

上
」

の
場

合
で

あ
っ

て
も

、
同

一
都

道
府

県
内

に
お

い
て

従
た

る
事

業
所

を
設

置
可

能
と

す
る

。
（

都
道

府
県

と
市

町
村

で
必

要
な

連
携

を
図

る
こ

と
）

７
．

（
３

）
相

談
支

援
人

材
の

確
保

及
び

IC
Tの

活
用

<
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
の

活
用

＞
【

新
設

】
〇

相
談

支
援

専
門

員
は

、
次

に
掲

げ
る

要
件

を
い

ず
れ

も
満

た
す

場
合

に
は

、
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
を

活
用

し
て

障
害

児
に

対
す

る
ア

セ
ス

メ
ン

ト
又

は
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

係
る

面
接

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

（
第

15
条

の
２

・
新

設
）

・
当

該
ア

セ
ス

メ
ン

ト
又

は
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

係
る

障
害

児
が

特
別

地
域

加
算

の
対

象
地

域
に

居
住

し
、

か
つ

、
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
と

当
該

障
害

児
の

居
宅

等
と

の
間

に
一

定
の

距
離

が
あ

る
こ

と
。

・
当

該
面

接
を

行
う

日
の

属
す

る
月

の
前

月
又

は
前

々
月

に
、

当
該

障
害

児
の

居
宅

等
を

訪
問

し
て

ア
セ

ス
メ

ン
ト

又
は

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
係

る
面

接
を

行
っ

た
こ

と
。

運
営

基
準

78

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
相

談
支

援
の

事
業

の
人

員
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
（

平
成

24
年

厚
生

労
働

省
令

第
29

号
）

ポ
イ

ン
ト

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
離

島
や

過
疎

地
な

ど
特

別
地

域
加

算
の

算
定

対
象

と
な

る
地

域
に

お
い

て
は

、
都

道
府

県
と

連
携

し
た

上
で

市
町

村
が

認
め

る
場

合
、

以
下

の
取

扱
い

を
可

能
と

す
る

。
・

居
宅

訪
問

や
事

業
所

訪
問

を
要

件
と

す
る

各
種

加
算

に
つ

い
て

、
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
と

訪
問

す
る

居
宅

等
の

間
に

一
定

の
距

離
が

あ
る

場
合

は
更

に
評

価
す

る
。

・
機

能
強

化
型

の
基

本
報

酬
の

算
定

に
つ

い
て

、
複

数
の

事
業

所
間

が
通

常
の

相
談

支
援

の
実

施
地

域
を

越
え

る
場

合
や

、
当

該
事

業
所

以
外

の
主

任
相

談
支

援
専

門
員

等
に

よ
り

一
定

の
指

導
・

助
言

が
行

わ
れ

る
体

制
が

確
保

さ
れ

て
い

る
場

合
も

算
定

可
能

と
す

る
。

（
※

７
（

１
）

①
参

照
）

【
改

定
後

】
遠

隔
地

訪
問

加
算

【
新

設
】

30
0単

位
／

回
※

特
別

地
域

加
算

の
対

象
区

域
に

所
在

し
、

か
つ

、
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
と

の
間

に
一

定
の

距
離

が
あ

る
障

害
児

の
居

宅
、

病
院

等
そ

の
他

機
関

を
訪

問
し

て
、

以
下

の
加

算
を

算
定

す
る

場
合

に
、

こ
れ

ら
の

加
算

の
算

定
回

数
に

応
じ

て
加

算
す

る
。

・
初

回
加

算
（

契
約

日
か

ら
３

月
を

経
過

す
る

日
以

降
に

、
月

２
回

以
上

、
障

害
児

の
居

宅
を

訪
問

し
て

面
接

し
た

場
合

に
限

る
。

当
該

面
接

を
し

た
月

数
に

応
じ

て
加

算
す

る
。

）
・

入
院

時
情

報
連

携
加

算
（

病
院

等
へ

の
訪

問
に

よ
る

情
報

提
供

に
限

る
。

）
・

退
院

・
退

所
加

算
・

保
育

・
教

育
等

移
行

支
援

加
算

（
障

害
児

の
居

宅
へ

の
訪

問
に

よ
り

面
接

す
る

場
合

に
限

る
。

）
・

医
療

・
保

育
教

育
機

関
等

連
携

加
算

（
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

提
供

機
関

へ
の

訪
問

に
よ

り
情

報
提

供
を

受
け

る
場

合
、

障
害

児
が

病
院

等
に

通
院

す
る

に
当

た
り

、
病

院
等

へ
の

訪
問

に
よ

り
情

報
提

供
す

る
場

合
に

限
る

。
）

・
集

中
支

援
加

算
（

障
害

児
の

居
宅

へ
の

訪
問

に
よ

り
面

接
す

る
場

合
、

障
害

児
が

病
院

等
に

通
院

す
る

に
当

た
り

、
病

院
等

へ
の

訪
問

に
よ

り
情

報
提

供
す

る
場

合
に

限
る

。
）

単
位

数
（

新
旧

）

④
離

島
や

過
疎

地
等

に
お

け
る

取
扱

い
（

遠
隔

地
訪

問
加

算
【

新
設

】
等

）
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

※
児

者
共

通

〇
遠

隔
地

訪
問

加
算

は
、

特
別

地
域

に
所

在
し

、
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
と

の
間

に
一

定
の

距
離

が
あ

る
障

害
児

等
の

居
宅

そ
の

他
機

関
を

訪
問

し
て

所
定

の
支

援
等

を
行

う
場

合
、

当
該

訪
問

に
相

当
な

時
間

及
び

費
用

の
負

担
が

生
じ

る
こ

と
を

踏
ま

え
て

評
価

す
る

も
の

〇
「

一
定

の
距

離
」

に
つ

い
て

は
、

訪
問

に
片

道
概

ね
１

時
間

以
上

を
要

す
る

距
離

と
す

る
。

な
お

、
当

該
時

間
に

つ
い

て
は

、
交

通
機

関
の

運
行

頻
度

が
少

な
い

等
に

よ
り

、
合

理
的

経
路

か
つ

最
短

時
間

と
な

る
移

動
方

法
を

選
択

し
た

場
合

の
待

機
時

間
も

含
む

も
の

で
あ

る
こ

と

〇
算

定
は

、
30

0単
位

に
各

加
算

の
回

数
を

乗
じ

て
行

う
（

初
回

加
算

は
３

を
限

度
）

ポ
イ

ン
ト

７
．

（
３

）
相

談
支

援
人

材
の

確
保

及
び

IC
Tの

活
用

79

【
現

行
】

な
し

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

１
２

６
）

︓
別

表
の

１
８

（
遠

隔
地

訪
問

加
算

）

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

、
障

害
児

等
の

意
思

の
尊

重
、

こ
ど

も
の

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

の
下

で
、

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

作
成

、
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

の
実

施
を

進
め

る
こ

と
を

求
め

る
。

〇
運

営
基

準
に

お
い

て
、

事
業

所
に

対
し

、
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
や

必
要

な
情

報
の

提
供

・
助

言
等

の
援

助
を

行
う

に
あ

た
っ

て
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
観

点
を

踏
ま

え
る

こ
と

等
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
推

進
に

努
め

る
こ

と
を

求
め

る
。

①
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

の
保

障
、

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
推

進
〔

障
害

児
相

談
支

援
〕

【
新

設
】

＜
こ

ど
も

の
最

善
の

利
益

の
保

障
＞

〇
指

定
障

害
児

相
談

支
援

の
提

供
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
が

自
立

し
た

日
常

生
活

又
は

社
会

生
活

を
営

む
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

障
害

児
等

の
意

思
を

で
き

る
限

り
尊

重
す

る
た

め
の

配
慮

を
す

る
も

の
と

す
る

。
（

第
15

条
第

１
項

第
２

号
・

新
設

）
〇

相
談

支
援

専
門

員
は

、
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
の

年
齢

及
び

発
達

の
程

度
に

応
じ

て
、

そ
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

そ
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

、
心

身
と

も
に

健
や

か
に

育
成

さ
れ

る
よ

う
障

害
児

等
の

希
望

等
を

踏
ま

え
て

作
成

す
る

よ
う

努
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
（

第
15

条
第

２
項

第
１

号
・

見
直

し
）

〇
相

談
支

援
専

門
員

は
、

通
所

給
付

決
定

を
踏

ま
え

て
障

害
児

支
援

利
用

計
画

案
の

変
更

を
行

い
、

指
定

障
害

児
通

所
支

援
事

業
者

そ
の

他
の

者
と

の
連

絡
調

整
等

を
行

う
と

と
も

に
、

障
害

児
の

意
見

が
尊

重
さ

れ
、

そ
の

最
善

の
利

益
が

優
先

し
て

考
慮

さ
れ

る
体

制
を

確
保

し
た

上
で

、
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

の
開

催
等

に
よ

り
、

当
該

障
害

児
支

援
利

用
計

画
案

の
内

容
に

つ
い

て
説

明
を

行
う

と
と

も
に

、
担

当
者

か
ら

、
専

門
的

な
見

地
か

ら
の

意
見

を
求

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

15
条

第
２

項
第

10
号

・
見

直
し

）
＜

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
推

進
＞

〇
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

者
は

、
障

害
児

が
指

定
障

害
児

相
談

支
援

を
利

用
す

る
こ

と
に

よ
り

、
地

域
の

保
育

、
教

育
等

の
支

援
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
に

す
る

こ
と

で
、

障
害

の
有

無
に

か
か

わ
ら

ず
、

全
て

の
児

童
が

共
に

成
長

で
き

る
よ

う
、

障
害

児
の

地
域

社
会

へ
の

参
加

・
包

摂
（

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

）
の

推
進

に
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

2条
第

６
項

・
新

設
）

〇
相

談
支

援
専

門
員

は
、

障
害

児
支

援
利

用
計

画
の

作
成

に
当

た
っ

て
は

、
障

害
児

の
日

常
生

活
先

般
を

支
援

す
る

観
点

及
び

イ
ン

ク
ル

ー
ジ

ョ
ン

の
観

点
か

ら
、

指
定

通
所

支
援

に
加

え
て

、
指

定
通

所
支

援
以

外
の

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
、

当
該

地
域

の
住

民
に

よ
る

自
発

的
な

活
動

に
よ

る
サ

ー
ビ

ス
等

の
利

用
も

含
め

て
障

害
児

支
援

利
用

計
画

上
に

位
置

付
け

る
よ

う
努

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

15
条

第
２

項
第

３
号

・
見

直
し

）
〇

相
談

支
援

専
門

員
は

、
障

害
児

の
心

身
の

状
況

、
そ

の
置

か
れ

て
い

る
環

境
、

障
害

児
等

の
選

択
及

び
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

観
点

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
が

多
様

な
事

業
者

か
ら

総
合

的
か

つ
効

率
的

に
提

供
さ

れ
る

よ
う

必
要

な
情

報
の

提
供

及
び

助
言

を
行

う
等

の
援

助
を

行
う

も
の

と
す

る
。

（
第

15
条

第
３

項
第

６
号

・
新

設
）

運
営

基
準

〇
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
に

当
た

っ
て

は
、

障
害

児
の

意
見

を
尊

重
し

、
障

害
児

の
最

善
の

利
益

を
保

障
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

、
障

害
児

の
年

齢
や

発
達

の
程

度
に

応
じ

て
、

障
害

児
本

人
や

保
護

者
の

意
見

を
聴

く
な

ど
、

当
該

障
害

児
の

意
見

を
で

き
る

限
り

尊
重

す
る

た
め

の
配

慮
が

必
要

で
あ

る
〇

 相
談

支
援

専
門

員
に

つ
い

て
は

、
上

記
の

配
慮

等
を

適
切

に
行

う
た

め
、

専
門

コ
ー

ス
別

研
修

の
意

思
決

定
支

援
コ

ー
ス

及
び

障
害

児
支

援
コ

ー
ス

を
受

講
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

〇
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

に
つ

い
て

は
、

障
害

児
の

意
見

を
尊

重
し

、
障

害
児

の
最

善
の

利
益

を
保

障
す

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

、
当

該
障

害
児

の
年

齢
や

発
達

の
程

度
に

応
じ

て
、

障
害

児
本

人
や

保
護

者
が

参
加

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

な
お

、
そ

の
際

、
年

齢
や

発
達

の
程

度
に

よ
り

意
見

を
尊

重
す

る
こ

と
が

難
し

い
障

害
児

が
い

る
こ

と
を

考
慮

し
、

言
葉

に
よ

る
表

現
だ

け
で

な
く

、
身

体
の

動
き

や
表

情
、

発
声

な
ど

も
観

察
し

、
意

見
を

尊
重

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

〇
「

支
援

に
お

け
る

こ
ど

も
の

意
思

の
尊

重
・

最
善

の
利

益
の

優
先

考
慮

の
手

引
き

」
を

令
和

６
年

度
早

期
に

発
出

予
定

〇
イ

ン
ク

ル
ー

ジ
ョ

ン
の

観
点

か
ら

の
取

組
と

し
て

は
、

保
育

所
等

へ
の

移
行

支
援

等
の

取
組

や
、

地
域

と
の

交
流

の
機

会
の

確
保

等
の

取
組

が
想

定
さ

れ
る

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

障
害

児
相

談
支

援
の

事
業

の
人

員
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
（

平
成

24
年

厚
生

労
働

省
令

第
29

号
）

７
．

（
４

）
障

害
児

相
談

支
援

に
お

け
る

対
応

80

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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〇
福

祉
・

介
護

職
員

等
の

確
保

に
向

け
て

、
福

祉
・

介
護

職
員

等
の

処
遇

改
善

の
た

め
の

措
置

を
で

き
る

だ
け

多
く

の
事

業
所

に
活

用
さ

れ
る

よ
う

推
進

す
る

観
点

か
ら

、
福

祉
・

介
護

職
員

処
遇

改
善

加
算

、
福

祉
・

介
護

職
員

等
特

定
処

遇
改

善
加

算
、

福
祉

・
介

護
職

員
等

ベ
ー

ス
ア

ッ
プ

等
支

援
加

算
に

つ
い

て
、

現
行

の
各

加
算

・
各

区
分

の
要

件
及

び
加

算
率

を
組

み
合

わ
せ

た
４

段
階

の
「

福
祉

・
介

護
職

員
等

処
遇

改
善

加
算

」
に

一
本

化
す

る
と

と
も

に
、

今
般

新
た

に
追

加
措

置
す

る
処

遇
改

善
分

を
活

用
し

、
加

算
率

を
引

き
上

げ
る

（
経

過
措

置
区

分
と

し
て

、
令

和
６

年
度

末
ま

で
現

行
の

３
加

算
の

取
得

状
況

に
基

づ
く

加
算

率
を

維
持

し
た

上
で

、
今

般
の

改
定

に
よ

る
加

算
率

の
引

き
上

げ
を

行
う

）
〇

新
加

算
に

お
い

て
は

、
加

算
・

賃
金

改
善

額
の

職
種

間
配

分
ル

ー
ル

を
統

一
す

る
（

福
祉

・
介

護
職

員
へ

の
配

分
を

基
本

と
し

、
特

に
経

験
・

技
能

の
あ

る
職

員
に

重
点

的
に

配
分

す
る

こ
と

と
す

る
が

、
事

業
所

内
で

柔
軟

な
配

分
を

認
め

る
）

〇
月

額
賃

金
の

改
善

に
関

す
る

要
件

を
見

直
し

、
新

加
算

Ⅳ
の

加
算

額
の

１
／

２
以

上
を

月
額

賃
金

に
充

て
る

こ
と

と
す

る
〇

令
和

７
年

度
に

、
職

場
環

境
等

要
件

の
見

直
し

を
行

う
   

  〇
福

祉
・

介
護

職
員

以
外

の
職

員
の

処
遇

改
善

に
も

つ
な

が
る

よ
う

、
基

本
報

酬
を

見
直

す

①
福

祉
・

介
護

職
員

等
処

遇
改

善
加

算
【

見
直

し
・

新
設

】
〔

障
害

児
通

所
支

援
・

訪
問

支
援

・
入

所
施

設
〕

※
児

者
共

通

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

〇
新

加
算

（
Ⅰ

〜
Ⅳ

）
は

、
加

算
・

賃
金

改
善

額
の

職
種

間
配

分
ル

ー
ル

を
統

一
（

福
祉

・
介

護
職

員
へ

の
配

分
を

基
本

と
し

、
特

に
経

験
・

技
能

の
あ

る
職

員
に

重
点

的
に

配
分

す
る

こ
と

と
す

る
が

、
事

業
所

内
で

柔
軟

な
配

分
を

認
め

る
）

〇
新

加
算

の
い

ず
れ

の
区

分
を

取
得

し
て

い
る

事
業

所
に

お
い

て
も

、
新

加
算

Ⅳ
の

加
算

額
の

１
／

２
以

上
を

月
額

賃
金

の
改

善
に

充
て

る
こ

と
を

要
件

と
す

る
。

な
お

、
そ

れ
ま

で
ベ

ー
ス

ア
ッ

プ
等

支
援

加
算

を
取

得
し

て
い

な
い

事
業

所
が

、
一

本
化

後
の

新
加

算
を

新
た

に
取

得
す

る
場

合
に

は
、

ベ
ー

ス
ア

ッ
プ

等
支

援
加

算
相

当
分

の
加

算
額

に
つ

い
て

は
、

そ
の

２
／

３
以

上
を

月
額

賃
金

の
改

善
と

し
て

新
た

に
配

分
す

る
こ

と
を

求
め

る
〇

新
加

算
は

令
和

６
年

６
月

か
ら

施
行

（
令

和
６

年
２

月
か

ら
５

月
ま

で
に

つ
い

て
は

令
和

５
年

度
補

正
予

算
事

業
に

よ
り

対
応

）
。

ま
た

、
令

和
６

年
度

末
ま

で
の

経
過

措
置

と
し

て
、

現
行

３
加

算
の

加
算

率
を

維
持

し
た

上
で

、
今

般
の

改
定

に
よ

る
加

算
率

の
引

き
上

げ
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

新
加

算
Ⅴ

（
１

）
〜

Ⅴ
（

14
）

を
新

設

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

通
所

）
︓

別
表

第
１

の
13

（
児

発
）

、
別

表
第

３
の

11
（

放
デ

イ
）

、
別

表
第

４
の

４
（

居
宅

）
、

別
表

第
５

の
３

（
保

育
所

等
訪

問
）

等
報

酬
告

示
（

入
所

）
︓

別
表

第
１

の
10

（
福

祉
型

）
、

別
表

第
２

の
６

（
医

療
型

）
基

準
告

示
（

27
0）

︓
２

（
児

発
）

 ９
（

放
デ

イ
）

 1
0の

３
（

居
宅

）
 1

1（
保

育
所

等
訪

問
）

 1
6（

福
祉

型
）

 1
8（

医
療

型
）

単
位

数
【

改
定

後
】

福
祉

・
介

護
職

員
等

処
遇

改
善

加
算

【
見

直
し

・
新

設
】

福
祉

・
介

護
職

員
等

処
遇

改
善

加
算

を
除

く
加

減
算

後
の

総
報

酬
単

位
数

に
、

以
下

の
加

算
率

を
乗

じ
る

児
童

発
達

支
援

加
算

Ⅰ
︓

13
.1

％
Ⅱ

︓
12

.8
％

Ⅲ
︓

11
.8

％
Ⅳ

︓
9.

6％
福

祉
型

障
害

児
入

所
加

算
Ⅰ

︓
21

.1
％

Ⅱ
︓

20
.7

％
Ⅲ

︓
16

.8
％

Ⅳ
︓

14
.1

％
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
加

算
Ⅰ

︓
13

.4
％

Ⅱ
︓

13
.1

％
Ⅲ

︓
12

.1
％

Ⅳ
︓

9.
8％

医
療

型
障

害
児

入
所

加
算

Ⅰ
︓

19
.1

％
Ⅱ

︓
18

.7
％

Ⅲ
︓

14
.8

％
Ⅳ

︓
12

.7
％

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
加

算
Ⅰ

︓
12

.9
％

Ⅱ
︓

－
Ⅲ

︓
11

.8
％

Ⅳ
︓

9.
6％

保
育

所
等

訪
問

支
援

加
算

Ⅰ
︓

12
.9

％
Ⅱ

︓
－

Ⅲ
︓

11
.8

％
Ⅳ

︓
9.

6％
（

※
旧

医
療

型
児

発
加

算
Ⅰ

︓
17

.6
％

Ⅱ
︓

17
.3

％
Ⅲ

︓
16

.3
％

Ⅳ
︓

12
.9

％
）

ポ
イ

ン
ト

（
※

）
加

算
率

等
は

児
童

発
達

支
援

の
例

令
和
６
年
度
報
酬
改
定 81
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〇
各

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

等
の

指
定

基
準

の
解

釈
通

知
に

お
い

て
、

「
本

人
の

意
思

に
反

す
る

異
性

介
助

が
な

さ
れ

な
い

よ
う

、
サ

ー
ビ

ス
管

理
責

任
者

等
が

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
関

す
る

本
人

の
意

向
を

把
握

す
る

と
と

も
に

、
本

人
の

意
向

を
踏

ま
え

た
サ

ー
ビ

ス
提

供
体

制
の

確
保

に
努

め
る

べ
き

」
旨

明
記

す
る

。

②
本

人
の

意
向

を
踏

ま
え

た
サ

ー
ビ

ス
提

供
（

同
性

介
助

）
（

通
知

等
）

〔
障

害
児

通
所

支
援

・
訪

問
支

援
・

入
所

支
援

〕
※

児
者

共
通

〇
解

釈
通

知
に

お
い

て
、

支
援

の
取

扱
方

針
に

関
す

る
留

意
事

項
と

し
て

、
「

本
人

の
意

思
に

反
す

る
異

性
介

助
が

な
さ

れ
な

い
よ

う
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
等

が
、

障
害

児
の

年
齢

等
に

応
じ

つ
つ

、
支

援
の

提
供

に
関

す
る

本
人

の
意

向
を

把
握

す
る

と
と

も
に

、
本

人
の

意
向

を
踏

ま
え

た
支

援
の

提
供

体
制

の
確

保
に

努
め

る
べ

き
で

あ
る

こ
と

」
を

求
め

る
。

ポ
イ

ン
ト

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

82

【
参

照
法

令
等

】
「

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く
指

定
通

所
支

援
の

事
業

等
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
に

つ
い

て
」

（
平

成
24

年
3月

30
日

障
発

03
30

第
12

号
厚

生
労

働
省

社
会

・
援

護
局

障
害

保
健

福
祉

部
長

通
知

）
）

３
（

１
５

）
③

ほ
か

令
和
６
年
度
報
酬
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令
和

４
年

度
か

ら
義

務
化

さ
れ

た
障

害
者

虐
待

防
止

措
置

を
未

実
施

の
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

等
に

対
し

て
、

基
本

報
酬

を
減

算
す

る
。

③
虐

待
防

止
措

置
未

実
施

減
算

【
新

設
】

〔
全

サ
ー

ビ
ス

〕
※

児
者

共
通

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

虐
待

防
止

措
置

未
実

施
減

算
【

新
設

】
次

の
基

準
を

満
た

し
て

い
な

い
場

合
に

、
所

定
単

位
数

の
１

％
を

減
算

す
る

。
①

虐
待

防
止

委
員

会
を

定
期

的
に

開
催

す
る

と
と

も
に

、
そ

の
結

果
に

つ
い

て
従

業
者

に
周

知
徹

底
を

図
る

こ
と

②
従

業
者

に
対

し
、

虐
待

の
防

止
の

た
め

の
研

修
を

定
期

的
に

実
施

す
る

こ
と

③
  上

記
措

置
を

適
切

に
実

施
す

る
た

め
の

担
当

者
を

置
く

こ
と

〇
本

減
算

は
、

運
営

基
準

で
求

め
ら

れ
る

虐
待

の
防

止
の

た
め

の
取

組
が

適
切

に
行

わ
れ

て
い

な
い

場
合

（
以

下
に

該
当

す
る

場合
）

に
基

本
報

酬
を

減
算

す
る

も
の

。
①

虐
待

防
止

委
員

会
を

定
期

的
に

（
１

年
に

１
回

以
上

）
開

催
し

て
い

な
い

場
合

※
法

人
単

位
で

の
開

催
可

。
身

体
拘

束
適

正
化

検
討

委
員

会
と

一
体

的
に

設
置

・
運

営
す

る
こ

と
可

。
テ

レ
ビ

電
話

装
置

等
を

活
用し

て
の

実
施

可
。

②
虐

待
の

防
止

の
た

め
の

研
修

を
定

期
的

に
（

１
年

に
１

回
以

上
）

実
施

し
て

い
な

い
場

合
③

虐
待

防
止

措
置

（
上

記
①

②
）

を
適

切
に

実
施

す
る

た
め

の
担

当
者

を
配

置
し

て
い

な
い

場
合

〇
基

準
を

満
た

し
て

い
な

い
状

況
が

確
認

さ
れ

た
場

合
に

は
、

都
道

府
県

に
対

し
て

、
速

や
か

に
改

善
計

画
を

提
出

し
、

３
月

後
に

改
善

計
画

に
基

づ
く

改
善

状
況

の
報

告
を

行
う

こ
と

を
求

め
る

〇
複

数
の

減
算

事
由

に
該

当
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
減

算
率

は
１

％
。

事
実

が
生

じ
た

日
の

翌
月

か
ら

改
善

が
認

め
ら

れ
た

月ま
で

の
間

に
つ

い
て

減
算

※
「

事
実

が
生

じ
た

」
と

は
、

運
営

基
準

を
満

た
し

て
い

な
い

状
況

が
確

認
さ

れ
た

こ
と

を
指

す
も

の
で

あ
る

ポ
イ

ン
ト

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

通
所

）
︓

別
表

第
１

の
１

の
注

５
の

２
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
１

の
注

６
の

２
（

放
デ

イ
）

、
別

表
第

４
の

１
の

注
６

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
注

５
（

保
育

所
等

訪
問

）
等

報
酬

告
示

（
入

所
）

︓
別

表
第

１
の

１
の

注
３

の
２

（
福

祉
型

）
、

別
表

第
２

の
１

の
注

３
の

２
（

医
療

型
）

83
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６
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〇
施

設
・

居
住

系
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
、

身
体

拘
束

等
の

適
正

化
の

徹
底

を
図

る
観

点
か

ら
、

減
算

額
を

引
き

上
げ

る
。

ま
た

、
訪

問
・

通
所

系
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
、

減
算

額
を

見
直

す
。

④
身

体
拘

束
廃

止
未

実
施

減
算

【
見

直
し

】
〔

障
害

児
通

所
支

援
、

訪
問

支
援

、
入

所
施

設
〕

※
児

者
共

通

【
現

行
】

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施
減

算
基

準
を

満
た

し
て

い
な

い
場

合
に

、
１

日
に

つ
き

５
単

位
を

所
定

単
位

数
か

ら
減

算
す

る
。

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

身
体

拘
束

廃
止

未
実

施
減

算
（

障
害

児
入

所
施

設
）

基
準

を
満

た
し

て
い

な
い

場
合

に
、

所
定

単
位

数
の

10
％

を
減

算
す

る
。

（
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
）

基
準

を
満

た
し

て
い

な
い

場
合

に
、

所
定

単
位

数
の

１
％

を
減

算
す

る
。

〇
本

減
算

は
、

運
営

基
準

で
求

め
ら

れ
る

身
体

拘
束

等
の

廃
止

・
適

正
化

の
た

め
の

取
組

が
適

切
に

行
わ

れ
て

い
な

い
場

合
（

以
下

に
該

当
す

る
場

合
）

に
、

基
本

報
酬

を
減

算
す

る
も

の
。

①
身

体
拘

束
等

を
行

う
場

合
で

あ
っ

て
、

そ
の

態
様

及
び

時
間

、
そ

の
際

の
利

用
者

の
心

身
の

状
況

並
び

に
緊

急
や

む
を

得
な

い
理

由
そ

の
他

の
事

項
を

記
録

し
て

い
な

い
場

合
※

緊
急

や
む

を
得

な
い

理
由

に
つ

い
て

は
、

切
迫

性
、

非
代

替
性

、
一

時
性

の
３

つ
の

要
件

全
て

を
満

た
し

、
か

つ
組

織
と

し
て

そ
れ

ら
の

要
件

の
確

認
等

の
手

続
き

を
行

っ
た

旨
を

記
録

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
②

身
体

拘
束

適
正

化
検

討
委

員
を

定
期

的
に

（
１

年
に

１
回

以
上

）
開

催
し

て
い

な
い

場
合

※
法

人
単

位
で

の
開

催
可

。
虐

待
防

止
委

員
会

と
一

体
的

に
設

置
・

運
営

す
る

こ
と

可
。

テ
レ

ビ
電

話
装

置
等

を
活

用
し

て
の

実
施

可
。

③
身

体
拘

束
等

の
適

正
化

の
た

め
の

指
針

を
整

備
し

て
い

な
い

場
合

④
身

体
拘

束
等

の
適

正
化

の
た

め
の

研
修

を
定

期
的

に
（

１
年

に
１

回
以

上
）

実
施

し
て

い
な

い
場

合

〇
基

準
を

満
た

し
て

い
な

い
状

況
が

確
認

さ
れ

た
場

合
に

は
、

都
道

府
県

等
に

対
し

て
、

速
や

か
に

改
善

計
画

を
提

出
し

、
３

月
後

に
改

善
計

画
に

基
づ

く
改

善
状

況
の

報
告

を
行

う
こ

と
を

求
め

る

〇
複

数
の

減
算

事
由

に
該

当
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
減

算
率

は
10

％
又

は
１

％
。

事
実

が
生

じ
た

日
の

翌
月

か
ら

改
善

が
認

め
ら

れ
た

月
ま

で
の

間
に

つ
い

て
減

算
※

「
事

実
が

生
じ

た
」

と
は

、
運

営
基

準
を

満
た

し
て

い
な

い
状

況
が

確
認

さ
れ

た
こ

と
を

指
す

も
の

で
あ

る
。

ポ
イ

ン
ト

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

通
所

）
︓

別
表

第
１

の
１

の
注

５
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
１

の
注

６
（

放
デ

イ
）

、
別

表
第

４
の

１
の

注
５

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
注

４
（

保
育

所
等

訪
問

）
等

報
酬

告
示

（
入

所
）

︓
別

表
第

１
の

１
の

注
３

（
福

祉
型

）
、

別
表

第
２

の
１

の
注

３
（

医
療

型
）
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〇
指

定
基

準
に

お
い

て
、

各
サ

ー
ビ

ス
の

個
別

支
援

計
画

に
つ

い
て

、
指

定
障

害
児

相
談

支
援

事
業

所
に

も
交

付
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
す

る
。

⑤
個

別
支

援
計

画
の

共
有

（
基

準
）

【
新

設
】

〇
児

童
発

達
支

援
管

理
責

任
者

は
、

児
童

発
達

支
援

計
画

を
作

成
し

た
際

に
は

、
当

該
児

童
発

達
支

援
計

画
を

通
所

給
付

決
定

保
護

者
及

び
当

該
通

所
給

付
決

定
保

護
者

に
対

し
て

指
定

障
害

児
相

談
支

援
を

行
う

者
に

交
付

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

（
第

27
条

第
７

項
・

新
設

）

※
第

71
条

、
第

71
条

の
14

、
第

79
条

に
よ

り
、

指
定

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

、
指

定
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

事
業

、
指

定
保

育
所

等
訪

問
事

業
に

つ
い

て
も

準
用

運
営

基
準

〇
本

基
準

は
、

障
害

児
の

状
況

を
踏

ま
え

た
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
を

促
進

す
る

観
点

か
ら

、
個

別
支

援
計

画
に

つ
い

て
、

保
護

者
に

加
え

て
、

当
該

保
護

者
が

利
用

す
る

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

に
も

交
付

す
る

こ
と

と
し

た
も

の

〇
な

お
、

児
童

発
達

支
援

管
理

責
任

者
は

、
児

童
発

達
支

援
計

画
の

内
容

も
踏

ま
え

た
障

害
児

支
援

利
用

計
画

の
作

成
そ

の
他

支
援

を
可

能
と

す
る

観
点

か
ら

、
個

別
支

援
計

画
の

交
付

先
で

あ
る

指
定

障
害

児
相

談
支

援
事

業
所

が
実

施
す

る
サ

ー
ビ

ス
担

当
者

会
議

に
参

加
し

、
障

害
児

に
係

る
必

要
な

情
報

を
共

有
す

る
よ

う
努

め
る

こ
と

ポ
イ

ン
ト

※
児

童
福

祉
法

に
基

づ
く

指
定

通
所

支
援

の
事

業
等

の
人

員
、

設
備

及
び

運
営

に
関

す
る

基
準

（
平

成
24

年
厚

生
労

働
省

令
第

15
号

）

【
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
】

※
児

者
共

通

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他
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〇
障

害
福

祉
の

現
場

に
お

い
て

、
治

療
と

仕
事

の
両

立
を

進
め

、
職

員
の

定
着

促
進

を
図

る
観

点
か

ら
、

各
サ

ー
ビ

ス
の

人
員

配
置

基
準

や
報

酬
算

定
に

お
け

る
「

常
勤

」
要

件
及

び
「

常
勤

換
算

」
要

件
に

つ
い

て
、

以
下

の
見

直
し

を
行

う
。

・
「

常
勤

」
の

計
算

に
当

た
り

、
職

員
が

育
児

・
介

護
休

業
法

等
に

よ
る

育
児

・
介

護
等

の
短

時
間

勤
務

制
度

を
利

用
す

る
場

合
に

加
え

て
、

「
治

療
と

仕
事

の
両

立
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

に
沿

っ
て

事
業

者
が

設
け

る
短

時
間

勤
務

制
度

等
を

利
用

す
る

場
合

に
も

、
週

30
時

間
以

上
の

勤
務

で
「

常
勤

」
と

し
て

扱
う

こ
と

を
認

め
る

。
・

「
常

勤
換

算
方

法
」

の
計

算
に

当
た

り
、

職
員

が
「

治
療

と
仕

事
の

両
立

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
に

沿
っ

て
事

業
者

が
設

け
る

短
時

間
勤

務
制

度
等

を
利

用
す

る
場

合
、

週
30

時
間

以
上

の
勤

務
で

常
勤

換
算

で
の

計
算

上
も

１
（

常
勤

）
と

扱
う

こ
と

を
認

め
る

。

⑥
人

員
基

準
に

お
け

る
両

立
支

援
へ

の
配

慮
等

（
通

知
等

）
〔

全
サ

ー
ビ

ス
〕

※
児

者
共

通

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

86

【
参

照
法

令
等

】
「

児
童

福
祉

法
に

基
づ

く
指

定
通

所
支

援
の

事
業

等
の

人
員

、
設

備
及

び
運

営
に

関
す

る
基

準
に

つ
い

て
」

（
平

成
24

年
3月

30
日

障
発

03
30

第
12

号
厚

生
労

働
省

社
会

・
援

護
局

障
害

保
健

福
祉

部
長

通
知

）
２

（
１

）
及

び
（

２
）

ほ
か

令
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〇
管

理
者

の
兼

務
要

件
の

緩
和

に
つ

い
て

は
、

こ
れ

ま
で

障
害

児
入

所
施

設
に

お
い

て
は

「
併

設
す

る
事

業
所

」
、

障
害

児
通

所
支

援
に

お
い

て
は

「
同

一
敷

地
内

又
は

道
路

を
隔

て
て

隣
接

す
る

等
」

に
限

っ
て

兼
務

可
と

さ
れ

て
い

た
と

こ
ろ

、
一

定
の

要
件

の
下

で
、

同
一

の
事

業
者

に
よ

っ
て

設
置

さ
れ

る
他

の
事

業
所

等
の

管
理

者
・

従
業

者
と

の
兼

務
を

認
め

る
も

の
（

解
釈

通
知

第
３

の
１

（
３

）
②

ほ
か

）

〇
管

理
者

の
テ

レ
ワ

ー
ク

要
件

の
明

確
化

に
つ

い
て

は
、

「
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

・
施

設
等

に
お

け
る

テ
レ

ワ
ー

ク
に

関
す

る
留

意
事

項
に

つ
い

て
」

（
こ

ど
も

家
庭

庁
障

害
児

支
援

課
長

・
厚

生
労

働
省

障
害

福
祉

課
長

通
知

）
を

参
照

〇
指

定
申

請
・

報
酬

請
求

関
連

文
書

等
の

標
準

様
式

・
標

準
添

付
書

類
の

作
成

に
つ

い
て

は
、

「
障

害
福

祉
分

野
に

お
け

る
手

続
き

負
担

の
軽

減
に

つ
い

て
」

（
こ

ど
も

家
庭

庁
障

害
児

支
援

課
・

厚
生

労
働

省
障

害
福

祉
課

事
務

連
絡

）
を

参
照

⑦
障

害
福

祉
現

場
の

業
務

効
率

化
等

を
図

る
た

め
の

IC
Tの

活
用

等
〔

全
サ

ー
ビ

ス
〕

※
児

者
共

通

【
管

理
者

の
兼

務
要

件
の

緩
和

】
〇

管
理

者
の

責
務

に
つ

い
て

、
利

用
者

へ
の

サ
ー

ビ
ス

提
供

の
場

面
等

で
生

じ
る

事
象

を
適

時
か

つ
適

切
に

把
握

し
な

が
ら

、
職

員
及

び
業

務
の

一
元

的
な

管
理

・
指

揮
命

令
を

行
う

こ
と

で
あ

る
旨

を
明

確
化

し
た

上
で

、
管

理
者

は
、

そ
の

責
務

を
果

た
せ

る
場

合
で

あ
っ

て
、

事
故

発
生

時
等

の
緊

急
時

の
対

応
に

つ
い

て
、

あ
ら

か
じ

め
対

応
の

流
れ

を
定

め
、

必
要

に
応

じ
て

管
理

者
自

身
が

速
や

か
に

出
勤

で
き

る
場

合
に

あ
っ

て
は

、
同

一
敷

地
内

等
に

限
ら

ず
、

同
一

の
事

業
者

に
よ

っ
て

設
置

さ
れ

る
他

の
事

業
所

等
（

介
護

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
等

の
他

分
野

の
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

を
含

む
。

）
の

管
理

者
又

は
従

業
者

と
兼

務
で

き
る

こ
と

と
す

る
。

【
管

理
者

の
テ

レ
ワ

ー
ク

要
件

の
明

確
化

】
〇

管
理

者
に

つ
い

て
、

介
護

分
野

に
お

け
る

取
扱

い
に

準
じ

、
以

下
の

よ
う

な
措

置
を

講
じ

た
上

で
、

管
理

上
支

障
が

生
じ

な
い

範
囲

内
に

お
い

て
、

テ
レ

ワ
ー

ク
に

よ
り

管
理

業
務

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

示
す

。
・

利
用

者
及

び
従

業
者

と
管

理
者

の
間

で
適

切
に

連
絡

が
取

れ
る

体
制

を
確

保
し

て
い

る
こ

と
。

・
事

故
発

生
時

、
利

用
者

の
状

態
の

急
変

時
、

災
害

の
発

生
時

等
、

緊
急

時
の

対
応

に
つ

い
て

、
あ

ら
か

じ
め

対
応

の
流

れ
を

定め
て

お
く

と
と

も
に

、
必

要
に

応
じ

て
管

理
者

自
身

が
速

や
か

に
出

勤
で

き
る

よ
う

に
し

て
い

る
こ

と
。

〇
ま

た
、

人
員

配
置

基
準

等
で

具
体

的
な

必
要

数
を

定
め

て
配

置
を

求
め

て
い

る
管

理
者

以
外

の
職

種
又

は
業

務
の

テ
レ

ワ
ー

ク
に

関
し

て
、

個
人

情
報

を
適

切
に

管
理

し
て

い
る

こ
と

、
利

用
者

の
処

遇
に

支
障

が
生

じ
な

い
こ

と
等

を
前

提
に

、
具

体
的

な
考

え
方

を
示

す
。

【
指

定
申

請
・

報
酬

請
求

関
連

文
書

等
の

標
準

様
式

・
標

準
添

付
書

類
の

作
成

】
〇

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
者

が
障

害
者

総
合

支
援

法
等

の
規

定
に

基
づ

い
て

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

提
出

す
る

指
定

申
請

関
連

文
書

、
報

酬
請

求
関

連
文

書
等

に
つ

い
て

、
令

和
５

年
度

中
に

標
準

様
式

及
び

標
準

添
付

書
類

を
作

成
す

る
。

ポ
イ

ン
ト

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他
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〇
感

染
症

や
災

害
が

発
生

し
た

場
合

で
あ

っ
て

も
、

必
要

な
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

を
継

続
的

に
提

供
で

き
る

体
制

を
構

築
す

る
た

め
、

業
務

継
続

に
向

け
た

計
画

の
策

定
の

徹
底

を
求

め
る

観
点

か
ら

、
感

染
症

又
は

非
常

災
害

の
い

ず
れ

か
又

は
両

方
の

業
務

継
続

計
画

が
未

策
定

の
場

合
、

基
本

報
酬

を
減

算
す

る
。

そ
の

際
、

一
定

程
度

の
取

組
を

行
っ

て
い

る
事

業
所

に
対

し
経

過
措

置
を

設
け

る
こ

と
と

す
る

。

⑧
業

務
継

続
計

画
未

策
定

減
算

【
新

設
】

〔
全

サ
ー

ビ
ス

〕
※

児
者

共
通

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

業
務

継
続

計
画

未
策

定
減

算
【

新
設

】
以

下
の

基
準

に
適

応
し

て
い

な
い

場
合

、
所

定
単

位
数

を
減

算
す

る
。

・
感

染
症

や
非

常
災

害
の

発
生

時
に

お
い

て
、

利
用

者
に

対
す

る
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

を
継

続
的

に
実

施
す

る
た

め
の

、
及

び
非

常
時

の
体

制
で

早
期

の
業

務
再

開
を

図
る

た
め

の
計

画
（

業
務

継
続

計
画

）
を

策
定

す
る

こ
と

・
当

該
業

務
継

続
計

画
に

従
い

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
こ

と
※

令
和

７
年

３
月

31
日

ま
で

の
間

、
「

感
染

症
の

予
防

及
び

ま
ん

延
防

止
の

た
め

の
指

針
の

整
備

」
及

び
「

非
常

災
害

に
関

す
る

具
体

的
計

画
」

の
策

定
を

行
っ

て
い

る
場

合
に

は
、

減
算

を
適

用
し

な
い

。
た

だ
し

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
、

障
害

児
相

談
支

援
に

つ
い

て
は

、
「

非
常

災
害

に
関

す
る

具
体

的
計

画
」

の
策

定
が

求
め

ら
れ

て
い

な
い

こ
と

等
を

踏
ま

え
、

令
和

７
年

３
月

31
日

ま
で

の
間

、
減

算
を

適
用

し
な

い
。

（
減

算
単

位
）

所
定

単
位

数
の

３
％

を
減

算
（

対
象

サ
ー

ビ
ス

︓
障

害
児

入
所

施
設

）
所

定
単

位
数

の
１

％
を

減
算

（
対

象
サ

ー
ビ

ス
︓

児
童

発
達

支
援

、
放

課
後

等
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
、

居
宅

訪
問

型
児

童
発

達
支

援
、

保
育

所
等

訪
問

支
援

、
障

害
児

相
談

支
援

）

〇
本

減
算

は
、

運
営

基
準

で
求

め
ら

れ
る

業
務

継
続

計
画

の
策

定
及

び
当

該
業

務
継

続
計

画
に

従
い

必
要

な
措

置
を

講
じ

て
い

な
い

事
実

が
生

じ
た

場
合

に
、

そ
の

翌
月

か
ら

基
準

に
満

た
な

い
状

況
が

解
消

さ
れ

る
に

至
っ

た
月

ま
で

、
当

該
事

業
所

の
利

用
者

全
員

に
つ

い
て

、
基

本
報

酬
を

減
算

す
る

もの

〇
複

数
の

減
算

事
由

に
該

当
す

る
場

合
で

あ
っ

て
も

、
減

算
率

は
所

定
の

も
の

と
す

る

〇
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
、

障
害

児
相

談
支

援
に

つ
い

て
は

、
令

和
７

年
３

月
31

日
ま

で
の

間
は

減
算

は
適

用
さ

れ
な

い
。

ま
た

、
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
障

害
児

入
所

施
設

に
つ

い
て

は
、

「
感

染
症

の
予

防
及

び
ま

ん
延

防
止

の
た

め
の

指
針

の
整

備
」

及び
「

非
常

災
害

に
関

す
る

具
体

的
計

画
」

の
両

方
の

策
定

を
行

っ
て

い
る

場
合

に
は

、
令

和
７

年
３

月
31

日
ま

で
の

間
は

減
算

は
適

用
さ

れ
な

い

ポ
イ

ン
ト

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

通
所

）
︓

別
表

第
１

の
１

の
注

６
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
１

の
注

６
の

３
（

放
デ

イ
）

、
別

表
第

４
の

１
の

注
７

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
注

５
の

２
（

保
育

所
等

訪
問

）
等

報
酬

告
示

（
入

所
）

︓
別

表
第

１
の

１
の

注
３

の
３

（
福

祉
型

）
、

別
表

第
２

の
１

の
注

３
の

３
（

医
療

型
）
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〇
利

用
者

へ
の

情
報

公
表

、
災

害
発

生
時

の
迅

速
な

情
報

共
有

、
財

務
状

況
の

見
え

る
化

の
推

進
を

図
る

観
点

か
ら

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
等

情
報

公
表

シ
ス

テ
ム

上
、

未
報

告
と

な
っ

て
い

る
事

業
所

に
対

す
る

「
情

報
公

表
未

報
告

減
算

」
を

新
設

す
る

。
〇

ま
た

、
施

行
規

則
に

お
い

て
、

都
道

府
県

知
事

は
指

定
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

等
の

指
定

の
更

新
に

係
る

申
請

が
あ

っ
た

際
に

、
情

報
公

表
に

係
る

報
告

が
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と
と

す
る

。

⑨
情

報
公

表
未

報
告

減
算

【
新

設
】

〔
全

サ
ー

ビ
ス

〕
※

児
者

共
通

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）
【

改
定

後
】

情
報

公
表

未
報

告
減

算
【

新
設

】
※

児
童

福
祉

法
第

33
条

の
18

の
規

定
に

基
づ

く
情

報
公

表
に

係
る

報
告

が
さ

れ
て

い
な

い
場

合
、

所
定

単
位

数
を

減
算

す
る

。
・

所
定

単
位

数
の

10
％

を
減

算
（

対
象

サ
ー

ビ
ス

︓
障

害
児

入
所

施
設

）
・

所
定

単
位

数
の

５
％

を
減

算
（

対
象

サ
ー

ビ
ス

︓
障

害
児

相
談

支
援

、
児

童
発

達
支

援
、

放
課

後
等

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

、
居

宅
訪

問
型

児
童

発
達

支
援

、
保

育
所

等
訪

問
支

援
）

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

【
新

設
】

〇
都

道
府

県
知

事
等

は
、

指
定

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

事
業

者
等

の
指

定
の

更
新

に
係

る
申

請
が

あ
っ

た
と

き
は

、
当

該
申

請
に

係
る

事
業

者
か

ら
児

童
福

祉
法

第
33

条
の

18
の

規
定

に
基

づ
く

情
報

公
表

に
係

る
報

告
が

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

も
の

と
す

る
。

※
第

18
条

の
27

・
28

（
児

発
）

、
第

18
条

の
29

（
放

デ
イ

）
、

第
18

条
の

29
の

２
（

居
宅

訪
問

型
児

発
）

、
第

18
条

の
30

（
保

育
所

等
訪

問
支

援
）

、
第

25
条

の
21

（
障

害
児

入
所

施
設

）
、

第
25

条
の

26
の

６
（

障
害

児
相

談
支

援
）

施
行

規
則

※
児

童
福

祉
法

施
行

規
則

（
昭

和
23

年
厚

生
省

令
第

11
号

）

ポ
イ

ン
ト

〇
児

童
福

祉
法

第
33

条
の

18
に

お
い

て
は

、
①

事
業

者
は

、
支

援
の

提
供

を
開

始
し

よ
う

と
す

る
と

き
、

支
援

の
内

容
及

び
事

業
者

・
施

設
の

運
営

状
況

に
関

す
る

情
報

を
都

道
府

県
知

事
に

報
告

す
る

こ
と

、
②

都
道

府
県

知
事

等
は

、
当

該
報

告
の

内
容

を
公

表
す

る
こ

と
を

求
め

て
い

る
（

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
情

報
公

表
制

度
。

W
AM

NE
Tの

障
害

福
祉

サ
ー

ビ
ス

等
事

業
所

情
報

検
索

シ
ス

テ
ム

を
通

じ
て

報
告

・
公

表
）

〇
本

減
算

は
、

事
業

者
が

当
該

報
告

を
行

っ
て

い
な

い
事

実
が

生
じ

た
場

合
に

、
そ

の
翌

月
か

ら
報

告
を

行
っ

て
い

な
い

状
況

が
解

消
さ

れ
る

に
至

っ
た

月
ま

で
、

当
該

事
業

所
の

利
用

者
全

員
に

つ
い

て
、

基
本

報
酬

に
つ

い
て

所
定

単
位

数
か

ら
減

算
す

る
も

の

〇
本

基
準

は
、

都
道

府
県

知
事

等
が

、
指

定
更

新
申

請
時

に
、

事
業

者
が

当
該

報
告

を
行

っ
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
こ

と
と

す
る

も
の

。

要
・

都
道

府
県

へ
の

基
準

適
合

の
届

出

【
参

照
法

令
等

】
報

酬
告

示
（

通
所

）
︓

別
表

第
１

の
１

の
注

６
の

２
（

児
発

）
、

別
表

第
３

の
１

の
注

６
の

４
（

放
デ

イ
）

、
別

表
第

４
の

１
の

注
８

（
居

宅
訪

問
型

児
発

）
、

別
表

第
５

の
１

の
注

６
（

保
育

所
等

訪
問

）
等

報
酬

告
示

（
入

所
）

︓
別

表
第

１
の

１
の

注
３

の
４

（
福

祉
型

）
、

別
表

第
２

の
１

の
注

３
の

４
（

医
療

型
）
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〇
障

害
者

の
重

度
化

・
高

齢
化

や
親

亡
き

後
を

見
据

え
、

緊
急

時
の

対
応

や
施

設
や

病
院

等
か

ら
の

地
域

移
行

の
推

進
を

担
う

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

つ
い

て
、

障
害

者
総

合
支

援
法

の
改

正
に

よ
り

市
町

村
に

対
す

る
努

力
義

務
を

設
け

、
そ

の
整

備
を

推
進

す
る

と
と

も
に

、
機

能
の

充
実

を
図

る
。

〇
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
お

い
て

、
情

報
連

携
等

を
担

う
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

を
評

価
す

る
加

算
を

創
設

す
る

。

【
現

行
】

な
し

単
位

数
（

新
旧

）

⑩
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

機
能

強
化

加
算

【
新

設
】

〔
障

害
児

相
談

支
援

〕
※

児
者

共
通

【
改

定
後

】
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

機
能

強
化

加
算

【
新

設
】

50
0単

位
／

月

〇
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

機
能

強
化

加
算

は
、

障
害

者
等

の
重

度
化

・
高

齢
化

や
親

亡
き

後
を

見
据

え
、

地
域

生
活

障
害

者
等

の
緊

急
時

に
備

え
た

相
談

や
緊

急
時

の
対

応
、

入
院

・
入

所
か

ら
の

地
域

移
行

の
推

進
等

、
地

域
体

制
の

構
築

を
目

的
と

す
る

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
に

つ
い

て
の

機
能

強
化

に
資

す
る取

組
を

評
価

す
る

も
の

。
【

主
な

要
件

】
・

①
障

害
児

相
談

支
援

及
び

計
画

相
談

支
援

（
機

能
強

化
型

（
Ⅰ

）
又

は
（

Ⅱ
）

を
算

定
す

る
場

合
に

限
る

。
）

と
自

立
生

活
援

助
、

地
域

移
行

支
援

及
び

地
域

定
着

支
援

の
サ

ー
ビ

ス
を

一
体

的
に

運
営

し
て

い
る

こ
と

、
又

は
、

②
障

害
児

相
談

支
援

及
び

計
画

相
談

支
援

（
同

上
）

を
一

体
的

に
運

営
し

、
そ

の
他

の
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
複

数
の

事
業

者
が

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に
お

い
て

相
互

に
連

携
し

て
運

営
さ

れ
て

い
る

こ
と

・
市

町
村

に
よ

り
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
位

置
付

け
ら

れ
て

い
る

こ
と

・
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
（

相
互

の
有

機
的

な
連

携
及

び
調

整
等

の
業

務
に

従
事

す
る

者
）

が
常

勤
で

１
以

上
配

置
さ

れ
て

い
る

こ
と

（
②

の
場

合
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

上
の

関
係

機
関

（
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
等

）
に

お
い

て
配

置
さ

れ
て

い
る

場
合

を
含

む
）

〇
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

要
件

及
び

業
務

に
つ

い
て

は
「

地
域

生
活

支
援

拠
点

・
ﾈｯ

ﾄﾜ
ｰｸ

運
営

推
進

事
業

の
実

施
に

つ
い

て
」

（
厚

労
省

障
害

保
健

福
祉

部
長

通
知

）
を

参
照

な
お

、
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
は

原
則

、
専

ら
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

に
お

け
る

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
業

務
に

従
事

す
る

こ
と

を
基

本
と

す
る

〇
本

加
算

を
算

定
す

る
事

業
所

は
、

１
月

に
１

回
の

頻
度

で
、

拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

及
び

本
加

算
算

定
事

業
所

の
従

業
者

が
参

加
し

、
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

の
機

能
の

整
備

状
況

、
地

域
課

題
の

抽
出

・
共

有
そ

の
他

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

機
能

強
化

を
推

進
す

る
た

め
に

必
要

な
事

項
を

協
議

す
る

こと
。

協
議

内
容

は
市

町
村

と
共

有
す

る
こ

と

〇
配

置
さ

れ
た

拠
点

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

１
人

当
た

り
、

本
加

算
の

算
定

人
数

の
上

限
を

１
月

当
た

り
合

計
10

0回
ま

で
と

す
る

。

〇
本

加
算

の
算

定
に

係
る

事
務

処
理

の
詳

細
に

つ
い

て
は

、
「

地
域

生
活

支
援

拠
点

等
の

機
能

強
化

に
つ

い
て

」
（

厚
労

省
障

害
福

祉
課

長
通

知
）

を
参

照

ポ
イ

ン
ト

90
【

参
照

法
令

等
】

報
酬

告
示

（
１

２
６

）
︓

別
表

の
１

の
注

９
基

準
告

示
（

１
８

１
）

︓
第

２
号

要
・

市
町

村
へ

の
基

準
適

合
の

届
出

（
地

域
生

活
支

援
拠

点
等

へ
の

位
置

付
け

、
一

体
的

運
営

、
拠

点
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

）

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

令
和
６
年
度
報
酬
改
定
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⑪
地

域
区

分
の

見
直

し
〔

全
サ

ー
ビ

ス
〕

※
児

者
共

通

〇
令

和
６

年
度

以
降

の
級

地
の

設
定

に
当

た
っ

て
は

、
引

き
続

き
、

原
則

と
し

て
、

介
護

報
酬

と
同

じ
区

分
と

す
る

こ
と

を
基

本
と

し
つ

つ
、

公
平

性
を

欠
く

状
況

に
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
自

治
体

に
つ

い
て

は
特

例
（

※
１

）
を

設
け

、
自

治
体

に
対

し
て

行
っ

た
意

向
調

査
の

結
果

を
踏

ま
え

、
級

地
に

反
映

す
る

ま
た

、
平

成
30

年
度

報
酬

改
定

の
際

に
設

け
ら

れ
た

経
過

措
置

（
※

２
）

に
つ

い
て

は
令

和
５

年
度

末
ま

で
が

そ
の

期
限

と
な

っ
て

い
る

が
、

令
和

８
年

度
末

ま
で

の
延

長
を

認
め

る
さ

ら
に

、
平

成
30

年
度

報
酬

改
定

時
以

降
に

、
介

護
報

酬
と

同
じ

区
分

に
変

更
し

た
自

治
体

に
つ

い
て

、
現

行
の

区
分

と
従

前
の

区
分

の
範

囲
内

で
設

定
す

る
こ

と
を

認
め

る
（

令
和

８
年

度
末

ま
で

の
適

用
）

（
※

１
）

ア
次

の
場

合
は

、
当

該
地

域
に

隣
接

す
る

地
域

に
設

定
さ

れ
た

地
域

区
分

の
う

ち
、

一
番

低
い

又
は

高
い

地
域

区
分

ま
で

の
範

囲
で

引
上

げ
る

又
は

引
下

げ
る

こ
と

を
認

め
る

ⅰ
当

該
地

域
の

地
域

区
分

よ
り

も
高

い
又

は
低

い
地

域
に

全
て

囲
ま

れ
て

い
る

場
合

ⅱ
当

該
地

域
の

地
域

区
分

よ
り

も
高

い
又

は
低

い
級

地
が

設
定

さ
れ

た
地

域
に

複
数

隣
接

し
て

お
り

、
か

つ
、

そ
の

地
域

の
中

に
当

該
地

域
と

３
級

地
以

上
の

級
地

差
が

あ
る

地
域

が
含

ま
れ

て
い

る
場

合
。

な
お

、
引

上
げ

に
つ

い
て

は
、

地
域

手
当

の
級

地
設

定
が

あ
る

自
治

体
を

除
く

ⅲ
当

該
地

域
の

地
域

区
分

よ
り

も
高

い
又

は
低

い
級

地
が

設
定

さ
れ

た
地

域
に

囲
ま

れ
て

お
り

、
か

つ
、

同
じ

地
域

区
分

と
の

隣
接

が
単

一
（

引
下

げ
の

場
合

を
除

く
。

）
の

場
合

。
な

お
、

引
上

げ
に

つ
い

て
は

、
地

域
手

当
の

級
地

設
定

が
あ

る
自

治
体

を
除

く
イ

５
級

地
以

上
の

級
地

差
が

あ
る

地
域

と
隣

接
し

て
い

る
場

合
に

つ
い

て
、

４
級

地
差

に
な

る
ま

で
の

範
囲

で
引

上
げ

又
は

引
下

げ
を

認
め

る
 （

※
２

） 平
成

30
年

度
の

地
域

区
分

の
見

直
し

に
当

た
り

、
報

酬
単

価
の

大
幅

な
変

更
を

緩
和

す
る

観
点

か
ら

、
従

前
の

設
定

値
と

見
直

し
後

の
設

定
値

の
範

囲
内

で
選

択
す

る
こ

と
が

可
能

と
す

る
も

の

８
．

共
通

事
項

・
そ

の
他

【
参

照
法

令
等

】
こ

ど
も

家
庭

庁
長

官
が

定
め

る
一

単
位

の
単

価
（

平
成

24
年

厚
生

労
働

省
告

示
第

12
8号

）

〇
地

域
区

分
に

つ
い

て
、

令
和

３
年

度
報

酬
改

定
と

同
様

に
、

類
似

制
度

で
あ

る
介

護
報

酬
に

お
け

る
地

域
区

分
と

の
均

衡
を

考
慮

し
、

原
則

、
公

務
員

の
地

域
手

当
の

設
定

に
準

拠
し

て
い

る
介

護
報

酬
の

地
域

区
分

の
考

え
方

に
合

わ
せ

る
こ

と
と

す
る

。
〇

ま
た

、
平

成
30

年
度

報
酬

改
定

の
際

に
設

け
ら

れ
た

経
過

措
置

（
平

成
30

年
以

前
の

見
直

し
前

の
上

乗
せ

割
合

か
ら

見
直

し
後

の
最

終
的

な
上

乗
せ

割
合

の
範

囲
に

お
い

て
設

定
可

能
と

す
る

も
の

）
を

適
用

し
て

い
る

自
治

体
に

お
い

て
、

当
該

自
治

体
の

意
向

に
よ

り
、

当
該

経
過

措
置

を
令

和
９

年
３

月
31

日
ま

で
延

長
す

る
こ

と
を

認
め

る
。

〇
さ

ら
に

、
平

成
30

年
度

報
酬

改
定

時
以

降
に

、
介

護
報

酬
と

同
じ

区
分

に
変

更
し

た
自

治
体

に
つ

い
て

、
当

該
自

治
体

の
意

向
に

よ
り

、
現

行
の

区
分

と
従

前
の

区
分

の
範

囲
内

で
設

定
す

る
こ

と
を

認
め

る
（

令
和

８
年

度
末

ま
で

の
適

用
）

。

ポ
イ

ン
ト

【
ア
ⅰ

に
該

当
す

る
事

例
】 ○
高

い
地

域
区

分
の

地
域

に
全

て
囲

ま
れ

て
い

る
場

合

⇒
６

％
又
は

1
0
％

を
選

択
可

【
ア
ⅱ

に
該

当
す

る
事

例
】 ○

そ
の

他
(
0%
)
地
域

で
あ

っ
て
、

高
い

地
域

区
分
の

地
域

と
複

数
隣
接

し
、

そ
の

中
に
３

級
地

以
上

の
級
地

差
が

あ
る

地
域
が

含
ま

れ
て

い
る
場

合
⇒

３
％
を

選
択
可

○
そ

の
他
(
0%
)
の
地

域
で

あ
っ
て

、
高

い
地

域
区
分

の
地

域
に

囲
ま
れ

て
お

り
、

同
一
の

区
分

(
0%

)と
は
単

一
の

隣
接

と
な
っ

て
い

る
場

合
⇒

３
％
を

選
択
可

【
ア
ⅲ

に
該

当
す

る
事

例
】

○
５

級
地

以
上

の
級

地
差
が

あ
る

地
域

と
隣
接

し
て

い
る

場
合

⇒
1
0％

を
選
択

可

【
イ

に
該

当
す

る
事

例
】

91

令
和
６
年
度
報
酬
改
定

229



 

 

【越谷市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例】                         （令和６年３月定例会提出議案関係） 

 

１ 改正の概要                                     

⑴  児童発達支援の一元化及び児童発達支援センターにおける基準等の３類型の一元化関係 

   ＜背景＞ 

   ・児童福祉法において、令和６年４月１日から「医療型児童発達支援」が「児童発達支援」に一

元化することに伴い、基準条例においても同様に「医療型児童発達支援」を「児童発達支援」

に一元化するとともに、児童発達支援センターにおける人員・設備基準等の３類型（障害児、

難聴児、重症心身障害児）の区分についても一元化するもの。 

 

     【児童発達支援の一元化】 

＜改正前＞  ＜改正後＞ 

児童発達支援 

 児童発達支援 

医療型児童発達支援 

     ※サービス類型が一元化される 

 

     【児童発達支援センターにおける人員・設備基準等の一元化】 

＜改正前＞  ＜改正後＞ 

児童発達支援センター（障害児） 

 児童発達支援センター 児童発達支援センター（難聴児） 

児童発達支援センター（重症心身障害

児） 

     ※対象児童によって異なっていた人員基準等が一元化される 

 

⑵  指定障害児通所支援に係る全サービス共通関係 

  ① 管理者の専従規定の緩和  

・障害児通所支援事業所の管理者について、事業所の管理上支障がない場合に、同一敷地内等に

限らず、他の事業所等の職務に従事することができることとするもの。 

 

② 障害児・保護者の意思尊重  

・事業者及び児童発達支援管理責任者に、障害児・保護者の意思を尊重する責務を課すもの。 

【事業者の責務】 

指定児童発達支援の

取扱方針 

障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、障害児及びその保護者の意思をできる限り尊重するための

配慮をしなければならないこととする。 
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【児童発達支援管理責任者の責務】 

個別支援計画の作成 障害児の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、

その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成

されるよう支援内容を検討しなければならないこととする。 

業務 障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

う、障害児及びその保護者の意思をできる限り尊重するよう努

めなければならないこととする。 

個別支援会議 障害児の意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮され

る体制を確保した上で開催し、個別支援計画の原案について意

見を求めることとする。 

 

③ 相談支援事業所に対する個別支援計画の交付  

・障害児の状況を踏まえた障害児支援利用計画を作成する観点から、児童発達支援管理責任者は、

個別支援計画について、当該障害児の保護者に対して指定障害児相談支援を行う指定障害児相

談支援事業所に交付しなければならないこととすることとするもの。 

 

⑶  児童発達支援・放課後等デイサービス関係 

  ① サービス提供における総合的支援の義務化  

・事業者は、こどもの特性を踏まえた支援の確保と適切なアセスメントの実施の観点から、指定

児童発達支援等の提供に当たっては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援内容とし

なければならないこととするもの。 

 

② 自己評価・保護者評価の拡充  

・事業者が行う自己評価・保護者による評価について、運用の標準化と徹底を図る観点から、自

己評価を従事者による評価も受けた上で行うことや、評価及び改善の内容を公表することに加

えて保護者にも示すこととするなど、実施方法を明確化するもの。 

＜改正前＞  ＜改正後＞ 

自己評価 

 

従業者評価 

自己評価 

保護者評価 保護者評価 

ホームページ等での公表 
保護者への提示 

ホームページ等での公表 
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③ 支援プログラムの策定・公表  

・事業者は、総合的な支援と支援内容の見える化を進める観点から、事業所ごとに、心身の健康

等に関する領域とのつながりを明確化した事業所全体の支援内容を示すプログラムを策定・公

表しなければならないこととするもの。 

経過措置あり：令和７年３月３１日までは努力義務 

 

④ インクルージョンの推進  

・事業者は、障害児がサービスを利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けること

ができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、地

域社会への参加や包摂（インクルージョン）の推進に努めなければならないこととするもの。 

 

⑤ 心身等の健康等に関する領域との関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた個別支援計画の策定 

・個別支援計画の原案の作成等においては、支援の具体的な内容と心身の健康等に関する領域と

の関連性及びインクルージョンの観点を踏まえた指定児童発達支援等の具体的内容を定めなけ

ればならないこととするもの。 

 

⑷  居宅訪問型児童発達支援関係 

① サービス提供における総合的支援の義務化  ※(3)①と同様 

・事業者は、こどもの特性を踏まえた支援の確保と適切なアセスメントの実施の観点から、指定

児童発達支援等の提供に当たっては、心身の健康等に関する領域を含む総合的な支援内容とし

なければならないこととするもの。 

 

② プログラムの策定・公表  ※(3)③と同様 

・事業者は、総合的な支援と支援内容の見える化を進める観点から、事業所ごとに、心身の健康

等に関する領域とのつながりを明確化した事業所全体の支援内容を示すプログラムを策定・公

表しなければならないこととするもの。 

経過措置あり：令和７年３月３１日までは努力義務 

 

③ 心身等の健康等に関する領域との関連性を踏まえた個別支援計画の策定 

・個別支援計画の原案の作成等においては、支援の具体的な内容と心身の健康等に関する領域と

の関連性を踏まえた指定児童発達支援等の具体的内容を定めなければならないこととするもの。 
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⑸  保育所等訪問支援関係 

① 自己評価・保護者評価・訪問先施設評価の実施  

・事業者は、事業所ごとにその提供する指定保育所等訪問支援の質及びその改善について、指定

保育所等訪問支援事業所の従事者による評価を受けた上で、自己評価を行うとともに、当該事

業者を利用する障害児の保護者及び訪問先の施設による評価を受けて、その改善を図らなけれ

ばならないこととするもの。 

＜改正前＞  ＜改正後＞ 

評価不要  

従業者評価 

訪問先施設評価 

自己評価 

保護者評価 

保護者への提示 

訪問先施設への提示 

ホームページ等での公表 

 

② インクルージョンの推進  ※(3)④と同様 

・事業者は、障害児がサービスを利用することにより、地域の保育、教育等の支援を受けること

ができるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう、地

域社会への参加や包摂（インクルージョン）の推進に努めなければならないこととするもの。 

 

③ インクルージョンの観点を踏まえた個別支援計画の策定 

・個別支援計画の原案の作成等においては、インクルージョンの観点を踏まえた指定保育所等訪

問支援の具体的内容を定めなければならないこととする。 

 

⑹  その他 

・児童福祉法及び障害者総合支援法の改正に伴う項ずれ等の改正 

・「指導」、「訓練」といった表現を「支援」に変更する改正 

（「機能訓練室」⇒「発達支援室」など） 

 

２ 施行日                                       

  令和６年４月１日 

  ※第４９条第１項の改正のみ、障害者総合支援法一部改正法（令和４年法律第１０４号）附則第１条第４号

に掲げる既定の施行の日（公布の日(R4.12.16)から３年を超えない範囲内において政令で定める日） 
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３ その他                                       

    詳細については、こども家庭庁支援局長通知をご参照ください。 

 

（通知）「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する命令、障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援

施設等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令及び児童福祉法に

基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する

内閣府令の公布について（通知）」（障発0125第1号・こ支障第16号、令和6年1月25日

付け 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長・こども家庭庁支援局長通知） 
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参考：図表（記載順は資料とは異なる） 

改正内容 

児
童
発
達
支
援 

医
療
型
児
童
発
達
支
援 

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス 

居
宅
訪
問
型
児
童
発
達
支
援 

保
育
所
等
訪
問
支
援 

児童発達支援の一元化 〇 〇※１    

児童発達支援センターにおける人員・設備基準等の一元化 〇※２     

管理者の専従規定の緩和 〇  〇 〇 〇 

障害児・保護者の意思尊重 〇  〇 〇 〇 

相談支援事業所に対する個別支援計画の交付 〇  〇 〇 〇 

サービス提供における総合的支援の義務化 〇  〇 〇  

従業者評価の実施 〇  〇  〇 

訪問先施設評価の実施     〇 

自己評価・保護者評価の実施 ※３  ※３  〇 

評価結果及び改善内容の保護者提示 〇  〇  〇 

支援プログラムの策定・公表 〇  〇 〇  

インクルージョンの推進 〇  〇  〇 

心身等の健康等に関する領域との関連性を踏まえた個別支

援計画の策定 
〇  〇 〇  

インクルージョンの観点を踏まえた個別支援計画の策定 〇  〇  〇 

※１ 一元化により医療型児童発達支援のサービス類型は児童発達支援に統合される 

※２ 児童発達支援センターにおいて実施する児童発達支援のみ 

※３ 児童発達支援・放課後等デイサービスにおいては既に実施することとされている 
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令和６年度に義務化・経過措置期間が終了する項目について 

 

１ 令和６年度に義務化する項目について 

（１）障害児・保護者の意思尊重 

（２）相談支援事業所に対する個別支援計画の交付 

（３）サービス提供における総合的支援 

（４）自己評価・保護者評価の拡充（明確化） 

（５）支援プログラムの策定・公表 ※R7.3.31 まで経過措置期間あり 

（６）インクルージョンの推進 

（７）心身等の健康等に関する領域との関連性を踏まえた個別支援計画の策定 

（８）インクルージョンの観点を踏まえた個別支援計画の策定 

※各項目の詳細については、「基準条例改正の概要」の資料をご参照ください。 

 

 

２ 既に義務化されており、令和６年３月３１日をもって経過措置期間が終了する項目

について 

（１） 業務継続計画の作成 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対して指定児童発達支援の提供を

継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(業

務継続計画)を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならな

い。 

また、従業者に対して、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及

び訓練を定期的に実施し、業務継続計画の定期的に見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行わなければならない。 

 

（２） 衛生管理 

利用者が使用する設備及び飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、また、

衛生上必要な措置を講ずるとともに、健康管理等に必要となる機械器具等の管理を

適正に行わなければならない。 

また、事業所において感染症又は食中毒が発生し、またはまん延しないように、

以下の措置を講じなければならない。 

① 委員会の定期的な開催及び、その結果について従業者への周知 

② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針の整備 

③ 従業者に対する研修並びに訓練の定期的な実施 
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（３） 送迎車両への安全装置の設置 

障害児の送迎を目的とした車両を日常的に運行するときには、当該自動車にブ

ザーその他の車内の障害児の見落としを防止する装置を備えて、降車時に所在の

確認を行わなければならない。 

原則、座席が２列以下の自動車を除くすべての自動車が対象車両となる。 
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】
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扱
い
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和
等
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つ

い
て

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 等

更 新 研 修

※ 実 践 研 修 修 了 年 度

の 翌 年 度 か ら ５ 年 間 の

間 に １ 度 毎 修 了 の 必 要
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置
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基 礎 研 修

講 義 ・ 演 習

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 等

実 践 研 修

講 義 ・ 演 習
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＜
配

置
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す
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務
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要

件
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談
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援

業
務
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関
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る
実
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件
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満
た

し
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合
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。

経
過

措
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に
つ

い
て

①
旧

カ
リ

キ
ュ

ラ
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ー
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ス
管

理
責

任
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等
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※
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１
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～
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３
年

度
の
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礎
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修

受
講

者
に

限
るサ ー ビ ス 管 理

責 任 者 等 研 修

（ 旧 体 系 ）
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配
置
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す
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実
務
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満
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し

て
い

る
場

合
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、
基

礎
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修
修

了
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後
３

年
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は
、

実
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、
サ

ー
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ス
管

理
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と

み
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。

相 談 支 援 従 事 者

初 任 者 研 修

講 義 部 分

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 等

基 礎 研 修

講 義 ・ 演 習

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 等

実 践 研 修

講 義 ・ 演 習

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 等

更 新 研 修

※ 実 践 研 修 修 了 年 度

の 翌 年 度 か ら ５ 年 間 の
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サ ー ビ ス 管 理 責 任

者 等 更 新 研 修

※ 初 回 の 更 新 研 修 修 了

年 度 の 翌 年 度 か ら ５ 年

間 の 間 に １ 度 毎 修 了 の

必 要
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時
の

資
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サービス管理責任者・児童発達管理責任者の研修制度について 

 

 サービス管理責任者・児童発達管理責任者の研修制度については、いくつかの経過措置

が設けられておりましたが、経過措置の期間の終了が近づいているもの、既に終了したもの

がございます。詳細は以下のとおりとなっておりますのでご確認ください。 

 

経過措置の概要 

➀令和元年度～令和３年度までの基礎研修受講者 

・基礎研修修了時点で、サービス管理責任者・児童発達管理責任者としての実務経験を満た

す者については、基礎研修終了日から３年間に限り、実践研修を受講していない場合でもサ

ービス管理責任者・児童発達管理責任者としての要件を満たしているとみなすもの。 

（３年の間に実践研修を受講することで、引き続きサービス管理責任者・児童発達管理責任

者として従事することができます） 

 

例）令和元年９月１日基礎研修修了→令和４年９月１日まで従事可能 

  令和３年９月１日基礎研修修了→令和６年９月１日まで従事可能 

 

→経過措置期間３年の間に実践研修を受講していない方については、サービス管理責任者・

児童発達管理責任者としての要件を満たしてないことになります(未配置状態）。 

 

②平成３０年度までのサービス管理責任者・児童発達管理責任者研修・相談支援従事者初任

者研修（２日過程）の修了者 

・令和５年度までは引き続きサービス管理責任者・児童発達管理責任者として従事可能。 

・令和６年度以降も継続する場合には、令和５年度までに更新研修の受講が必要。 

※更新研修を受講しなかった場合は、実践研修を受講することで再び従事可能 

 

→令和５年度までに更新研修を受講していない方は、現時点でサービス管理責任者・児

童発達管理責任者としての要件を満たしておりません(未配置状態）。 

 

 上記２点の方法により、サービス管理責任者・児童発達管理責任者を配置している事

業所については、経過措置期間の終了により、サービス管理責任者・児童発達管理責任

者としての要件を満たすことができず、人員基準違反状態となっている場合があります。

各事業所は至急確認し、要件を満たしていない場合には、減算等の必要な手続きをする

必要があります。 

※確認不足等で必要な手続きを取らなかった場合には、不正請求等により行政処分等の

対象となる可能性がありますので、必ず確認してください。 

241



 

障害者差別・虐待防止について 

 
 
〇障害者差別解消法について 

障害者差別解消法は、平成２８年４月１日から施行され、障害のある人もない人も、お互

いにその人らしさを認め合いながら、共に生きる社会をつくることを目的とし、「不当な差

別的取扱いの禁止」や「合理的配慮の提供」を求めています。 
「不当な差別的取扱いの禁止」とは、障害のある人に対して、正当な理由なく、障害を理

由として差別することを禁止するものとなります。また、「合理的配慮の提供」とは、行政

機関や事業者に対して、障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くため、何らか

の対応を必要としているとの意思表示があった場合に、負担が重すぎない範囲で対応するこ

とを求めるものとなります。 
また、改正障害者差別解消法が令和６年４月１日から施行され、事業者による「合理的配

慮の提供」について、従来の努力義務から法的義務へと改められました。 
（以下、内閣府リーフレットを掲載しております。） 
 
 
〇障害者虐待防止法について 

障害者虐待防止法は、平成２４年１０月１日から施行され、障害者に対する虐待の禁止等

を定めることにより、障害者虐待の防止、擁護者に対する支援等に関する施策を促進し、も

って障害者の権利利益の擁護に資することを目的としています。 
法で定義されている「障害者虐待」とは、擁護者、障害者福祉施設従業者等、使用者によ

る虐待をいい、その類型は、身体的虐待、ネグレクト、心理的虐待、性的虐待、経済的虐待

の５つに分類され、虐待を受けたと思われる障害者を発見した者は、速やかに市に通報する

ことが義務付けられています。 
また、埼玉県では児童、高齢者、障害者の虐待を一元的に規定した埼玉県虐待禁止条例を

平成３０年４月１日から施行しており、経済的虐待を児童虐待にも適用するなどの法律の範

囲を超えた規定や、通報を行いやすい環境整備として２４時間３６５日受付、対応する「埼

玉県虐待通報ダイヤル」（＃７１７１）を開設する等の取り組みが進められています。 
（以下、埼玉県チラシを掲載しております。） 
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変更届等の届出に関する留意事項について 

 
〇変更届出書について 

・指定申請時に届け出た内容に変更が生じた場合には、変更が生じた日から１０日以内に、

変更届出書をご提出ください。 
・内容によっては、事前相談が必要となるものがあります。 
・様式・必要書類については市ホームページに掲載しています。市指定の様式により、添付

書類に不足のないようご確認ください。 
 
 
《注意》 

●事業所・施設所在地の変更／利用定員の変更 

事前相談が必要です。変更に伴い、平面図等が変更となる場合には、現地確認も行いま

すので、他法令の確認を行った上で協議にお越しください。 

●事業所名称の変更 
 事前に変更届を提出する必要があります。 

●連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレス）の変更 
 忘れずに変更届をご提出ください。特に市からの連絡事項や情報提供はメールで行いま

す。迷惑メールに振り分けられないよう、受信メール設定もあわせてご確認ください。 

●利用者から徴収する費用等の変更 
 必ず運営規程にも記載し、越谷市にも変更届を提出してください。また、運営規程と重

要事項説明書の内容が異なることがないよう、ご注意ください。 

●申請法人の変更 
 合併や事業譲渡などにより、申請法人に変更が生じる場合は、法人格に継続性が認めら

れない限り、変更届ではなく、既存事業所の廃止届及び変更後の法人による新規の指定

申請が必要となります。必ず事前にご相談ください。 
 
 
※変更内容によっては事前相談をしていない場合、変更が認められない場合があります。

また、事後報告の場合、報酬の返還等が生じる可能性がありますのでご注意ください。 
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〇体制届（給付費等算定に係る体制等に関する届出）について 

（１）届出に係る加算の算定開始時期について 

・加算される単位数が増加する場合、毎月１５日までに届出書をご提出ください。（必着）

１５日までに提出された分については、翌月のサービス提供分から加算されます。 
・１６日以降に提出された分については、翌々月のサービス提供分から加算されます。必ず

余裕を持ってご提出ください。 

（２）加算が算定されなくなる場合の届出の取扱いについて 

・加算が算定されなくなる状況が生じた場合は、速やかに届出書を提出ください。なお、加

算が算定されなくなった事実が発生した日から加算の算定はできなくなります。 
・職員の退職や異動があった場合は、必ず勤務体制表を見直してください。人員配置基準を

満たすよう配置し、併せて加算要件を満たすかを必ず確認してください。 
 
《注意》 
※加算が算定されなくなった事実が発生した場合において届出を行わず、当該加算につ

いて請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた給付費等は返還措置の対象とな

ります。悪質な場合には行政処分等をもって対処します。 
 

 
 
〇廃止・休止・再開届出書について 

・事業を廃止・休止・再開する場合には、事前にご相談の上、届出書をご提出ください。 
・廃止・休止の場合は、廃止・休止する日の１ヶ月前までに届出書を提出してください。 
・再開については再開日から１０日以内に届出書を提出してください。 
 
《注意》 
※事業所の廃止・休止する場合は、現在サービスを受けている方に対して、適切な措置

（他の事業所の紹介や連絡調整など）を行ってください。 
 

 
 
○更新申請について 

・指定の有効期間は６年間と定められており、有効期間の満了に伴い、更新手続きが必要と

なります。早めにご準備いただき、指定更新申請書をご提出ください。 
・更新の手続きに合わせて指定の内容（人員、設備、運営等）について変更を考えている場

合には、早めにご相談ください。 
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○電子申請の届出方法について 

・同時期に複数の届出を行う場合においても、必ず届出ごとに電子申請の手続きを行ってく

ださい。また、重複する書類がある場合においても、それぞれの届出において必要書類を

添付してください。併せて手続きを行った場合、正しく書類を受理できないおそれがあり

ますのでご注意ください。 
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事故報告について 

 
 サービスの提供中に想定される事故は様々ですが、平常時の備えが発生時の迅速な対応に

つながります。日頃より職員の意識向上や環境整備に取り組み、利用者が安心してサービス

の提供が受けられるよう、事故の防止に努めてください。 

万が一、事故が発生した場合には、①利用者の安全確保を最優先とし、②保護者等への丁

寧な説明、③障害福祉課・子ども施策推進課（その他関係機関を含む）に速やかに報告をお

願いいたします。 
 
 
〇対象となる事故等 

・利用者や職員等の生命・身体・財産に被害が生じた事件や事故。利用者に対する虐待、利

用者の行方不明。 

・感染症・食中毒等による利用者や職員等の健康被害。 

・自然災害（地震・台風）や火災などによる施設等の被害。 

・個人情報の漏えい、盗難等の犯罪被害。 
 
 
〇報告書と提出先 

【報告の時期】 

 第１報：危機が発生した場合は、参考様式１「事故報告書（速報）」により速やかに（原

則として当日中に）報告します。なお、特に重大な緊急を要する危機が発生した

場合は、電話連絡をします。 

続 報：第１報後の状況の変化（危機の拡大、トラブルの発生など）について、参考様式

２「事故報告書」により、必要に応じて報告します。 

最終報：事故発生から再発防止策までの状況について、参考様式３「再発防止策報告書」

により、報告書を作成し、提出します。 

      

※自然災害による被害は、参考様式４「自然災害による被害報告書」の提出。 
 
 
【提出先】電子メールで提出してください。 

① 障 害 福 祉 課 shogaifukushi@city.koshigaya.lg.jp 
② 子ども施策推進課 kodomoshisaku@city.koshigaya.lg.jp 
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参考様式１ 

事 故 報 告 書 （ 速 報 ） 

 

（あて先） 

   越谷市○○○○課長 

 

                   施設所在地 

                   施 設 種 別 

                   施 設 名 

                   管 理 者 

                   担 当 者 

事故者氏名                      （手帳      ） 

年齢・性別等     年  月  日生   歳（男・女）（障害支援区分  ） 

事故発生日時     年  月  日 午前・午後  時  分頃 

事故発生場所  

事故の種別  

事故の概要 

 

１ 概要 

 

 

 

 

２ 施設(事業所)の対応 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

 

参考事項 

※指定サービス事業所は、施設を事業所に読み替える（参考様式２も同様） 

257



 

参考様式２ 

事  故  報  告  書  

 

（あて先） 

   越谷市○○○○課長 

 

 

                   施設所在地 

                   施 設 名 

                   代 表 者 

                   担 当 者 

事故者氏名                      （手帳      ） 

年齢・性別等     年  月  日生   歳（男・女）（障害支援区分  ） 

事故発生日時     年  月  日 午前・午後  時  分頃 

事故発生場所  

事故の種別  

事故の概要 １ 概要 

 

 

２ 事故の原因 

 

 

３ 施設の対応 

 

 

４ 今後について 

 

 

 

 

参考事項（事故に対する処置等） 

※ 上記報告様式に加え、別紙により詳細内容を記載した資料〔事故の状況の詳細、事故原因、本人の

普段の生活状況(病状等)、事故当時の施設・事業所の職員体制、事故発生場所の地図等〕を添付する

こと。 
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参考様式３ 

再 発 防 止 策 報 告 書  

 

（あて先） 

   越谷市○○○○課長 

 

                   施設所在地 

                   施 設 種 別 

                   施 設 名 

                   管 理 者 

                   担 当 者 

事故者氏名                      （手帳      ） 

年齢・性別等     年  月  日生   歳（男・女）（障害支援区分  ） 

事故発生日時     年  月  日 午前・午後  時  分頃 

事故発生場所  

事故の種別  

再発防止策の 

概要 

１ 概要 

 

 

２ 事故の原因 

 

 

３ 施設の対応 

 

 

４ 再発防止策 

参考事項 

※ 上記報告様式に加え、別紙により、参考資料「事故原因、事故当事者や家族等との話し合いの状況、

再発防止策に係る職場研修や職員会議の状況、再発防止策の実施状況の確認できる資料等」を添付す

ること。 
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（参考様式４）自然災害よる被害報告書  

台風○○号による被害報告 

（あて先） 

   越谷市○○○○課長 

所 在 地： 

事業所名： 

事業種別： 

管 理 者： 

 

人的被害 

被害を受けた者 利用者    人 ・ 職員    人 

・被害の程度 

・被害への対応 

・施設運営への影響 

の有無 

 

 

 

 

 

建物・設備等 

の物的被害 

被害箇所 

 

 

 

・被害の程度 

・被害への対応 

・施設運営への影響 

の有無 

 

 

 

 

 

ライフライン 

の途絶 

・ライフライン名称 

・復旧見込 

・対応状況 

・施設運営への影響 

の有無 

 

 

 

 

 

 

避難の有無 

 

無 ・ 有（○○人） 

 

避難場所（               ） 

報告者氏名： 

緊急連絡先： 
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越谷市の独自基準について 

 
 越谷市の基準条例は、基本的には埼玉県の基準条例に準じて整備していますが、利用者が

より安心してサービスを利用することができる環境整備を図るため、以下の３つの独自基準

を設けていますので、ご留意ください。 
 
 
１ 暴力団排除 

【対象】  全サービス 

【内容】   市が指定する各サービスの事業者は、原則、法人であることとしており、

運営法人の役員等は暴力団員又は暴力団関係者であってはならない。 

【理由】   障害福祉サービスの事業活動により、暴力団の活動を助長し、又は暴力団

の運営に資することの内容、暴力団員等を排除し、利用者が安心してサービ

スの利用ができる環境を整備するため。 
 
 
２ 運営規程に「個人情報の取扱い」を規定 

【対象】  全サービス 

【内容】  「個人情報の取扱い」について、運営規程に定める項目に規定する。 

【理由】   全事業所において取り扱っている利用者の個人情報について、管理を徹底

する必要があるため。 
※既に指定を受けている事業所においては、運営規程の変更が必要となるが、経過措置

として、次回更新までの間に運営規程の変更をすることとする。 
 
 
３ 身体的拘束等を行うときの家族等への詳細な説明 

【対象】  全サービス（就労定着支援・自立生活援助を除く） 

【内容】   やむを得ない場合における身体的拘束等の実施にあたり、利用者や家族に

対して、できる限り詳細に説明し、十分な理解を得るよう努める。 

【理由】  「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」（厚生労働

省作成）では、やむを得ず身体的拘束等を行うときの手続きとして「本人・

家族への十分な説明」が規定されているが、省令では身体的拘束等を実施し

た際の状況の記録のみを行う規定となっているため。 
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消防局予防課 
令和６年度(2024 年度)集団指導資料 

社会福祉施設等における火災予防対策について 
                     

１ 社会福祉施設で発生した過去の火災 

発生日 場所 用途 発生時刻 消防覚知 人的被害 

H20.6.2 神奈川県綾瀬市 知的障害者施設 2:28 頃 2:33 
死 者 3 名 

負傷者 1 名 

H20.11.13 宮城県仙台市 老人福祉施設 1:20 頃 1:24 負傷者 33 名 

H20.12.26 福島県いわき市 小規模多機能施設 22:04 頃 22:09 
死 者 2 名 

負傷者 3 名 

H21.3.19 群馬県渋川市 有料老人ホーム 22:45 頃 22:55 
死 者 10 名 

負傷者 1 名 

H21.4.7 新潟県糸魚川市 ケアハウス 3:20 頃 3:23 
死 者 1 名 

負傷者 3 名 

H22.3.13 北海道札幌市 
認知症高齢者 

グループホーム 
不明 2:25 

死 者 7 名 

負傷者 2 名 

H25.2.8 長崎県長崎市 
認知症高齢者 

グループホーム 
不明 19:43 

死 者 5 名 

負傷者 7 名 

H29.3.12 愛媛県北宇和郡 障害者支援施設 0:55 頃 1:05 
死 者 3 名 

負傷者 2 名 

 

過去の事例では、人的被害の出ている火災の多くは、夜間に発生しています。夜間

は職員の数が少なく、自力避難困難者が多い社会福祉施設等では、防火安全体制や避

難体制が十分ではないため、被害が拡大しているケースが見られます。 

平成２７年には消防法令が改正され、社会福祉施設等の種類や規模により、スプリ

ンクラー設備、自動火災報知設備、消防機関へ通報する火災報知設備の設置基準や、

自動火災報知設備と火災通報装置の連動が義務化されました。 

このように消防用設備の設置義務化に伴い機械的に火災発生を監視し、自動で消火

を行うことになりましたが、避難については、人の力に頼らざるを得ない状況です。

そのため、各事業所で防火安全体制を強化することが必要であり、昼夜を問わず、避

難誘導を迅速にできるようにすることが重要です。 

２ 出火防止対策 

 根本的な火災予防は出火させないことです。昨年の越谷市における出火原因の上位

は、こんろ、たばこ及び放火となっています。出火防止対策としては、次のようなこ

とが挙げられます。 
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 ⑴ 火気の管理 

ア こんろ上部及び周囲に可燃物を置かない。（ＩＨ（電磁調理器）でも同様） 

  （それぞれの製品に火災予防上安全な離隔距離が決められています。） 

イ ライター等の器具を管理する。 

ウ 喫煙場所を指定し、吸い殻は水に浸してから捨てるなど適切に処理する。 

⑵ 電気機器の管理 

ア 暖房器具等は可燃物から遠ざける。 

イ たこ足配線はせず、プラグ等は乾いた布等で定期的に清掃する。 

ウ 電気コードは家具等の下敷きにならないようにし、コードに折れ、よじれ、 

傷が生じないように注意する。 

エ コンセントや電源タップに許容電流以上の器具を接続しない。 

オ 電気機器等は日常的に点検し、異常を感じた機器等は使用しない。 

 ⑶ 放火防止対策 

ア 建物の外周部に燃えやすいものを置かない。 

イ ゴミは決められた場所、日時に出す。 

  ウ 物置や車庫など、出入りの少ない場所は施錠する。 

  エ 外灯を取付けるなど、建物周囲を明るくする。 

 

３ 延焼拡大の抑制対策（火炎及び煙を抑える） 

万が一出火してしまった際には延焼を拡大させないことが重要です。延焼を拡大さ

せない対策としては次のことが挙げられます。 

 

⑴ 戸は、常時容易に開閉できるように管理し、くさび等での固定や閉鎖障害とな

るような物品を置かない。 

⑵ 居室等に不必要な可燃物を大量に保管しない。 

⑶ 壁や天井などの内装材を不燃材料等にする。 

⑷ 施設内で使用するカーテン、じゅうたん等は、防炎性能を有する物品の使用が

義務付けられています。そのため、防炎である旨の表示が付いた物品でないと防

炎物品として認められません。 

    

⑸ 使用する寝具類等は防炎製品を使用する。（推奨） 

    

防炎規制の対象品（一部） 

カーテン、じゅうたん等の敷物、のれん、

目隠し布、装飾布、合成樹脂製のジョイン

トマットなど 
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４ 早期の発見及び初期消火 

 火災を早期に発見し、できる限り迅速かつ的確に初期消火を行うため、次の点に留

意して施設の体制を整えましょう。 

 

⑴ 消防用設備の日常の点検（該当設備が設置されている場合） 

 ア 消火器は決まった位置に置かれており、容易に持ち出せる状態になっている

か。また、消火器の標識が設置されているか。 

 イ 屋内消火栓設備やスプリンクラー設備の補助散水栓の扉の前に操作の支障

となる物品等はないか。また、ホースの延長に支障がないか。 

ウ スプリンクラー設備のヘッドの側方３０㎝、下方４５㎝の範囲に散水の妨げ

となるものはないか。また、ヘッドの外形に異常はないか。 

エ スプリンクラー設備の制御弁室及び消火ポンプ室の位置は把握しているか。

また、当該室が物置として利用されていないか。 

オ 自動火災報知設備の感知器の周囲に感知の妨げになるものはないか。また、

感知器が取り外されている等の異常はないか。 

カ 自動火災報知設備の受信機に異常の表示は出ていないか。また、警戒区域一

覧図が備えられているか。 

⑵ 職員の教育、体制 

ア 職員全員に施設にある消火器や他の消防用設備の使用方法を把握させるため、

訓練等を定期的に行う。 

イ 火災を確認しに行くときは消火器を必ず持っていく。 

ウ 火災を発見した場合は大声で火災であることを周囲に伝える。 

エ 火が天井に達してしまうと消火器での初期消火は困難なので、他の消火設備

に切り替えるか避難を優先する。 

 

５ 早期の通報 

火災を発見したら、直ちに消防機関へ通報をしてください。万が一初期消火に失敗

し、火災が拡大した場合は消防機関の消火活動、救助活動に頼らざるを得ません。通

報が遅くなればなるほど火災は拡大し、消防車が到着したときには手遅れという事態

にもなりかねません。通報に関しては次のことに留意しておきましょう。 

 

⑴ 消防機関へ通報する火災報知設備を有効に使用する。 

（消防法令で規定する社会福祉施設等は、自動火災報知設備の感知器の作動と連

動して起動させる必要があります。） 

⑵ 人員が足りない場合に備えて、携帯電話等を準備し、火災の際には携行して現

場確認を行う。 
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⑶ 通報する内容（住所、建物名称、目標となる建物、電話番号など）は、訓練等

を通じ覚えておくほか、電話機付近の見やすい箇所に掲げておく。 

 

※ 火災の通報があった場合は指令センターから次の内容を聞かれます。 
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６ 避難管理 

 初期消火ができず、避難が必要な場合は直ちに利用者の方の避難誘導をしてくださ

い。社会福祉施設では、通常の避難よりも多くの時間が掛かります。次のことに留意

して、日常の管理、職員の教育などの体制を整えましょう。 

 

⑴ 日常の管理 

ア 搬送・歩行の障害となる段差等はないか。 

イ 避難経路となる廊下や階段等に避難障害となるような物品はないか。 

ウ 発見した障害等を職員で共有する。 

⑵ 職員の教育、体制 

ア 第一優先は階段を使用しての避難であるが、いざという時に避難器具を有効 

に使用できるよう避難器具の設置位置、使用方法を把握しておく。 

イ 車イス等を利用する利用者の周囲に、常時、車イス等を配置しておく。 

ウ 火災時に近隣から駆け付ける協力者、従業員等を確保する。 

エ 自力避難困難者は避難階の避難口付近など容易に避難できる場所に配置す 

る。 

オ 自力避難困難者の居室を職員全員が把握する。 

カ 出火場所に近い者から避難誘導する。 

キ 平常時に避難口を施錠する場合は、屋内側から鍵を使わずに解錠できる構造

（サムターン錠等）又は自動火災報知設備と連動し解錠できる構造とする。 

 

７ 消防訓練 

 防火管理者の選任義務が生じる建物は、消防計画に基づいて消火及び避難の訓練を

年２回以上、通報訓練を年１回以上実施する義務があります。なお、実施前に管轄の

消防署へ指定の書類（自衛消防訓練通知書）で通知する必要があります。 

 また、防火管理者の選任義務がない建物は、消防法令における消防訓練の実施義務

はありませんが、定期的に実施することを推奨します。 

 消防訓練は、施設ごとに応じた実効性のある内容を検討して下さい。少数職員によ

る訓練、出火時間や出火箇所を変えての訓練など、実施して見えてきた課題を検討し、

問題を解消して日頃の防火安全体制を構築していきましょう。 

  

８ まとめ 

 防火管理は「自分のところは自分で守る」という自助努力が重要です。建物を使用

する人たちが協力し合い、一丸となって火災の発生を防ぐとともに、いざというとき

に適切な行動がとれるように日頃から体制を整えましょう。 
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住宅用火災警報器の設置及び維持管理について 

１ 概要 

住宅用火災警報器は、越谷市火災予防条例ですべての住宅に設置を義務付け

ています。火災から命を守るためにも、住宅用火災警報器を正しく設置し、適

切に維持管理することが重要です。 

本市消防局では、住宅用火災警報器の設置促進及び適正な維持管理にかかる

広報活動を継続して実施しているところですが、未だ設置されていない住宅も

存在し、設置の義務化から１０年以上が経過したことにより機器本体の劣化や

電池切れが報告されています。 

このことから、住宅用火災警報器について広く周知を図り、住宅火災の被害

を低減させることは、火災予防の重要な役割を担っています。 

住宅用火災警報器の設置率（消防庁報告の推計普及率） 

 越谷市 全国 埼玉県 

該当年月 設置率(％) 設置率(％) 設置率(％) 

令和元年６月 ８１．０ ８２．３ ７７．５ 

令和２年７月 ８１．０ ８２．６ ７８．１ 

令和３年６月 ８３．０ ８３．１ ７９．７ 

令和４年６月 ８３．０ ８４．０ ７９．４ 

令和５年６月 ８１．０ ８４．３ ８０．６ 

 

２ 越谷市で発生した奏功事例 

【事例１】  

家人が入浴中に住宅用火災警報器が鳴動したため確認したところ、ストーブ

付近から火が上がっているのを発見、すぐに濡れたタオルで消火することがで

きた。 

【事例２】  

隣の家で住宅用火災警報器が鳴動していることに隣人が気付き、すぐに１１９

番通報し、被害が最小限で済んだ。 

【事例３】  

家人が就寝中に住宅用火災警報器の鳴動音で目が覚め確認したところ、隣の部

屋から煙が出ていたため、すぐに１１９番通報し、部屋の一部が燃えただけで済

んだ。 
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３ 住宅火災件数の推移 

（住宅火災・・・専用住宅、共同住宅及び店舗併用住宅で発生した火災） 

 

 

４ 過去の住宅火災による死者数に係る住宅用火災警報器の設置状況 

昨年は、高齢者の方が犠牲となる住宅火災が多く発生しました。火災に至る

原因は様々ですが、すべてのお宅で住宅用火災警報器が設置されていない状況

でした。 
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５ 住宅用火災警報器の設置場所及び取り付ける際の注意点 

【設置場所】 

 

 

※台所には条例上設置義務はありませんが、台所にも設置することを推奨しています。 

 

【取り付ける際の注意点】 
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 ６ 感知器の種類 

感知器の種類は、煙感知器と熱感知器があり、越谷市火災予防条例において、

設置義務が生じる場所には煙感知器を設置しなければなりませんが、自主的に

台所に設置する場合には、熱感知器をお勧めします。また、振動と文字で火災

を知らせるものや、光で知らせるものなど、さまざまな種類があります。更に、

近年は住宅用火災警報器と連動して屋外に警報を発する装置等の機器もあり

ます。 

 

 ７ 維持管理について 

すでに住宅用火災警報器が設置されている住宅は、維持管理が重要です。電

池が切れたときは、短い音が一定の間隔で鳴動するものや「電池切れです。」

と音声で知らせるものなどがあります。 
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社会福祉施設等に関連する消防法の用途分類 （消防法施行令別表第 1 を一部抜粋） 

越谷市消防局 

６項 

イ 医療に関係する施設であるため、詳細は省略する。 

ロ 

（１） 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第一項に規

定する要介護状態区分が避難が困難な状態を示すものとして総務省令で定める区分に該当する者（以下「避難が困難な要介護者」という。）を

主として入居させるものに限る。）、有料老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させるものに限る。）、介護老人保健施設、老人福

祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第四項に規定する老人短期入所事業を行う施設、同条第五項に規定する小規模多機能型居

宅介護事業を行う施設（避難が困難な要介護者を主として宿泊させるものに限る。）、同条第六項に規定する認知症対応型老人共同生活援助

事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの 

（２） 救護施設 

（３） 乳児院 

（４） 障害児入所施設 

（５） 障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）第四条第一項に規定

する障害者又は同条第二項に規定する障害児で当って、同条第四項に規定する障害支援区分が避難が困難な状態を示すものとして総務省令

で定める区分に該当する者（以下「避難が困難な障害者等」という。）を主として入所させるものに限る。）又は同法第五条第八項に規定する短

期入所若しくは同条第十五項に規定する共同生活援助を行う施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限る。ハ（５）において

「短期入所等施設」という。） 

ハ 

（１） 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム（ロ（１）に掲げるものを除く。）、老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム（ロ

（１）に掲げるものを除く。）、老人福祉法第五条の二第三項に規定する老人デイサービス事業を行う施設、同条第五項に規定する小規模多機能

型居宅介護事業を行う施設（ロ（１）に掲げるものを除く。）その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの 

（２） 更生施設 

（３） 助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター、児童福祉法（昭和二十二年法律

第百六十四号）第六条の三第七項に規定する一時預かり事業又は同条第九項に規定する家庭的保育事業を行う施設その他これらに類するも

のとして総務省令で定めるもの 

（４） 児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設又は児童福祉法第六条の二の二第二項に規定する児童発達支援若しくは同条第四項に

規定する放課後等デイサービスを行う施設（児童発達支援センターを除く。） 

（５） 身体障害者福祉センター、障害者支援施設（ロ（５）に掲げるものを除く。）、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律第五条第七項に規定する生活介護、同条第八項に規定する短期入所、同条第十二項に規定する自

立訓練、同条第十三項に規定する就労移行支援、同条第十四項に規定する就労継続支援若しくは同条第十五項に規定する共同生活援助を行

う施設（短期入所等施設を除く。） 

ニ 幼稚園又は特別支援学校 

15 項 前各項に該当しない事業場 

１６項 イ 
複合用途防火対象物のうち、その一部が１項から４項まで、５項イ、６項又は９項イに掲げる防火対象物の用途に供されている

もの 

１６項 ロ イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物 

※ 集団指導に関連しない事業の用途記載は省略しています。 

 

【留意事項】 

消防法令における用途の判定は建物で判断され、その結果に応じて規制が異なってきます。 

また、１の建物で事業が複合する場合は、１６項イまたは１６項ロになりますが、管理権原や利用形態によっては

主たる用途に従属され、複合用途とならない場合があります。 

建物用途の例） 養護老人ホーム → ６項ロ⑴ 

障害者支援施設 → ６項ロ⑸ 

保育所 → ６項ハ⑶ 

事務所 → １５項 

養護老人ホーム＋老人デイサービス → ６項ロ⑴＋６項ハ⑴＝１６項イ 

保育所＋共同住宅 → ６項ハ⑶＋５項ロ＝１６項イ 

事務所＋共同住宅 → １５項＋５項ロ＝１６項ロ 
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社会福祉施設等での感染症発生時の対応について 

 

越谷市保健所 感染症保健対策課 

 

 

○感染症対策は、 危機管理対策の１ つ 

福祉施設は多く の人々が利用し 、 集団生活を営むこ と から 、 さ ま ざま な感染症が持

ち込ま れやすく 、 施設内でも 広がり やすいと いう 側面を持ち合わせていま す。  

 日ごろから の「 予防対策の実施」 と 「 発生時の感染拡大防止対策」 が重要です。  

 

【 感染症対策の基本】  

 感染が成立する のは、 下記の３ つの要素がそろっ たと き です。  

1 感染源（ 病原体の存在）  

2 感染経路（ う つる ルート ）  

3 感受性のある 人（ 人）  

こ の３ つの要素のど こ かを 断ち切る こ と で感染拡大は防止でき ま す。  

  

感染拡大を 防止する には・ ・ ・ ・  

  1 感染源( 病原体の存在) ： 消毒、 滅菌 

  2 感染経路( う つる ルート )  ： 標準予防策、 感染経路別予防策 

  3 感受性のある 人( 人) ： ワ ク チン接種 
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【 基本的な対策】  

 ス タ ンダード ・ プリ コ ーショ ン（ 標準予防策）  

 「 全ての人が何ら かの感染症を 持っ ている 」 と いう 考え方です。 全ての利用者の体

液、 血液、 皮膚など 感染の可能性がある と 考え対応する こ と です。  

  

＜標準予防策＞ 

具体的な対応時（ 例）  項目 

  感染の可能性のある も のに触れたと き  

  手袋を外し たと き  

  他の患者に触れる 前 

  手の汚れがあっ たと き  

  配膳の前後 

手洗い 

  感染の可能性のある も のに触れる と き  

  便、 嘔吐の処理時 

 

手袋 

  咳・ 痰の多い患者利用者の介護（ 保育） ケアを 行う と き  

  職員に咳・ く し ゃみのある と き  

 

マス ク  

ゴーグル 

  衣類が汚れそう なと き  

 

ガウ ン 

 

 

●手指衛生 

基本と なる も ので、 手洗いやアルコ ールによ る 消毒のこ と を いいま す。  

 

 日常的手洗い 衛生的手洗い 

方法 水洗い→石鹸での手洗い→

すすぎ→乾燥 

 

水洗い→石鹸での手洗い→すすぎ →

乾燥→アルコ ールによ る 消毒 

効果 眼に見える 汚れがある 場合 眼に見えない汚れの場合 

 

場面 配膳の前後、ト イ レ 等の見守

り 後な ど 日常生活行為の前

後に実施 

感染症流行時に日常的手洗いと 同様

の場面で実施 
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＜感染経路別予防策＞ 

 空気感染 飛沫感染 接触感染 

手指衛生 標準予防策に準ずる  

防
護
用
具 

ガウ ン  

標準予防策に 準ず

る  

衣類の 汚染が 考え

ら れる と き は使用

する 。  

使用後は感染性廃

棄物と し て捨てる 。 

標準予防策に 準ず

る  

衣類の 汚染が 考え

ら れる 時は使用す

る 。  

退室の際、部屋の中

で脱ぐ 。  

使用後は、感染性廃

棄物と し て捨てる 。  

マス ク  

結核の場合、医療従

事者は N 95 マス ク

を着用する 。  

患者の 1～1.5m 以

内に 接近する 時は

サ ージ カ ルマ ス ク

を 着用する 。  

標準予防策に 準ず

る  

手袋 標準予防策に準ずる  

患者の部屋に入る と き はア ル

コ ールベース の擦式消毒薬で

消毒後手袋を 着用する 。  

汚染物に触れたと き には手袋

を 交換する 。  

部屋を 出る 前に手袋を外し 、擦

式消毒薬を 使用する 。 (便など

の有機物付着時は流水で洗う ) 
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○発生時の対応 

 入所者と 職員の健康状態の確認 

 発生日時・ 発生場所を 含む状況の確認 

 受診状況・ 診断名、 検査実施状況 

 臨時感染症対策委員会の開催（ 対策の確認）  

 

 

○特に対策が必要な感染症 

【 入所者・ 職員に起こ り う る 感染症】  

 症状 感染可能期間 

( 潜伏期間)  

感染経路 

新 型 コ ロ ナ ウ イ

ルス 感染症 

発熱、咳、咽

頭痛等 

発症の 2 日前から 発症

後 7～10 日 

・ エアロ ゾル感染 

・ 飛沫感染 

イ ンフ ルエンザ 咳、鼻汁、咽

頭痛等 

発症後 18 ～ 72 時間 

発症後 2 ～ 5 日間は

ウ イ ル ス 排 泄 を 認 め

る 。  

・ 飛沫感染 

・ 接触感染 

結核 ２ 週 間 以 上

続 く 発 熱 、

咳、痰、体重

減少等 

発病後数ヶ 月 ～ 数十

年 

・ 空気感染( 飛沫核感染)  

 

感染性胃腸炎 嘔吐、下痢等 発症後 1 ～ 3 日程度 

有症期間中は、 便から

ウ イ ルス 分離が認めら

れる ので、 その間は感

染する 可能性がある 。  

・ 経口感染 

・ 接触感染 

腸 管 出 血 性 大 腸

菌感染症 

下痢、 血便、

等 

感染後 2 ～ 9 日 （ 多

く は 2 ～ 5 日）  

排菌期間は 1 週間を 過

ぎる と 明ら かに減少す

る 。  

・ 経口感染 

疥癬 皮膚の痒み、

落屑等 

発症後約 1 ヶ 月 

（ 角化型疥癬から の感

染では約 1 週間）  

・ 接触感染 

 

 

初動対応で、「 感染拡大」、「 感染終息」 を左右する  
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【 抵抗力の低い人が罹り やすい感染症】  

  M RSA 感染症 

緑膿菌感染症 

レ ジオネラ 症  など  

【 血液・ 体液を介する 感染症】   

B 型肝炎 

 C 型肝炎 

 H I V 感染症／AI DS 

 

 

 

 

 

 

 

○保健所への報告 

 社会福祉施設等における 感染症発生時にかかる 報告について  

（ 令和５ 年４ 月２ ８ 日）  

 

一部抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いつも と 違う ？ 日常の観察が非常に大事 

こ んな時には、 行政への報告が必要です 

発生時には、 直ちに相談し てく ださ い。  

４ ． 社会福祉施設等の施設長は、 次のア、 イ 又はウ の場合は、 市町村等の社会福祉施設

等主管部局に迅速に、 感染症又は食中毒が疑われる 者等の人数、 症状、 対応状況等を報

告する と と も に、 併せて保健所に報告し 、 指示を求める などの措置を講ずる こ と 。  

ア 同一の感染症若し く は食中毒によ る 又はそれら によ る と 疑われる 死亡者又は 

重篤患者が１ 週間内に２ 名以上発生し た場合 

イ  同一の感染症若し く は食中毒の患者又はそれら が疑われる 者が１ ０ 名以上又 

は全利用者の半数以上発生し た場合 

ウ  ア及びイ に該当し ない場合であっても 、 通常の発生動向を上回る 感染症等の発 

生が疑われ、 特に施設長が報告を必要と 認めた場合 

 

５ ． ４ の報告を行った社会福祉施設等においては、 その原因の究明に資する ため、 当該

患者の診察医等と 連携の上、 血液、 便、 吐物等の検体を確保する よ う 努める こ と 。  
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※新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症について も 、 他の感染症や食中毒が発生し た場合と

同様に、上記の「 社会福祉施設等における 感染症発生時にかかる 報告について 」

に基づき 、 １ ０ 名以上又は全利用者の半数以上発生し た 場合、 社会福祉施設等

の主管部局への報告と 、 併せて 保健所への報告を お願いいたし ま す。  

※基準に達する のを 待た ずに、 早めにご 相談いた だいて も 構いま せん。  

感染症の発生時には、感染拡大防止と 再発予防の観点から 保健所の調査が入る 場合

も あり ま す。  

 

 

 

 

 

 

その他提出様式など 詳し い内容は下記を ご参照く ださ い。  

感染症集団発生時の報告について（ 越谷市公式ホームページ）

https://www.ci ty.kosh igaya.sa i tam a.jp/kurash i _ sh isei/fukush i/hoken jo/kansensho/

sh isetsu_ shudankansen .h tm l  

 

感染症に関する 報告・ 相談窓口 

  越谷市保健所 感染症保健対策課 ０ ４ ８ －９ ７ ３ －７ ５ ３ １  

 

食中毒等に関する 報告・ 相談窓口 

  越谷市保健所 生活衛生課 ０ ４ ８ －９ ７ ３ －７ ５ ３ ３  

感染症情報をこ ま めに入手（ 公的機関のホームページなど）  

２ 次元コ ード はこ ちら ↑ 

令和 6 年 10 月 11 日時点変更 
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279



※　補足説明

●冊子について

・このルールは冊子として作成し、令和４年３月より医療・介護関係者に配
布をしております。

・冊子は越谷市医療と介護の連携窓口（電話048-910-9140）で配布をしてお
りますので、ご連絡をお願いいたします。

・また、以下のホームページにも掲載されております。
　①越谷市医療と介護の連携窓口の事業所向けホームページ
　②越谷市ホームページ（市民向けに加工されているもの）

・診療報酬、介護報酬改定に伴う内容の見直しや専門職の皆様の意見を参考
に、定期的に冊子の改訂を行っており、今年度は秋頃を予定しています。最
新の内容はホームページに掲載いたしますので、ご確認ください。
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切れ目のない

医療と介護の連携を目指して

2023年8月
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入退院支援に係る多職種連携のイメージ図

入退院支援ルール対象者

介護保険申請の流れ

病院・在宅チームの協働で目指す入退院支援の視点

入退院支援フローチャート

入退院支援における連携・調整に関する診療報酬・介護報酬について

多職種の連携にあたっての心構え

地域包括支援センターとは

在宅医療連携拠点「越谷市医療と介護の連携窓口」

越谷市内病院連携窓口リスト

「通院・入院時あんしんセット」について

越谷市入退院支援ルール 策定経過

はじめに

16P

1P

2P

4P

3P

5P

6P

7P

8・9P

10・11P

12・13P

14P

15P
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1

高齢化が急速に進んでいる今、市民の医療・介護の需要は更に増えることが予想

され、在宅医療の普及・推進が求められています。

そのような現状の中、誰もが住み慣れた地域で、その人らしい生活を送ることが

できるよう、市内の共通ルールとして、地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、

この度、「越谷市入退院支援ルール」を作成いたしました。医療・介護関係者のみ

なさまには、積極的な運用と活用へのご協力をお願いいたします。

本誌が多職種の皆様の業務に役立てば幸いです。

越谷市入退院支援ルールの目的

入退院時に医療機関とケアマネジャー等の専門職が連携を図り、利用者（患

者）の必要な情報を引き継ぐことにより、切れ目ない支援体制を整えることを目

的とします。

ルールの性格・見直しについて

越谷市入退院支援ルールは、強制力を持つということはありません。入退院支

援に関わる職種が連携しやすいように標準的なルールを定めました。利用者（患

者）によって対応は異なりますので、その都度、関係者間で調整をお願いします。

ルールの運用後、定期的に運用状況の確認や評価を行い、必要に応じて関係者間

で適宜見直しを行っていきます。

個人情報の取り扱いについて

医療・介護連携のためには関係者間の情報共有が不可欠ですが、個人情報の取

り扱いには注意が必要です。厚生労働省から「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」が示されていますのでご参照くださ

い。
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２

ケアマネジャーがいない場合

ア）退院支援が必要な患者

① 日常生活に支障をきたすような症状がある認知症

② 入退院を繰り返している

③ 入院前より状態が著しく変化している

④ 医療処置が必要 (がん末期、感染症、褥瘡、在宅酸素など)

⑤ 服薬管理が必要

⑥ 福祉用具・住宅改修など環境整備が必要

⑦ 以下、介助が必要

・食事及び口腔ケア

・立位、歩行

・排泄(ポータブルトイレを使用含む)

・入浴、更衣

イ）上記以外で地域の見守りなどが必要な患者

① 日常生活は、ほぼ自立している認知症

② 独居で調理や掃除などの身の回りのことに援助が必要

③ 家族はいるが、高齢や疾患などにより介護力が弱い

④ 日常生活は、ほぼ自立しているがん患者等で、新たに

医療処置が必要または見込まれる

⑤ 内服薬の自己管理が難しい

⑥ 買い物や通院の支援が必要

⑦ 65歳以上で精神・知的障害がある

⑧ 生活困窮者

⑨ 虐待、もしくは虐待が疑われる

1項目でも該当すれば、

本人・家族に確認の上、

居宅介護支援事業所

（ケアマネジャー）

に相談

ケアマネジャーと連携をしましょう

1項目でも該当すれば、

本人・家族に確認の上、

地域包括支援センター

に相談 ＜P11参照＞

※ア）、イ）

で判断に迷う場合も含む

ケアマネジャーがいる場合

入退院支援ルール対象者

介護保険の申請(P3)とともに、
該当するア）、イ）の条件を確認し、
下記へ相談
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３

♢第2号被保険者(40歳から64歳で医療保険に加入し､下記の特定疾病(16種類)

により介護や支援が必要となった時に市の認定を受けた方)

♢第1号被保険者(65歳以上の方)

介護保険を利用する場合は、お住まいの市町村の窓口に要介護認定の申請を

行ってください

認定結果が出るまでには、おおよそ1か月かかります

介護保険に加入する方（被保険者）

サービスを利用するまでの流れ

介護保険申請の流れ

申請に必要なもの

要介護・要支援認定申請書

介護保険の保険者証

健康保険の保険者証（※第2号被保険者の場合）

本人や代理人の身元確認の書類 等

申請者

本人または、家族、成年後見人など

地域包括支援センター、省令で定められた居宅介護支
援事業者や介護保険施設などが代行できます

①がん
（医師が一般に認められている医学的知
見に基づき回復の見込みがない状態に
至ったと判断したものに限る）

⑧脊髄小脳変性症

⑨脊柱管狭窄症

⑩早老症

⑪多系統萎縮症

②関節リウマチ ⑫糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及
び糖尿病性網膜症③筋萎縮性側索硬化症

④後縦靭帯骨化症 ⑬脳血管疾患

⑤骨折を伴う骨粗鬆症 ⑭閉塞性動脈硬化症

⑥初老期における認知症 ⑮慢性閉塞性肺疾患

⑦進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核
変性症及びパーキンソン病

⑯両側の膝関節または股関節に著しい
変形を伴う変形性関節症
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【
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
】

あ
ん
し
ん
セ
ッ
ト
準

備
の

お
手

伝
い

を
お

願
い

し
ま
す

在
宅

生
活

中

【
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
】

検
査

入
院

や
計

画
入

院
の

際
は

事
前

に
か

か
り

つ
け

医
や

病
院

と
相

談
を

し
ま
し
ょ
う

入
院

前

【
退

院
調

整
部

門
（
M

S
W

・
N
S
）】

早
め

に
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に

連
絡

を
し
ま
し
ょ
う

【
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
】

在
宅

生
活

を
イ
メ
ー
ジ
し
て

い
た

だ
け

る
よ

う
な

情
報

を
提

供
し
ま
し
ょ
う

入
院

時

【
退

院
調

整
部

門
（
M

S
W

・
N
S
）
・病

棟
N
S
】

必
要

な
場

合
は

要
介

護
申

請
や

区
分

変
更

申
請

の
検

討
を

し
ま
し
ょ
う

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
が

い
な

い
場

合
は

P
2
を

参
照

し
、
連

携
を

図
り
ま
し
ょ
う

入
院

期
間

中

再
発

・
重

度
化

を
防

ぎ
再

入
院

し
な

い
よ

う
な

支
援

を
心

が
け
、

自
立

支
援

の
視

点
を

持
ち
ま
し
ょ
う

退
院

後 ◇
必

要
な

書
類

・
診

療
情

報
提

供
書

・
訪

問
看

護
指

示
書

・
看

護
サ
マ
リ
ー

・
リ
ハ

ビ
リ
サ
マ
リ
ー

◇
栄

養
指

導
等

退
院

時 ・
A
C
P
（
人

生
会

議
）

・
意

思
決

定
支

援
・
自

立
、
自

律
支

援
・
ケ
ア
プ
ラ
ン
の

立
案

・
サ
ー
ビ
ス
調

整

カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の

開
催

【
退

院
調

整
部

門
（
M

S
W

・
N
S
）】

退
院

時
期

が
決

ま
っ
た

ら
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
に

連
絡

を
取

り
ま
し
ょ
う

安
心

し
て

在
宅

生
活

が
ス
タ
ー
ト
で

き
る

よ
う
病

院
と
在

宅
チ
ー
ム
で

連
携

を
図

り
ま
し
ょ
う

退
院

前

か
か

り
つ

け
医

か
か

か
り
つ

け
歯

科
医

師

か
か

り
つ

け
薬

局

ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

行
政

（
M

S
W

・
N
S
）

退
院

調
整

部
門

介
護

施
設

・
介

護
サ
ー
ビ
ス

訪
問

看
護

師

訪
問

リ
ハ
ビ
リ

越
谷

市
医

療
と
介

護
の

連
携

窓
口

地
域

包
括

支
援

セ
ン
タ
ー

（
例

）

４
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５

日頃からそなえる

病院と在宅チームが

認識・方向性・力を

あわせる

退院に向けて心と

身体、療養環境を

ととのえる

退院後に必要な支援

が切れ目なく提供さ

れるよう病院から在

宅チームにつなぐ

【入退院支援の目指すべき姿】

利用者（患者）が入院した場合、その人らしい暮らしの場に戻るために、病院と在宅チームとの

協働が求められます。

また、退院後、再発・重度化を予防し、本人が望む在宅療養生活が継続できるよう、病院と在宅

チームが、互いの強みを活かしながら、地域全体で連携し、支援を行うことが大切です。

【入院を経てまた暮らしの場へ戻る際、大切にしたい視点】

本人家族の意向を基に、病院と在宅チームが協働（そなえる・あわせる・ととのえる・つなぐ）

していく視点で連携を深めましょう。

《退院》 《入院》
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ケアマネジャーに

連絡

看護師

（外来・病棟）

3～7日以内に

入院計画

必要に応じて病状
説明（IC）をする

概ね3日以内に退院
支援が必要な人を

抽出

（スクリーニング）

3日以内に病院へ
多職種から集約した

情報を提供

院内多職種カンファレンス （入院計画を確認）

退院前カンファレンス（病院から在宅チームへバトンタッチ）

診療情報提供書の

作成

要検討

・区分変更

・ケアプラン変更

・住宅改修

院内多職種による退院支援

・意思決定支援・自立支援・症状マネジメント

・在宅に向けた医療・ケアのアレンジ

・在宅医療体制の調整

・医療的ケアについて家族指導

・各種書類の準備

・ケアプランの立案

・サービス調整

必要書類を家族に

渡す

サービス担当者会議

あ
わ
せ
る

医師

ケアマネが
いない場合は

P2を参照し連絡

看護サマリーの

作成

必要に応じて、

ケアマネジャーに

連絡

６

元気に過ごせるよう健康管理に気をつける

病院と在宅チームが認識・方向性・力を合わせる

重度化を防止し再入院しないための支援を行う

専門職から集約
した情報も活用
してください

在宅チーム病院

MSW・看護師

（退院調整部門）
ケアマネジャー 多職種

1週間程度で

主治医意見書を

作成

退院に向け心身の状態・療養環境を整える
かかりつけ歯科医は

入院中も診察が
できます

薬剤師は薬の服薬
管理でチーム医療

に貢献します

支援が切れ目なく提供されるよう在宅チームへ繋げる

病院と在宅チームの
同職種連携・協働を

図りましょう

病院からの
情報を活用し

ましょう

そ
な
え
る

つ
な
ぐ
（
退
院
時
）

と
と
の
え
る
（
入
院
期
間
中
）

あ
わ
せ
る
（
入
院
時
）

そ
な
え
る

(必要時)訪問診療医
へつなぐ

「あんしんセット」の準備
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退
院

時
共

同
指

導
料

2
4
00

点
（

入
院

中
1回

）
病

院
の

医
師

等
と

在
宅

医
が

共
同

で
退

院
後

の
療

養
状

必
要

な
説

明
・

指
導

※
医

師
等

の
職

種
の

3
名

以
上

と
共

同
し

指
導

を
実

施
2
00

0
点

退
院

時
薬

剤
情

報
管

理
指

導
料

9
0
点

（
1回

の
入
院

に
つ

き
1回

）

退
院

時
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

指
導

料
3
00

点
（

1回
の

入
院

に
つ

き
1回

）

退
院

前
訪

問
指

導
料

58
0
点

（
1回

の
入

院
に

つ
き

1回
）

退
院

後
訪

問
指

導
料

5
80

点
＋

訪
問

看
護
同

行
加

算
2
0
点

介
護

支
援

等
連

携
指

導
料

40
0
点

（
入

院
中

2回
）

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
と
の

連
携

入
退

院
支

援
加

算
1：

7
00
点

ま
た

は
1
3
00

点
（

退
院

時
1
回

）

2：
19

0点
ま
た

は
6
3
5
点

（
退

院
時

1回
）

入
院

早
期

よ
り
退

院
困

難
者

を
抽
出

し
、

退
院

支
援

計
画

の
立

案
及

び
退

院
し

た
場

合
に

算
定

+
入

院
時

支
援

加
算

入
院

時
支

援
加

算
1

2
30

点
入

院
時

支
援

加
算

2
2
00

点
入

院
予

定
の

患
者

に
対

し
、

入
院

中
に

行
わ

れ
る
治

療
の

説
明

等
を

入
院

前
の

外
来

に
お

い
て

実
施

+地
域

連
携

診
療
計

画
加

算
30

0点
（

入
退

院
支

援
加

算
）

+地
域

連
携

診
療
計

画
加

算
50

点
（

診
療

情
報
提

供
料

Ⅰ
）

退
院

・
退

所
時

加
算

入
院

時
情

報
連

携
時

加
算

(Ⅰ
)入

院
後

3日
以

内
2
0
0単

位
/月

(Ⅱ
)入

院
後

7日
以

内
1
0
0単

位
/月

緊
急

時
等

居
宅

カ
ン

フ
ァ

レ
ン

ス
加

算
20

0
単

位
（

月
2回

）

歯
科

診
療

情
報

提
供

料
Ⅰ

25
0
点

入
院

時
に

歯
科

医
か
ら

病
院

へ
診

療
情

報
提

供
料

を
実

施

薬
剤

師
退

院
時

共
同

指
導

料
6
00

点
（

入
院

中
1
回

）
退

院
後

の
訪

問
薬

剤
指

導
を

行
う

薬
局

薬
剤

師
が

、
療

養
上

の
必

要
な

説
明

・
指

導
を

医
師

等
の

職
種

3
名

以
上

と
共
同

し
て

実
施

在
宅

医
退

院
時

共
同

指
導

料
1

1
50

0点
（

入
院

中
1
回

）
病

院
の

医
師

等
と

在
宅

医
が

共
同

で
退

院
後

の
療

養
上

必
要

な
説

明
・

指
導

を
実

施

訪
問

看
護

・
定

期
巡

回
・

看
護

小
規

模
多

機
能

（
介

）

退
院

時
共

同
指

導
加

算

60
0
単

位
（

病
院

内
で

の
カ

ン
フ

ァ
レ

ン
ス

）

退
院

時
に

共
同
指

導
を

行
っ

た
後
に

、
初

回
の

指
定

訪
問

看
護

を

実
施

病
院

ケ
ア

マ
ネ

ジ
ャ

ー
多

職
種

入
院
前
又
は
入
院
早
期
か
ら
医
療
と
介
護
が
連
携
し
て
退
院
支

援
を
行
う
こ
と
が
、
病

院
か
ら
地
域
へ
の
切
れ
目
の
な
い
支
援
に

つ
な
が
る
た
め
国
が
加
算
を
作
り
ま
し
た
。

加
算
が
取
れ
る
環
境
は

ス
ム
ー
ズ
な
連
携
に
繋

が
っ
て
い
き
ま
す
。

主
な

関
係

報
酬

の
み

を
掲

載
し

て
い

ま
す

。
ま

た
、

算
定

に
当

た
っ

て
は

最
新

の
算

定
要

件
・

施
設

基
準

を
確

認
し

て
く

だ
さ

い
。

【
参

考
】

入
退

院
支

援
に

お
け

る
連

携
・

調
整

に
関

す
る

診
療

報
酬

・
介

護
報

酬
に

つ
い

て 令
和

5年
7月

時
点

訪
問

看
護

（
医

）
退

院
時

共
同

指
導

加
算

（
訪

問
看

護
管

理
療

養
費

）

80
0
点

（
1回

の
入

院
に

つ
き

1回
）

７
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連携は、心配り から

医療と介護の関係者がよりスムーズに連携していくには、お互いの立場を理解し、

思いやりを持って行動することが大切です。

相互の信頼関係を深めるために、普段からコミュニケーションを心掛け、顔の見

える関係を築いていきましょう。

８

多職種の連携にあたっての心構え

① 思いやりを持ち、丁寧な対応を心がけましょう

② お互いの視点を大切に、わかりやすく相手に伝えましょう

・相手が必要としている正確な情報を、なるべく専門用語を使わずに伝えましょう

・５Ｗ１Ｈを意識し結論から伝えましょう

・どの程度急ぐ要件か伝えましょう

③ 地域包括支援センター(高齢者の総合相談窓口)を活用しましょう＜Ｐ10参照＞

対応困難な時は、利用者（患者）のお住まいの地区を担当している地域包括支援

センターに相談しましょう。

全ての職種のみなさまへ
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９

① 利用者の情報を取り扱う際には本人・家族から了承を得ましょう

② 医療機関の訪問に際しては、事前に相手方の予定を確認しましょう

③ 受診同行の際には受付時に名刺を添え、診察の場面では氏名・所属・職種・

目的を伝えましょう

④ 退院時カンファレンスの内容などは各サービス担当者と情報共有しましょう

① 患者（利用者）の在宅療養生活は、医師の作成する書類から始まります

・主治医意見書

・訪問看護指示書

・訪問リハビリテーション指示書 など

① 入院中から在宅生活をイメージした支援を心がけましょう

患者・家族は退院したその日から療養生活が始まります。その人の日常生活に

合わせた支援をしていきましょう。ご家族にも指導をお願いします。

② 退院日の目途を早めにケアマネジャーに知らせましょう

③ 必要な書類はケアマネジャーと確認しましょう

退院時に必要な書類をお互いに確認しましょう。

④ 地域包括支援センター(高齢者の総合相談窓口)を利用しましょう＜Ｐ10参照＞

退院後、介護が必要になる患者（利用者）は、お住まいの地区を担当している

地域包括支援センターに相談しましょう。

医師のみなさまへ

ケアマネジャーのみなさまへ

病院スタッフのみなさまへ
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地域包括支援センターとは

高齢者等に必要な援助・支援を総合的に行う、市の委託機関です。保健師または看護師、

主任ケアマネジャー、社会福祉士を配置し、専門性を活かして支援を行っています。

業務内容

例えば、どんな支援をしているの？

【虐待に関する相談支援を行います】

高齢者虐待を発見した場合には、速やかに行政や地域包括支援センターへ通報しな

ければなりません。また、虐待かどうか迷う場合にもご連絡をお願いします。

１０

地域包括支援センターは高齢者の総合相談窓口です。

※地区ごとに担当が異なります。P11を参照ください。

総合相談

健康、介護、生活のことなど様々

な相談を受け、対応しています。

必要に応じて訪問も行います。

介護予防ケアマネジメント

要介護認定で「要支援１・２」と

認定された方または、基本チェック

リストにより「事業対象者」と判定

された方の介護予防ケアプランを作

成します。また、介護が必要な状態

にならないよう介護予防教室等の紹

介を行います。

包括的・
継続的ケアマネジメント

高齢者が暮らしやすい地域にする

ため、さまざまな機関と連携し、

ネットワークづくりを行っています。

また、ケアマネジャーに対する支

援も行います。

権利擁護

消費者被害や高齢者虐待の防

止など、高齢者の権利を守るた

めの支援を行います。

【要介護認定の代行申請を行います】
介護保険サービスを利用するには、申請が必要です。基本的にはご家族等が行いま

すが、独居や家族での対応が難しい方は、地域包括支援センターで代行することが

できます。

【対応困難なケースについて、一緒に検討します】

身体的、経済的な問題など、多問題を抱えた高齢者への支援は困難が予想されます。

一人で抱えず、ご相談ください。また、地域ケア会議を活用することも可能です。
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名称 所在地（越谷市）
電話番号
（048）

ＦＡＸ
（048）

担当地区

1 桜井
下間久里792-1
（桜井地区センター・公民館内）

970-2015 970-2016
大里、下間久里、
上間久里、大泊、平方、
平方南町、千間台東

2 新方
大吉470-1
（新方地区センター・公民館内）

977-3310 940-3339
弥十郎、大吉、向畑、
北川崎、大杉、大松、
船渡、弥栄町

3 増林
増林3-4-1
（増林地区センター・公民館内）

963-3331 940-0145
花田、増林、増森、中島、
東越谷1～4、6～10丁目

4

大袋 大竹831-1 971-1077 970-1166 恩間、大竹、大道、
三野宮、恩間新田、袋山、
大林、大房、千間台西せんげん台

出張所
千間台西5-26-15 940-1315 940-1315

5 荻島・北越谷
南荻島190-1
（荻島地区センター・公民館内）

978-6500 940-1140
野島、小曽川、砂原、
南荻島、西新井、北後谷、
長島、北越谷

6 出羽
七左町4-248-1
（出羽地区センター・公民館内）

985-3303 988-8866

七左町1、4～8丁目、
大間野町、新川町、
宮本町、神明町、谷中町、
新越谷2丁目

7 蒲生
登戸町33-16
（蒲生地区センター・公民館内）

985-4700 972-6070

瓦曽根1～2丁目、登戸町、
蒲生東町、蒲生寿町、
蒲生旭町、蒲生本町、
蒲生愛宕町、蒲生南町、
南町、蒲生、蒲生西町、
南越谷1丁目

8 川柳
川柳町2-507-1
（老人福祉センターひのき荘内）

990-0753 971-5310
伊原、川柳町、
レイクタウン7丁目

9 大相模
相模町3-42-1
（大相模地区センター・公民館内）

993-4258 993-4259

西方、相模町、大成町、
東町、流通団地、
レイクタウン1～6丁目、
8～9丁目

10 大沢
東大沢1-12-1
（大沢地区センター・公民館内）

972-4185 972-4186
大沢、大沢1～4丁目、
東大沢

11 越ヶ谷
越ヶ谷4-1-1
（越谷市中央市民会館）

966-1851 965-3855

越ヶ谷、御殿町、柳町、
越ヶ谷本町、中町、
弥生町、東越谷5丁目、
赤山町1～2丁目、
赤山本町、宮前

12 南越谷
南越谷4-21-1
（南越谷地区センター・公民館内）

999-6651 999-6678

瓦曽根3丁目、
南越谷2～5丁目、
赤山町3～5丁目、
蒲生茜町、新越谷1丁目、
東柳田町、元柳田町

令和３年９月１日現在
【越谷市地域包括支援センター】

１１
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市民が住み慣れた地域で自分らしい生活が送れるよう

「入退院支援・日常療養生活支援・急変時の対応・看取り」体制を構築します。

連絡はこちら！！

１２

電 話 ： 048-910-9140（相談受付時間 平日9：00～17：30）

ＦＡＸ ： 048-910-9141

アドレス ： renkei@koshigaya-med.or.jp

在宅医療連携拠点

「越谷市医療と介護の連携窓口」

～多職種のチームワークが深まるよう支えます～

訪問診療医の在宅療養支援ベッド調整

情報共有・連携推進（ＭＣＳ:メディカル・ケア・ステーション）

スムーズな多職種連携に向けた対応策の検討や研修会の企画・開催

医療介護福祉職・地域包括支援センター等の相談窓口

人生の最終段階における意思決定支援の普及 等

・訪問診療を受けて在宅療養生活をしている方が脱水や肺炎等で入院加療や

レスパイト（介護者の休養）が必要な時に利用できるシステムです。

・５病院（市川胃腸科外科病院・慶和病院・越谷誠和病院・十全病院・新越谷病院）が

輪番制で対応。365日（１日１床）ベッドが確保されています。

＜主な業務内容＞

・医療介護現場がリアルタイムにつながる多職種連携ツールです。無料。

・非公開型（招待制）の高セキュリティで安心です。

※登録は越谷市医療と介護の連携窓口までご連絡ください。
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「越谷市医療と介護の連携窓口」ホームページ

市役所

後方支援ベッド受け入れ病院

入所施設

退院時カンファレンス

ケアマネジャー

地域包括支援センター

越谷市医療と介護の連携窓口

在宅介護が必要なら 入院加療が必要なら

埼玉県の在宅医療

病院と有床診療所

介護保険サービス提供事業者

住みよい地域で
いつまでも
生活するために

事業所の方はこちら をクリックするとパスワードで
以下の専用ページに入れます

お知らせ 医療と介護の
連携窓口便り

後方支援ベッド
輪番表

後方支援ベッド
利用可能な
患者登録用紙

医療介護専用ＳＮＳ
「ＭＣＳ登録」

について
その他

管轄市町村 名称 電話番号

春日部市 春日部市地域包括ケアシステム推進センター 048-745-8651

吉川市、松伏町 吉川松伏在宅医療サポートセンター 048-940-8375

三郷市 三郷市在宅医療・介護連携サポートセンター 048-949-6119

草加市、八潮市 草加八潮医師会在宅医療サポートセンター 048-959-9972

川口市 川口市在宅医療サポートセンター 048-229-7670

近隣の「在宅医療連携拠点」

１３

チームで支える在宅医療
人生の最終段階にむけた医療・ケア
埼玉の在宅医療連携拠点

※事業者一覧は
毎月更新あり

訪問診療医
歯科医師
薬剤師
看護師
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

…クリックで

リンク先へ
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医療機関名 担当部署
住所

（越谷市）

獨協医科大学
埼玉医療センター

総合患者支援センター
〒343-8555
南越谷2-1-50

越谷市立病院 医療連携室
〒343-8577
東越谷10-32

越谷誠和病院
地域連携・医療福祉相談室
在宅支援部 入退院支援

〒343-0856
谷中町4-25-5

新越谷病院
医療相談室
医療連携室

〒343-0815
元柳田町6-45

十全病院 医療相談室
〒343-0807
赤山町5-10-18

慶和病院 医療連携室
〒343-0041
千間台西2-12-8

市川胃腸科外科病院 医事課
〒343-0023
東越谷7-2-5

リハビリテーション
天草病院

総合相談部
〒343-0002
平方343-1

埼玉東部循環器病院 医療相談・地域医療連携室
〒343-0025
大沢3187-1

順天堂大学医学部附属
順天堂越谷病院

地域医療連携室
医療福祉相談室

〒343-0032
袋山560

北辰病院 医療連携室
〒343-0851
七左町4-358

南埼玉病院 入院・受診相談担当窓口
〒343-0012
増森252

レイクタウン
整形外科病院

なし
〒343-0828
レイクタウン
5-13-6

越谷市内病院連携窓口リスト
令和5年7月7日現在

１４

※越谷市保健所管内の病院に、リスト掲載の照会を行い、
同意を得られた病院のみ掲載しています
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１５

「通院・入院時 あんしんセット」について

医療機関やケアマネジャーは、利用者（患者）が通院や入院時に必要なものを

あらかじめ準備しておくように、本人や家族に啓発しましょう。

①「通院・入院時あんしんセット」（以下、「あんしんセット」） は、日ごろから通院

や入院時に必要なものをご自身で分かりやすい袋やケースにまとめて準備しておきま

しょう。

②「あんしんセット」を準備しておくと、医療機関とケアマネジャーで速やかな連携を

図ることで、スムーズな通院、入院につながります。

③ 誰が見てもわかりやすい「あんしんセット」を活用することで、もしもの時に慌てず、

情報共有を図ることができます。

－裏－－表－

啓発内容
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１６

越谷市入退院支援ルール 策定経過 令和4年2月10日現在

＜世話人会 メンバー＞
越谷市医師会 越谷市医療と介護の連携窓口
越谷市歯科医師会
越谷市薬剤師会
越谷市介護保険サービス事業者連絡協議会
越谷市リハビリテーション連絡協議会
越谷市訪問看護ステーション連絡協議会
越谷ケアマネの会 “ひだまり”
獨協医科大学埼玉医療センター 総合患者支援センター
越谷市立病院 医療連携室
埼玉県立大学
越谷市 地域共生部 地域共生推進課 地域包括ケア課 介護保険課

保健医療部 地域医療課
消防局 救急課

※協議内容は越谷市医療と介護連携の会「世話人会」(年4回）にて結果報告

日にち 内 容

R2.4 ♢埼玉県保健医療部医療整備課より「地域における入退院支援ルール作成の進め方」通知

R2.5 ♢越谷市における入退院支援ルール作成の課題と進め方について協議

R2.10
♢「越谷市入退院支援ルール作成に関するアンケート調査」市内118か所

対象：病院・診療所・居宅介護支援事業所・訪問看護ステーション・地域包括支援センター

R2.11

♢第1回ケアマネ意見交換会
メンバー：
市内居宅介護支援事業所 ケアマネジャー 8名
越谷市医療と介護の連携窓口

R2.12

♢第1回越谷市入退院支援ルール意見交換会
メンバー：
越谷市内 4病院 看護師、ソーシャルワーカー
市内居宅介護支援事業所ケアマネジャー 8名
越谷市役所 福祉部 地域包括ケア推進課(現 地域共生部 地域共生推進課)
越谷市医療と介護の連携窓口

R3.1 ♢第2回ケアマネ意見交換会

R３.１ ♢第2回越谷市入退院支援ルール意見交換会

R3.3 ♢第3回越谷市入退院支援ルール意見交換会

R3.8 ♢越谷市リハビリテーション連絡協議会と意見交換会

R3.8 ♢第4回越谷市入退院支援ルール意見交換会

R3.9 ♢越谷市薬剤師会と意見交換会

R3.10 ♢令和3年度 第1回越谷市地域包括ケア推進協議会

R4.2 ♢令和3年度 第2回越谷市地域包括ケア推進協議会
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「越谷市入退院支援ルール」は市ホームページからもダウンロードできます

編集発行 : 越谷市 保健医療部 地域医療課

越谷市東越谷10-3１（越谷市保健センター内）

TEL:048-972-4777

越谷市医療と介護の連携窓口

越谷市東越谷10-3１（越谷市医師会内）

TEL:048-910-9140

300



※補足説明

・関係者の皆様には、利用者（患者）が通院や入院時に必要なものをあらかじめ準
備しておくように、本人や家族に啓発をお願いします。

・「通院・入院時あんしんセット」のチラシ、ポスター、カードを作成しました。
必要な方は、越谷市医療と介護の連携窓口（電話：048-910-9140）で配布していま
す。また、チラシとポスターは越谷市ホームページからもダウンロードできます。
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